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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年１１月２８日 

自   午前１１時３５分 

至   午前１１時４０分 

於   議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委 員 長 吉村  洋 君 

副 委 員 長 宮本 法広 君 

委 員 小林 克敏 君 

 〃   中山  功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   山口 経正 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

 〃   下条ふみまさ 君 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１１時３５分 開会 ― 
 

【吉村（洋）委員長】 ただいまから農水経済委
員会を開会いたします。 
 なお、下条委員から欠席する旨の届けが出さ

れておりますので、ご了承をお願いいたします。 
 これより、議事に入ります。 
 まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名をさせていただきます。 
 会議録署名委員は、久野委員、山口委員のご

両人にお願いいたします。 
 本日の委員会は、平成２８年１１月定例会に

おける当委員会の審査内容等を決定するための

委員間協議であります。 
 それでは、審査の方法について、お諮りをい

たします。審査の方法については、委員会を協

議会に切り替えて行いたいと存じますが、ご異

議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 ご異議なしと認めます。 
 それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 
暫く休憩をいたします。 
 

― 午前１１時３６分 休憩 ― 

― 午前１１時３９分 再開 ― 
 

【吉村（洋）委員長】委員会を再開いたします。 
 それでは、本日協議いたしました１２月８日

１３時３０分からの分科会及び１２月９日以降

の委員会の審査内容につきましては、原案のと

おり決定をされましたので、この後、理事者に

正式に通知することといたします。 
 ほかにご意見等はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
 これをもって本日の農水経済委員会を終了い

たします。お疲れさまでした。 
 

― 午前１１時４０分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年１２月８日 

自   午後 １時３０分 

至   午後 ２時５０分 

於   議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

分 科 会 長 吉村  洋 君 

副 会 長 宮本 法広 君 

委 員 小林 克敏 君 

 〃   中山  功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   山口 経正 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

 〃   下条ふみまさ 君 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

産 業 労 働 部 長 古川 敬三 君 

産業労働部次長 宇戸 真二 君 

産 業 政 策 課 長 山下 三郎 君 

産業政策課企画監 吉村 邦裕 君 

雇用労働政策課長 松本 和也 君 
 
 

広 報 課 長 土井口章博 君 
 
 

水 産 部 長 熊谷  徹 君 

水 産 部 次 長 平田 修三 君 
水 産 部 参 事 監 
（漁港漁場計画・ 
漁場環境担当） 

横山  純 君 

漁 政 課 長 西  貴史 君 

水産加工流通課長 岩田 敏彦 君 

漁 港 漁 場 課 長 中田  稔 君 
 
 

農 林 部 長 加藤 兼仁 君 
農 林 部 政 策 監 
（農村整備事業・ 
諫早湾干拓担当） 

前田 健次 君 

農 林 部 次 長 中村  功 君 

農 林 部 次 長 宮﨑 浩善 君 

農 政 課 長 福田 修二 君 

農 業 経 営 課 長 佐藤  紳 君 

農 産 園 芸 課 長 渋谷 隆秀 君 

畜 産 課 長 大曲 祥之 君 

農 村 整 備 課 長 松本 拓徳 君 

林政課長(参事監） 佐藤 義高 君 

森 林 整 備 室 長 内田 陽二 君 
 
 
６、審査事件の件名 

〇予算決算委員会（農水経済分科会） 
第135号議案 
平成28年度長崎県一般会計補正予算（第5号）
（関係分） 
第136号議案 
平成28年度長崎県県営林特別会計補正予算
（第1号） 

 
 
７、審査の経過次のとおり 

 

― 午後 １時３０分 開会 ― 
 

【吉村(洋)分科会長】 ただいまから、予算決算
委員会農水経済分科会を開会いたします。 
 なお、下条委員から欠席する旨の届け出が出

されておりますので、ご了承をお願いいたしま
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す。 
 これより、議事に入ります。 
 本日、本分科会として審査いたします案件は、

第 135 号議案「平成 28 年度長崎県一般会計補
正予算（第 5 号）」のうち関係部分外 1 件であ
ります。 
 審査方法についてお諮りいたします。 
 補正予算の審査は、早期事業着手等のため、

即日審議する必要がございますので、第 135号
議案及び第 136号議案に限って審査を行うこと
といたしたいと存じますが、ご異議ございませ

んでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議ないようですので、
そのように進めることといたします。 
 なお、理事者の出席については、本日の審査

に関係する範囲でお手元に配付しております配

席のとおり決定いたしたいと存じますので、ご

了承をお願いいたします。 
 それでは、これより審査に入ります。 
 産業労働部長より議案の説明をお願いいたし

ます。 
【古川産業労働部長】 お手元の「平成 28年 11
月定例県議会 予算決算委員会 農水経済分科会 
説明資料（経済対策補正分）」をお開き願います。 
 産業労働部 1ページでございます。産業労働
部関係の議案について、ご説明いたします。 
 今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第 135 号議案「平成 28 年度長崎県一般会
計補正予算（第 5 号）」のうち関係部分であり
ます。 
 今回の補正予算は、国の地方創生加速化交付

金の事業として採択されたことを受け、必要な

予算を追加しようとするものであります。 
 歳出、労働費 4,000万円の増を計上いたして

おります。 
 補正予算の内容について、ご説明いたします。 
 産業政策課、大学生へのインターンシップを

促進し、県内定着を図るため、動画を活用した

県内企業の魅力発信や県内外の大学生をターゲ

ットとした合同企業説明会の開催等に要する経

費として、大学生への県内企業魅力発信プロジ

ェクト事業費 4,000万円の増を計上いたしてお
ります。 
 以上をもちまして産業労働部関係の説明を終

わります。 
 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 
【吉村(洋)分科会長】 続いて、吉村産業政策課
企画監より補足説明をお願いいたします。 
【吉村産業政策課企画監】 それでは、今回、補
正をお願いしております大学生への県内企業魅

力発信プロジェクト事業費について、ご説明を

させていただきます。 
 資料は、お手元にお配りしております「平成

28年 11月定例県議会 予算決算委員会 農水経
済分科会 補足説明資料(経済対策補正)産業労
働部」の資料でございます。 
 申し訳ございません。はじめに資料の訂正を

させていただきます。 
 資料 2ページをお開きください。末尾に「4、
事業実施期間」とございますが、この番号の「4」
は「3」の誤りでございます。まことに申し訳
ありませんが、訂正をお願いいたします。 
 それでは、1 ページに戻りましてご説明をさ
せていただきます。 
 まず、事業目的でございますけれども、本事

業は、県内外の大学生を対象に、本県企業の魅

力紹介や本県の暮らしやすさのＰＲ並びに県内

企業合同説明会の開催により、県内における企
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業インターンシップや就職活動をさらに活発に

し、県外の大学等に進学している若者の本県へ

の還流、それと県内大学生の県内定着を促進し

ようということを目的として実施するものでご

ざいます。 
 次に、2の事業内容及び事業費でございます。 
 本事業は、国の平成 27 年度補正予算で計上
された地方創生加速化交付金の第三次募集を活

用して実施するものでございます。ただし、内

示額が申請額よりも減額となっております。 
 したがって、内示額を上回る部分については、

事業内容の再精査を行い、事業費を見直した上

で不足する分については、効率的な執行等によ

り対応することとさせていただきたいと考えて

おります。 
 続いて、個別の事業についてご説明をさせて

いただきます。 
 まず、2 の事業内容及び事業費の事業費合計
4,000万円を計上させていただいております。 
 （1）県内企業魅力発信の強化といたしまし
て、県内企業の魅力を発信する動画の作成及び

その作成した動画を発信する「Ｎなび」の充実

強化に要する経費として 2,000万円を計上させ
ていただいております。 
 なお、動画の作成に当たりましては、対象企

業から 1 社当たり 10 万円程度のご負担をいた
だく予定としております。 
 （2）「ふるさと情報」発信強化でございます。
「ふるさと情報」を発信するスマートフォン用

のアプリ開発、「ふるさと情報」発信のため高校

を卒業する生徒のメールアドレスを提供いただ

きましてリスト化を行うメールリストの開発に

要する経費として 1,000万円を計上させていた
だいております。 
 次に、資料の 2ページをお開き願います。 

 （3）の県内企業合同説明会の開催でござい
ます。 
 県内外の大学生を対象とした説明会を本県と

福岡県で開催する経費として 700万円を計上さ
せていただいております。 
 なお、県外において本県単独の企業説明会を

開催いたしますのは、今回がはじめてとなって

おります。 
 次に、（4）長崎県の魅力発信ツールの作成で
ございます。高校生、大学生向けに県内での働

きやすさ、暮らしやすさなど、本県の魅力を発

信するパンフレットの作成に要する経費として

300万円を計上させていただいております。 
 最後に、冒頭訂正をさせていただきました 3
の事業実施期間でございます。本事業は、国の

平成 27 年度からの繰越予算を活用しておりま
す関係上、平成 29年 3月 31日までに全ての事
業を完了させることが必要となっております。

大変短い期間となりますけれども、効率的な事

業執行に努めてまいります。 
 以上で大学生への県内企業魅力発信プロジェ

クト事業費の説明を終わらせていただきます。 
 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 
【吉村(洋)分科会長】 次に、水産部長より議案
の説明をお願いいたします。 
【熊谷水産部長】 水産部関係の議案について、
ご説明いたします。 
 最初に、産業労働部長が説明いたしました資

料の水産部をお開きいただきたいと思います。 
 1 ページ目でございます。今回、ご審議をお
願いしておりますのは、第 135号議案「平成 28
年度長崎県一般会計補正予算（第 5 号）」のう
ち関係部分でございます。 
 今回の補正予算は、未来への投資を実現する
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経済対策等に伴う国の補正予算に適切に対処す

るため必要な予算を追加しようとするものでご

ざいます。 
 歳入予算は合計で 21 億 8,895 万 3,000 円の
増、歳出予算は合計で 29 億 4,639 万 3,000 円
の増となっております。 
 以降、補正予算の内容として、松浦魚市場の

整備を目的とした水産物輸出拡大施設整備事業、

漁場及び漁港の整備を目的とした水産基盤整備

事業について記載しております。 
 3 ページ目をご覧ください。繰越明許費につ
いてご説明いたします。 
  今回の国の補正予算に対処するため、予算計
上した事業について、年度内に適正な工期が確

保できないことから、記載のとおり、繰越明許

費を設定しようとするものでございます。 
 補正予算の具体的な内容及び繰越明許費の詳

細につきましては、後ほど担当課長からそれぞ

れ補足説明させていただきます。 
 以上をもちまして水産部関係の説明を終わり

ます。 
 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 
【吉村(洋)分科会長】 続いて、横山水産部参事
監及び岩田水産加工流通課長より補足説明をお

願いいたします。 
【横山水産部参事監】 お手元に配付しておりま
す資料 1、「予算決算委員会農水経済分科会補足
説明資料【平成 28年度 11月補正（経済対策）
予算（案）について】」に基づきまして、水産部

関係の経済対策補正予算の内容につきましてご

説明をさせていただきます。 
 1 ページ目でございますが、補正予算の金額
並びに箇所等を記させていただいております。

漁場分といたしまして 3 カ所で県予算ベース 3

億 6,000万円余りを計上しております。また、
漁港分として、県営の 9カ所で県予算ベース 19
億 4,000万円弱、市町営の 4カ所で県予算ベー
ス 1億 5,000万円弱を計上しております。合わ
せまして箇所数 16 カ所、県予算ベースで金額
24億 5,000万円弱となっております。 
 2 ページ目でございます。補正予算の配分を
予定している事業箇所の一覧でございます。 
 今回の経済対策は、漁場については、水産資

源の回復対策、漁港については輸出促進のため

の高度衛生管理対策、国内競争力の強化対策や

施設の老朽化対策を含めた防災・減災対策につ

きまして前倒し実施を図り、事業効果の早期発

現を図るものでございます。 
 その具体的な内容につきましては、備考欄に

記載しておりますとおり、増殖場の整備や衛生

管理型荷捌所の整備、防波堤の延伸や岸壁の耐

震化整備等であります。 
 3 ページ目以降に代表事例を記させていただ
いております。 
 3 ページ目は漁場整備でございます。漁場整
備においては、水産資源の維持回復を図るため、

魚類の産卵場や餌場、稚魚の育成場として増殖

場の整備を平戸市周辺や壱岐市周辺海域で予定

しております。 
 また、一本釣り漁業等の効率的な漁獲を支援

するため、西海市沖合及び大村湾内において大

型魚礁の設置を予定しており、合計で3億6,000
万円余りを計上しております。 
 4 ページ目でございます。これは県営長崎漁
港の事例でございます。三重地区におきまして

は、水産物の高品質化による産地間競争力強化

及び諸外国への輸出増大を図るため、高度衛生

管理体制の整備に努めておりまして、閉鎖型荷

捌所の整備とあわせ、大規模災害時においても、
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水産物流通の早期回復を図るための岸壁の耐震

化、輸送路を確保するための臨港道路の整備を

実施することとしております。 
 また、尾上地区におきましては、大規模災害

時の防災拠点としての機能を有する岸壁の耐震

化の整備を実施することとしておりまして、合

計で 10億 7,000万円弱を計上しております。 
 5 ページ目でございます。これは県営の小値
賀漁港の事例でございます。島唯一の交通手段

である定期旅客船の発着用の岸壁におきまして、

前面泊地の静穏度の確保を図るための防波堤の

延伸、大規模災害時において緊急物資の搬入等

を行うための岸壁の耐震化の実施ということで、

合計 1億 5,500万円を計上しております。 
 6 ページ目でございます。これは平戸市の
志々伎浦漁港の事例でございます。防波堤を延

伸しまして港内の静穏度を確保することで漁船

の転覆の被害等を防止し、安全性の向上を図る

ということで事業費 2,000万円を計上しており
ます。 
 なお、これらの事業内容は、今後の関係者と

の協議によりまして、数量等においては若干変

更する場合がございます。 
 最後に 7ページ目でございます。繰越明許費
についてのご説明でございます。今回の 11 月
経済対策補正予算に計上しております 16 件、
24億 4,639万 3,000円のうち、漁場水産基盤整
備費の 1 件を除く 15 件につきまして、年度内
の工期が十分に確保できないために前払金の支

出予定額を除いた金額であります 22 億 664 万
8,000 円を繰越額に計上させていただいており
ます。今後とも、早期発注、早期完成に向け努

力してまいります。 
 以上をもちまして、補足説明を終わります。 
 よろしくご審議いただきますようお願いいた

します。 
【岩田水産加工流通課長】 続きまして、水産物
輸出拡大施設整備事業につきまして補足説明を

させていただきます。 
 お手元に配付しております資料 2、「予算決算
委員会農水経済分科会補足説明資料【平成 28
年度 11 月補正（経済対策）予算（案）につい
て】水産部 水産加工流通課」をご覧ください。 
 まず、1 ページをお開き願います。松浦魚市
場は、松浦市調川港内にあり、東シナ海で漁獲

される水産物が陸揚げされる北部九州圏の主要

な水揚げ拠点であり、平成 27 年度の取扱量は
11万 6,000トンで全国 5位となっております。 
 また、西九州自動車道の延伸による消費地へ

のアクセス時間短縮により、産地市場としての

競争力が向上することから、今後、国内販売網

の拡充とともに、東アジアを中心とした国々へ

の輸出の拡大が急務となっており、安全で安心

な水産物を供給するため、水産物の水揚げから

流通に至るまでの一貫した総合的な鮮度保持、

衛生管理が保たれた施設の整備が課題となって

おりました。 
 今回、国の平成 28 年度補正予算において、
港湾管理者等の行う岸壁等の整備と連携して輸

出体制を構築するために必要な集荷、保管、分

荷、出荷等に必要な共同利用施設の一体的整備

を目的とした水産物輸出拡大施設整備事業が創

設されたことを受け、松浦市では、この事業を

活用し、総事業費 52 億 7,500 万円をかけ、平
成 32 年度までの事業期間で高度に衛生管理さ
れた閉鎖型荷捌き施設等の整備を計画しており、

このうち平成 28 年度総事業費 7 億 5,000 万円
の国庫補助金相当額である 5億円を予算計上し
ております。 
 県といたしましても、水産振興の大きな柱の
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一つとして輸出拡大に必要な流通・輸出体制の

構築を目指しているところであり、松浦市とと

もにこの取組について連携しながら推進してま

いります。 
【吉村(洋)分科会長】 次に、農林部長より議案
の説明をお願いいたします。 
【加藤農林部長】 農林部関係の議案について、
ご説明いたします。 
 関係議案説明資料、経済対策補正分、農林部

の 1ページ目をお開きください。 
 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第 135 号議案「平成 28 年度長崎県一般会計補
正予算（第 5 号）」のうち関係部分、第 136 号
議案「平成 28 年度長崎県県営林特別会計補正
予算（第 1 号）」であり、その内容について、
ご説明いたします。 
 今回の補正予算は、未来への投資を実現する

経済対策等に伴う国の補正予算に対して適切に

対処するため、必要な予算を追加しようとする

ものであります。 
 それでは、まず、第 135 号議案「平成 28 年
度長崎県一般会計補正予算（第 5 号）」のうち
関係部分について、ご説明いたします。 
 歳入総額は、51億 5,383万 9,000円の増、歳
出総額は 66 億 6,323 万 8,000 円の増となって
おり、以降、主な事業等について記載しており

ますが、後ほど担当課長から補足説明をさせて

いただきます。 
 4 ページ目をお開きください。繰越明許費に
つきましては、国の補正予算を活用する事業に

ついて、年度内に適正な事業実施期間が確保で

きないことから、それぞれ記載のとおり設定す

るものであります。 
 5 ページ目をお開きください。次に、第 136
号議案「平成 28 年度長崎県県営林特別会計補

正予算（第 1 号）」について、ご説明いたしま
す。 
 歳入、歳出総額は 2億 631万 6,000円の増と
なっております。 
 事業内容につきましては、後ほど担当課長か

ら補足説明をさせていただきます。 
 繰越明許費につきましては、国の補正予算を

活用する事業について、年度内に適正な事業実

施期間が確保できないことから、記載のとおり

設定するものであります。 
 以上をもちまして農林部関係の説明を終わり

ます。 
 よろしくご審議賜りますよう、お願い申し上

げます。 
【吉村(洋)分科会長】 続きまして、農政課長、
農村整備課長及び森林整備室長より補足説明を

願います。 
【福田農政課長】 お配りしております補足説明
資料、平成 28 年度長崎県一般会計補正予算、
平成 28 年度長崎県県営林特別会計補正予算に
かかる計上事業一覧に基づき、ご説明申し上げ

ます。 
 それでは、計上しております補正予算のうち、

非公共事業について補足説明させていただきま

す。 
 1 ページ目をご覧ください。長崎ＥＣＯひい
き農産物支援事業費 129万円は、国際水準に合
致したＧＡＰの取組を促進するための指導員を

育成するための職員研修旅費等に要する経費で

ございます。 
 2 つ目の産地総合整備対策事業費 14 億 687
万 3,000円は、農業者等が行う集出荷貯蔵施設
や低コスト耐候性ハウスなどの施設整備等支援

に要する経費でございます。 
 続きまして、畜産クラスター構築事業費 8億
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8,317 万円は、産地の中心的な畜産経営体を育
成するため、高収益型畜産体制の構築に必要な

省力・低コスト牛舎等の施設整備等に要する経

費でございます。 
 続きまして、合板・製材生産性強化対策事業

費 3億 5,928万 4,000円は、原木安定供給を行
うための路網整備、高性能林業機械の導入等に

要する経費でございます。 
 一番下段になりますが、特別会計に係る補正

事業についてご説明いたします。 
 県営林事業費 2億 631万 6,000円は、森林の
有する公益的機能を発揮するための搬出間伐、

路網整備等に要する経費でございます。 
 なお、2 ページ目以降は公共事業に関する項
目になります。引き続き、担当課・室長よりご

説明申し上げます。 
【松本農村整備課長】 続きまして、農村整備課
関係の補正予算について説明をさせていただき

ます。 
 先ほどの資料の 2ページから 4ページまでに
なります。資料記載分が、今回、補正予算で計

上している農村整備課分の事業及び地区の一覧

でございます。 
 今回、担い手育成畑地帯総合農地整備事業、

経営体育成基盤整備事業、農村災害対策整備事

業等により、合計 36 億 9,316 万 4,000 円を計
上いたしております。 
 主な事業内容について、ご説明いたします。 
 資料の 5ページをご覧ください。諫早市で実
施中の田尻地区の写真です。新生産調整推進排

水対策特別事業は、水稲の転換を図るため、特

に排水条件の整備を目的とする農業用排水施設

の新設または変更を行うことを目的としており

ます。 
 今回の補正予算では、田尻地区において排水

路工を実施することとし、5 億 1,500 万円を計
上しております。 
 資料の 6ページをご覧ください。島原市で実
施中の三会原第 3地区の写真です。担い手育成
畑地帯総合農地整備事業は、区画整理や畑かん

施設等の整備を行う事業で、農作業の効率化及

び収益性の高い作物の生産を可能にすること、

あわせて農地集積を進めることで地区内の担い

手を育成することを目的としております。 
 今回の補正予算では、島原市の三会原第 3地
区ほか 7地区の計 8地区において、畑の区画整
理 31.8ヘクタール、畑地かんがい施設 55ヘク
タールなど実施することとし、17億 6,130万円
を計上しております。 
 続きまして、7 ページをご覧ください。諫早
市の有喜南部地区の写真です。経営体育成基盤

整備事業は、水田や畑の区画整理などを実施し

て営農の効率化を図るとともに、あわせて地域

の担い手に農地の集積を行うことで経営基盤の

強化を図ることを目的としております。 
 今回の補正予算では、有喜南部地区において、

区画整理 25ヘクタールを実施することとし、8
億 6,520万円を計上しております。 
 続きまして、資料の 12 ページをご覧くださ
い。大村市の大村北部地区の写真です。農村災

害対策整備事業は、老朽化したため池において、

堤体から多量の漏水が見られるものや、洪水吐

の断面が不足し、洪水を安全に流下することの

できないため池の改修を行い、豪雨等の災害を

未然に防止するなど、農村地域の防災・減災を

目的としております。今回の補正予算では、大

村市の大村北部地区ほか 4地区において、老朽
化により災害発生のおそれがある、ため池の整

備、農地に用水するためのパイプライン整備を

実施することとし、2億 673万 4,000円を計上
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しております。 
 以上で説明を終わります。 
 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 
【内田森林整備室長】 引き続き、14 ページを
お開きください。私の方から森林整備室関係の

補正予算について、ご説明をいたします。 
 14 ページに記載の分が今回補正予算で計上
している森林整備室分の森林整備事業及び治山

事業になります。合計で 3億 1,945万 7,000円
を計上いたしております。 
 15ページをご覧ください。森林の持つ公益的
機能の維持・増進と木材の利用拡大を図るため

に間伐、保育等の森林整備を実施するもので、

搬出間伐、森林作業道開設などを計画いたして

おります。これに要する経費といたしまして 1
億 3,465万 7,000円を計上いたしております。 
 16ページをお開きください。治山事業費でご
ざいます。写真は対馬市美津島町久須保地区で

ございます。平成 23 年度から集落上部ののり
面の拡大崩壊防止のために土留め工等の対策工

事を実施しております。今回、山腹斜面の崩壊

対策として全体計画の早期実現を目指して追加

工事を実施するものでございます。山地治山費

は、このほかにも 2カ所、合計で 3カ所、1億
8,480万円を計上いたしております。 
 以上でございます。 
 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 
【吉村(洋)分科会長】 続きまして、農政課長よ
り、繰越事業理由別調書について補足説明をお

願いいたします。 
【福田農政課長】 それでは、繰越明許費につい
てご説明申し上げます。 
 お手元にお配りしております補足説明資料、

「繰越事業理由別調書（経済対策補正）」の 1
ページ目をご覧ください。今回、計上いたして

おります繰越明許ですが、一般会計、特別会計

合わせて農林部全体で 27件、総額 35億 9,175
万 8,000円となっております。 
 繰り越し理由でございますが、国の経済対策

補正に伴い、年度内に十分な工事期間が確保で

きないことから繰り越しを行うものでございま

す。 
 また、資料の 2ページから 3ページに繰り越
しが見込まれる事業一覧として、県の事業、事

項名、繰り越し箇所、事業内容を掲げておりま

す。 
 今後は、経済対策補正の趣旨を踏まえ、可能

な限り早期発注に努めてまいります。 
 以上で補足説明を終わらせていただきます。 
【吉村(洋)分科会長】 以上、説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 
 質疑等があられたらお願いいたします。 

【中山委員】 大学生への県内企業魅力発信プロ
ジェクト事業費4,000万円についてお尋ねいた
します。 
 この事業目的、下から2番目ですけれども、
「県外の大学等に進学している若者の本県への

還流や県内大学生の県内定着を促進する」とあ

ります。まさにそのとおりだと思いますが、こ

れは県から提案した事業だと思います、平成27
年度からね。そうすると、促進するということ

だけではよくわかりません、4,000万円も使うわ
けですからね。この見込みは想定しているのか

どうか、お尋ねしたいと思います、成果見込み。 
【吉村産業政策課企画監】 今回の事業を国に申
請するに当たり、ＫＰＩ、重要業績評価指標の

設定を求められております。そこでは、現在、
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県外から県内企業へのインターンシップ生が年

間40名程度おりますけれども、これを70名程度
に、30人増やしたいというＫＰＩを設定いたし
ております。 
【中山委員】 70名じゃなくて、その結果とし
て、県外からインターンシップ生を70名呼ぶこ
とは事業の一つだろうけれども、「若者の本県

への還流や県内定着を促進する」とあるんです

よね。字を見れば、なるほどなと思うんですけ

れども、事業費を4,000万円使うわけですから、
どの程度の効果があるかという予測を立てて要

求しているんですかと、そこを聞いているんで

すよ。その数字がわかれば教えてください。 
【松本雇用労働政策課長】 この事業につきまし
ては、まず、県外の大学生が県内企業のインタ

ーンシップができるといった企業情報を得るこ

とによって、東京とか福岡、そういったところ

だけではなくて、県内にもそういった企業があ

るということの情報を発信していこうという意

味でインターンシップの機会を増やすというこ

とが、結果的には将来的に県内就職につながっ

ていくということで取り組んでいく事業でござ

います。そういった意味で今答弁しましたよう

に40名を70名にしていこうと考えております。 
 その体験に応じまして、インターンシップを

経験することよって県内就職に結びつくという

ことで、この県内就職に何人から何人というこ

とにつきましては、具体的な数字というのは、

全体的な、大学生の45％から55％に増やしてい
くということの中で考えているところでござい

ます。 
【中山委員】 ぜひ今後、税を使う以上は、これ
だけ使ったら、どのくらい効果があるというこ

とについて、ある程度推測してやっていくとい

う形が望ましいと思います。そのことは県民の

理解をいただけると思いますので、ぜひそうい

う手法をやってほしいということを要望してお

きたいと思います。 
 そこで、この4,000万円の中の県内企業魅力発
信動画作成1,600万円とありますが、これについ
ては予算決算委員会の総括質疑の中で答弁があ

りましたけれども、再度、この内容について少

し詳しく説明いただけますか。 
【吉村産業政策課企画監】 これは県外大学生の
県内企業でのインターンシップの促進、それか

ら、もちろん、県内大学生のインターンシップ

の促進を目的としております。 
 まず、問題意識といたしましては、常々言わ

れていることですけれども、県内にはいい企業

がそこそこありつつも、それを知らないまま県

外に就職で流れていく。そういう問題意識があ

りまして、まずは企業の魅力を知っていただく、

そしてインターンシップで誘導して県内定着に

つなげていくということを考えております。 
 具体的な中身といたしましては、インターン

シップに取り組んでいる県内企業、あるいは取

り組む意向がある県内企業を募りまして、今回、

交付金が満額ではありません関係で、当初、30
社程度を想定しておりましたけれども、この数

字は若干減るかもしれませんが、セレクトして、

その企業の魅力を発信する。 
 具体的には、例えば、すぐれた技術力ですと

かサービス、あるいは先輩である若手職員の言

葉、経営者から若手に対する期待を語ってもら

うとか、そういった動画を1社当たり2～3分程
度を想定しておりますけれども、作製いたしま

して、主に「Ｎなび」に載せる形で情報を発信

していこうというものでございます。 
【中山委員】 これは満額じゃなかったので30
社やれるかどうかという話がありました。先ほ

どの説明では、対象者から10万円いただくよう
な話もありました。そして、2～3分ということ



平成２８年１１月定例会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月８日） 

- 11 - 

でありました。 
 そうすると、30社が非常に少ないなという感
じがします。この辺はもう少し枠を広げてほし

いなということが一つ。 
 もう一つは、企業の魅力の中で、先ほど、技

術力とかいろいろ話がありましたけれども、中

小企業の場合、経営者の資質というか、考え方

というか、この辺は外からわかりにくい部分で

あって、これが一番魅力といえば魅力なんです

よね。この辺をどういう形で盛り込んでいくの

か、その辺について何かご意見があればお尋ね

したいなと思います。 
【吉村産業政策課企画監】 30社が少ないので
はないかというご質問でございます。 
 この事業は動画の撮影とかが入りますので、

県が直接実施ではなくて、外部の団体へ委託す

ることを考えております。大学生のインターン

シップのマッチングを行っている団体でござい

ますけれども、そこがインターンシップに取り

組んでいる企業を掌握しております。その企業

数と申しますのが、官公庁でのインターンシッ

プもありますけれども、民間企業が対象になり

ますので117社ございます。その企業の中には
採用に結びつけたいということでインターンシ

ップを受け入れてくださっている企業もござい

ますけれども、多くはキャリア教育への協力と

か地域貢献的な意味で協力をいただいておりま

す。そういったところが、うちに就職しません

かといったようなニーズは余り高くはないので

はないかと考えております。 
 この30社につきましては、予算的なものもご
ざいまして、今回、ちょっと少なくなるとは思

いますけれども、まずはこれを進めていって、

この効果をお示しすることで他の企業にも広め

てまいりたいと考えております。 
 それと、企業の魅力発信の部分でございます

けれども、委員おっしゃるとおり、経営者の考

え方、特に、中小企業になると外からなかなか

わからないということが多分にあろうかと思い

ます。ただ、企業が若者の採用を求める時に何

をＰＲしていきたいのかというのは、そこそこ

の企業で売りとか強みというのがございます。

もちろん、経営者の思い、経営方針、若者への

期待、こういったものを熱く語っていただくと

いうこともコンテンツの一つとして大きな候補

だと考えておりますけれども、具体的にどうい

った部分を載せていくかについては、それぞれ

の企業様との調整が入ってこようかと考えてお

ります。 
【中山委員】 説明は一応理解はするわけですけ
れども、この辺をもう少し効果的にやっていく

ためには、3年度だけではなくて、今後も同様
に継続していかなければいけないのではないか

と思います。 
 そういう中で、これは県が実施するのではな

くて外部に委託するような話でしたね。この辺

を、県の考え方をよくよく話をして理解しても

らって、その中で委託した先がどうつくってい

くのかということになってきますから、県の場

合、県の戦略的な部分もありますよね。その辺

をよくよく話をしていく必要があろうと考えて

おりますが、委託業者に発注する場合の担当課

としての考え方ですね。どういう考え方か、そ

の辺をもう一度教えてくれますか。 
【吉村産業政策課企画監】 先ほども少し申し上
げましたけれども、企業様がインターンシップ

を受け入れてくださるときの思惑というのは、

企業ごとに少し違う部分がございます。 
 しかし、今回の事業は、あくまでも若者の県

外からの還流、あるいは県内の若者の定着とい

うことでございますので、そういった部分を若

者ですとか保護者も含めて訴えかけていけるよ
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うな動画にしたいと考えておりまして、そのあ

たりの考え方は委託を予定している先の団体に

ついてもよくご理解をいただいておりますし、

常に調整をしているところでございます。 
【中山委員】 ぜひこの事業を通じて、先ほど課
長が言われたように、どのような形で若者を県

内に定着させるか、そこが一番ポイントであろ

うと考えておりますので、今の形でぜひ実効が

上がるように期待をして、質問を終わりたいと

思います。 
【久野委員】 大学生への県内企業魅力発信プロ
ジェクト事業費が 4,000万円、計上されており
ますけれども、これはご案内のとおり、本県に

おいては、全国を上回る人口減少、また、少子・

高齢化が進んでいる。我が長崎県はだんだんそ

のようになっている。それにもかかわらず県外

就職に歯止めがかからないというような状況で

あります。 
 昨年は県内の高校卒業生の 4割以上が県外に
出ているということです。それから、大学生も

6 割以上が県外の大学に行って、なかなか帰っ
てこないというのが長崎県の現状だろうと思い

ます。 
 だから、今回、こういうふうにして、いわゆ

る大学生のプロジェクト関係を 4項目それぞれ
記載されておりますけれども、私は、この 4,000
万円の使い方というか、もう少し方法がないの

かということをちょっと感じたところでありま

す。 
 例えば、こういうことはどうなのかと思うん

ですけれども、県の交通局は、何年か前、大型

の運転免許を持った運転手が就職してくれない

ということで、一人当たり 30 万円近くかかる
んですけれども、大型二種免許を取らせましょ

うと。そのかわり県営バスに乗ってくださいと。

そして、5 年以内ぐらいに定着すれば金は返さ
ないでいいですよと。しかし、5 年以内にやめ
たら、当然、30万円の免許取得費を返さなけれ
ばいけないということでやった。こういうふう

な対策を、本当に長崎県に人を呼ぶ、いわゆる

大学生を県内に呼ぶということであれば、こう

いうふうに 4項目あたりのプロジェクトをいろ
いろされておりますけれども、こういうような

方法だってあるんじゃないかと思います。 
 例えば、就職支援金とか、そういう形をつく

ってＰＲをしながら本県に帰っていただく、本

県の企業に就職してもらう。そしたら就職支援

金が幾らか、例えば、30万円やりましょうとい
うことになれば 4,000万円ですから 130人の雇
用が確実にできる、50万円だったら 80人ぐら
い雇用ができる。こういうふうなちょっと変わ

った対策も今から必要じゃないかと思います。 
 県の交通局はいいことをやったなと私は思う

んですけれども、そういうふうな対策が打てな

いのかどうか、県の補助費というのは、その点

お聞かせください。 
【吉村産業政策課企画監】 委員ご指摘のさまざ
まな有効な手法を考えながらしていくべきだと

いうことについては、まさにそのとおりでござ

います。 
 今、少しお話が出ました大型 2種の運転免許
の件につきましては、今年度の 6月補正で補正
予算をお願いいたしました地域創生人材育成事

業で現在取り組んでおりまして、製造業、情報

サービス業、建設業、運輸業のバス、トラック、

こういった業種を対象に、新たな雇用というの

が条件になりますけれども、新たに社員を雇用

してＯＪＴを中心として社内訓練を行う場合に

3 カ月程度の訓練費用を支援するという事業に
現在取り組んでいるところでございます。 
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 これはどういうことかといいますと、従来、

買い手市場のものが、現在、売り手市場に転換

して、企業から見たら人がとりにくくなってい

る。従来でしたら職業訓練等を積んで十分に育

った、スキルを身につけた人間を選別して雇え

ていた状況が、もうそうは言っていられなくな

って、少しスキルが足りないんじゃないかとい

ったような人までも雇わざるを得なくなってい

る。そこを社内で育て上げていくお手伝いをす

る事業でございます。 
 それと、就職支援金そのものずばりではござ

いませんけれども、少し近いものが、これも今

年度から開始いたしております産業人材育成奨

学金返済アシスト事業というものがございます。

これは奨学金を借りて大学等に行った若者限定

になりますけれども、奨学金を活用して大学等

を卒業後、少し業種の限定もございますけれど

も、一定期間、県内に就職・居住していただい

た場合には、借りていた奨学金の2分の1の150
万円を限度に返済を支援するという事業でござ

います。 
【久野委員】 わかりました。 
 もう一つ、県外に出て、県内に、いわゆるふ

るさとの企業で仕事をしたいという方もおられ

ると思うけれども、職種的にどうなのかとか、

また、労働条件や諸条件が県外に対して県内が

悪いというようなことで、なかなか戻ってこな

いということが多いんですけれども、県として

長崎県内の企業回りもそれぞれ対策を立ててや

っておられると思うんですけれども、企業側と

してはどういうふうな考え方で受け入れていく

という状況にあるのか。企業としては、どうい

うふうな感じなんでしょうか。欲しいけれども、

来ないということでしょうか。企業説明会とい

うのは定例的にやられているわけでしょう。そ

れぞれの企業に対して何とか受け入れをという

話は企業を回ってやっていないんですか。 
【松本雇用労働政策課長】 今、私どもでやって
いるのは労働局と共催でとか、県単独でという

形でございますけれども、大学生向けでいきま

すと 6 月に、それから、8 月にもう一度、これ
は一般の方々も含めて、合同企業面談会という

形でやっております。その中でどういったこと

をするかというと、単なる説明だけではなくて、

企業と直接面談することによって、そういった

ことをやっているんだなと。会社の名前とやっ

ている内容が結びつかなかったり、そういった

ところの面談会を実施しているところでござい

まして、そういった場で企業側がどういったこ

とをやっているかとか処遇の状況を説明したり、

求職者側、学生側の意向を聞いていくという話

もあります。 
 一方でハローワークの求人、求職関係のとこ

ろで企業側がそこに直接求人情報を出して、こ

れは新卒とは限らないんですけれども、一般的

な形での求人を出した時にどういった反応があ

るかということでは、例えば、処遇が本人の希

望と合わないとか、あるいはまた、給与面が合

わないというところがございますので、そこに

つきましては、それぞれの立場で、それぞれの

企業様に対して、こういったところが改善して

いかないと、とれない企業に対しては、とれま

せんよという形で、場合によっては賃金そのも

のを上げることによってとれたという例もござ

いますし、いろんなケースがございます。そう

いった現場、現場の対応というのはハローワー

クからも聞いている状況でございます。 
【久野委員】 わかりました。学生の皆さん方と
面談等いろいろやりながら、本県の魅力を発信

されていると思います。学生の皆さん方は、本
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当は地元に帰りたい、地元の企業で仕事をした

いという思いは多分あると思うんですね。ある

と思うけれども、じゃ、学生の考え方というか、

思いというか、先ほど申し上げましたように、

自分に合うような職種がないとか、賃金が安い

とか、いろんな意見があると思うんですが、ど

ういう意見が出ているのか教えていただければ

と思います。 
【松本雇用労働政策課長】 これは教育委員会と
合同といいますか、高校生に就職に対する意識

調査を一昨年度やっているんですけれども、そ

ういった中では、就職が決定した時にどういっ

たことを考えて就職先を決めたかということを

アンケートで聞いております。そういった中で

は、6 割近くの方が、今、委員がおっしゃった
とおり、職種、業種といったもので自分の進路

を決めているということでございまして、どち

らかというと給与が低いから県外に行くのかな

と。県内、県外、どういう意向で移るのかなと

いうこともありまして、そういう調査をしたん

ですけれども、給与に関して就職の決定要因に

なったというのは 13％ぐらいの割合だったと
いうアンケート結果がございます。 
【久野委員】 大体わかりました。とにかく本県
の人口減少が幾らかでも和らぐような形の中で、

県外に出た大学生の皆さん方、インターンシッ

プも含めてですけれども、努力をされていると

思いますけれども、ぜひともまた最大の努力を

しながら、本県に呼び寄せて本県で仕事をして

いただく、子育てもしていただく、そして、人

口を一人でも多くしていかなければいけないと

いうのが今の一番大きな課題でしょうから、そ

ういった意味では大変な仕事だろうと思います

けれども、ぜひひとつ頑張っていただきたいこ

とを要望しておきたいと思います。 

【深堀委員】 私も同じく魅力発信プロジェクト
事業費について、説明でわからなかった点をお

尋ねしたいと思います。 
 私がわからないなと思ったのは、事業内容の

（4）の長崎県の魅力発信ツールの作成 300 万
円ですけれども、「長崎県での働きやすさ・暮ら

しやすさなど長崎県の魅力発信パンフレット作

成」となっているんだけど、パンフレットをつ

くるだけなんですか。どういったものをつくっ

て、どういった層に発信しようとしているのか

がこれではちょっとわからないので、もう少し

踏み込んで説明をお願いできませんか。 
【松本雇用労働政策課長】 今、「Ｎなび」でも
発信しているんですけれども、県内で勤めた場

合、県外に勤めた場合ということで、生活の面

での収支、コスト差を出しております。それか

ら、暮らしやすさ指標ということで出しており

ますけれども、そこをもう少し、委員会でもい

ろいろ意見が出た中で、例えば、都市圏で暮ら

す場合と田舎で暮らす場合との生涯の暮らしや

すさはどういうところに違いがあるのか、ある

いは地元に戻って働いてよかったという先輩の

声とか、そういったものもパンフレットの中で

紹介して、そういった内容のパンフレットを高

校 2年生、あるいは大学に入った方々に届けて
いこうということで、このパンフレットをつく

ろうということで考えている内容のものでござ

います。 
【深堀委員】 非常にいいことだと思います。委
員会でも、佐世保の県立大学に行った時にも、

例えば、北陸でやっている取組を紹介しながら、

そこをＰＲしましょうねという話をしたわけで

すから、いいんですよ。 
 要は、それをどういうふうに使うの、何部つ

くるの、どこに置くの、配る対象者は誰なのと
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いう話なんですよ。もともと事業の目的は、県

内外の大学と連携を図り、大学生に対する本県

企業の魅力発信や本県の暮らしやすさのＰＲと

いうわけでしょう。だから、ある意味、県内の

高校生じゃないわけですよね、ここの目的の大

枠ですよ。だから、そこがよく見えないんです

よ。 
 このパンフレットつくって、じゃ、どういっ

たところに配ろうとしているのか。パンフレッ

トをつくるのは大事ですよ。でも、パンフレッ

トぐらいで話にならんやろうと思うんですよ。

だって、今、課長が説明された長崎県の暮らし

やすさの内容というのは、本当は全国に発信せ

にゃいかんわけですよ。全国で長崎県出身者の

ＵＩＪターンの対象者となり得る人たちの目に

も触れてもらわなければ意味がないわけですよ。 
 確かに、この事業は若い人たちが対象なんだ

けど、せっかくそういったものをつくるのであ

れば、今言ったようにＵＩＪターンの対象者と

なり得る、全国に散らばっている長崎県出身者

の人たちに発信すべきだと思うんですよ、せっ

かくいいものをつくるんだから。その視点があ

るんですかということを聞きたいんですよ。 
【松本雇用労働政策課長】 最初から対象者まで
お話をしておけばよかったんですけれども、移

住者向けにも配っていこうということです。例

えば、「ながさき移住ナビ」というのがあります

が、そういうところにも載せてまいりますし、

移住サポートセンターが東京にもありますので、

そういうところにも置くこととしております。 
 また、長崎から出る前に、まず高校 2年生と
かに、長崎はいいんだなということを刷り込む

という言葉は悪いかもしれませんが、わかって

いただいた上で、そういった情報を持った上で

出ていくと、3 年、4 年たった時に、長崎のよ

さ、戻ってみようかな、あの企業を受けてみよ

うかな、比べてみようかなという比較材料にも

なるということがございますので、そういった

形も進めていきたい。 
 もう一つは、今既に県外の大学に行っている

方々への情報発信につきましては、県外との大

学の連携を結んでいく形で長崎県の就職情報を

伝えていく場面、場面で、こういうパンフレッ

トについても発信してまいりたいと思っており

ます。 
【深堀委員】 今の考えは了とするんですけれど
も、具体的に、今の計画でいえば、この 300万
円の予算を使って、何部つくって、何部どこに

置くかという話をしてください。 
【松本雇用労働政策課長】 今、3万部を印刷す
る予定にしております。高校生につきましては

1 万 3,000 人ぐらいいらっしゃいますので、就
職する方以外にも、将来的に就職するというこ

ともございますので、長崎県のよさということ

を出していきたいと思います。県内の大学生も、

県外の大学もそうですけれども、5,000 人から
6,000 人ぐらい出てきますので、そういった
方々にも出していきたい。 
 また、その都度、その都度、今、委員がおっ

しゃったように説明する時にも手持ちのパンフ

レットも必要ですので、そういった形でこのパ

ンフレットを説明材料として伝えていきたいと

思っております。 
【深堀委員】 わかりました。いいことをやろう
としているわけですから、いいものをつくって、

それを最大限活用できるような方向でぜひお願

いしておきたいと思います。 
 もう 1点だけ、農林部の経済対策の分で、合
板・製材生産性強化対策事業費の報告が先ほど

ありました。3億 5,928万 4,000円の補正です。
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内容については、路網整備等を一体的に実施と

なっているんですけど、合板・製材工場等の整

備と路網整備という話がありました。これは従

来からＣＬＴの活用という話をずっとやってお

りますけれども、そことの関係性はどうなりま

すか。 
【佐藤林政課長】 今回補正の合板・製材生産性
強化対策事業でございますけれども、これは森

林の整備をして、その材を木材加工施設に運ん

でいくために必要な路網であったり、整備その

ものもありますし、加工施設の整備、そういっ

たものに使える予算でございます。 
 ＣＬＴに直接関係ある事業かといいますと、

それはまた別でございます。ＣＬＴの工場等を

建設する場合には、この予算が使えないとは申

しませんけれども、別途、加工施設をつくる予

算はございます。また、建築物を建てるところ

は、また別の予算があるということでございま

す。 
【深堀委員】 わかりました。とりあえず今回の
補正予算は、ＣＬＴとはリンクしていないとい

うことですね。この事業の中では、ＣＬＴに対

する補助はできるんだけど、今回は入れてなか

った。ＣＬＴに関しては別の予算を立ててやっ

ていると理解していいですか。 
【佐藤林政課長】 ＣＬＴのＰＲ活動については、
別途、予算がありまして、それを活用いたして

おります。ただ、長崎県の場合、工場をつくる

とか、そういう話にまではまだ至っておりませ

んので、その点の予算は、今のところ、長崎県

では準備をいたしておりません。 
 それと、先ほどちょっと言いましたけれども、

ＣＬＴの建築物を建てる場合の補助金は、また

国の方が別途設けておりますので、それにつき

ましては、事業活用のＰＲ活動は続けていきた

いと思っております。 
【深堀委員】 最後にします。この予算にＣＬＴ
関係が入っていないということなので、現時点

での考え方でいいです。本県としてＣＬＴとい

う合板を積極的に活用しようという意気込みを

持っているのかどうか、そこだけ確認して終わ

ります。 
【佐藤林政課長】 ＣＬＴは木材を広めるために
非常に有効な工法の一つだと私は思っておりま

すので、ＣＬＴを広く広めていきたいと思って

おります。ただ、広めるための課題がまだまだ

ございますので、まずはＣＬＴを勉強していく

ということから始まって、本当であればどこか

にＣＬＴのモデル的な建築物が本来は必要では

ないかと思っておりますけれども、まだまだそ

れに向けてはいろいろ協議を進めていく必要が

あるんだろうと考えております。 

【小林委員】 産業労働部長、今回の経済対策の
補正予算ですが、産業労働部が4,000万円だけし
か枠をとっていないというか、計上されていな

いということは、全体の予算の中で産業労働部

が経済対策として、今回、新しい事業としてこ

れだけしかないのかということで、265億円か
らということを考えてみた時に、私は非常に少

ないという感じがするし、今それしかないのか、

経済対策は。そんな感じがするんだよな。どう

いう形の中で4,000万円しか決まらないのか。当
然、これは国に上げて、国の方で認めていただ

いているから、この増減なんか全くできないし、

この事業をやらんということはできないわけだ

よ。 
 そういう状況から考えてみた時に、あんまり

議論しても同じかと、何も変わらんじゃないか

と。しかし、こうやって委員会を開いて、その

成果をきちんと我々も確認せんといかんのだけ
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れども、その4,000万円しかないということの産
業労働部のこれだけの大事な経済対策だよ。今

日、中山委員が本会議場で波及効果がどうかと

いうようなことを聞いて、それが450億円近く
の波及効果になると言っているんだよ。こうい

う事業しか、これが悪いと言っているんじゃな

いぞ。ただ、額が余りにも小さ過ぎるんじゃな

いのかという感じがしてね。今、産業労働部は

いろんなことをやっているわけだし、そんな中

で4,000万円、これが一番の経済対策ですよとい
って、あなた、真ん中の席に座っていて、なん

で端に座らんかと思うんだけど、真ん中に座っ

ておって4,000万円だよ。両脇は二十数億円とか、
平気な顔しているんだよ。 
 もうちょっと頑張らんばいかんと思うんだけ

れども、この辺の4,000万円の枠に対して私は非
常に不満なんだよ。もっと頑張らんばいかんし、

もっと獲得せろ。そういうような感じがするん

だけれども、そこの考え方はどうですか。 
【古川産業労働部長】 今回の経済対策補正予算
は、国の補正予算に絡む事業ということで、こ

の分を要求しております。これは私どもの部だ

けではなくて、水産部、農林部も同様の形でご

ざいます。 
 私どもが要求をいたしました国の加速化交付

金でございますが、これは基本的に示された段

階で1件当たり大体4,000万円という基準のお
示しがあっております。そういう中で私どもの

県は観光関係等の事業を上げております。それ

で、結局、観光の分も合わせて6,500万円ほど要
求し、結果的に4,000万円、これは全国大体一律
です。4,000万円の中に全て採択をされていると
いうことでございます。 
 私ども、そういうお示しがある中でも、でき

るだけたくさん獲得したいという考えで、1事
業4,000万円という形で出させていただいたと

ころでございます。 
 ただ、結果的に、幾つの事業を上げても1件
4,000万円という整理がされているということ
で、今後もこういう機会があればしっかり要求

してまいりますが、今回はそういう形で採択さ

れたということで、ぜひご理解いただければと

思っております。 
【小林委員】 そういう事情というのは、わから
んわけではないわけです。要は、産業労働部の

姿勢として、国は4,000万円を一つの枠にしてい
るといえども、なんかいろいろ国に上げて割愛

されたとか、認められなかったから落ちたのか

と、こんなような受け止め方もできるが、そこ

までではないわけだな。 
 そうなってくると、4,000万円の枠ぐらいだと
いえば優先順位もいろいろあるんだろうと思う

けれども、さっき吉村産業政策課企画監が言っ

ておったけれども、実際、人材を育成するとい

う意味から奨学金の返済等についての人材育成

基金みたいな形で、長崎県に5年勤めればこう
なるぞというようなことで300万円の奨学金を
150万円払うぞというようなことで苦労してい
るけれども、そういう事業だってあるわけです。 
 今、一番効果的にということの中で、大学生

を県内にとどめる、高校生も大体目標に近づき

つつあるし、一生懸命努力されておって、その

結果が数字として上がってきているけれども、

やっぱり大学生がいまひとつという感じがある。

しかし、これも大分好転を見ているわけだけれ

ども、今の経済対策の枠の中で、これが最優先

だというふうに受け止めるというか、それは産

業労働部で協議して、これを国にお願いしたい

というような格好でやったのか。これが最優先

なのかということをもう一回確認しておきたい

と思います。 
【古川産業労働部長】 人口減少対策、若者の県
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内定着と県外に出ていらっしゃる方に何とか長

崎に戻ってきていただく、そういうふうなこと

が産業労働部にとって一番重い課せられたミッ

ションだと思っています。その努力は、先ほど

委員がお話しいただきましたように、いろんな

形で措置させていただいております。 
 今回、国への加速化交付金のことでございま

すけれども、これは4,000万円という枠でござい
ますが、推奨事業という形の中で地方創生のイ

ンターンシップという形の事業をぜひやるよう

にというお示しもあっておりまして、そういう

ことで今回の要求の中身をインターンシップを

いかにやるのか、県外に出ていらっしゃる方を、

こちらの方でインターンシップに参加していた

だく。そういう形で事業のつくり込みをさせて

いただいております。そこはできるだけ国のお

金を使いたいということがありますので、国に

沿った形での要求が、より採択を受けやすいと

いう考え方で要求し、減額になりましたが、採

択をいただいたということでございます。 
【小林委員】 経緯はよくわかりました。ただ、
優先すべき同じ趣旨の、学生をとどめる、また、

県外に出ている学生を戻すということの対策は、

いろんな形の中でやっています。さっきも吉村

産業政策課企画監が言ったような、例えば、大

学生を、奨学金を300万円の中で150万円、きち
んと返済をやってやるぞというような産業人材

育成の基金制度があるじゃないか。これは非常

に効果的だと思っているわけだよ。この枠を、

そういうお金を使って、経済対策を使ってもう

ちょっと拡大していくとか、あるいは寄附がな

かなか集まらないというような事業もひょっと

したらあるんじゃないかと思うんだけれども、

そういうような形の中で、そっちの方がもっと

効果的に結果が出るんじゃないかと思ったりす

るわけです、枠が決まった中において。 

 だから、国の意向も踏まえながら、この支援

事業を展開しているんだけれども、学生なんか

の地方創生につながるような形の中で、人材育

成の奨学金の返済制度というのは非常に重要だ

と私は思っているわけです。 
 この発信プロジェクトは3月31日までしかや
らないわけだな、これは。そんな中で、さっき

中山委員も言っていたけど、どんな波及効果が

あるのか。ここのところを考えてみた時に、も

うちょっと事業の国に対しての、予算獲得の内

容ということについては、制度、仕組み、いろ

んなことがあるから、その中でどういうものを

選ぶかということについては、今後もひとつ気

合を入れてやっていただきたい。そして、効果

を最大にあらしめるような形の中で、せっかく

のこういう経済対策、なんといっても経済対策

だからな、今度は。そういう中で経済対策の効

果につながるような予算執行をお願いしたい。

これは要望として言っておきます。 
【吉村(洋)分科会長】 ほかにございませんか。 
【山口委員】 農林部の農業農村整備事業費につ
いてお尋ねしたいと思います。 
 予算事業一覧を見せていただけば、いろいろ

経済対策として今回取り入れてやっておられて、

現計予算よりも大きな予算をいただいておりま

す。そのことに関しては感謝いたすわけであり

ますけれども、本来であれば、当初予算で大き

な額を押さえていただくということが事業をや

っているところとしては計画が立つという形で、

そういう望みもあるということで団体からも話

があっております。 
 そういった中で、次の、平成29年度までの事
業がございますけれども、平成29年度の当初で
大きな額を割いていただかないとＴＰＰ対策と

しての意味合いもなさないということがありま

すので、ＴＰＰ対策としてほかにまだまだ基盤
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整備をやりたいというところがだんだん出てき

つつありますので、そういった大きな予算を押

さえていただくという考え方を持っていただか

なければならないと思いますけれども、今後の

見通しについてお尋ねいたします。 
【松本農村整備課長】 平成29年度の国の当初
予算につきましては、国の今の概算要望額は、

今年度当初予算の3,820億円に対しまして
120％増の要求をされております。これについ
ては、今後、審議等がありますので、まだ見通

しはつきませんけれども、私たちとしても、ま

ず、基盤整備を進める上で各団体からの要望も

ありますが、当初予算での確保が一番大事だと

考えておりますので、その辺については国の予

算が確実に確保できるよう、いろいろな形で要

望していきたいと考えております。 
【山口委員】 ぜひそういう方向でお願いしたい
わけですけれども、事業期間が限られておりま

す。平成29年度いっぱいで終わる事業もありま
すけれども、見通しとして本当に平成29年度で
終われるのか、今回の予算を使って終われるの

か、その辺はいかがですか。 
【松本農村整備課長】 平成27年度に大幅に予
算が減額になった時に事業が予定どおり終わる

のかという地元の声を大分聞きました。その中

でＴＰＰ関係の補正予算が平成27年度、平成28
年度で大分付きました。当初予算で確保するこ

とが本当だと思いますけれども、補正予算を活

用することによって遅れていた分も大分進んで

きた状況です。 
 それと、平成29年度の完了地区については、
重点的に予算配分を行って工期内に完了できる

よう、予算の配分を考えていきたいと思います。 
【山口委員】 今年度のこの経済対策予算を活用
しても、半年ずつの遅れがずっと生じてくるん

じゃないかと思います。平成29年度にまた大き
な予算をとってもですね。ですから、工期が遅

れないような対策となれば、後がどんどん事業

費が大きくなってしまうわけですね。そういっ

た時に事業期間というのはどうなりますか。 
【松本農村整備課長】 補正予算を使うことによ
って工期が少しずつ遅れていくというのは、そ

れは委員おっしゃるとおり遅れる可能性は高い

だろうと思います。 
 ただ、今ある予算をその中でどれだけとって

いくかということに尽きるんだろうと思ってい

ますので、今後、補正予算がどうなるかわから

ないところもございますけれども、可能な限り、

補正予算も、それから当初予算も確保していく

しかないんだろうと考えております。 
【山口委員】 可能な限り努力していただいて、
予算獲得には一生懸命進めていただきたいと思

います。 
 今回は経済対策でありますけれども、新規で

いろんな希望が出ていると思いますけど、その

点の把握はいかがでしょうか。 
【松本農村整備課長】 平成27年度の事業管理
計画等で調べた結果、事業計画としては23地区
の1,180ヘクタールの要望がありました。その中
で事業採択をしておりまして、平成27年度まで
に2地区の76ヘクタール、平成28年度は4地区の
207ヘクタールを採択しております。 
 今後も、平成29年度では6地区、300ヘクター
ルほどの要望があっていますので、これ以降に

も新規地区の要望を聞きながら採択を目指して

いきたいと思っております。 
【山口委員】 基盤整備が済んだところは長崎県
の農業生産額の押し上げにつながっているし、

また、人口減少対策の歯止めにもなっていると

いうことが歴然と見えてきているわけです。 
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 ですから、ＴＰＰ対策だけじゃなくて、県内

の農業振興という形で、今度は中山間地域にも

波及していくと思いますから、その点でしっか

りとやっていただきたいということを要望して、

終わります。 
【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑はございませ
んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。 
 次に、討論を行います。 
 討論はございますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。 
 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので採決を行います。 
 第 135号議案のうち関係部分及び第 136号議
案は、原案のとおり可決することにご異議ござ

いませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、各予算議案は、原案のとおりそれぞ

れ可決すべきものと決定されました。 
 審査結果について整理したいと思います。 
 しばらく休憩をいたします。 
 

― 午後 ２時４９分 休憩 ― 

― 午後 ２時４９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)分科会長】 分科会を再開いたします。 
 これをもって、予算決算委員会農水経済分科

会を閉会いたします。 
 大変お疲れさまでございました。 

 
― 午後 ２時５０分 閉会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年１２月９日 

自   午後 １時３０分 

至   午後 ４時４１分 

於   議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 宮本 法広 君 

委 員 小林 克敏 君 

 〃   中山  功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   山口 経正 君 
 
 
３、欠席委員の氏名 

 〃   下条ふみまさ 君 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

 前田 哲也 君 
 
 

５、県側出席者の氏名 

産業労働部長 古川 敬三 君

産業労働部次長 宇戸 真二 君

産業労働部次長 山下 和孝 君

産業政策課長 山下 三郎 君

産業政策課 企画監 吉村 邦裕 君

企業振興課長 貞方  学 君

企業振興課 企画監 原田 一城 君

食 品 産 業 ・
産地振興室長 櫻井  毅 君

海洋・環境産業
創 造 課 長 森田 孝明 君

商務金融課長 荒田 忠幸 君

雇用労働政策課長 松本 和也 君
 
 

６、審査事件の件名 

〇予算決算委員会（農水経済分科会） 

第131号議案 

平成28年度長崎県一般会計補正予算（第4号）

（関係分） 

第134号議案 

平成28年度長崎県港湾整備事業会計補正予

算（第1号）（関係分） 

第137号議案 

平成28年度長崎県一般会計補正予算（第6号）

（関係分） 

第139号議案 

平成28年度長崎県港湾整備事業会計補正予

算（第2号）（関係分） 
 

７、付託事件の件名 

○農水経済委員会 

（1）議 案 

第147号議案 
 長崎県の事故処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例(関係分) 
第160号議案 
 公の施設の指定管理者の指定について 
第161号議案 
 公の施設の指定管理者の指定について 
（2）請 願 
・厚生労働省における受動喫煙防止対策強化措

置について意見書提出を求める請願 
（3）陳 情 

・要望書（海洋再生可能エネルギーによる島づ

くりへの支援について 外） 
・平成29年度 離島・過疎地域の振興施策に対
する要望書 
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８、審査の経過次のとおり 

 

― 午後 １時３０分 開会 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 それでは、ただいまより、
農水経済委員会及び予算決算委員会農水経済分

科会を開会いたします。 
 なお、下条委員から欠席する旨の届け出が出

されておりますので、ご了承をお願いいたしま

す。 
それでは、これより議事に入ります。 
 今回、本委員会に付託されました案件は、第

147号議案「長崎県の事務処理の特例に関する
条例の一部を改正する条例」のうち関係部分ほ

か2件であります。そのほか請願1件、陳情5件
の送付を受けております。 
 なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を農

水経済分科会において審査することになってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第131号議案「平成28年度長崎県一般会
計補正予算（第4号）」のうち関係部分外3件で
あります。 
 次に、審査方法についてお諮りをいたします。 
審査は、従来どおり、分科会審査、委員会審

査の順に行うこととし、各部ごとにお手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議ないようですので、
そのように進めることといたします。 

次に、審査内容について協議をいたします。 
お手元に審査内容（案）を配付いたしており

ますが、各委員からの自由なご意見を賜りたく

委員会を協議会に切り替えて行うことといたし

たいと存じますが、ご異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議ないようですので、
そのように進めることといたします。 
それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。しばらく休憩をいたします。 
 

― 午後 １時３２ 分 休憩 ― 

― 午後 １時３３ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 以上をもちまして、審査内容に関する協議

を終了いたします。 
ほかに何かご意見等はございませんでしょう

か。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ほかにないようですので、
これをもちまして委員間討議を終了いたします。 
 引き続き、産業労働部関係の審査を行います。 
 これより、産業労働部の審査を行います。 
 分科会に入ります前に、委員の皆様方にお諮

りをいたします。 
 本日審査を行う予算議案と第160号議案「公
の施設の指定管理者の指定について」は、関連

があることから、予算議案及び第160号議案に
ついて説明を受け、一括して質疑を行った後、

予算議案についての討論・採決を行い、委員会

再開後、第160号議案についての討論・採決を
行うことといたしたいと存じますが、ご異議ご

ざいませんでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、そのように進め
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させていただきます。 
【吉村(洋)分科会長】 分科会による審査を行い
ます。 
 それでは、産業労働部長より、予算議案及び

第160号議案について、説明をお願いいたしま
す。 
【古川産業労働部長】 産業労働部関係の予算議
案について、ご説明いたします。 
 「予算決算委員会 農水経済分科会関係議案説
明資料」の産業労働部をお開きください。 
 今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第131号議案「平成28年度長崎県一般会計
補正予算（第4号）」のうち関係部分、第137号
議案「平成28年度長崎県一般会計補正予算（第
6号）」のうち関係部分であります。 
 はじめに、第131号議案「平成28年度長崎県
一般会計補正予算（第4号）」のうち関係部分
について、歳出予算は、記載のとおりでござい

ます。 
 その内容は、職員給与費関係、既定予算の過

不足の調整に要する経費でございます。 
 債務負担行為の主な内容について、ご説明い

たします。 
 佐世保情報産業プラザ管理運営負担金は、佐

世保情報産業プラザの管理運営に要する経費に

ついて、平成33年度までの債務負担として4億
6,895万円を措置するものであります。 
 総合就業支援センター運営等事業費は、総合

就業支援センターの運営等の業務委託に要する

経費について、平成31年度までの債務負担とし
て3億915万2,000円を措置するものであります。 
 2ページをお願いいたします。 
 次に、第137号議案「平成28年度長崎県一般
会計補正予算（第6号）」のうち関係部分につ
いて、歳出予算は記載のとおりでございます。 

 その内容は、職員の給与改定に要する経費で

あります。 
 なお、予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料について、補足説明資料を配付させ

ていただいております。 
 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。 
 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 
【吉村(洋)分科会長】 次に、企業振興課長及び
雇用労働政策課長から補足説明をお願いいたし

ます。 
【貞方企業振興課長】 お手元に配付いたしてお
ります「予算決算委員会 農水経済分科会 補足
説明資料（産業労働部）」の1ページ目をお開
きください。 
 佐世保情報産業プラザ指定管理者の指定につ

いて、補足説明をさせていただきます。 
 設置目的ですが、情報関連産業の集積を推進

し、本県の産業構造の高度化及び多様化並びに

雇用の創出による本県経済の活性化を進める拠

点として佐世保市に設置するものであります。 
 施設の概要について、ご説明いたします。 
 まず、施設名でございますが、佐世保情報産

業プラザ。所在地は佐世保市崎岡町でございま

す。長崎国際大学の隣に所在しております。 
 その内容でございますが、まず、企業向け貸

し事務室といたしまして2棟ございまして、第1
棟が2,326平米、第2棟が996平米ございます。 
 入居期間は、原則10年以内とされておりまし
て、最長15年とされています。共用設備等につ
いては、そこに記載のとおりでございます。 
 現在、1棟、2棟合わせまして8社、合計727
人の方が入居され、就労されているところでご

ざいます。 
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 今回、議案となっております指定管理者につ

いてでございますが、所在地は、佐世保市ハウ

ステンボス町5番地3、ハウステンボス技術セン
ター株式会社でございます。 
 指定期間は、来年4月1日から平成34年3月31
日までの5年間でございます。 
 指定管理者が行う業務といたしましては、1
つ目としまして、情報産業プラザの使用の許可、

2つ目に情報産業プラザの使用料の徴収、3つ目
に情報産業プラザ及び附属設備の維持及び修繕

でございます。 
 次のページをお開きください。選定経過でご

ざいます。 
 募集期間は、今年の7月27日から8月29日まで、
応募団体は1企業にとどまりました。県内企業1
社でございます。 
 選定方法は、記載のとおりでございます。 
 選定委員は6名で、その内訳は記載のとおり
でございます。 
 選定結果は、600点満点、委員6名の合計のう
ち、ハウステンボス技術センターが490点。当
社に決めた理由でございますが、選定基準であ

る佐世保情報産業プラザ使用者の公平な使用の

確保、事業計画書に沿った情報産業プラザの安

定的な管理運営などについて適切に実施できる

能力を有していると判断したためでございます。 
 なお、先ほどもご説明がございましたが、債

務負担額につきまして、11月補正予算に指定管
理予定期間である5年間分、合計4億6,895万円
を計上いたしているところでございます。 
 以上で補足説明を終わらせていただきます。 
【松本雇用労働政策課長】 引き続き、4ページ
をご覧ください。総合就業支援センター運営等

事業費債務負担3億915万2,000円でございます。
総合就業支援センターは、若者、女性、高齢者

等のさまざまな求職者に応じた支援機能を集約

し、求職者のニーズに応じた相談から職業紹介

までの支援を行うとともに、企業のニーズに応

じた人材確保、離職者対策等の支援を行う就業

支援施設で、平成27年2月に開設したものでご
ざいます。 
 具体的には、若年者、中高年、女性、高齢者、

企業人財確保支援コーナー等を設置し、支援内

容としましては、個別カウンセリング、企業、

求職者ニーズに応じたセミナー、ながさき若

者・女性・高齢者就職応援団の運営などを通じ

て県内就職への支援を行っているところでござ

います。 
 今回、総合就業支援センターの運営等の委託

につきまして、利用者サービスの継続性を図る

とともに、就業支援業務の安定的運営を行うた

め、平成29年度から3年間の債務負担行為の設
定を行うものであります。 
 以上で説明を終わります。 
よろしくご審議をお願いいたします。 

【吉村(洋)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案及び第160号議案に
対する質疑を行います。 
 ご質問等はございませんでしょうか。 
【徳永委員】 佐世保産業情報プラザは、8社で
七百数十名ということでしたが、これはどれだ

けの受け入れキャパがあるわけですか。 
【貞方企業振興課長】 現在、居室につきまして
は、100％埋まっておりまして、概ね700名から
800名の収容人員と考えております。 
【徳永委員】 ほとんど入っているということで、
原則10年、最長15年で打ち切るということです
ね。 
 管理費が5年間で約4億6,000万円ということ
は、年間約9,000万円かかるわけです。私は、こ
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の施設はいいんだと思うんですけれども、ただ、

実際、運営する管理費が年間約9,000万円という
ことですが、どういったことで9,000万円の経費
がかかるのか、説明できますか。 
【貞方企業振興課長】 細かい数字は現在手元に
ございませんが、一番大きなものは、電気代、

光水熱費が非常に多額に上っております。情報

関係企業なものですから、サーバーであるとか

電子機器類をたくさん使いますので、それが年

間4,000万円から5,000万円であったと記憶し
ておりますので、それが一番主なものでござい

ます。その他セミナーの開催経費等、人件費等

もかかっておりますので、概ね9,000万円ぐらい、
平成28年度で9,145万円の予算を組んでいると
ころでございます。 
【徳永委員】 これを含めてその経費と、要する
に、指定管理者まで入れてということですけれ

ども、これは8社でほとんど埋まっているとい
うことですけれども、この8社からは大体どれ
ぐらいの収入があるわけですか。 
【吉村(洋)分科会長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 １時４３ 分 休憩 ― 

― 午後 １時４３ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)分科会長】 分科会を再開いたします。 
【徳永委員】 もう1点、総合就業支援センター
運営等事業費についてですけれども、これは今

の利用者数はどれぐらいありますか。 
【松本雇用労働政策課長】 平成27年度の実績
でございますけれども、利用者数は6,400名程度
でございます。 
【徳永委員】 これは大体どれぐらいの人で対応
されているのか、出ていますか。担当者がこの

部署では何人、どういう方なのか。 
【松本雇用労働政策課長】 一人単位は出ており

ませんけれども、6,400名につきましては、15
名体制で対応しております。 
【徳永委員】 15人ということですね。設置コ
ーナーというのがあるから、これを15人で分担
していると。以前にも聞いたんですけれども、

その15人の方はどういう、例えば、専門職がい
るのか、一般の方なのか、資格を持っておられ

るのか、そういうところはどうですか。 
【松本雇用労働政策課長】 例えば、企業の開拓
等に当たる方については、企業相談員が当たっ

ておられまして、具体的な資格というより、コ

ーディネーターの経験を持っている方でござい

ます。主に相談業務の関係の方が多くて、その

方々はメンタルヘルスの資格持っていたり、キ

ャリアコンサルティングの資格を持っていたり

とか、それぞれの資格をお持ちでございます。

あるいは男女共同参画室で所管をしているとこ

ろについては保育士の方だったり、そういう資

格をお持ちの方々がカウンセリング等に当たっ

ている状況でございます。 
【徳永委員】 この事業は、国からの事業という
ことの理解でいいんですか、県が単独でやって

いる事業ですか。 
【松本雇用労働政策課長】 これは県が単独でや
っている事業でございます。 
【徳永委員】 私がいつも思うのは、確かに、事
業としては私も理解をするんですけれども、私

が見る中で、こういう外部に任せての仕事とい

うのが多いんですよね。これは内部で、要する

に行政側でしっかりとした対応ができないとい

うこともわかるんですけれども、もう少し経費

を削減してやるとか、専門部署は本庁の方でし

っかりやって、それにサポートをつけるとか、

そういうやり方はできないんですか。 
【松本雇用労働政策課長】 センターでとり行わ
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れている業務につきましては、就業支援という

ことに特化した形で専門的にやっていく業務に

なってまいりますので、ある意味、継続的な方

であったり、それを専門にずっと当たっている

方が基本的には相談窓口として就業につなげる

ことができるという形で、この総合就業支援セ

ンターというものをもってきております。 
そこにつきましては我々も常に、前々回の委

員会でもご意見をいただいておりましたが、丸

投げという形ではなくて、これはハローワーク

も併設しておりまして、県とハローワークと委

託団体、そういったところで協議をしながら進

捗状況等を管理しながら、どういったセミナー

をしたらいいかとか、そういったことも協議を

しながら進めておりますので、そこは我々も県

内就職につながるように、あるいはハローワー

クだけでは就職につながらない方々のカウンセ

リングをしながら就職につなげていくことに取

り組んでまいりたいと思っております。 
【徳永委員】 その趣旨は、内容はよくわかりま
す。ただ、私が思うのは、年間に1億円かかる
と、予算ですよね。私は、この事業がだめだと

は言ってないんですよね、事業は事業で大事で

す。しかし、厳しい財政の中でもう少し削減で

きるのであれば当然削減し、そして、本庁とも

連携をとって、今、15名の方を減らせるのか、
本庁が主軸となって人件費を減らすことができ

るのか。そういったことも今後検討ができるの

であればそうしていただきたい。しかしながら、

後ろ向きになっても、これはいけませんから、

これは大事な事業ですので、そういったところ

をある意味、意見として、やってもらいたいと

思います。 
【貞方企業振興課長】 使用料につきましては、
手元に資料がありませんので、今調べています

ので、後ほどご報告いたしたいと思います。 
【中山委員】 今のことに関連してお聞きしたい
と思います。 
 この選定結果、600点を振り分けたところ、
490点ということでありますけれども、この490
点の内訳をざっと見せてもらいますと、安定し

た管理運営については80点から90点ぐらいで
す。ただ、振興方策とか管理運営の効率性につ

いては、これから比べると若干下がっておりま

す。その辺が少し気になるところであります。 
 今回、4億6,895万円となっておりますけれど
も、平成24年4月1日から平成29年3月31日まで
は、これも同じ5年間だと思いますけれども、
これは幾らでございますでしょうか。 
【貞方企業振興課長】 債務負担額ではなくて決
算額で、当初契約額で申し上げますと、平成28
年度が先ほど申し上げました9,145万円、平成
27年度が9,125万円、平成26年度は9,145万円と
いうことで、ほぼ同額で推移しておりまして、

平成25年度、8,831万7,000円、平成24年度は当
初契約が8,625万4,000円に対して、変更後、
7,873万3,000円となっているところでござい
ます。 
 少し増えてきている理由でございますが、施

設が10年近く経過いたしまして、あちこち傷み
も出てきておりまして、毎年度のように修繕工

事が発生しております。それも小規模のものに

ついては、全て管理者負担にしているものです

から、こういった関係の費用が残ってきて、そ

ういった実績を踏まえながら、来年度以降の債

務負担を設定したものですから、少し多目にな

っているところでございます。 
【中山委員】 それで、先ほどの主なものは電気
代ということでありました、4,000万円、5,000
万円ということでありました。 
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 ちょっと気になるのは、指定管理者の業務で

す。先ほど、課長から修繕費に関する業務が少

しかかってきたということでありました。情報

産業プラザ及び附帯施設の維持及び修繕費にど

の程度かかっておりますか。 
【貞方企業振興課長】 修繕費につきましては、
県で見る分、大規模のものは県で見ておりまし

て、その分については現在把握しておりますが、

細かな修繕を積み上げてどのぐらいなっている

かということにつきましては、現在、実績報告

書を持ち合わせておらないものですから、後ほ

どご報告できればと思います。 
【中山委員】 それはちょっと意外なんですよね。
新規に指定管理者と契約を結ぶための議案上程

でありますので、その辺はちゃんと把握してい

るものと考えていたわけですけれども、出てい

ないということでやむを得ないと思いますが。 
 そうすると、附帯施設の維持費も出てないん

ですか。維持費も修繕費も出てないんですか。 
 それでは、修繕費の中で県が修繕する分と指

定管理者が修繕する分についての区分けという

か、文章的な形で区別をしているのか。それを

含めて県が今日まで修繕した事業費はどのくら

いになっているのか教えてくれますか。 
【貞方企業振興課長】 直近で申し上げますと、
平成27年度に落雷がございまして、その際に避
雷針等の工事をいたしまして、それが399万600
円でございます。2年前の平成25年度に、やは
り落雷によって破損した分を42万円で修繕し
ております。平成22年度にも、これは落雷では
ないんですが、間仕切り壁を改修した経費が67
万2,000円。そういった内訳になっているところ
でございます。 
 今年度も、これは非常に大規模ですが、空調

がかなり老朽化しておりまして、今年度予算で

6,220万5,000円で空調設備の改修を予定して
いるところでございます。 
【中山委員】 今年度、6,300万円程度をかけて
空調設備の改修を予定しているということであ

りますけれども、こういう資料は何らかの形で

添付してもらった方がわかりやすいんじゃない

かと思います。ぜひそういうことで今後はお願

いしたいと思います。 
 そうすると、修繕というのは、一番小さい金

額で42万円ということになっています。指定管
理者が修繕するものと県が修繕するものについ

て、協定書か何かで結んでいるんですか。 
【貞方企業振興課長】 特に協定書には書いてな
かったと思いますが、その都度、その工事が一

般的な小規模な維持管理の範囲の修繕なのか協

議をしまして、例えば、先ほどの落雷等による

破損等につきましては、管理者に特に責任を問

えませんので県の方でやる。 
 あと、先ほど、間仕切りについての工事をご

説明しましたが、そういったような県の都合と

いうか、入居者の移動等に伴うやむを得ない改

修につきましては県費負担、それ以外の小規模

なものについては基本的に管理者負担でござい

ます。 
 参考までに、大規模な改修費というのは、大

体300万円から700万円ぐらいを見込んでいる
ところでございます。 
【中山委員】 大規模なものについては県が修繕
する、小規模なものについては指定管理者がや

るということになると、ある程度数字を引くな

り、何らかの形で明確化しておく必要があると

思いますよ。今後、平成29年度から平成34年度
まですると、維持費とか修繕費というのはもっ

と出てくる可能性があるんじゃないかと思いま

す。指定管理契約を結ぶに当たって、その辺に
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ついてどのように考えているのかお尋ねしたい

と思います。 
【貞方企業振興課長】 もう指定管理の実質上の
業務内容については話が終わっているわけです

が、来年度に向けまして、今ご指摘の点も踏ま

えて、できるだけその負担を明確化するように

してまいりたいと考えております。 
 それからもう1点、先ほどからご質問があっ
ております経費、支出の内訳でございますけれ

ども、平成27年度決算ベースで申し上げますと、
人件費が1,254万1,000円、修繕費等に伴う施設
管理費が2,620万9,000円、電気設備保守が81万
円、警備委託をしておりまして、その警備費が

815万5,900円、その他で4,353万2,000円となっ
ておりまして、これは決算特別委員会で内訳が

わからないということで当初ご指摘を受けた分

でございますが、その他の4,353万2,000円の大
半が電気代等の光水熱費でございます。 
【吉村(洋)分科会長】 ほかにご質問等はござい
ませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって予算議案及び第 160号議
案に対する質疑を終了いたします。 
 次に、予算議案に対する討論を行います。 
 討論はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 討論がないようでござい
ますので、これをもって討論を終了いたします。 
 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 
 第 131号議案のうち関係部分及び第 137号議
案のうち関係部分は、原案のとおり、それぞれ

可決することにご異議ございませんでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、各予算議案は、原案のとおり、それ

ぞれ可決すべきものと決定されました。 
【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。 
 議案を議題といたします。 
 まず、産業労働部長より総括説明をお願いい

たします。 
【古川産業労働部長】 産業労働部関係の議案に
ついて、ご説明いたします。 
 資料といたしましては、「農水経済委員会関

係議案説明資料」と、その追加1、追加2がござ
います。お手元にご用意をお願いいたします。 
 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第147号議案「長崎県の事務処理の特例に関す
る条例の一部を改正する条例」のうち関係部分、

第160号議案「公の施設の指定管理者の指定に
ついて」であります。 
 はじめに、条例議案について、ご説明いたし

ます。 
 第147号議案「長崎県の事務処理の特例に関
する条例の一部を改正する条例」のうち関係部

分につきましては、知事の権限に属する事務の

一部を市町において処理することに関して、移

譲する事務の根拠法令の改正に伴い、所要の改

正をしようとするものであります。 
 次に、事件議案について、ご説明いたします。 
 第160号議案「公の施設の指定管理者の指定
について」につきましては、佐世保情報産業プ

ラザ条例に基づき、佐世保情報産業プラザの管

理運営を行う指定管理者を公募した結果、1社
から申請があり、ハウステンボス技術センター

株式会社を指定管理者として指定しようとする

ものであります。 
 次に、産業労働部関係の議案外の主な所管事
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項について、ご説明いたします。 
 本日ご報告いたしますのは、平成29年度の重
点施策について、経済雇用の動向について、三

菱重工業株式会社の客船事業について、工業技

術センターの研究成果について、ナガサキ・グ

リーンイノベーション戦略について、サービス

産業の振興について、食料品製造業の振興につ

いて、県内企業の海外展開支援について、長崎

県産業振興財団が保有する株式売却について、

企業誘致の推進について、雇用対策について、

事務事業評価の実施について、施策評価の実施

について、地方創生の推進についてで、内容に

つきましては記載のとおりであります。 
 そのうち新たな動きなどについて、ご説明を

いたします。 
 平成29年度の重点施策について。 
 平成29年度の予算編成に向けて、「長崎県重
点戦略素案」を策定いたしました。これは来年

度が2年目となる「長崎県総合計画チャレンジ
2020」に掲げる目標の実現に向けて、平成29
年度に重点的に取り組もうとする施策について、

新規事業を中心にお示ししたものであります。 
 このうち、産業労働部の予算編成における基

本方針及び主要事業について、ご説明いたしま

す。 
 昨年度策定した「長崎産業振興プラン」の目

標実現へ向け、プランに定める「生産性、競争

力を高める」、「新たな需要を発掘・創出する」、

「働く場をつくる・改善する」、「有能な人材

を育成・確保する」という4つの基本方針に沿
って、引き続き、施策を展開してまいります。 
 平成29年度は、本県産業において積極的に取
り組むべきもののうち、特に4つの課題に注力
してまいります。 

1つ目は、若者の県内定着であります。他県

と比べ著しい若者の県外流出を抑制するため、

さまざまな情報媒体を活用し、県内企業の魅力

を周知するとともに、高校生、大学生を対象と

した県内企業の説明会等を通して、生徒、学生

及びその保護者が県内企業の経営者や若手社員

と接する機会を増やすなど、県内就職定着につ

ながる各種事業を展開してまいります。 
 なお、こうした動きが企業や学校をはじめ、

県民の多くが若者の県外流出について考える機

会へとつながっていくことを目指してまいりま

す。 
2つ目は、県民所得向上対策であります。一

人当たり県民所得の低迷という本県経済の大き

な課題を克服するため、関係機関との連携や中

小企業診断士の活用による県内中小企業の経営

力向上支援、ネット通販市場への県内企業のさ

らなる進出等による県内サービス産業の域外需

要獲得支援、海洋エネルギー関連産業の拠点形

成及び実証フィールドの構築等による新産業創

出支援などにより、県内経済の浮揚と県民所得

の向上を目指してまいります。 
3つ目は、生産性の向上であります。本県製
造業の生産性を向上させるため、商工会や商工

会議所、中小企業団体中央会等、県内の産業支

援機関との連携をこれまで以上に強化し、戦略

目標の共有化を図り、一丸となって地場企業の

競争力強化や事業拡大の支援を行い、本県産業

全体の生産性向上を目指してまいります。 
4つ目は、ＩｏＴの利活用推進であります。
生産工程などへのＩｏＴ導入による飛躍的な生

産性の向上は、第4次産業革命とも言われてお
り、ＩｏＴの普及は、車両の自動走行や予防医

療、オーダーメイド医療を可能にするなど、産

業や生活のさまざまな場面にとどまらず、今後

の社会のありようを大きく変える可能性を秘め
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ております。 
県内企業についても、ＩｏＴ技術を用いた生

産性向上や新製品、サービス開発を支援するこ

とにより、県内産業の競争力強化を図ってまい

ります。 
基本方針及び主な事業については、以上のと

おりでございます。 
なお、平成29年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、あわせて公表を行ったとこ

ろであります。 
これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見などを十分踏まえながら、予算編成の中

でさらに検討を加えてまいりたいと考えており

ます。 
三菱重工株式会社の客船事業について。 
三菱重工株式会社は、アイーダ・クルーズ向

け大型客船2隻を2011年に受注し、現在は2番船
の建造に注力されているところでありますが、

設計の手直しや、それに伴う工期の遅れなどか

ら、1番船と合わせ2,000億円を超える特別損失
を計上したため、今年4月に社内に客船事業評
価委員会を設置し、事業の検証を進めてこられ

ました。 
その検証結果が去る10月18日に発表され、欧

米向け大型客船事業には当面取り組まないこと。

今後は10万トン以下のクルーズフェリーや中
小型客船に取り組んでいくこと。10万トン以下
の客船の建造場所については、カーフェリー事

業との相乗効果などを踏まえ、状況に応じて建

造場所を決定していくことなどを表明されてお

ります。 
また、大型客船の建造終了後における県内へ

の影響につきましては、客船建造に伴い、県外

から応急的に応援に来ていた従業者は、県外の

事業所に戻ることとなるものの、県内の従業者

については、現在、高操業が続いているＬＮＧ

船などの建造にシフトしていくことになる旨の

説明がなされたところであります。 
県といたしましては、同社が今回の大型客船

の見直しに加え、今治造船や大島造船所、名村

造船所との提携協議など、長崎造船所とかかわ

りの深い商船事業の改革を進めていることから、

重大な関心を持って、その改革の動向を注視し

てまいります。 
雇用対策について。 
新規高卒者を対象とした合同企業面談会を、

長崎、佐世保、諫早の3地域で10月に開催し、
244名の生徒と186の企業に参加をいただきま
した。来春卒業の高校生を対象とした県内の求

人数は、10月末現在で前年度を547人上回る
4,439人、内定率は0.3ポイント上回る80.9％、
県内就職率は48.7％と前年度を2.3ポイント上
回っております。 
 一方、大学生等の内定率は、10月末現在で前
年度を6.2ポイント上回る66.1％、県内就職率は
前年度を1.8ポイント上回る37.7％となってお
ります。 
 引き続き、一人でも多くの生徒、学生が採用

内定を得られるよう、高校、大学と連携を図り

ながら取り組んでまいります。 
 また、ワーク・ライフ・バランスなど働きや

すい職場づくりを実践する優良企業を県が認証

する制度を11月に創設いたしました。 
 今後は、優良企業の認証数を増やしていくこ

とで働きがいのある魅力的な職場環境の整備を

促進してまいります。 
 その他の事項につきましては、記載のとおり

であります。 
 また、「政策等決定過程の透明性等の確保及

び県議会議員との協議等の拡充に関する決議に
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基づく提出資料」、制度資金の金利引き下げに

ついて、説明資料をそれぞれ配付させていただ

いております。 
 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。 
 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 
【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました
が、第160号議案に対する質疑は終了しており
ますので、第147号議案に対する質疑を行いま
す。 
 ご質問等ございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 質疑がないようでございま
すので、これをもちまして質疑を終了いたしま

す。 
 次に、第147号議案のうち関係部分及び第160
号議案に対する討論を行います。 
 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。 
 議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。 
 第 147号議案のうち関係部分及び第 160号議
案は、原案のとおり、それぞれ可決することに

ご異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決すべきものと決定されました。 
【吉村(洋)委員長】 次に、提出がありました「政
策等決定過程の透明性等の確保」などに関する

資料について、説明をお願いいたします。 
【山下産業政策課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づく産業労働部関係の状況

について、ご説明いたします。 
 お手元にお配りしております「農水経済委員

会提出資料 産業労働部」をご覧ください。 
 まず、1ページでございます。補助金内示一
覧表でございます。 
 これは、県が箇所づけを行って実施する個別

事業に関し、市町に対して内示を行った補助金

であり、間接補助金としまして地域拠点商店街

支援事業補助金を掲載しているところでござい

ます。 
 続きまして、2ページから4ページまででござ
います。これは1,000万円以上の契約案件で、1
件の掲載となっております。 
 続きまして、5ページをご覧ください。5ペー
ジから10ページまででございます。これは知事
及び部局長等に対する陳情、要望のうち、県議

会議長宛てにも同様の要望が行われたものに対

する県の対応状況を整理したものでございます。

計4項目を掲載しているところでございます。 
 次に、11ページから13ページでございます。
これは附属機関等の会議結果で2件となってお
ります。その内容については、掲載のとおりで

ございます。 
 以上でご説明を終わります。 
 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 
【吉村(洋)委員長】 次に、商務金融課長から提
出資料説明の申し出があっておりますので、こ

れを受けることといたします。 
【荒田商務金融課長】 お手元に資料を配らせて
いただいておりますので、ご覧ください。 
 商務金融課におきましては、信用力、担保力

の不足などにより、事業資金の調達が困難な中

小企業の資金調達の円滑化を図るため、金融機
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関を通して信用保証制度と連携した中小企業向

け融資制度を取り扱っております。 
 この中小企業向け融資制度につきましては、

平成28年2月にマイナス金利政策が導入された
ことや、長期プライムレートなどの金利が低下

している状況を踏まえ、平成29年1月4日から貸
付利率を引き下げるための準備を進めていると

ころでございます。 
 今回の利率改正では、制度資金全体の利率引

き下げを行った平成25年度の長期プライムレ
ートを基準として0.2％から0.35％の利率引き
下げを行っております。 
 資金ごとの改正後の利率は、配付資料のとお

りでございますけれども、一番上の県制度資金

の中で最も利用の多い経営安定資金（長期）に

つきましては、2.3％以内だった利率を0.35％引
き下げて1.95％以内としております。 
 今回の利率改正により、県内中小企業者の資

金繰りの負担を軽減するとともに、企業の積極

的な設備投資を促すためのインセンティブにな

るものと考えております。 
 今後とも、県内中小企業の円滑な資金繰りに

供することができるよう努力してまいります。 
 よろしくお願いいたします。 
【吉村(洋)委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ２時１４分 休憩 ― 

― 午後 ２時１５分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 次は、日程上、請願審査となっておるわけで

すが、請願審査の時間を16時と予定して請願人
の方へ連絡をしておりました。進行が皆さんの

ご協力よろしく進み過ぎておりますので、先に

陳情審査を行うこととしたいと存じますが、ご

異議ございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 異議なしと認めます。 
 よって、これより陳情審査を行い、16時より
請願審査を行うことといたします。 
 お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。 
 陳情書について、何かご質問等はございませ

んでしょうか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、
陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。 
 次に、議案外の所管事務に対する質問を行う

ことといたします。 
 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はございませ

んでしょうか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、
次は議案外の所管事務一般でありますが、その

前に請願審査となっております。 
 しかし、予定より早く審査が進んでおります

ので、議案外の所管事務一般に入り、時間にな

り次第、請願審査を行うことといたします。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ２時２０分 休憩 ― 

― 午後 ２時３５分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
【貞方企業振興課長】 先ほど、中山委員から、
今後、情報産業プラザの管理に当たって修繕費

等については区分を明確にした方がいいんじゃ

ないかというご指摘がありまして、私から、「今

後検討してまいりたい」という答弁をしたとこ
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ろでございますが、まずもって陳謝しなければ

いけませんけれども、実は、今回の募集からで

す。今年度までは私が答弁したように、その都

度協議で、軽微なものについては管理者負担だ

ったんですけれども、来年度からやることを前

提にしまして、今回、管理者を募集する際にリ

スク分担表を定めまして、その中で明確に「設

備等の損傷の場合で経年劣化等を含む小規模修

繕の場合は指定管理者。その基準は1件当たり
の単価が20万円未満」と。これ以上のものにつ
いては経年劣化であっても県が見るというふう

なことで、20万円を境に、それより少額なもの
は指定管理者、それを超えるものについては県

というようなことで金額の基準をつくっている

ところでございます。 
【中山委員】 そういうリスク分担表をつくった
ということでありますから、それはそれとして

必要だろうと思います。 
 そこで、先ほど言いましたように、軽微なも

の、20万円未満ですね。先ほど、大きな規模の
ものについて300万円からという話があって、
小規模のものについては、それ以下のものとい

う印象を持ったわけですけれども、例えば、20
万円以下の修繕というのは過去にどういうもの

があっているんですか。 
【貞方企業振興課長】 私が知るところであれば、
一番多いのはトイレの異物等の混入による詰ま

りで非常に困っているというようなことは聞い

ておりますが、その数及び金額については子細

に把握しておりません。 
【吉村(洋)委員長】 それでは、これより議案外
所管事務一般についての質問に入りたいと思い

ます。 質問はありませんか。 
【中山委員】 リスク分担をしたということはい
いわけですけれども、そうすると、今後の問題

として設備等を含めて老朽化が進んでいくと思

います。そうすると、20万円未満というのが適
当なのかどうか。それ以下の修繕費というのが

どのくらいあるのか、その辺を承知した中で20
万円未満ということを設定していると思うんだ

けれども、そうなると、修繕費の20万円以下に
ついて、新しいものの5年間でどの程度発生す
る見込みがあるんですか。 
【貞方企業振興課長】 先ほど、平成27年度の
経費の区分について主な支出内容についてご説

明いたしましたが、それを超えたかなり詳しい

資料を現在手持ちで持っておりませんので、必

要でございましたら後ほど、今日は難しいかも

しれませんが、別途、委員の方にご説明に上が

りたいと思っております。 
 20万円については、ほかの同様の施設の例を
参考に設定したと聞いておりますが、その子細

内容については聞いておりません。申し訳ござ

いません。 
【中山委員】 後で説明をいただければと思いま
すので、よろしくお願い申し上げます。 
 それでは、雇用対策についてお尋ねしたいと

思います。 
 先ほど部長から、来春卒業する高校生の県内

就職率について、10月末で48.7％、前年度比で
2.3ポイント上回ったということでありました
ので、この辺の評価について。というのは、9
月末の段階では県内就職率は46.1％で前年度比
5.3％となっているわけですね。1カ月たったと
ころで前年度比がものすごくダウンしているわ

けですけれども、現状についてどういうふうに

評価しているのか、まずその辺をお聞きしたい

と思います。 
【松本雇用労働政策課長】 9月末から10月末の
動きを踏まえてどういうふうに評価しているの
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かというご質問だと思っております。 
 説明資料の8ページに書いておりますように、
7月末の早期求人キャンペーンということで相
当数、2割以上、県内からの求人が増えたとい
うことで、県内を選ぶ選択肢が面談の段階で増

えてきているということで、実際に9月17日か
ら選考解禁になりますので、その後に逐次内定

が決まっていくわけですけれども、そういった

意味で早期に県内の企業から求人が出たことに

よって県内就職のインセンティブが働いた。も

ちろん、これはキャリアサポートスタッフ、あ

るいは就職推進員なんかの働きもあるかと思い

ます。あと、学校側の努力、あるいは企業側の

努力それぞれございますけれども、そういった

形の中で対前年度比が上がってきております。 
 一次に落ちる方も当然いらっしゃいますので、

そうすると、改めて次は第2志望といいますか、
次のところを選んでいくという作業を繰り返す

ということになります。 
 高校生としては、県内、県外の比率というの

は少しずつ詰まってきておりますけれども、こ

れまでの取組が功を結んで県内就職が一歩ずつ

浸透してきていると考えております。 
【中山委員】 県内の就職が一定浸透しつつある
ということについては、私もそう思うわけであ

ります。9月から10月の動きを見ますと、企業
が早期に案内を出したということが大きかった

んだろうと思います。 
 今後、予断を許さない状況がくるのかなとい

う予測をするわけですが、その中で工業高校が

5つありますね。工業高校の就職率が結構上が
っているという話を私は聞いているんですけれ

ども、10月末の工業高校の県内就職率は、前年
度に比べてどういう状況になっているのか、教

えてくれますか。 

【松本雇用労働政策課長】 高校別の分につきま
しては、今、私どもはハローワークを通じた形

で数字をつかんでおりまして、48.7％になって
2.3ポイント上回っているところでございます。
内訳につきましては、まだ集計していない状況

でございます。 
 今、委員のお話の中で、やはり工業高校が重

要なポイントになってまいっておりますので、

教育委員会に問い合わせた状況では、前年度よ

りも上回っている状況で県内就職が進んでいる

ということを聞いているところでございます。 
【中山委員】 委員会も今度が最後ですから、で
きるだけ教育委員会を通じて学校区分で把握し

ておって、その辺の実数を答えてもらった方が

実感があるので、そういうことを今後努力して

ほしいと思います。私が聞いた範囲では、10月
段階で5校の工業高校卒業者の40％を超えたと
いうことで、前年度からすればかなり上がって

いるわけです。そういう状況ですから把握して

おってほしいなと思います。 
 そこで、工業高校の県内就職率が上がってき

たということは大変ありがたい話でありまして、

企業誘致等にプラスに働くのではないかと思い

ます。 
 ただ、心配しているのは、教育委員会レベル

で普通高校より工業高校の生徒の比率が全国的

に高いということが理由の一つであるけど、そ

ういう切り口でこれを下げていこうということ

で、平成28年度に島原工業の1科を減らして、
平成29年度から佐世保工業高校を1科減らした。
そして、平成30年度もそういう流れにあるんだ
ろうと思うんですよ。そうすると、工業高校の

科を減らしていくという流れがどうもあるよう

に感じてならないわけです。これは何としても

阻止せんばいかんし、特に、佐世保工業高校な
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んかは、平成28年度は1倍を超えておったわけ
ですね。そして、就職率が上がってきたという

ことであります。産業人材を育成する段階で教

育委員会とその辺をもう少し話してもらいたい

と思います。 
 そこで、産業労働部長から、この前、「私が

しっかりやります」という話を伺ったわけであ

りますので、教育委員会と工業高校の卒業生を

中心とした本県の産業人材を育てていくために

は、これ以上、科を減らすということになると

非常に大きな打撃が来るわけです。そういった

意味から産業労働部として、きちんとその辺を

1回、教育委員会のそういう立場の人と意見交
換というか、産業労働部としての立場というか、

その辺を1回ぜひ話してほしいなと思うんです
けど、いかがでございますか。 
【古川産業労働部長】 工業高校のクラス減につ
きましては、これまでもご議論をいただいてい

るところでございます。私も、夏場になろうか

と思いますが、その時に教育委員会とその辺の

協議もさせていただいております。前回の委員

会でもお答えをさせていただきましたが、教育

委員会も含めて、私ども、高校生、大学生の県

内定着を進めるという意味で、工業高校が特に

県内就職率が低いものですから、まずはそこの

部分を上げることで何とかクラスの減を、そっ

ちの方向にならないような形で産業界といいま

すか、工業界等と議論をして、そういうお話を

させていただいております。 
 ただ一方では、人口減少ということで高校生

が減っている中で、私ども、工業高校もでござ

いますけれども、商業関係も所管をしておりま

して、ほかの実業系のクラスの関係も十分踏ま

えながら、その辺の対応は必要と考えておりま

す。 

 一方で、製造業の誘致にもしっかり取り組ん

で製造業の振興も図っております。企業誘致に

ついても優秀な工業高校生が本県は多いという

ことで、その辺も強みとしております。 
 先ほど、委員から、県内就職率が前年度と比

べて大分上がっているというお話もいただきま

した。そういうこともしっかり踏まえながら、

教育委員会を通じて生徒の要望等もしっかり押

さえながら、今後も協議等はさせていただきた

いと思っております。 
【中山委員】 知事から2年ぐらい前に工業高校
に対して県内就職率を高めてほしいという要請

があったと聞いております。その時は20％台だ
ったんですね。それが30％になって、40％を超
えたということで非常に努力されております。 
 いつかある委員から言われたように、工業高

校生は非常に優秀なものだから引きが多いわけ

ですね。そういう中で県内にもってくるという

のは非常に困難性がある中を、各校長先生たち

が知事の要望に応えようということで一生懸命

取り組んだ結果もあると思います。その辺をぜ

ひ踏まえていただきたいと思います。 
 あわせて、本県の工業高校生が普通高校生よ

り高いというのは、これは特徴なんですよ。こ

こをさらに売りにしていくというか、そういう

取組が必要ではなかろうかと思います。 
 先ほど、産業労働部長におかれては、夏に1
回協議したし、今後も教育委員会と協議をして

いくというような話もありました。産業人材を

育てる、産業界を育てるという使命のもと、ぜ

ひ忌憚のない意見を言っていただいて、工業高

校の科のこれ以上の減がないように最大限努力

していただくことを要望しておきたいと思いま

す。 
 それと、もう一つお尋ねしたいと思いますが、
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地方創生の推進ということについて、8ページ
ですか、地域に根差した製造業を育てるにつき

ましては、地場産業の規模の拡大支援や食品製

造業の付加価値向上支援などを行いました。そ

の結果として設備投資などに対する県の支援を

受けた企業の新規雇用計画は目標の100人に対
して352人ということで、数字からいけば3倍ぐ
らいのすばらしい業績を上げているわけであり

ます。 
 そうすると、県の設備投資の支援を受けた企

業が何社あるのかということと、支援額がどの

程度になっているか教えてくれますか。 
【貞方企業振興課長】 まず、対象企業数でござ
いますが、5社でございます。支援額は合計で
24億8,600万円でございます。 
【中山委員】 5社で支援額が24億8,600万円と
いうことでありました。普通、設備投資をすれ

ば雇用者数はどっちかというと減っていくとい

うか、そういう状況でなければ設備投資はなか

なかできにくいんですよね。 
 そうすると、この24億8,600万円というのは、
主に設備投資ですか。この辺の中身を教えてく

れますか。 
【貞方企業振興課長】 24億8,600万円のうち、
特に突出しているのが製造業の中の半導体関係

の企業でございまして、これが20億9,700万円。
設備投資額が780億円で、大規模な設備投資に
よって生産ラインを拡大するということで雇用

人員も280名上がっておりまして、それによっ
て補助額も非常に多額に上っているということ

でございます。 
【中山委員】 そう聞けば少し納得します。780
億円投資をして、その中で20億円ということで
すね。そこで200人を雇用したという形なんで
すね。これは企業が主体的に取り組んできた中

で、そして、県が応分の支援をしたということ

だと思います。この文章だけ見ると、県が支援

したことによって、これだけの雇用を生み出し

たという捉え方もできるので、その辺を確認し

たわけです。 
 そうすると、352名の雇用者の、高卒とか大
学卒とか年齢別にわかりますか。 
【貞方企業振興課長】 先ほど申し上げました
352名につきましては、設備投資のための立地
協定を締結いたしまして、それに向けた雇用予

定数でございます。かつ、その際には、例えば

高卒であるとか、大卒であるとか、そういうこ

とを要件にしておりませんので、そこをとって

おりませんので、現時点でその内訳を申し上げ

ることはできない状況でございます。 
【中山委員】 352人というのは、いつの段階で
すか。 
【貞方企業振興課長】 昨年の、例えば、一番多
かった280名につきましてですと、平成27年8
月31日付で協定を締結しておりますので、その
時点での雇用計画数ということになります。 
【中山委員】 これはあくまでも雇用計画数です
ね。その辺の書き方をしないと、100名に対し
て352名の実績とあるものですから、既に雇用
しているんじゃないかという捉え方をしたわけ

でありますけれども、あくまでもこれは雇用計

画数という形ですね。 
 いずれにいたしましても、これからいくと、

100人に対してということでありましたから、
この目標がどうなのかという部分もあるわけで

ありますけれども、企業の設備投資によって雇

用が発生すると、それに対して県が応分の負担

をしたということになると思いますので、今後

はこの目標の352名を追跡していただきまして、
あとはどういうところから雇用したのか、その
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辺の追跡調査をしていただければ参考になると

思いますので、その点を要望して終わりたいと

思います。 
【吉村(洋)委員長】 現時点で何名、雇用実績が
あるのかということは把握していないんですか。 
【貞方企業振興課長】 現時点での雇用実績でご
ざいますが、実際には、先ほど20億円余の補助
金を交付予定と申し上げました。それは計画数

に基づいてはじいた20億9,700万円ですけれど
も、実際には雇用を開始してから1年間のきち
っとした操業というのが条件になっておりまし

て、1年後に実際に雇用した数を再度当たりま
して、それに応じて減らすことになります。増

やすことは確かなかったと思いますが、予算が

あるのでですね。 
 したがって、その時点じゃないとわかりませ

んので、先ほどの20億円の補助金の分につきま
しては、今まさにヒアリングを当該企業に対し

て詳細に行っているところでございまして、現

時点ではまだわからないということでございま

して、取りまとめは恐らく年度末にならないと

出ないと思います。現時点で、私の手元にはそ

の数字はございません。 
【中山委員】 あとの4社についても同じような
状況ですか。 
【貞方企業振興課長】 あとの4社につきまして
は、交付予定時期が今年度内となっているもの

が、今のところ、1社だけで、その交付時期は
平成29年3月となっておりますので、年度末ぎ
りぎりにならないと出ないと。ほかのものにつ

きましては、実際の交付予定時期というのが平

成31年度であったり、平成29年2月だったりす
るものですから、その時点でないと最終的に人

員が固まらないということになっております。 
【中山委員】 その辺は将来的に地方創生に寄与

すると思うんだけれども、この委員会でその辺

が、計画は計画としてあるけれども、実質的に

確認できていないということになると、その辺

の書き方というか、その辺を少し工夫してもら

った方が理解しやすいんじゃないかと思うわけ

です。その辺、もう少し現実に合った表現の仕

方を考えてほしいということを申し上げておき

たいと思います。 
【貞方企業振興課長】 今回上げております総合
戦略の中の数値につきましては、主要なＫＰＩ、

数値目標ということで国に報告している数字で

ございます。その中には雇用計画数ということ

で既に出しておりますので、これを変えるのは

なかなか難しいかもしれませんけれども、今、

委員がご指摘の実績をとれということにつきま

しては、ぜひそれを、今とってはいるんですが、

説明の仕方についてわかりやすくなるような説

明の仕方を工夫してまいりたいと考えておりま

す。 
【吉村(洋)委員長】 前に深堀委員からも意見が
あったと記憶していますが、聞きたいのは、補

助金を出す、1年後でこうと言うけど、今の時
点で操業しておれば何人か雇用してあると、そ

ういう実績をみんな聞きたくなるわけです、現

時点での実績を。そういう数字を委員会がある

前には一定、「今、何人雇用しておられますか」

ということを聞いて、その実数を把握しておっ

てもらうと、もっとわかりやすいと思うので、

そういうことをお願いします。 
【深堀委員】 制度資金の金利引き下げの報告が
ありました。ちょっと確認ですけども、マイナ

ス金利等、いろんな市中の金利の変更に伴って

こういう見直しをしたというのは理解をしてい

るんですが、緊急資金繰り支援資金の利率のみ

がそのままになっているわけですね。ここが据
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え置きになった理由は、どういったことなんで

しょうか。 
【荒田商務金融課長】 実は、金融機関とは、利
率の引き下げについては、今年度早い時期から

協議をしていたところでございます。その中で

熊本地震がありましたものですから、この資金

の発動ということが特に優先されまして、この

部分についてだけ先に協議をさせてほしいとい

う申し入れをいたしまして、この結果、1.7％を
1.3％に引き下げたという経緯があるものです
から、今回は除外したということでございます。 
【深堀委員】 前倒しで引き下げたということな
んですか。平成28年5月に1.7％から引き下げる
ということですけれども。 
 ただ、この緊急資金繰り支援資金というのは、

ある意味、借りる側からすれば、一番危機的な

状況に陥っている時に利用する資金ですよね。

だから、従来も、この利率はほかの資金よりも、

地方創生推進資金で若干低いものがありますけ

れども、それ以外の制度資金からすれば低かっ

たわけですね。今回、引き下げられないという

のが少しどうなのかなと。一番困っている人た

ちのための制度資金の利率を最低にしてやるべ

きじゃないのかなというふうに素直に考えるわ

けですけど、この権限は誰にあるんですか。こ

の利率をここにするという権限者は誰なんです

か。 
【荒田商務金融課長】 利率につきましては、こ
れは県の事業でございますので最終的には県が

持っているんですけれども、これでいいかどう

かについては、金融機関との協議になりまして、

そこの協議が整った後に、これでいくというこ

とで進めていくことになっております。 
【深堀委員】 だから、県が決定権限者であるん
だけれども、金融機関とも調整の上、決めると

いうことだから、私が先ほど質問した緊急資金

繰り支援資金制度が、利用者側からすれば危機

が迫った状況の中で使うものだという認識に立

った時に、一番低い金利にしてやらなければい

けないという発想には立たなかったんですか。 
【荒田商務金融課長】 この資金は、発動するの
は知事の権限で発動するわけですけれども、

1.7％のままでいいのかどうかということを非
常に部内で検討いたしました。こういう金利が

低下している中で従来のままの1.7％ではよろ
しくないだろうと。被害を受けている方が緊急

に低利の資金を融通するのが我々の責務という

ことで、それで1.3％ということで金融機関等の
ご理解をいただいて、優先的にこれを先に前倒

しでしたという経緯があります。 
 1.3％につきましては、この利率の中では宿泊
業生産性向上支援資金、長期にわたる1.0％を除
いては一番低い利率になっているかと思ってお

ります。 
【深堀委員】 わかりました。そしたら過去の件
数だけ粗で教えてもらえませんか。区分があり

ますけれども、ここ数年間のこの制度資金の利

用件数とか手元にありますか。 
【荒田商務金融課長】 過去の融資件数でござい
ますけれども、新規の融資件数では、平成27年
度は3,526件、平成26年度が3,364件、平成25年
度が3,780件、そのあたりの水準で新規融資がご
ざいます。 
 緊急資金繰り資金でございますけれども、こ

ういう緊急事態というのは余りないことでござ

います。平成27年度は1,147件の執行をしてお
ります。 
 ちなみに、今回の緊急資金繰り支援資金でご

ざいますけれども、11月末で合計69件、融資枠
が9億4,100万円の融資をしております。 
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【深堀委員】 ごめんなさい。私がよく聞き取れ
なかったんですが、先ほど、全体で3,526件とい
う数字を言われましたね、平成27年度の話だっ
たのかな。今、69件と言われたのは緊急資金繰
り支援資金の平成27年度の件数ですか。 
【荒田商務金融課長】 それは今年度の件数でご
ざいます。 
【深堀委員】 それは後でいいです。この制度資
金の件数ですね。金額ではなくて、利用件数を

確認したいので、年度別ででもいいので教えて

いただければと思います。 
 次に、もう1点だけ。部長説明の中で「ワー
ク・ライフ・バランスなど働きやすい職場づく

りを実現する優良企業を県が認証する制度を創

設した。今後は優良企業の認証数を増やしてい

くことで働きやすい魅力的な職場環境の整備を

促進してまいります」という報告がありました。

非常にいいことだと思います。 
 ただ、ワーク・ライフ・バランスというふう

に考えた時に、いろんな数値があると思います、

指標が。例えば、育児休業の取得率であったり、

全体の労働時間数であったりとか、今までいろ

んなことを調査する中で、長崎県のワーク・ラ

イフ・バランスということを考えた時のいろん

な数値的な資料では、若干悪いのかなという印

象を持っているんですが、そのあたりの実績に

ついて、本県の状況について、細かくじゃなく

ていいです、総論的なものでいいですので、こ

ういった数字は余りよろしくないんですよとか、

そういった報告をいただけませんか。 
【松本雇用労働政策課長】 ワーク・ライフ・バ
ランスの推進ということで取り組んでいるとこ

ろでございますけれども、全国的なデータとい

うのがない中で、本県では、毎年、労働条件等

の実態調査をやっております。その中でワー

ク・ライフ・バランスにどう取り組んでいるか

ということの調査が項目としてございます。 
 その中では、ワーク・ライフ・バランスに何

らかの形で取り組んでいるところが75.7％あり
ますが、これは他県との比較がなかなかできな

いという状況でございます。 
 その中で、どういうところをワーク・ライフ・

バランスの中で取り組んでいるかということの

大きいところを挙げますと、今、委員がおっし

ゃった育児休業制度を設けているとか、介護休

業制度を設けているとか、子の看護休暇制度を

設けているとか、あるいは同じように介護休暇

制度を設けているとか、育児・介護に対する仕

事との両立、そういうワーク・ライフ・バラン

スについての取組は進んでいるのかなと思って

いるところでございます。 
 休暇取得の推進とか、いわゆる年次休暇の取

得の促進につきましては、データ的にいきます

と4分の1ぐらいになっていますので、同じ県内
で取り組む項目の中での比較で考えますと、そ

ういったところは年休取得が進んでいないとま

では言えませんけれども、割と促進が進んでい

ないという形のところがあるのかなと思ってお

ります。 
【深堀委員】 ワーク・ライフ・バランスに取り
組む企業のウエートとしては75％ぐらいあっ
て、そこは他県との比較がなかなか難しいとこ

ろなので何とも言いづらいが、例えば、休暇の

取得、年休の取得というところでいけば若干悪

いのかなという報告だったと思います。 
申し訳ないですけど、私、「長崎県の労働事

情」をもらっておりまして、これ、見ているん

ですよね。それで、育児休業の取得状況であっ

たり、休暇の取得状況であったり、総実労働時

間、所定内労働時間とか所定外労働時間、これ
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は長崎県と全国の比較表が載っています。そこ

から見ると若干悪いというのは見てとれるんで

すけど、そこをしっかり認識されているのかと

いうこと。 
一番言いたかったのは、今、部長の報告の中

で県内の企業にそういったことを広めようとい

うことで産業労働部として一生懸命やっている

わけですね。その時に旗を振っている県庁の職

場はどうなのかという話。所管は恐らく総務部

ですね。ただ、皆さんは県内の企業に対してワ

ーク・ライフ・バランスを進めましょうと言っ

て一生懸命ＰＲしている立場です。その足元が

全然、例えば、男性の育児休業とか休暇とか、

そういったものをものすごくとっていないとい

う話も聞きますよ。そことのバランスですよね、

ワーク・ライフ・バランスじゃないけど。旗を

振って、「みんな頑張りなさい」と言いながら、

自分の足元は全くそれをやっていないとなれば

説得力ないですよね。 
だから、そこを、皆さんの仕事じゃないと思

いますよ。県庁の職場の中のワーク・ライフ・

バランスをどうしましょうというのは皆さんの

お仕事ではないのかもしれないけど、そこは所

管のところと、我々は外に向かってこれをＰＲ

しているんだ、足元の県庁職もしっかりやって

くれよと、そういうことをやっていますか。 
【松本雇用労働政策課長】 まず、隗より始めよ
ということだと思うんですけれども、県庁内で

もいろいろな職場がございまして、私がいると

ころで聞きますと、今とは言いませんけれども、

そういうワーク・ライフ・バランスを率先して

やっているところもありますし、そこは一つず

つ取り組んでまいりたいと思っております。 
【深堀委員】 数値で確認してみてくださいよ。
皆さん、いろいろ数値を持っているでしょう。

長崎県の労働事情、そこと県庁の職場がどうな

のかという比較をしてみてください。長崎県平

均でいえば育児休業取得の状況というのは、男

性でいけば0.9％、女性は91.6％、この数字と比
べて県庁はどうなのかとか。週休二日制という

ことは県庁とは余り関係ありませんが、所定外

労働時間、長崎県は5人以上と30人以上の数値
がありますけれども、5人以上も30人以上も所
定内労働時間は全国よりも、5人以上でいけば5
時間、30人以上でいけば2時間、長いんです。
総実労働時間も長いんです。この数字があるじ

ゃないですか。だから、こういった数字と、じ

ゃ、県庁を比べてみましょうと。年次休暇取得

状況、取得率は全国平均でいけば年間47.6％、
それに対して長崎県は5人以上でいけば42.5％、
3人以上でいけば44.2％、取得日数においては、
全国平均の8.8日に対して長崎県は7.2日と7.5
日と少ないわけです。 
 こういう実際に出ている数字を、皆さんがつ

くった資料ですから、そこと自分たちの足元で

ある県庁の職場が本当に合っているのかどうか、

そこを検証してみてください。それで、もし余

りにも差があるようであれば所管課に、ここは

おかしいじゃないの、我々はこういうふうにＰ

Ｒしてやっているんですよ、ワーク・ライフ・

バランスを推進しているんですよ。でも、県庁

の内部は全然違うじゃないですかということを

言わなければいけないのが皆さんの仕事だと思

いますけど、部長、どうでしょうか。 
【古川産業労働部長】 今、委員がおっしゃった
ように、私ども、今回、「誰もが働きやすい職

場環境づくり」ということで認証制度をつくら

せていただきました。そういう形で企業側を指

導する立場にございます。その一方で、私ども

県庁自体の状況が悪いとすれば、それはなかな
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か説得力もございませんし、指導上も非常に問

題が出てまいります。 
 まずは県庁の状況を確認して、そこの部分が

悪い数字ということであれば、その辺は所管部

局、総務部になりますけれども、そちらにもし

っかり申し入れをさせていただきたいと思って

おります。 
【深堀委員】 お願いします。 
【荒田商務金融課長】 先ほど答弁できなかった
ことについて答弁いたします。 
 緊急資金繰り支援資金の過去の件数でござい

ますけれども、この緊急資金繰り支援資金は、

連鎖倒産の防止、あるいは災害復旧支援、環境

変化対策の3つについて対応するようにしてお
りまして、平成28年度は先ほど申し上げました
ように69件、これは全て熊本地震関係でござい
ますけれども、平成27年度は2件、平成26年度
はゼロ、平成25年度は1件、平成24年度は2件と
いうことでございます。 
【小林委員】 今日、長崎県産業振興財団が保有
する株式の売却について部長説明がありました。

ここについては平成15年度から平成19年度に
かけて「大学等発ベンチャー創出事業」及び「元

気ベンチャー創出事業」を通じ、ベンチャー企

業9社に投資を行い、そのうち経営破綻したバ
イオラボを除いて8社に、その成長に向けた支
援を行ってきたと、こういうことになっていま

す。 
 ところが、この内容にも書いてあるけれども、

8社のうち5社が債務超過、債務超過していない
のは3社だと。こういう形の中で事実上5社は破
綻したというようなことの中で、大変大きな部

長説明が行われているわけであります。 
 これについて部長もしっかり言及しながら、

県民の税金を幾らぐらいこれで損失をしたのか

というような、そういう重い重い役割と責任が

あるわけです。ここのところをこんなにさらっ

とやってのけるというような状況の中で、我々

はそれによって見逃すということは絶対あり得

ない、あってはならない。そういうところを一

つ指摘しながら、この実態を明らかにしてもら

いたいと思っております。 
 まず、我々は、過去において、この大学等発

のベンチャー企業とか、あるいは元気ベンチャ

ー企業創出事業とか、こういうような趣旨は非

常に立派だということで趣旨そのものは決して

否定しなかった。リスクは伴うけれども、いか

にしてそのリスクを伴わないようにするかとい

う県とか産業振興財団の役割、また、いろんな

外部の専門的なマネージャー等を招きながら、

これが必ず成功するようにと。そして、明日の

長崎県の発展とともに、いわゆる雇用の創出、

あるいは地域経済の活性化、こんなようなこと

を考えながらやってきたわけです。 
 ところが、これはもう事実上、ほとんど破綻

したと。債務超過していない3社と言うけれど
も、この経営内容の実態は、誇れるような、あ

るいは県が求めるような、例えば、株式公開を

やるぞと、上場するんだとか、雇用創出を何名

ぐらい、あるいは地域経済に対してどれぐらい

の貢献をしてきたとか、そういうことが伴って

いかなければいかんけれども、大変ご無礼な話

で、ここだけの話にしてもらえば、ひょっとし

たら風前のともしびかもしれない。そういうよ

うなことの中からまず実態を明らかにしてもら

いたいと思います。 
 債務超過は、大体幾らぐらいの債務超過がこ

の5社であるのか。そして、県がこれによって
幾ら金を出して、幾らが露として消えたのか。

まず、この辺の数字を明らかにしてもらう、こ
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のことについてまずお答えをいただきたいと思

います。 
【貞方企業振興課長】 まず、最初に1つ説明し
なければいけないと思っておりますが、債務超

過の企業が5社ある。確かにそのようにご報告
いたしておりますけれども、そのうち1社は平
成25年6月に本委員会でご報告しております企
業でございまして、ここは実質、破綻しており

ます。したがって、現在、事業としては何も活

動していないわけですが、その他の4社につき
ましては、現在も厳しい財務状況とはいえ、日々、

雇用者を使いながら事業活動を営んでおります

ので、決して破綻したというわけではございま

せん。実質、破綻したのはバイオラボのほか1
社ということでございます。 
 その上でご説明いたしますと、まず、8社合
計で出資を2億1,300万円いたしております。バ
イオラボを含めると9社で2億7,300万円出資を
いたしております。このほか制度の中に補助金

を交付できる制度がございましたものですから、

このうちバイオラボを除くその他の会社に

8,000万円、補助金を出しておりまして、バイオ
ラボを含めた3社でございますと1億2,000万円、
補助金を出しております。以上を合計いたしま

すと、出資プラス補助金で8社合計で2億9,300
万円、バイオラボを含めた9社合計で3億9,300
万円の県費を投入しているということでござい

ます。 
 一方、お尋ねがございました債務超過額でご

ざいますが、各企業の債務超過の額を合計いた

しますと4億6,300万円となっております。この
うちどれぐらいの損が出たのかというお尋ねで

ございますけれども、今のところ、まだ特に株

等も売却しておりませんので、今のところは損

は出ておりません。 

【小林委員】 今の答弁の中で明らかになったよ
うに、県費が幾らぐらいここに注ぎ込まれてい

るのかと。バイオラボも入れて、いわゆる出資

金と補助金を合わせて3億9,300万円と、約4億
円の金が県民の税金から、これは一般財源だか

ら交付金でも何でもないわけです。それが注ぎ

込まれて、結果的にこのような形になっている

わけです。 
 それで、お互い相手のあることで名誉の問題

もあるので、債務超過はしているけれども、実

際的に今経済活動をやっているんだと、こう言

っているんだけれども、それをいろいろと支援

してきた外部の専門家委員会が、もうそろそろ、

今のままの状況では債務超過が拡大されるばか

りだと、もう2月ぐらいをめどにしていろいろ
の財産を処分しようではないかという提言をし

ているし、そういう点から考えていけば債務超

過された会社もそれを受け止めざるを得ないと

いう形の中で、だからこそ、こうやって委員会

に初めて出てきたのではないかと、こういうふ

うに受け止めております。 
 債務超過の会社が、今からこうして我々が委

員会で頑張ってほしいというようなことを申し

上げ、また、担当の企業振興課長も、さらにい

ろいろと激励をしていただいて、これはある意

味では債務超過がなくなるというような元気な

経営に立ち戻ることができれば、これ以上のこ

とはないが、そういうような理想と現実のギャ

ップは否めないと思っているわけです。 
 そこで、これは委員各位もよく聞いてもらい

たいと思うんだけれども、これだけの損失が出

ているということが明らかになった、約4億円
です、バイオラボも入れて。それと同時に、こ

れは補助金とか出資金でそれだけだけれども、

加えて、ここの中にもあるように外部の専門家
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委員会とか、いろいろそういう偉い方々の助言、

あるいは指導をいただくというような経費は、

県の一般財源から出ていると思うんだよ。これ

がどういうような実態になっているか。いわゆ

る出資金と補助金だけを言っているけれども、

それをバックアップするためのそういう資金も

多額になっているんじゃないかと推測されるん

だけれども、正直に明らかにしてもらいたい。 
【貞方企業振興課長】 ただいまご質問がござい
ました外部専門家委員会等に要する経費につい

てでございますが、現在、外部委員会に要する

経費は、外部専門家及び会計士等への謝金、あ

と、その交通費経費などにつきまして予算額が

884万2,000円です。このほかに財団内部に、こ
のためだけではございませんが、インキュベー

ションマネジャーを1人、その補助職員を1人、
合計2人雇っておりまして、この経費が501万円。
合計1,385万2,000円を計上しているところで
ございます。 
【小林委員】 今、企業振興課長が正直に答えて
いただいた1,385万円、これは何年間、このまま
続いているのか。 
【貞方企業振興課長】 平成22年度からでござ
いますので、今が7年目でございます。 
【小林委員】 約1,400万円近いお金が8年間も
人件費等、そういう識者の方々に支払われてお

ったと。何度も言うが、申し訳ないが、県民の

税金だ。 
 こういう状況は我々としては黙って通過させ

るわけにはいかないということは、バイオラボ

の状況についても、あえて100条委員会をつく
って、その中で原因究明をやってきたわけです。

破綻はしていないと言われるけれども、事実上

は破綻だと私は思っているんだよ。債務超過が

これだけ長い間続いておって、そして、もう店

じまいをしようやという声がかかっている以上

は、そういう破綻状態に限りなく近いじゃない

か。 
 そうすると、この要因は一体何なのか。これ

だけ大きな県費を使い、外部からもいろんな専

門員を呼んで、ありとあらゆる、手取り足取り

みたいな形の中で助言とか指導とか、県はそう

やって財源の支援をしてきたわけです。にもか

かわらず、こういう結果だよ。一体要因は何か。 
【貞方企業振興課長】 こういうふうな状況に至
った要因でございますが、まず、バイオラボに

関する100条委員会や、別途設置された有識者
によるベンチャー支援検討委員会等の議論、意

見を総合し、私どもが当時整理した状況につき

ましては3点ございます。 
 1点目は、投資先を選定する際に、その企業
を経営する経営者の資質及び事業内容を評価す

ることが十分に行われなかったのではないか。 
 2点目が、株式公開に向けた目標の設定、平
成15年当時、本県から株式公開企業を50社、創
出するという目標を設定いたしておりました。

それに向けてこの制度をつくったわけでござい

ますが、その際の目標達成に向けた個々の企業

の課題の解決、支援が、当時の財団を中心とす

る支援だけでは十分に行えなかったのではない

か。 
 3点目に、今のこととも関係いたしますが、
その支援をやる際に、アーリーステージ、企業

を始めてすぐの時、それから軌道に乗りつつあ

る時、どんどん拡大していく時、そういった時々

に応じたさまざまな経営課題に対する解決方策

のアドバイス、経営支援が十分ではなかったの

ではないかということが一番大きな原因だった

と思います。 
 また、こういった意見を踏まえまして、県と
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いたしましては、先ほどから話に上がっており

ますが、こういった残った会社、バイオラボ以

外の会社を支援することを一番の目的とする外

部専門家委員会を設置しまして、年に3回程度、
毎年開催いたしております。そして、その企業

に直接出向いていろんな指導、支援もしてきた

わけでございますが、そこの支援の結果から見

ると、やはり上場していただく、企業経営を軌

道に乗せさせるというところで、いまひとつ力

が及ばなかったのではないかと考えております。 
【小林委員】 貞方課長、あなたが担当しておっ
たわけではないけれども、猛烈な課長として非

常に期待されている、いろんな企業の方々から。

非常に華のあるようなあなたの活動と、あなた

がこの問題に首を突っ込んだ時には、正直言っ

て手をつけられないほどのいわゆる経営悪化、

ひょっとしたらそんな状態ではなかったのかと

思います。 
 私が言いたいことは、要因は一体何かと。3
つ挙げられた。例えば、採択の時に経営者にな

るべき人の資質とか、事業計画の策定が本当に

時代の流れの中で、要するにプラスの要因とし

て発展していくか、拡大されていくかと、こう

いうようなところの見誤りというか、そんなこ

とが1つあったんだということをいみじくもお
っしゃった。一体、選考委員は誰かと、こうい

う話になってくるけれども、こんなことを正直

に言えるあなたは大したものだと思っている。

みんな、そこら辺のところは仲間内で逃げよう

とする。 
 しかし、今あなたがおっしゃったようなこと

は、バイオラボの破綻の要因は何かと聞いた時

に、全く同じようなことを言っているんだ、時

の答弁者は。全然変わってない。 
 何を言いたいかというと、一体、バイオラボ

の破綻の教訓がどのくらい生かされてきたのか

ということをあえて言いたいわけです。全く生

かされてないではないかと。あえて結果を見れ

ば、そういうことになっていくわけだよ。バイ

オラボの破綻によって世の中を騒がせ、本当に

県として、大学等発などというような、そうい

う新しい時代の流れをいち早く取り込んで、そ

して、長崎県の地域経済を豊かにする、雇用創

出を図る、全国の注目を浴びる、だから1億円
の枠なんていう、6,000万円の出資にプラス
4,000万円の補助金をくっつけて、結局、この
6,000万円は出資金であって、戻ってくるかとい
うと、戻ってこない可能性が高いし、また、戻

ってこなければ戻ってこないでいいようになっ

ているわけだよ。1億円の枠、その他は1,000万
円、こういうようなことの中で、当初、1億円
の枠が4件採択されて、1,000万円のものがたし
か8件、トータル12件が採択されてスタートし
たのが、このベンチャー企業だよ。さっきも言

ったが、当然のことながら、リスクがあるとい

うことはわかっている。だけども、リスクがな

いようにやってもらうのが君たちであるし、そ

こに県と産業振興財団が一緒になって、何度も

言っているように外部の専門家を招きながら、

高い給料を払いながら、何とかこれを緒につか

せて目的とするような、いわゆる株式公開、上

場までもっていく、成功させる。これだけの取

組をやりながら、このありようは、バイオラボ

の失敗の二の舞とか三の舞、全く教訓が生かさ

れてないというところに、正直に言って、あな

た方の限界と。つまり、これだけの予算を使い、

これだけの資金を持ち、これだけの対外的な人

を集めながら、こういうような哀れな姿三昧に

させてしまうということ、とても残念だと私は

思うんだよ。 
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 この教訓を生かすために、外部の専門家委員

会というものを平成22年につくったんだな。そ
して、今言うように、平成22年のバイオラボの
教訓を生かさなければいかんということで具体

的にこういう専門家に集まっていただいて、い

ろんな角度からの支援、助言とか指導をやって

もらう、経営的なアドバイスをやってもらう。

いろんなありとあらゆる、普通の起業をやって

いる人たちは本当に喉から手が出るような、こ

れだけの厚い支援なんか、どこもないぞ。 
 しかし、残念ながら、結果的にこういう状態

で終わって、これだけの損失を県民に与えてい

る。こういう状態を見た時に、県とか財団は、

どんな責任のとり方をするのかと言われても仕

方がないんだぞ。ここのところは本当に真面目

に考えていただかないと、我々もやっておれん

よ。こんなことを議会でチェックするような形

がなぜできなかったのか、こんな状態になって

いるわけです。 
 そういう点から考えてみても、このことにつ

いては重大に受け止めなければいかん。あと残

る3社も、恐らく、申し訳ない言い方だけれど
も、さっきも言ったが、命運が尽きるような状

況の中で進んでいくんじゃないか。県のメンツ

を立てるために、財団のメンツを立てるために、

失礼だけれども、借金は膨らみながら店を閉じ

ることができんと。こういうような格好の中で

ずっとここまできておったということもひょっ

としたらあるかもしれない。もっと早く店をた

たみたかった。しかしながら、県とか財団のメ

ンツが、どこの時点でこれを明らかにするかと

いうような、そんな状況もひょっとしたらある

かもしれない。 
 いずれにしても、こういう現実に、結果とし

て体たらくな姿を、いわゆる県の産業労働部、

とても残念だよ。中山委員が指摘しているよう

に、私も指摘しているし、みんなもそう思って

いる。 
 我々もこの委員会は最後だから、あえていろ

んなことを言うけれども、この委員長は上等で

すよ。正直に言って、委員長の指揮のもとにお

いて、この委員会ががっちりしまってきている。

我々、委員会、議会としての役割をしっかり果

たしてもらいたいということの中で、皆さん方

に頑張っていただいて、高校生の県内の就職率、

あるいはまた、これから大学生等についても実

を上げ、さらに、一番大事な工業高校について

も、これだけの実績をあなた方がつくってきて

いるじゃないか。一方においてこれだけのこと

をしながら、これだけの損失を、しかも、前例

のバイオラボの、こういう本当に哀れさんぱち

な姿を見てきておって、また同じようなことを

繰り返すとは一体何ごとかと。コストの感覚と

か、一体県費をどう思っているのかと。県民が

汗を流した税金を君たちは一体どう考えている

のかと、こう言われても仕方ないではないか。 
 そういう状況から考えてみて、貞方課長、外

部の専門家委員会というのは、月に3回ですか、
（「年に2回から3回です」と呼ぶ者あり）年に
2回から3回でこれだけの金を払って、どういう
アドバイスをしているんですか。 
 そして、県は財団の設置主体なんだよな。設

置主体でありながら、いわゆる有限責任か、無

限責任かといえば、有限責任だろう。株主の一

人として、それを支援するみたいな形になって

いるんじゃないかと思うんだよ。ここのところ

の、こんな破綻のことにいつ頃から気づいたの

か。専門家の皆さん方は、いつ頃、気づいて、

どんな支援をしてきたのか、答えてもらいたい。 
【貞方企業振興課長】 まず、委員会がどういう
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アドバイスをしてきているのかというお尋ねで

ございますけれども、主として委員会の構成は、

弁護士、それから公認会計士、税理士、あとベ

ンチャー支援の専門家であるベンチャー支援の

会社の取締役の方、それに大学の経済学、特に

ベンチャー支援に詳しい大学の先生、そういっ

た方々で構成されておりまして、それぞれのお

立場で、弁護士であればいろいろ抱える法的な

問題の解決でありますとか、会計士であれば財

務状況の問題について税理士と一緒になってい

ろいろご指導いただいた。大学の先生であれば、

販路拡大のいろんな手法について、委員会の場

でもさまざまに議論いただきましたし、かつ現

地にも出向いていって個別に、例えば、販路拡

大で、つてをたどるだけではなくて、自らその

他の関係が薄かったところにも宣伝をしたらど

うかといったアドバイスをしてきたところでご

ざいます。 
 あと、この外部委員会も含めまして、私ども

がいつから気づいたかということでございます

が、平成二十三、四年ぐらいから少しずつ厳し

い状況というのは出てきておりましたが、この

ような状況になったということを、私は3年間、
担当しておりますが、認識したのは平成26年ぐ
らいからだと考えております。 
【吉村(洋)委員長】 議案外所管事務一般の質疑
中ではございますが、先ほど申し上げましたと

おり、15時40分頃から請願審査を行うというこ
とにしておりまして、請願人がただいま到着さ

れておりますので、一旦、議案外所管事務一般

に対する質問を中断し、請願審査を行った後、

再度、議案外所管事務一般に対する質問を行う

こととしたいと存じますが、ご異議ございませ

んでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 よろしくお願いします。 
 それでは、しばらく休憩いたします。 
 再開は、午後3時50分といたします。 
 

― 午後 ３時４８ 分 休憩 ― 

― 午後 ３時５３ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 これより、請願審査を行います。 
 第5号請願「厚生労働省における受動喫煙防
止対策強化措置について意見書提出を求める請

願」を議題といたします。 
 まず、紹介議員から説明をお願いいたします。 
【前田議員】 こんにちは。本日は、お忙しい中、
また、委員会の初日の審査の途中にこのような

時間をとっていただきまして、ありがとうござ

います。 
 お手元に請願の内容については資料をお配り

させていただいておりますが、簡潔に経緯につ

いてお話をさせていただきます。 
 国においては、特に厚生労働省でありますが、

10月から2020年の東京オリンピック、パラリン
ピックなどに向けて検討する中で、受動喫煙防

止対策というもののたたき台を公表いたしてお

ります。これはオリンピックに向けて受動喫煙

防止対策をさらに強化しようというものであり

ますが、このことについて現在、関係業界団体

等に対するヒアリングをしながら、来年の通常

国会で新法もしくは健康増進法の改正という形

で提出を目指していると聞くところであります。 
 しかしながら、この内容のたたき台を拝見さ

せてもらったところ、非常に多くの問題がある

と認識いたしております。特に、本県は、たば

こ耕作は農業の基幹産業でもありますし、そし

て、今回、たばこ耕作組合、たばこの販売協同

組合、さらに長崎県料飲業生活衛生同業組合の



平成２８年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月９日） 

- 47 - 

3団体から出させていただいておりますが、た
ばこ耕作に限らず、販売、さらには、長崎県に

おける特に中小の料飲業については壊滅的な打

撃を受ける可能性があるということで、私たち

は今回の請願をさせていただいております。 
 もちろん、現状において、分煙についての積

極的な取組をやっているところでありますので、

今回の趣旨としましては、この新法制定に対し

まして、過度で一律的な規制強化ということで

はなくて、そのことについて喫煙者と非喫煙者

が調和できる分煙社会の実現を目指して対策を

とるよう、国に対して慎重な審議をしていただ

くような意見書を提出していただきたいという

旨であります。 
 私自身は喫煙者ではありませんが、喫煙しな

い立場の者から見ても、今回のこのことの運び

については非常に大きな危機感を感じて、あえ

て紹介者とならせていただいております。どう

ぞよろしくお願いいたします。 
 あと、団体から趣旨説明をしたいという申し

出をさせていただいておりますので、どうかよ

ろしくお願いいたします。 
【吉村(洋)委員長】 この際、お諮りをいたしま
す。 
 請願人から趣旨説明を行いたい旨の申し出が

あっておりますが、これを許可することにご異

議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、請願人の趣旨説明を許可いたします。 
 なお、請願人に申し上げますが、趣旨説明は

簡明にお願いいたします。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時５６ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時 ４ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 これより、請願についての質疑を行いますが、

まず、今回、当委員会でこの請願を受け付けた

ということについて、4常任委員長で、この請
願が受理された時点で話し合いをしたんですが、

3者、たばこ耕作と販売と料飲業という3者から
合同で出されておりまして、生産は農林、販売

は総務、料飲業は県民生活部とまたがってしま

いまして、これを分割審査するということもか

なわないところでございまして、どこでやるか

とした場合に、この委員会でやるとすれば農林

部しかなかったんですが、農林部でやると生産

の部分だけになってしまって、なかなか片手落

ちになるのではないかということで、最終的に

判断をいたしまして産業労働部は所管の部では

ないんですが、今のお話を聞いていただくとわ

かるように、いろんな方面、生産から販売、サ

ービスというところで長崎県の経済が大きく影

響を受けるというような観点から産業労働部長

にお願いをしまして、ここで請願を受けること

にしたところでございます。産業労働部長には

大変ご協力をいただきましてお礼を申し上げる

ところでございます。 
 そういうことを勘案していただきまして、ご

質疑をいただければありがたいと存じます。 
 ご質問等ありませんか。 
【深堀委員】 請願人の方から、今、趣旨説明を
いただきました。中身についてはよく理解をす

るつもりであります。自分も喫煙者であります

ので、その立場で考えた時にもよくわかる話で

あります。 
 しかしながら、今回、厚生労働省が出してい

るたたき台を見ると、私は喫煙者の立場で言う
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と、受動喫煙という問題は、以前、3割を超え
る非喫煙者が過去1カ月に飲食店や職場で受動
喫煙に遭遇していろんな思いをされているとい

うような報告もあります。だから、好むと好ま

ざるとにかかわらず、例えば、非喫煙者の中の

未成年、20歳未満の方々もそういったところで
完全な分煙ができていないことによって受動喫

煙をしている。だから、これは国際的な基準か

ら見ても日本は少し遅れているから、それに追

いついていこうという趣旨で今つくってあるの

がたたき台だというふうに認識をしているんで

すね。 
 その中で、先ほど趣旨が説明されたわけです

が、請願事項の中で、趣旨は書かれています。

請願事項の中で1つ、飲食・宿泊業等のサービ
ス業を営む事業者への措置について十分に配慮

したものとすること。2つ、効果的とされてい
る分煙措置をとっている店舗・施設について相

当の配慮をすること。3番目の喫煙者の機会を
つくってくださいというのはよくわかるんです。

この1つ目と2つ目の趣旨、中身は、十分に配慮
したもの、相当に配慮してくれと、どういうこ

とを指して言われているのか。 
 先ほどの請願人の趣旨説明の中で、このたた

き台は到底受け入れられるものじゃないという

発言もあったものだから、それからすれば完全

に真逆の立場に立ってしまうので、請願事項の

1つ目と2つ目、ここの趣旨をもう一度、わかる
ように説明いただければと思います。 
【吉村(洋)委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時 ８ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時１１ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
【徳永委員】 今、るる請願の説明がありました。

そういう中で、先ほど委員長から、3団体から
要望があり、その中で産業労働部が、今回、請

願を受ける立場になったわけですが、産業労働

部の中で今の説明の中であったように、私が一

番危惧するのは、本県の料飲関係においては、

観光県長崎ということで長崎県の経済の中でも

大変大きな環境があるわけです。 
 そういう中で、産業労働部として、この受動

喫煙防止対策強化措置法が強化された場合、経

済的な面でどのような影響があるのか、その辺

をお知らせいただきたいと思います。 
【荒田商務金融課長】 今回、請願の中身を見ま
すと、飲食業、宿泊業等のサービス業に非常に

影響があるのではないかというお話でございま

す。実は、平成25年度の長崎県の県民経済計算
によりますと、対個人サービス業が3,184億
9,000万円の県内生産高を上げております。対個
人サービス業でいいますと、飲食店、宿泊業、

理・美容業等でございます。県内総生産に占め

る割合は7.2％の影響があるということでござ
います。 
 こういうサービス産業は、小規模な事業者が

非常に多いということで、現在の厚生労働省の

たたき台によりますと、全面禁煙ということが

原則になっております。ただ、喫煙室を設ける

場合にはいいと。しかし、小規模なところにお

いては喫煙室を設けることが物理的にできない

ような状況も非常にあります。そういうことも

ありましてサービス業には相当影響が出るので

はないかと認識しておりまして、我々としては、

産業振興という面も大切でありますが、健康増

進とのバランスを考えた制度となることが望ま

しいと考えております。 
【徳永委員】 課長がおっしゃったとおりなんで
すよね。飲食関係は小規模ですから、分煙室を
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つくるということは非常に厳しいし、ましてや、

お店の中で、狭いところで分けてやる。例えば、

お酒を提供される場所等において、我々も客と

して行きますけれども、非常に厳しいところが

ある。そうなれば本県にとって料飲業は非常に

大きな影響があると私は思います。そういう意

味では、今言われた請願の理由等については、

私も非常に心配しております。 
 先ほど、課長から説明いただいたとおり、影

響があるということですので、ぜひ、確かに健

康増進というのはわかります。ただ、厚生労働

省はそういう立場ですから、そうなるでしょう。

しかし、経済的な面等を見れば、今回は、たば

こ生産の場合は農林部、販売は総務部、料飲食

業は県民生活部ということで多岐にわたってい

ますけれども、あえて産業労働部が受けるとい

うことで、本当はもっと深く質問をしたいんで

すけれども、産業労働部としては、本県経済に

とってどういう影響があるのか。そしてまた、

料飲業界も、ただでさえ大変厳しい中に、また

これが強化されれば、またそれ以上の打撃があ

ると。これは観光の面もありますし、雇用の面

もあります。そういう意味では先ほどの、そう

いう影響があるということですので、ぜひこの

請願について皆さんのご理解をいただきたいと、

そう思っております。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問等ございませ
んでしょうか。 
【中山委員】 産業労働部ということであります
ので、サービス業として振興させて県民所得を

上げようという立場でありますので、そういう

観点からお聞きしたいと思います。 
 九州北部たばこ販売協同組合の組合員数とい

うか、販売店がどのくらいあるのか。それで経

営の現状はどういう状況になっているのか。 

 それともう一つ、長崎県料飲業生活衛生同業

組合も会員が相当おると思いますけれども、要

するに、現状はかなり厳しいんだろうと思って

おります。そういう中で、これが追い打ちをか

ける形になると思いますけれども、とりあえず

現状をどういうふうに捉えているのか、その辺

を教えてくれますか。 
【吉村(洋)委員長】 休憩いたします。 
 

― 午後 ４時１７ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時１９ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
【中山委員】 今、たばこ販売については、10
年前の半分だということで大変厳しいと。そし

て、料飲業関係につきましても、2,500から
1,200ぐらいに減っているということで、これが
入れば3分の1が潰れるだろうと。 
 そういう状況であるならば、この請願につい

て、県民の立場からして、産業振興という立場

からすれば、この請願に賛成の立場でおりたい

なと考えております。 
【中村委員】 ここにいるのは産業労働部ですか
ら、言うのもちょっとあれかなと思って考えた

んだけど、この請願事項の中で、いろんな業者

に対する十分な配慮ということを書いてありま

す。私が思うには、例えば、病院、学校、学校

なんか基本的に敷地内はだめだということにな

っていますよね。そうした時に先生たちが敷地

から出て校門の外でたばこを吸うとか、そうい

うぶざまな格好、それとか病院でも何らかの病

気で入院をしているわけですから、その入院し

ている患者が、もちろん、たばこを吸うのはよ

くないんだろうけれども、たばこを吸いたいと

いうことで外に出で行かなくちゃいけない、中

では吸えない。なんか矛盾したような環境がた
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くさんあるんですよね。 
 私も以前はたばこを吸っていましたから、や

っぱり吸いたいという気持ちをやめることはな

かなか無理だと思うし、逆にストレスがかかっ

て病気がひどくなる時もあると思うものだから、

この辺の配慮ということについては、病院とか

学校とか、そこら辺の配慮については、もう少

し柔軟な体制をもって、ちゃんとした喫煙室を

つくれば大丈夫だとか、そういう態勢にできれ

ばなってほしい私は思います。 
 今回のこの請願については、もう少し、配慮

については私たち自由民主党からも、少しでも

声が出せる部分については出していきたいと思

っていますので、よろしくお願いいたします。 
【小林委員】 ちょっとお尋ねしますけれども、
この請願書が長崎県議会に提出されております

けれども、これは全国的にこの3つの団体で、
たばこ耕作組合、たばこ販売協同組合、料飲業

生活衛生同業組合の3団体が先頭を切って各県
議会に、あるいは市町の議会等に徹底してこの

請願を理解してもらうと、こういう動きになる

んですか。長崎県議会だけじゃないんでしょう。

そこをお尋ねしたい。 
【吉村(洋)委員長】 委員会を休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２２ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時２２ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
【小林委員】 これは単に長崎県だけの問題にと
どめたら絶対いかんということ。福岡あたりか

らもお出かけになっているから。ただ、皆さん

方の団体の問題だけじゃなくして、全国でこう

いう声をしっかり国に上げていかなくちゃいか

んと。そのためには全国の県議会だけじゃなく

して、市議会、あるいは町議会等々あるわけで

す。そこまでおろしきるかどうかわからんけれ

ども、それくらいの市民挙げての声をあなた方

が醸し出して。これは総論については、確かに

ある程度流れがわからんわけでもないが、しか

し、実態において各論というのは非常に行き過

ぎているという感じがするわけです。 
 私は、たばこは一貫して吸わないが、お互い

の立場、立場の中において、愛煙家という方々

もたくさんいらっしゃるし、喫煙者は、たばこ

を吸うことを非常に喜びとして感じて頑張って

いるわけですから、そういう点から考えれば、

余りにも一方的な内容に置かれているというこ

と。それを打破するためには市民、国民の声だ

よ、県民と。そういうことだから、今申し上げ

たような取組をぜひやってもらいたいと思いま

す。 
 それから、先ほど中山委員もおっしゃったけ

れども、たばこの税制上の優位性、長崎県にお

いてもこれだけの県民税とか事業税等を払って

いただいているというようなことも考え併せた

時に、委員長が相当気を使っているけれども、

産業労働部の産業政策課が窓口になって、これ

はどこかが窓口にならんばいかんから、山下産

業政策課長、あなたが一番適任者だよ。たばこ

を吸うか吸わないかはわからないが、君らの方

でやれよ。そして、きちんと受け止めて、これ

は地域産業に相当な影響を与えるという点から

考えても、やらなくちゃいかんと思うんだよ。 
 そこで、お尋ねしますけど、このたたき台と

いうのは、最初からたたき台なんて出すことが

珍しいんだよ。たたき台という名がついて、こ

れが本命かどうか知らんけれども、この防止対

策というのがたたき台と。普通、我々がいうた

たき台というのは、入り口の段階の、いわゆる

計画の途上とか、参考の提案とか、そういう受
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け止め方でいいのか。これはかなり前向きで、

この防止対策を貫くんだというような正式なも

のなのか。この要綱は、入り口の、緒についた、

我々の常識のたたき台、こういうことでよろし

いか、ちょっとお尋ねしたい。 
【吉村(洋)委員長】 答えられる範囲で答えてく
ださい。 
【荒田商務金融課長】 今、厚生労働省が事務局
となりまして、関係する各団体からヒアリング

を11月までに2回ほどやっております。各団体
から2回ほどご意見を伺っていらっしゃいまし
て、その結果を踏まえて、このたたき台をもと

にして法案を作成されると聞いております。来

年の通常国会に上程される予定だということを

伺っております。 
【小林委員】 それで、たたき台というのもヒア
リングをやって、それで本格的になる可能性が

あるということを今示唆されたわけです。だか

ら、請願人の方々は全国での取組をきちっとや

って、幸い、紹介議員が上等だから、大いにや

ってもらったらいいと思うんだよ。 
 そこで、要綱を見たら、お互い義務的にやる

というようなことになっているようだけれども、

これは義務違反に対しては罰則を与えるみたい

な、そんな内容になっているんですか、どうで

すか。 
【荒田商務金融課長】 たたき台を拝見すると、
罰則についても検討するということが書いてあ

りまして、どのような罰則にするかは全く記載

されておりません。 
【小林委員】 罰則を検討するということですけ
れども、前向き検討だよ。そういうようなこと

でかなり本腰を入れて国はこれを進めようとし

ているということがこっちに伝わってくるよう

な感じがするわけです。罰則なんていうことを

検討の段階から打ち出すということは、かなり

の姿勢の中でこれを実現させようという感じが

するわけです。 
 ですから、ここについては、今、委員の方々

からそれなりの意見が出ておりますけれども、

ここについては総論の流れはわからないわけで

はないが、しかし、各論においては行き過ぎも

あるし、現場の皆様方の声を、耕作とか販売と

か料飲業とか、もっともっと関係があるところ

もあるでしょうから。 
 大体、ＪＴという専売公社があるでしょう。

たばこをどんどん広めるようなＪＴがあるだろ

う。そういうところは何をしているんですか。

これは本当に国の機関同士で、ＪＴなんかはも

うちょっとしっかりやってもらわなければいか

ん。ＪＴなんかにも大いに請願書なんかを出し

て、意見書を出しなさいよ。そういうことで前

田議員にやってもらってください。 
 だから、ぜひそういう形の中で、我々として

は、この請願は絶対賛成、この請願の中で我々

も大いに盛り上げていきたいと思っております

から、しっかり頑張って全国の動きをやってく

ださい。紹介議員、頼むよ。 
【吉村(洋)委員長】 大体取りまとまったようで
ございますが、ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質疑がないようです
ので、質疑を終了いたします。 
 次に、討論を行います。 
 討論はございませんか。 
【深堀委員】 種々議論させていただきました。
請願人の皆さんのお立場、そして、経済に与え

る影響ということも一定理解をするんですが、

喫煙者の立場として、これまで30年以上たばこ
を吸ってきましたけれども、ずっと昔は職場の
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机でも吸っていた、それが職場では吸えなくな

り、乗り物でも昔はぼんぼん吸っていたものが

吸えなくなり、料飲食店でも吸えないところが

出てきた。それはある意味、社会の趨勢であり、

受動喫煙の、非喫煙者の権利を守るために流れ

てきたことだと理解をします。今、厚生労働省

が進めている内容についても、グローバル社会

の中で、それに合うような、日本がそういうと

ころに追いつかなければいけないという立場の

趣旨であることから、私どもとしては、この請

願の採択には賛成できないということで討論と

させていただきます。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに討論はありませんか。 
【宮本副委員長】 この請願に対しまして、会派
を代表いたしまして一言意見を述べさせていた

だきます。 
 この請願は、非常に判断に苦しむ請願である

と感じております。そもそも基本的な考え方は、

国としては、受動喫煙による健康被害の悪影響

をなくして、国民の健康促進、健康増進を図っ

ていこうという観点からたたき台をつくり、新

法を制定しようという流れであると認識してお

ります。 
 その中において、日本は、各国に比べれば受

動喫煙の体制が弱いので、2020年の東京オリン
ピック、パラリンピックに向けて新しい体制を

つくっていきましょうという流れ、これが基本

的な考え方であると認識しております。 
 しかし、その一方で長崎県として見ると、こ

の趣旨にもありますとおり、葉たばこの耕作と

いうのは長崎県にとって非常に大事な産業であ

ります、大事な耕作作物であります。販売実績

も28億円という大事な産業であるということ
も鑑みて、非常に細かく細かく分析をして意見

を述べていかなければならないと考えておりま

す。 
 そういう中で、厚生労働省のたたき台を見る

と、平成28年10月につくられたたたき台の中で、
今後の立案作業の中に、「我が国における受動

喫煙防止対策、オリンピック、パラリンピック

開催国と同等の水準とすべく必要な法律案を国

会に提出することを目指す。その際には関係者

の意見を踏まえながら調整を進めることとし」

という一文がありますので、今後は、いろんな

方々の意見を聞きながら進めていくであろうと

考えております。 
 そういった立場に立つと、意見というのは大

いに言っていいんじゃないかと私自身は思って

おります。 
 そういった趣旨から賛成の立場で採択してい

ただきたいと思います。 
【徳永委員】 このたばこにおける法律ですけれ
ども、葉たばこの生産、販売、そして料飲業と

いうおのおのは合法の中でやっているというこ

とを皆さんで理解をしなければならないと思い

ます。 
 そういう中で、今まで健康増進法に対しては、

各業界も非常に協力をして頑張っているわけで

す。それにさらに追い打ちを、追い打ちといい

ますか、さらに厳しい法律になれば、関係者に

とって死活問題というよりも、あなた方は、た

ばこをつくるな、そして、たばこを売るな、そ

してまた、たばこを吸う方であれば来るなとい

うような、こういったところに飛躍していくの

ではないかなという解釈にもなるわけです。 
 私は、深堀委員と違って、今、禁煙しており

ます。過去は相当たばこを吸っておりました。

しかし、お店に行って喫煙者と一緒になっても

全然違和感はございません。全ての国民、県民

がそうではありません。それはそれとして、合
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法の中で業界の皆様が一生懸命やられていると

いうことを皆さんとともに理解する中で、私は

賛成ということで討論をさせていただきます。

よろしくお願いします。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ほかに討論はないようでご
ざいますので、これをもって討論を終了いたし

ます。 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３５ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時３５ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 第5号請願に対する質疑・討論が終了しまし
たので、採決を行います。 
 第5号請願「厚生労働省における受動喫煙防
止対策強化措置について意見書の提出を求める

請願」を採択することに賛成の委員の起立を願

います。 
〔賛成者起立〕 

【吉村(洋)委員長】 起立多数。 
 よって、第5号請願は、採択すべきものと決
定されました。 
 ただいまの請願の採択に伴い、その趣旨に沿

って本委員会から意見書提出方の動議を提出す

ることにいたします。 
 意見書案を配付いたします。 

〔意見書案配付〕 
【吉村(洋)委員長】 これについて何かご意見等
ございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ご意見もないようでござい
ますので、お諮りいたします。 
 本提案のとおり、意見書を提出することに賛

成の委員の起立を願います。 

〔賛成者起立〕 
【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。起
立多数。 
 よって、ただいまの趣旨に沿って本委員会よ

り意見書を提出することに決定されました。 
 なお、文案の作成等については、今、お目通

しのとおりで、まだ不足の点もあろうかと思い

ますが、その辺は整理して提出をさせていただ

きたいと思いますので、正副委員長にご一任い

ただいてよろしいでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。 
 以上で第5号請願の審査を終了します。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３７ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時３８ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 議案外所管事務一般の審査の途中でございま

して、小林委員が大変盛り上がられておりまし

たが、時間がまいりましたので、月曜日からま

たお願いをするということにしまして、本日は

これにて委員会を終了させていただきたいと存

じます。 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３９ 分 休憩 ― 

― 午後 ４時４０ 分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 本日の審査は、これにてとどめ、12月12日は
午前10時から委員会を再開し、産業労働部の審
査の続きを行います。 
 大変お疲れさまでございました。 

 
― 午後 ４時４１分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年１２月１２日 

自   午前１０時 １分 

至   午後 ４時２７分 

  於    議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 宮本 法広 君 

委 員 小林 克敏 君 

 〃   中山  功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   山口 経正 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

産 業 労 働 部 長 古川 敬三 君 

産業労働部次長 宇戸 真二 君 

産業労働部次長 山下 和孝 君 

産 業 政 策 課 長 山下 三郎 君 

産業政策課企画監 吉村 邦裕 君 

企 業 振 興 課 長 貞方  学 君 

企業振興課企画監 原田 一城 君 

食品産業・産地振興室長 櫻井  毅 君 

海洋・環境産業創造課長 森田 孝明 君 

商 務 金 融 課 長 荒田 忠幸 君 

雇用労働政策課長 松本 和也 君 
 
 

農 林 部 長 加藤 兼仁 君 
農 林 部 政 策 監 
（農村整備事業・ 
諫早湾干拓担当） 

前田 健次 君 

農 林 技 術 開 発 
セ ン タ ー 所 長 峠  純秀 君 

農 林 部 次 長 中村  功 君 

農 林 部 次 長 宮﨑 浩善 君 

農 政 課 長 福田 修二 君 

農山村対策室長 光永 郁宏 君 

団体検査指導室長 山下  明 君 

農 業 経 営 課 長 佐藤  紳 君 

農地利活用推進室長 綾香 直芳 君 

農 産 園 芸 課 長 渋谷 隆秀 君 

農産加工流通課長 長岡  仁 君 

畜 産 課 長 大曲 祥之 君 

農 村 整 備 課 長 松本 拓徳 君 

諫早湾干拓課長 藤田 昌三 君 

林政課長（参事監） 佐藤 義高 君 

森 林 整 備 室 長 内田 陽二 君 
 
 
６、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１０時 １分 開議 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 おはようございます。 
 委員会を再開いたします。 
 下条委員から、所用により、本委員会への出

席が遅れる旨の届出が出ておりますので、ご了

承をお願いいたします。 
 12月9日に引き続き、産業労働部関係の審査
を行います。 
 議案外所管事務一般についての質問に入るわ

けですが、その前に、冒頭、企業振興課長から
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一昨日の答弁の中で間違いがあるということで、

訂正の申し出が出ておりますので、お願いした

いと思います。 
【貞方企業振興課長】 9日の当委員会におきま
して、小林委員から、外部専門家委員会にどれ

ぐらい予算がかかっているんだと、お金を払っ

ているんだというご質問がございまして、私、

その時にインキュベーションマネージャーなり

スタッフなり財団の人件費が501万円で、外部
委員会等については884万2,000円という答弁
をいたしたんですが、これが実は逆でございま

して、外部専門家委員会が501万円、インキュ
ベーションマネージャー等の人件費が884万
2,000円の誤りでございました。 
 かつ、委員会の経費500万円の内訳が、実際
に外部委員会の先生の謝金や旅費、これにつき

ましては166万3,000円、インキュベーションマ
ネージャー、財団の職員やこの外部委員会の

方々の旅費、企業訪問する旅費、これが151万
4,000円、公認会計士が年に2回会計調査を行い、
報告をしていただくんですが、この分の謝金や

旅費が183万3,000円という内訳になっており
まして、訂正して報告をいたします。 
【吉村(洋)委員長】 質疑に入りたいと思います。 
 引き続き、小林委員。 
【小林委員】 おはようございます。 
 この間からの委員会で、今回の大学等発ベン

チャー企業のまさに教訓が活かされなかったの

ではないかと、こういうような形の中で、株式

を売却しなければいけないと、こういう究極に

追い込まれているということが明らかになりま

した。 
 私は、正直な話、産業労働部長の説明の中に

読めば載っているのだけれども、これだけ重大

事であるから、産業労働部長はこの部長説明の

中で、個々にきちんと触れられて、こういう破

綻に至る状況というようなことについての県の

姿勢について、あるいは財団の姿勢について、

ある程度お述べになるんだろうと、こういうふ

うなことがあったんですけれども、もし仮にこ

れがすらっと、よく私どもが勉強不足で、これ

がすらっと通ってしまっておったら、これは本

当に議会のチェック機能は一体どうなっている

のかと、こう言われても仕方がないぐらいの

我々の怠慢、また、同時に、理事者側のこれに

対する責任のあり方とか、あるいは問題次元の

認識が余りにも薄いのではないかと。 
 私が言っているように県民の税金、一般会計

のこれだけのお金をどういうふうに認識してい

るのかと、こういうような形の中でかなり失望

感が漂い、本当に基本的な姿勢を忘れているん

じゃないかと、こう言われても、あえて指摘を

せざるを得ないような状況にあったと思うんで

す。 
 担当が貞方課長ですから、非常に熱心にやっ

ているということはよくわかっております。も

う全てにおいて、何も彼を一人持ち上げるわけ

ではないが、本当に産業労働部というのは、今、

大変な経済状況の中において、この間も言った

けれども、高校生の県内就職率、またいろいろ

大学等々と産学官、あるいは金融関係も入れて、

いろんな形の中で取組をやっているというよう

なこと、それがきちんと実績になってあらわれ

ているという、やればできるということを証明

していると思うんです。にもかかわらず、こん

な状況にあることを非常に残念に思います。 
 実は、この土曜、日曜日の中で、正直言って

4件、この大学等発ベンチャー企業の内容の新
聞をお読みになった方々からご連絡がありまし

た。長崎、佐世保も入っております。何も大村
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の支援者だけからではない。かなり辛辣な話が

きているというこの認識を、まずしっかり受け

止めていただきたい。 
 最終的にどういう解決を考えていくのか、ど

ういう認識をされているのかというようなこと

をあえて言わざるを得ないような状況に陥って

しまうと思います。これは本当に慎重に、きち

んと受け止めていただきながら、本当に事の重

大さに気づいていただきたい。 
 もちろん、部長、あなたが部長の時にやった

わけでもないし、貞方さんが課長の時にやった

わけでもないし、これはもうずっと前任者が続

いているわけです。何といっても平成15年から
始まっているわけだから、もうこの辺のところ

は十二分に認識をしております。 
 古川さんが部長として、当時からずっとかか

わってきた責任者ならば、それはもう本当にこ

んなようなことでは済まされないし、また貞方

担当課長が最初からずっとかかわってきている

ならば、これは重大だと思うんです。 
 それで、委員長ちょっと申し上げておきます

が、ここに久野委員とか中山委員とか私がおり

ます。ひょっとしたらほかの方もいらっしゃっ

たかもしれませんが、このバイオラボの1億円
だけで100条委員会をつくったわけです。100
条委員会でかなりの議論をしたんです。 
 それで、平成20年に破綻についてもしっかり
とした、バイオラボ側から県の方に、あるいは

財団にきちんと連絡がない状況の中で、新聞社

からの伝達の中で、あるいはそのインタビュー

かなんかの中で初めてこれが具体的にわかった

と、こういうような状況であったことも事実で

あります。この辺のことを踏まえながら、これ

から質問をさせていただきたいと思います。 
 まず最初に、今回のこのような状況というこ

とについて、先ほどからありましたように、外

部委員会というものをおつくりになったと。こ

の外部委員会をおつくりになった理由は一体何

だったのかと。今言われるように1年間に1,300
万円を超えるような、それだけの経費をかけて

おやりになっている。この第三者からなるとこ

ろの外部委員会の役割は一体何なのかと。これ

が平成22年に設置されているけれども、この22
年に設置された本来の目的は一体何だったのか。

まず、ここのところを質問をいたしたいと思い

ます。 
【貞方企業振興課長】 ただいまのお尋ねは、ベ
ンチャー支援外部専門家委員会がどういう目的

で設置されたのかというお尋ねでございますが、

本委員会は、投資先企業に対する財団の支援の

あり方等について、財団外部の委員による客観

的視点から検討するという目的で設置をされた

ところでございます。 
 所掌事務としまして3点ございます。投資先
企業、バイオラボを除く8社のことでございま
すが、投資先企業の財務、経営状況に対する改

善策の検討、2点目が同じく投資先企業に対す
る財団の支援のあり方の検討、3点目が同じく
投資先企業への既に投資をした出資金、株です

ね、その取扱い、支援を継続するか否かも含め

て、そういったことの検討、以上3点でござい
ます。 
【小林委員】 的確なご答弁だと思います。要す
るに、バイオラボが破綻をされて、これからの

いわゆるベンチャー企業に対する県の出資をや

っているわけですから、税金でやっているわけ

だから、これをいろいろと支援するあり方、ま

ずは当然バイオラボで経験した放漫経営とか、

あるいは過剰設備投資、こういうところになぜ

県はチェックができなかったのかと、そんなよ
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うなことが強く指摘をされました。 
 それを受けて、第三者で、この間も説明があ

りましたように弁護士だとか、あるいは財政と

か、いろんなことがわかるような専門的な人を

6人入れて第三者委員会をつくって、今言われ
たような内容の指摘をやっている。特に、経営

改善が一つと、いわゆる県として、財団として、

どういう支援のあり方をやればいいのかと、こ

こは非常に大きな問題点だと思うんですよ。 
 そういうことを考えてまいりますと、もう恐

らく15年から17年にかけての大学等発ベンチ
ャー企業、ここへの投資、それから17年から19
年にかけて1,000万円枠の元気ベンチャーの創
出事業、そういうことをやっているわけだから、

バイオラボが平成20年に破綻をしてから、そう
いうことの中で委員会をおつくりになった。で

は、委員会が今日のこの結果を見た時に、適切

な経営の改善とか、あるいは県の支援のあり方、

財団の支援のあり方について、的確な指導をし

ていただいたものなのか。これだけの識者が6
人も集まりながら、年間にこれだけの経費を使

いながら、その役割を本当に果たしていただい

たのかどうかと。 
 例えば、経営改善について、今回のこの債務

超過を迎えるに当たって、どういうふうな指摘

があっておったのか。県のあり方がどういうふ

うになければいけないというような第三者の委

員会からそういう指導があったのか。この辺の

ところについてもご答弁をお願いしたいと思い

ます。 
【貞方企業振興課長】 外部専門家委員会からの
県に対する指摘でございますが、特に、県に対

して制度的なものについての指摘はございませ

んでした。もっぱら対象企業となる8社につい
て、財務状況等についていろいろと意見をいた

だくでありますとか、初期段階ではほかの投資

ファンド、ベンチャーキャピタル、そういった

ところも含めた投資先の紹介、提案であります

とか、そういったものを財団に対して行ってい

ただきまして、そのほかには財団のインキュベ

ーションマネージャーの訪問時に、これは毎月、

その8社を主に訪問しておりますので、そうい
ったところに対するアドバイスだとかが主だっ

たと考えております。 
【小林委員】 だから、ここが一番大きなポイン
トになると思うんです。 
 何度も言うように、バイオラボの破綻の教訓

を活かさなければいけない。そして、二度と同

じような道を歩んではならないという形の中で

第三者のそういう経営指導をする、あるいは改

善を求めていくというような専門家からなる委

員会をおつくりになったと。 
 さっき言われたように、事業の経営改善につ

いてもきちんと指摘をしていく。特に大事な県

とか財団の支援のあり方等について、個々に強

くアドバイスをすると、こういうようなことで、

正直に言って県の関係者の方々は経営に対する

プロということではないので、そういう専門家

のプロの方々からご指導いただくと、それに基

づいてやっていくということであろうと思いま

すが、そのとおりおやりになったのかと。 
 例えば、県が一番できることは、やっぱり県

の組織の中で販路拡大をするとかいうことで、

売上とか、そういう企業のまさに経営について、

その販路とか相手先を紹介するとか、普通の企

業では考えられないような、私が言うところの

手取り足取りの状態の中で、あらゆる行動とか

対策を講じていただいたのではないかと思って

いるんです。 
 それが、にもかかわらずという形の中でこう
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いう結果につながるということは、一体どうい

うことなんだろうかと。適切ないわゆる指導、

助言があったんだろうかと。適切な経営改善に

ついての指摘があったんだろうかと。 
 例えば、バイオラボの時には、それだけの指

摘とか改善事項を、あるいは独断に陥っている

経営者のあり方をかなり厳しく指摘したけれど

も、全然それを受け止めていただくことができ

なかったと。それで結果的に、いわゆる過剰設

備投資だとか、あるいは放漫経営と、この2つ
が今回こういう形の中で破綻に至った経過だと、

こういうことをバイオラボの時にしきりにおっ

しゃっておりました。 
 バイオラボと違うような形だけれども、債務

超過というのは、それは確かに資産と負債のバ

ランスが、負債の方が上回っていると。そうい

う債務超過ということで、まだ破綻したという

ことにはなってないとおっしゃるけれども、現

実には破綻をしているわけです。 
 そういうことから考えてみて、一体その委員

会の役割、それを受け止めた県の役割というも

の、財団の役割というのが、本当にその委員会

が指摘されるような方向の中で動いていただい

たのかと。いわゆる破綻に至った要因について、

最初の選び方が、採択するところからまずかっ

たんだと、こんなような話で、この採択をした

時の委員の人たちは一体どういうことだったの

かと。こんなようなところまでさかのぼればな

っていくわけでしょうけれども。 
 しかし、さいは投げられて、そして、これで

何とか上場をしていただくという目的まで、そ

の条件、約束まできちんと果たさなければいか

んということであったわけだけれども、そこに

いくどころか、もう実際的にこういう状態にな

っているわけです。 

 もう一回聞きますけれども、そういう外部委

員会の指摘を本当に忠実に守りながら、県とか

財団はおやりになったのかどうかと。県と財団

の役割の中において十二分に全力を尽くして、

この破綻という債務超過を免れないような形の

中で、自分たちは全力を尽くし切ったというこ

とが言えるかどうか、この辺のところについて

お尋ねします。 
【貞方企業振興課長】 県といたしましては、バ
イオラボの問題以降、財団と一体となって投資

先、支援先8社の支援を行ってまいりました。 
 もちろん、財団の方でもインキュベーション

マネージャーの定期訪問に加えまして、先ほど

から話が上がっております公認会計士による調

査、こういった報告を踏まえたベンチャー支援

外部専門家委員会による助言、こういったもの

を財団の職員、インキュベーションマネージャ

ーが相手先企業等をはじめ、いろいろと実行に

移すべく助言を、さらにその会社にしてきたわ

けでございます。 
 また、県におきましても、それ以降、直接の

投資という手法はとっておりませんが、それ以

外での直接投資に代わる仕組みでの支援といた

しまして、さまざまなベンチャーファンド、そ

ういったところのプレゼン大会等に紹介をし、

そこでプレゼンをしていただく助言であります

とか、そのほか産業振興財団の新産業創造ファ

ンドや、現在はもう廃止してありませんが、ベ

ンチャービジネス等々を中心に支援する県の補

助金、そういったものも適宜使いながら、その

発展段階に応じた支援というものを心がけなが

ら支援をしてきたわけでございます。 
 しかしながら、今、委員ご指摘のとおり、結

果的に株式公開企業を1社も出すことができな
かったということでございまして、それについ



平成２８年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１２日） 

- 59 - 

ては非常にじくじたるものがございます。 
【小林委員】 基本的に政策評価というのを毎年
やるわけですね。当然、私は過去の政策評価の

受け止め方の中で、このベンチャー企業に対す

るところの支援のあり方について、どういう政

策評価が記されているかということについては、

ちょっとまだそこまで勉強が至ってないから、

果たしてどんな表現になっているんだろうかと。

バイオラボの時には、もう順調、順調、順風満

帆みたいなことを言われておって、結果的に中

身を全然県も財団も知らなかったという本当に

恥ずかしい限りの状況が露呈されてきたわけだ

よ。政策評価というのは、年に一回、いわゆる

公金を使って事業をやるわけだから、当然政策

評価の中で厳しい査定が行われなければいけな

いし、行われているものだと思います。そうい

うような平成22年度からずっと今日まできと
って、この政策評価というのが一体どういう位

置づけになっていたのかと。首尾よくうまくい

っていると、こういう状態だったのか。それと

も改善の余地があったというような評価の中で、

いち早くもう実際、債務超過で全く出資金が1
円たりとも戻ってこないような、そんな追い込

まれている状況の中で、まだ経営を続けて、そ

の深みをさらに広げていくというような、そん

な感じ方しかできなかったのかと。つまり、ざ

っくばらんに言えば、行き着くところまで行っ

て、もうこれ以上行き着けないというところで

こういう最後の締めをやらざるを得ないと、こ

ういうことなのか。一体県の政策評価はどうだ

ったんですか。 
【貞方企業振興課長】 過去の平成20年度や21
年当時の資料はございませんが、今回、委員の

皆さんに配付しております平成28年度施策評
価、これは事後評価です。こういったものであ

りますとか、事務事業評価の対象には、財団に

対する補助金等は直接的にはなっておりません。

既に出損を平成19年度までに財団にしており
まして、その時点で一応もう終わってしまって

いるので、その評価というのはされてない状況

でございます。 
【小林委員】 そうすると、その債務超過が5社
だよ。順調経営先はあと3社あるわけよ。 
 3社は、株式上場はできないとしても、何と
かそういう資産と負債額については、恐らく資

産が上回っているということの中で、いわゆる

順調先だということで、この3社については支
援のかいがあったというような状況になってい

るかもしれない。しかし、上場までには至って

いないというところがある。 
 では、残りの5社については、惨憺たる状況
ではないかと思いますけれども、全体的に約5
億円近い、あるいは5億円を超えるような損失
がここに明らかになっているわけだけれども、

いわゆる出資金が県の出資金だけではなくして、

他の投資会社からも、この5社とか3社について
は出資があったのではないかと思うんです。全

体の枠は、どのくらいの出資が他の投資会社か

らなされているか、この金額はわかりますか。 
【貞方企業振興課長】 財団の出資額は、バイオ
ラボを除いて2億1,300万円でご報告したとお
りでございまして、それ以外のところとして、

これは個別にはちょっと申し上げられませんの

で、8社合計で申し上げますと、19億2,800万円
でございます。 
【小林委員】 19億3,000万円ぐらいの金が、 
【貞方企業振興課長】 訂正いたします。 
 財団出資が2億1,300万円で、その他ベンチャ
ーファンド等が17億1,500万円、合計で19億
2,800万円でございます。 
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【小林委員】 だから、今言われるように、財団
等々が2億1,300万円と。それといわゆる投資会
社のファンドかれこれが、期待をして集まった

金が17億1,500万円と。これはやっぱり相当な
金額だと思いますよ。 
 なんでこれだけのお金が集まるのか、これだ

けの投資が集まるかということを、原点を考え

てみてくれませんか。 
 私は考えます。これだけの厳しい経済の状況

の中でこれだけのお金が集まる、これだけの投

資をする人たちが集まるということは何かとい

うと、その裏付けは、バイオラボもそうだった

けれども、なんで出資したんですかと、それは

県がこれだけ力を入れているわけだからと。県

と財団が一体となってこれだけバックアップを

しているんだから、間違いなくこれはうまく上

場までいくだろうと。こういう県に対する、長

崎県に対する信用度合いが高いからこそ、これ

だけの17億円もの大きな大きな金が、こうやっ
て一般的に投資をされていると、ここも重大だ

と思うんです。 
 県は、2億数千万円をそうやって出資したと
いうことと同時に、それを相当に上回る他のフ

ァンドとか、一般の方々がこのベンチャー企業

に投資をしていただいていると。しかも、バイ

オラボで破綻したという経過を踏まえてまでも、

そんなようなことの経緯はご存じのはずなのに、

これだけの支援をされているということ、それ

だけの投資をされているということ、ここはも

うそれぞれの企業に期待することもあるけれど

も、やっぱり県の信頼があればこそ、これだけ

の投資がなされるのではないかと、こういうよ

うな受け止め方をしていますが、それに対して

はどうですか。 
【貞方企業振興課長】 大きな背景としましては、

当時は経済が苦境に陥っている時でもございま

したので、それ以降の投資環境というのは非常

に悪かったわけでございまして、その中でもこ

れだけの金額が集まったというのは、やはり委

員ご指摘のとおり、県の支援というものが背景

に、大きな背景にあったものとは考えておりま

す。 
【小林委員】 そういうことに対して、県とか財
団のあり方がずっと問われてきて、県費も県民

に対しての大損失を与え、同時に17億円以上出
された、いわゆる県に対する信頼をなくしたと

いうところ、ここのところは重大に受け止めな

ければいかんし、ここのところが一番大きな長

崎県のあり方が問われるところではないかと。 
 もうとにかくこれ以上のことができないぐら

いの支援体制をとっておられるんですよ。あら

ゆる支援体制をとっておられる。だから、単な

るこのベンチャー企業の破綻だけにとどまらず、

県とか財団というものの破綻と言われても仕方

がない。その能力は全くないんではないかと。

もうあてにならないというようなそんな失望感

を与えてしまったことが、私は長崎県のイメー

ジからしてみて、長崎県に対する多くの方々の

期待という点から考えて、この辺が非常に大き

な大きな、ただそうやって金額にかえられない

ような信頼喪失というところで問題が露呈され

ていると、私はこういうことも受け止めていた

だきたいと思います。 
 それでは、最後に県として、あるいは財団と

して、今回のこういう破綻に至る過程の中にお

いて全力を尽くされてきたと思うけれども、最

終的にこの結果を県としてはどう受け止めてお

られるかと。ここら辺のところをきちんと姿勢

を明らかにしないといかんと思うけれども、ず

っと企業振興課長に答弁を求めてまいりました。
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産業労働部長が最初からここに携わっているわ

けじゃないし、あなたはつい最近、この4月か
ら部長にご就任されたばかりだから、ここのと

ころについては十二分にご存じないということ

は百も承知です。しかし、そういうことでは済

まないというところが行政の継続性の中で大変

なところだと思うんです。これだけの問題点を

抱えて、これをどういうふうに県民に申し開き

をされるのかと。これ以上ベストを尽くす方法

はなかったのかどうか。やっぱり何でもそうだ

けれども、政治も行政も結果だと思うんですね。 
 そういうことから考えてみた時に、現実に5
社は債務超過、あと3社は債務超過はしてない
けれども、将来的に見た時に、一体これから先

どういうような形になっていくのかと。こうい

うようなことだから、この3社からは出資金の
幾らかでも県の方に戻ってくる可能性があるか

もしれない。本当は5社についても早くそこの
いわゆる引き上げする時期、幾らかでも出資金

の一部でも県に戻ってくるようなこの時期に、

やはりきちんとした今のような態度をとるべき

ではなかったかと思いますが、この辺のところ

を考えた時に、部長のご認識はございますか。

ご意見持っていますか。 
【古川産業労働部長】 まずもって、部長説明資
料には今回の件については上げさせていただい

ておりましたが、冒頭、私の説明でその部分に

触れなかったということで大変申し訳なく思っ

ております。 
 今、小林委員おっしゃいましたけれども、こ

の大学発、また元気ベンチャー創出事業につき

ましては、上場を目標として取り組んできたと

いうことでございます。ただ、今、現状を考え

てみますと、5社が債務超過の状態に陥ってい
るということでございます。 

 そういう意味では、私どもが考えていた形の

部分がなかなか実現できなかったということで

ございまして、そこは非常に残念に思っており

ますし、実際に支援を行ってきた財団、また、

それを指導監督すべき県というところ、私ども

の力不足でございまして、その点につきまして

は、産業労働部の責任者、トップとして非常に

申し訳なく思っているところでございます。 
 また、小林委員がお触れになりましたように、

バイオラボ問題が生じた後といいますか、今、

全体、元気発まで合わせまして9社に出資を行
っておりますが、平成19年度をもって出資の採
択というのはやめておりまして、その後バイオ

ラボ問題が生じてきたということで、要はバイ

オラボ問題が生じる前に出資の採択を決定した

ということで、それ以降の出資は行っていない

という状況にはございます。 
 ただ、先ほどお触れになりましたように、結

果的に県が出資をしたということで、県民をは

じめ、ほかの出資者の方々も出資を行ったと、

そういう部分に影響しているというのはあった

ろうかというふうに思っております。そういう

意味でも大変申し訳なく、そこにつきましては

陳謝申し上げる次第でございます。 
【小林委員】 いわゆる、今、部長が県民の皆さ
んに対して陳謝をされました。 
 あなたも自分が担当している状態ではなかっ

たが、今、たまたま産業労働部長という立場の

中で重く受け止めておられるという姿勢はわか

りました。 
 私が聞きたいのは、この大学発ベンチャー企

業という、正直言って平成15年から鳴物入りで
これをとられた。1億円枠なんというのは、47
都道府県の中でそんなになかったんだよ。長崎

県がいわゆる先行投資、先駆けてやったわけだ



平成２８年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１２日） 

- 62 - 

よ。しかし、結果がこういうことになって、県

民の皆さん方の税金が全くプラスにならなかっ

た。これはもう大きな大きな、言葉の表現がよ

くないということはわかりながらあえて言うけ

れども、結果的にどぶに捨てたような格好にな

ってしまった。これだけの損失を与えてしまっ

た。 
 本当にさっきから言っているように、なんで

これだけの外部委員会の専門家を6人も雇いな
がら、これだけの多額の金を使いながら、なん

で途中で幾らかでも出資金が戻ってくるような

そんな対策をとることができなかったのだろう

かと、こんなようなことが一番残念なんですね。 
 それで、これからもう長崎県としては、いわ

ゆる大学等発ベンチャー企業については、今回

のとん挫をもって、今回の損失をもって、一切

これからやるだけの資格はないと。もうこの事

業についてはこれで打ち止めという形の中で己

を知ると。これ以上県民の皆様方にご迷惑をか

けることはできないと、こういうようなことで

大学等発ベンチャー企業についてはチャレンジ

できない状態の中に置かれているというような

産業労働部としての受け止め方なのかどうか、

この結果をどう見ておられるかということも最

後に聞きたいと思います。 
【古川産業労働部長】 ベンチャー創出といいま
すか、新事業展開、創業、その辺につきまして

は産業振興を図る上では非常に大事なことだと

いうふうに思っております。 
 ただ、バイオラボ問題を通じまして制度設計

でございますとか、支援体制、大学発、元気ベ

ンチャー両事業に対する支援のあり方につきま

しては、そこについては問題があるというふう

なことでの認識はもちろん持っております。 
 今後は、先ほども申し上げましたように、ベ

ンチャー創出というのは産業振興の上で図って

いく必要がございますので、そこについては支

援の仕方として、民間のファンドでありますと

か、そういうものを紹介等しながら、支援とい

う形の部分はしっかりと行っていきたいとは思

っております。 
【小林委員】 だから、支援はするけれども、出
資はしないという趣旨でいいんですか。今のそ

ういうベンチャー企業に対して、県の重要な施

策で、いわゆる新しい事業を創出するというこ

とは、産業労働部としても、県としても大事な

施策だと。ここの位置づけは誰よりもわかって

いるし、ベンチャー企業そのものがよくないと

いうことを言っているわけではないわけだよ。

しかし、結果的にバイオラボというこれだけの

大きな大きな県民に迷惑をかけた事例が出てき

た。そして、それを単なる反省ということにと

どまらず、これを今後のプラスに活かしていこ

うではないかということで、ありとあらゆる反

省の上から手を打ちながら、結果的にこれだけ

大きな大きな損失を与えたということ。そうい

うことをもって、もう反省する点とか、今度制

度改善とか、もうやることはほとんどやって、

それが全部こういう結果になっている。もう大

体そういう事業をする人たちを、採択する時の

見識とか見方とかというのが、ことごとく外れ

ているというようなことを考えていけば、ほと

んど県の主体的なものが全部裏目に出てしまっ

たと。実は正直言って、県の信頼を失墜したと。

県の信頼を失墜したというところに今回の大き

な大きな問題点があるということを、それは金

額もさることながら、お金だけにはかえられな

い信頼の喪失、信頼の失墜、こういう受け止め

方をしてもらわんといかんと思います。 
 だから、今からのやつは、支援はするけれど
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も、出資はしないと、こういうような受け止め

方でよろしいのか。まだ出資をやっていこうと、

新しいそれだけの価値のあるものが出てきたら、

まだ出資はやるよと。リスクはあるけれども、

全力を挙げて名誉挽回をしたいと、こんなよう

な格好でもあるし、あと残る3社を一生懸命全
力を挙げて、これまで損失したものを全部取り

返す、こういうような考え方もある意味ではで

きるかもしれないけれども、上場する機運は全

くあり得ないと。 
 こういうことから考えていけば、今後、この

教訓を活かすためにどうするのかと。もう手を

出さないというのか、やっぱりそれでもやると

いうのか、そこはどうですか。 
【古川産業労働部長】 バイオラボの問題を踏ま
えて、先ほどもご答弁申し上げましたけれども、

平成19年度の採択分をもって、出資というのは
県は行っておりません。この姿勢は今後も同様

な形でやっていきたいと思っております。 
 ただ、先ほども申し上げましたが、ベンチャ

ー創出、新事業創業関係というのは産業振興を

図る上で非常に大事だと思っております。民間

の方もベンチャーファンド等、従前と違いまし

て、その辺の環境もしっかり整ってまいってお

りますので、その辺もしっかり使いながら、県

として支援は行っていきたいというふうには思

っております。 
【吉村(洋)委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午前１０時３９分 休憩 ― 

― 午前１０時５８分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 休憩中の会議を再開いたし
ます。 
 小林委員の議案外質問が終わったところでご

ざいますが、それに関連して、産業労働部長に

申し上げておきますが、この件が一定整理でき

た段階で、それなりの作業というのを知事部局

にお願いをしておきたいと思いますので、その

点をお伝えいただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。 
 ほかに議案外質問があられる方はございませ

んでしょうか。 
【中山委員】 それでは、小林委員の質疑を聞い
ていて、大体理解できた部分はあるわけですし、

産業労働部長も県民に対して謝罪ということが

ありましたので、その重要性については十分認

識していると思いますが、先ほどチェック機能

を果たしているのかという話で、私もそう言わ

れた時に非常にぎくっといたしました。 
 特に、外部専門委員会が設置されて21回やら
れたという話を聞きました。公認会計士も入れ

てチェックしたとか、誠実なアドバイスもした

というのがありましたけれども、具体的にこの

テスト・リサーチ・ラボラトリーズ株式会社、

これが平成15年にできて、平成25年4月に営業
停止しているわけですけれども、この間に外部

専門委員会は具体的にここにどのような経営支

援というか、経営指導というか、経営助言とい

うか、行ってきたんですか。 
【貞方企業振興課長】 具体的には、大きな動き
としましては、平成23年10月に、もともと会長
だったここの経営者の方が大学の先生ですけれ

ども、取締役を辞任したということで、その後

の後任人事等について議論をいたしました。ま

た、債権先ですね、債務を回収する裁判等につ

いて報告を受けて、それについて議論をいたし

ております。 
 その他、この会社の経営についてはさまざま

な議論がなされておりますが、この件につきま

しては、実は平成25年6月の本委員会で詳細に
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時の課長から報告をしてご了解をいただいてい

るところでございます。今申し上げたようなこ

とを詳細に報告して、ご了解をいただいている

ところでございます。 
【中山委員】 平成25年6月の委員会で詳細に説
明したということでありましたけれども、それ

については承知していなかったので質問させて

いただいたわけでありますけれども。 
 そうすると、外部専門委員会が取り組んでき

たのは、この社長の交代人事を勧告してやった

ということですか。 
 それと、要するにそれを含めて、もう一回営

業活動を停止した主な要因というのは、その専

門家委員会はどういうふうに把握しておって、

どのように指導したんですか。 
【貞方企業振興課長】 このテスト・リサーチ・
ラボラトリーズは、半導体の回路設計をした際

に、その回路が試作した時にきちんと通電する

かとか機能するかというのをテストする、その

機械を開発したり、きちんと一定の集積回路が

動くかどうか、それを外部から請け負って、そ

れで起業しようということで始めたところでご

ざいます。 
 当初、順調にいっておりましたが、途中でそ

ういったものを自前で機械とかをつくる、設計

するＣＡＤというんですけど、そういう電子機

器、これがさまざまな事情によりまして使えな

くなりました。そういったことが発端となって

財務内容が徐々に悪化していったところでござ

います。そういったことを報告したということ

でございます。 
【中山委員】 社会情勢があって徐々に悪くなっ
たということでありましたので、営業停止にな

ったということでありますが、そうすると、あ

とのマザー＆チャイルドとか、これ以外に6社

ありますから、これについて果たして外部専門

家委員会の役割が、皆さん方が考えていたよう

な形、経営支援という話だけれども、実質的に

この役割を十分に果たして今日に至ったという

ふうに理解しているのか。その検討委員会につ

いても何らかの改善をするということはなかっ

たのかどうか、その辺を教えてくれますか。 
【貞方企業振興課長】 ここは大学の先生が会社
を興したところでございまして、外部専門家委

員会としましては、この会社の商品開発力には

基本的に問題がないという認識で、営業力が若

干、大学の先生が中心になって設立した会社で

すから、不足しているという当初の判断でした

ので、そういったパートナー探しとか、ほかに

医療関係の協力企業へのアプローチ、そういっ

たところをできる範囲でサポートをしてまいっ

ております。そういった議論を外部専門家委員

会でやって、それを踏まえて財団のインキュベ

ーションマネージャーが当社に出向いてそうい

った指導をやっており、一定の販路開拓も成功

していると考えております。 
【中山委員】 そうじゃなくて、外部専門家委員
会を設置して、これでやっていこうとしたわけ

でしょう。それで、今の話を聞いけば、それな

りに努力してきたわけですね。その努力してき

たけれども、結果的にこうなったということで

あります。 
 しかしながら、専門家委員会の構成メンバー

であるとか、会社への訪問頻度であるとか、そ

の辺に改善すべき点はなかったのかどうかとい

う問題で、これはもうベストでやったけれども、

どうにもならなかったということですか。 
【貞方企業振興課長】 県といたしましては、予
算の許す限りでそういう外部委員会も設置して、

回数も年3回程度開きながら、財団にもインキ
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ュベーションマネージャーを置いてやってきた

わけでございますけれど、最終的にはやはりそ

れでは足りなかったということでございまして、

それでは、それ以上に手厚くやっていればもっ

とうまくいったところが出るのかということで

ございますけれど、可能性は否定はいたしませ

んが、やはり一定の限界はあったものと私とし

ては判断しております。 
【中山委員】  これ以上やると水かけ論になっ
てしまうんだけど、このたびの反省として考え

られるのは、やはり最初の段階だと思うんです

ね。制度設計の中で、大学発ベンチャーという

ようなベンチャーありきで突っ込んでいって、

その中で今言ったように、経営者についても大

学の先生あたりが多かったけれども、経営経験

という部分について、やはり十分に審査をやっ

てなかったという部分も含めて、ぜひ今後の反

省として、制度設計について十分な議論という

か、もう少し多角的な角度からやっていって成

功の確度を上げていくということが大事だった

のかなという気がするわけでありますので、そ

ういう意味で、私も少し消化不良の面もありま

すけれども、これ以上質問しても同じような答

弁が返ってくると考えておりますので、ぜひこ

のたびの教訓を次に活かしていただきたいと考

えておりますので、ぜひその辺を十分に今後の

課題として検討していただくことを要望してお

きたいと思います。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに議案外の質問がある
方はおられませんか。 
【徳永委員】 企業誘致について質問いたします
けれども、いろいろとご努力をいただいて、そ

の実績が出ているということは、私もそれは感

謝、評価しております。 
 そういう中で、私は以前から県内企業をもっ

と県の方が力を入れていただいて、雇用の拡大

というものを図るところもあるのではないかな

と思うんですよね。なかなか県外企業の誘致と

いうのは、非常に難しいところもあり、苦労さ

れておられます。 
 そういう中で、長崎県で産業労働部として、

これは企業振興課長になるわけですか、元気の

ある会社、例えば、売上も当然増えるのはある

けれども、なかなか工場の立地場所もない。そ

して、雇用したいけれども、人材がいないとい

う話も私は聞きますけれども、そういうところ

は産業労働部としてはどのような情報を持って

いるのか、そしてまた、どういう対策をとられ

ているのか、まずお聞きしたいと思います。 
【貞方企業振興課長】 県内企業が県内でさらに
工場を増設等をされる場合、設備投資をされる

場合には、地場企業立地補助金ということで金

銭面での補助金での支援もしています。 
【徳永委員】 私が言うのは、申し出をする企業
じゃなくて、いわゆるあなた方が潜在的な企業

を、そういう企業を自分たちが自ら情報収集な

り、いろいろ調査をして、こういう企業が今、

もっともっとこれは伸びるだろう、そしてまた、

そういう工場も拡張しようというそういうもの

に目を向けているのかということです。 
【貞方企業振興課長】 大変失礼しました。もち
ろん、そういったところを私どもとしては一番

支援業務の柱にしているところでございまして、

さまざまな補助制度も用意しておりますが、そ

ういったところのＰＲでありますとか、いろん

な財団がやっている取引拡大のマッチング、そ

ういったことを案内して回っています。要する

に、企業訪問を、年間、私どもの課だけでも数

百回行っておりますし、財団はもっとやってお

ります。そういった機会を捉えて、地場企業の
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元気のいい企業様のところを訪問して、生で情

報収集して、そういったものを私どもとしても

整理しながら、現状でも複数社の規模拡大、移

転、そういったご相談をさせていただいている

ところでございます。 
【徳永委員】 県外の企業誘致はこうやって実績
を出しますけれども、県内の企業については全

然今までそういう報告を我々は受けたこともな

いし、わからないんですよ。一回出してくださ

いよ、しっかり。 
 というのは、我々がいろんなところで聞けば、

拡張したいんだと、規模拡大したいんだと言う

けれども、何も県からそういうアプローチもな

いしと。相談という以前の問題なんだと。 
 例えば、ある企業なんか、いや、もう県外に

行きますよと言う企業もいますよ。ただでさえ、

企業誘致、誘致と言いながら、結局、県内の優

秀な企業を、万が一県外に流出をさせたら大変

なことになるわけですよね。 
 そういうところをもう少しというより、しっ

かりここをやらなければ、県内企業はあなた方

わかるわけですよ、個人情報といいますけれど

も、どこの会社が売上を伸ばして利益を出して

いるかというのは、課長、すぐわかるでしょう。

そういうのを一つひとつ調べて、当然そこに営

業をかければ、県外企業を誘致するよりはるか

に県内企業の元気なところを規模拡大、そして

雇用拡大というのは、はるかにやさしいですよ。

私は、そういうところにもっともっと目を配っ

てやるべきだと思うんですよ。その辺はどうな

んですか。 
【貞方企業振興課長】 地場企業に対して目を向
けなければいけないと、工場増設等についてで

すね。全く委員のおっしゃるとおりだと認識し

ております。 

【徳永委員】 認識じゃなくて、だめですよ、そ
れはしっかりやってもらわんとね。 
 例えば、今回、一般質問で出ましたね、三菱

重工も大型客船から撤退をして、中小の方にい

くと。これは大変なことなんですよね。私の関

係者で客船の仕事をしている会社もおります。

本当に今後、大変なんだということを聞いてお

ります。そういう中で、規模が当然、パイが小

さくなる。しかし、逆に言えば、これをどこか

で補わなければならないという、これは非常に

喫緊の問題なんですよね。これは三菱さんも当

然それは努力をされるでしょう。三菱さんがだ

んだん違う、例えばＬＰＧとかやるとしても、

客船の関連産業というか、下請産業は非常に大

きいんですよね、いろんな職種がありますから。

これはいわゆるホテルをつくるのと一緒ですか

ら、ここはね。 
 だから、そういう意味でも、今、長崎県の経

済としても非常に心配なところもあるという中

で、なかなか企業誘致は一生懸命頑張られてお

りますけれども、そういう中で私はもう少しそ

っちの方に目を向け、もう少しというより、県

内企業にももっともっと目を向けるべきと私は

思うわけです。だから、しっかりここは、状況

はわかっているんですから、さっき言うように

どういう会社が元気なのか、雇用も増やしたい

というのはね。 
 部長、そういうところを考えた時に、今後、

長崎県としてどうあるべきなのか、ここをちょ

っとお聞きしたいと思います。 
【古川産業労働部長】 先ほど担当課長がご説明
しましたように、企業誘致も大事でございます

が、地場企業の振興というのは、非常に重要な

私どもの業務であると思っております。現在も

当然地場企業の振興ということで、財団も含め
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て企業回りをしておりますが、その辺は今年度

から産業振興プランということで、地場企業の

振興ということもしっかり、当然重点項目とい

うふうな意味で位置づけておりますし、その辺

はしっかりやっていきたいと思っております。 
 委員がおっしゃったように、県外に流出する

ということになれば大きな問題でございますの

で、しっかり元気な企業を、今、中堅企業等を

中心に支援をしておりますが、その辺を幅広く

拾い上げて、しっかり育てていくように私ども

努力をしていきたいと思っております。 
【徳永委員】 企業振興課長、あなたも一生懸命
頑張ってやられております。そして、県内の企

業にも一生懸命やっているということは私も理

解をしております。 
 さっき言ったように、現在、県が県内企業に

対しての実績を、一度資料として提出をしてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 
【吉村(洋)委員長】 資料提出できますね。 
〔「この委員会にですか。はい」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】お願いします。 
 ほかにご質問はありませんか。 
【山口委員】 7ページの事務事業評価の実施に
ついてというところで質問させていただきたい

と思うんです。 
 初めに初歩的なことからお願いしたいんです

けれども、95件の評価のうち66件が何らかの見
直しの検討をしていくと。その中で現状維持が

27件じゃないかと思うんですけれども、現状維
持の中にも、改善をするとか、見直しをすると

か、そういった文言が含まれております。見直

し、あるいは改善の基準というのはどの程度の

ものをやっておられるか、その基準をちょっと

お示しください。 

【吉村(洋)委員長】 委員長を交代します。 
【宮本副委員長】 答弁をお願いします。 
【山下産業政策課長】 まず、ここに書いていま
す拡充、改善、統合、縮小、廃止の考え方でご

ざいますが、これは財政課の方で一通りの考え

方をお示ししております。 
 まず、拡充につきましては、見直しにより事

業内容、対象事業量が増加するものを拡充とい

う整理にしております。また、改善につきまし

ては、手法や制度等の改善、見直しにより事業

内容を一部変更するもの。また、縮小につきま

しては、見直しにより事業内容、対象事業量が

減少するもの。廃止につきましては、当然事業

を他に振り替えるとか、事業自体がなくなるも

のでございまして、現状維持につきましても、

例年、改善はしていきますけれども、その予算

の枠組みの中の部分において、同じ制度設計の

中でやっていくということで現状維持というこ

とで整理しているところでございます。 
【山口委員】 予算の枠組みの中で見直し、改善
をやっていくという形で、見直しの方向という

のは捉えていっていいということでありますけ

れども、時間もあんまりないようですので、2
～3点内容を質問したいと思います。 
 7ページの産業人材の県内定着促進の中で、
高卒の求人の早期提出等を県内企業に要請する

仕組みということで、早期求人をやっていただ

かないと、県内企業が選ばれる対象ではなくな

ってしまうというのが、これまでのいろんなご

意見の中であったようでありますけれども、求

人の早期提出の働きかけについて、それは改善

しますよとなっていますけれども、その点はい

かがですか。 
【松本雇用労働政策課長】 早期求人の取組のと
ころになりますけれども、ここの改善というこ
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とにつきましては、一つには高校生につきまし

ては今年度、早期求人を以前からずっと進めて

いるところですけれども、さらに長崎本庁サイ

ドといいますか、本部サイドだけではなくて、

地方地方、それぞれの各ブロックでも早期求人

を進めていくということを行っております。 
 それから、大学生に向けましても、実を申し

ますと、なかなか企業のお話を聞いてくる中で、

24～25年ぶりの人手不足になってきていると、
求人倍率が上がっていく中で、求人の出し方と

いうのが、大学生の新卒向けについても求人が

遅くて、例えば6月ぐらいでもいいんじゃない
かというご意見も聞いています。そういったこ

とにつきましても、求人を早期に出してもらう

ことによって、県内の就職についても考え方と

いいますか、選択肢を増やしていただくといっ

た形で、いろんな形で早期求人について取り組

んでいこうということで改善を図っております。 
【山口委員】 早期求人を働きかけていくという
ことでありますけれども、なんで県内の企業が

早期の求人を出せないのか、その原因というの

をちゃんと見定めていかないと、そこに対する

対策はできないということでありますので、そ

の点について、しっかりと現状把握というのも

必要だと思うんですけれども、いかがですか。 
【松本雇用労働政策課長】 大きく考えていきま
すと、どうしても長崎県内の場合には中小の企

業が多いというところがございます。そうしま

すと、翌年度の採用をするか、しないかという

ところにつきましては、なかなか採用するかし

ないかについての判断といいますか、そのあた

りが少し遅れてしまうというところももちろん

ございます。 
 そもそも、大分我々としてはいろんな説明会

等で、当然県だけではなく、労働局サイドの説

明会なんかでも、求人については早く出してい

ただきたいというのは4～5年前から指摘して
はいるんですけれども、なかなかそこについて

身近に感じていただけないということも若干あ

りまして、それまでも求人が遅くても採れてい

たという事実もございました。そういったとこ

ろもあるものですから、なかなか数年前までは

求人の出し方について遅かったというところが

ございます。そこにつきましては、一定労働局

サイド、あるいは県サイド、あるいは学校サイ

ド、いろんなところからのご意見を踏まえなが

ら、早期求人というところも重要な人事採用の

取組であるという認識が高まってきていると認

識しております。 
【宮本副委員長】 委員長を交代します。 
【吉村(洋)委員長】 山口委員、どうぞ。 
【山口委員】 4～5年前から取り組んでいたけ
れども、現状がそこまでなかったということで、

求人倍率が上がってくれば、それはまた早期に

対応できるんじゃないかということもあると思

いますけれども、しっかりとその辺も現状を把

握しながら、ちゃんとやっていただくのが当然

なことではないかと思います。ですから、そこ

に拡充という形で書いてあるんだと思っており

ます。 
 それから、今度は縮小の方向で書いてある分

で9ページでありますけれども、対馬のプロジ
ェクト推進事業です。これは林政課もちょっと

関係があるということをお聞きしましたけれど

も、総体的に産業労働部の管轄だとお聞きしま

したので質問させていただきます。 
 エネルギー関係産業の拠点の形成という形で、

新分野での新しい拠点をつくるという形で実証

だと思っております。ここは縮小していくとい

うことですけれども、事業主体が対馬市である
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以上、そうなってしまうんでしょうけれども、

本当に目的としたことが木質のバイオマス事業

で地域の経済、産業も潤うという形の中でやっ

てこられたことが、ここに至って縮小になると

いうことでありますので、当初の目的をどう果

たすのかということをしっかりと念頭に置いて

指導等をやっていただきたいと思うんですけれ

ども、その点についていかがですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 9ページの対
馬プロジェクト推進事業について縮小という見

直し区分になっておりますけれども、先ほど産

業政策課長から答弁があったように、県の事業

量としては縮小ということでございますが、事

業そのものは非常に発展の方向で進んでおりま

す。 
 この縮小の意味合いは、これまで、県が事務

局にもなって「対馬環境エネルギーコンソーシ

アム」というのを動かしていたわけですけれど

も、この取組によりまして、対馬市の方で対馬

市の考えるベストミックスプランというのが策

定をされたということ。それから、その活動の

中で大学等との連携も十分チームができたとい

うことで、今後は、対馬市と具体的には東京工

業大学がバックアップできる体制になりまして、

そことお話し合いをされた上で、これからは市

が主導しながら東京工業大学の先進エネルギー

国際研究センターも事務局になって取り組んで

いくと。木質バイオマスを当面取り組みながら、

そのほか輸送燃料の分については燃料電池車

等々、将来のことも含めて取り組んでいくとい

う体制ができましたので、その意味で県だけの

事業そのものについては縮小というような方向

になります。 
 今後の取組についても、県もコンソーシアム

の委員になって、引き続き将来に向かった支援

もしていくということでございます。 
 個別のバイオマス事業につきましては、今、

委員ご指摘のとおり、林政課もしっかり入って、

具体の内容に取り組んでいるところでございま

す。 
【山口委員】 長崎県には森林が多いわけであり
まして、これが地域経済、地域の産業にとって

新しいものを生み出すという形でこれからも考

えていっていただきたいと思うんです。そうい

った東京工業大学が今度は乗り出してきて大き

なものになっていくかもしれないという可能性

はあるということですけれども、県としてもそ

の辺は縮小じゃなくて、もうちょっとてこ入れ

をした形でやっていかないといかんのじゃない

かと思うんですけれども、いかがですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 新しい推進体
制については、東京工業大学の有識者が会長に

なって、長崎県も委員として参加をいたしてお

ります。現場にも入って、現場の議論にもしっ

かり入って取り組んでいくことといたしており

ます。積極的に取り組んでいきたいと思ってお

ります。 
【山口委員】 積極的に取り組むということであ
りますけれども、縮小という形になっていくと

いうのはちょっとおかしいんじゃないかと思い

ます、その辺は。予算上、縮小というならわか

ります。しかし、何らかの対応を打って、また

こういうことを県内全体に普及していきますよ

と、そういうご答弁をいただかないと、縮小だ

けれども支援はしていきますよというのはちょ

っとおかしいんじゃないかと思います。その点

はいかがですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 この縮小とい
う意味合いが、平成28年度については対馬プロ
ジェクト推進事業費は102万1,000円程度計上
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しておりました。これについては、先ほどの東

京工業大学に結びつけるという意味で国のプロ

ジェクトを取りにいったり、県職員自身がかな

り動いて活動をしておりました。それによりま

してプランもでき、体制もできましたので、事

業費、活動費そのものとしては、事実上数字を

少なく計上することになるであろうという意味

での縮小でございますが、できましたプランは、

より発展的なプランになっておりますので、そ

こを効果的に支援することで進めていきますし、

このような取組が県内あちこちに展開していく

ということを目標に取り組んでおりますので、

そういったことでご理解いただければと存じま

す。 
【山口委員】 それで、縮小はいいんですけれど
も、そうしたら対馬市以外にこういったことを

県内全体に広めていかないといけない状況にあ

るわけでしょう。そうしたら、県内でそういう

木質バイオマス、新しいエネルギー関連をもっ

とやっていきましょうという形も示していかな

いと、ほかに海洋エネルギーとか、ほかのもの

もございますけれども、一番再生可能エネルギ

ーで今まで使ってきたのは木質じゃないですか。

その辺はしっかりとやっていっていただきたい。

ですから、この縮小というのが私は気になった

のでこういう質問をしているんです。いかがで

すか、もう一回。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 この事業評価
につきましては、対馬プロジェクト推進事業費

の評価を表示させていただいております。その

意味で縮小という表示になるわけでございます

けれども、今、委員ご指摘のことにつきまして

は、林政課とともに木質バイオマスの活用とい

うことの重要性はしっかり捉えて、また、この

ほか再生可能エネルギー導入促進ビジョンとい

うことの中でも、この分野をバイオマスも含め、

再生可能エネルギー導入を増やしていくという

方向性の方針はしっかり掲げておりますので、

対馬だけじゃない取組もしっかり広がっていく

ように取り組んでいきたいと考えております。 
【山口委員】 新しい海洋エネルギーとか何とか、
そういうことには非常に熱心になるわけですけ

れども、木質というのはさっきも言いましたと

おり、今まで人類が使ってきて、日本にはそう

いうものが豊富にあると。年間1億トン以上の
木質が増えていると。こういったものを活用し

ないわけにはいかない。そういうものが一番可

能性が高いわけですよ。ですから、この部分を

しっかりと研究をしていただきたい。それこそ

もっと投資をして、もっと研究をして、県内産

業にどう活かせるのかというのを産業労働部も

一緒になってやっていただきたいと思うんです

けれども、部長、いかがですか。 
【古川産業労働部長】 今、担当課長がご答弁申
し上げましたように、今回、対馬プロジェクト

という形では縮小ということで出させていただ

いておりますけれども、木質バイオマスの活用

を、そこの部分の産業化というのは非常に重要

な、これからの環境面を考えた場合でも非常に

重要なことでございますので、県としてもしっ

かり取り組んでまいりたいと思っております。 
【山口委員】 オーストリアの例を申し上げます
と、木質のエネルギーに大分依存度が高まった

関係で、固形燃料を輸入しなくて済むようにな

った。ですから、国内の産業がどんどん発展を

してきたと。いろんな国際事情にかかわらず、

そこはもう安定してくるだろうと言われており

ます。そういったことを、日本は山国でありま

す、これまで培った経験もあります、こういっ

たことは今から成長分野になし遂げるのは長崎
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県からやっていっていただきたいということを

申し上げて質問を終わります。 
【深堀委員】 今の対馬プロジェクトの分で気づ
かなかったんですけれども、縮小ということで

ご報告がありましたが、これは平成24年か25年
の長崎県版のグリーンニューディールという大

きな政策の中の柱の一つだったというふうに記

憶をしています。本会議の一般質問でも、その

対馬プロジェクトについて、当時の産業労働部

長と議論をしました。私は、そのプロジェクト

には無理があるんじゃないかという立場でかな

り議論をしたんですけどね。 
 その時に、県は、大きなグリーンニューディ

ールという施策の中の柱として、対馬という島

を電源として独立した島を、エネルギーで自立

できる島にするんだというすごい発想で立ち上

げたわけですよ。そんなことが物理的にできる

んですかと大分議論しました。いやいや、対馬

の島全体をそういう電源の独立した島に、自立

した島にできる方向性でポイント、ポイントで

もずっとやっていくんだということを、当時の

産業労働部長が力説をされました。 
 今、ここを見てみると、市の事業のフォロー

アップについて調整していくと、もう県として

は関わり合いがないという言い方はしないけれ

ども、そういうエネルギーで自立した島にする

という県の施策ですよね。長崎県グリーンニュ

ーディールという政策の大きな柱の一つだった

んですけれども、それから撤退するというふう

に考えていいんですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 グリーンニュ
ーディールの施策の中で、今、委員お話のよう

な自立を目指す島ということで取り組んで、県

内に動きを起こしていきたいという取組をスタ

ートいたしたところでございます。 

 実際、対馬につきましては、その後、対馬市

もしっかり入り、有識者も入る中で、具体的に

どのように進めていくかの対馬市としてのエネ

ルギーのベストミックスプランというのをしっ

かりつくろうということになりました。 
 その結果の中で、対馬においては、エネルギ

ーは電力と熱と自動車などの輸送燃料がござい

ますけれども、電力についてが大体3割ぐらい、
これは全て重油で賄われております。 
 それから、熱につきましては、重油、灯油、

ＬＰＧ、これで全体24％ぐらいでございます。
輸送燃料は47.5％、これはもうガソリンと軽油
でございます。 
 そういう構造の中で、これを具体的にエネル

ギーの自立を目指すということで、実際に進ん

でいくロードマップを具体的につくった際には、

全体の省エネを10％やった上で、現在、再生可
能エネルギーは1.1％ぐらいしかありませんけ
れども、これを20％ぐらいに増やす、その中で
バイオマス発電や熱利用をしっかり活用してい

くと。 
 それから、輸送燃料につきましては、燃料電

池自動車とか、ＥＶ、電気自動車とかで10％代
替していくということを目指していくというこ

とをまず進めていくという具体の実際に取り組

むプランというのができております。大きな方

向として、エネルギーの自立を目指すというこ

との考え方の中に具体的な道筋をつくっておら

れる、それをしっかり支援をしていくという状

況でございます。 
【深堀委員】 もう最後にしますけれども、後で
いろいろこれは調査していきたいと思いますが、

大きなプロジェクトを立ち上げて、議会にも説

明をしたわけですよね、長崎県グリーンニュー

ディールという政策の中で。その中で課長が答
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弁されたようにロードマップをどんなふうにし

ていくかということまでしっかり出ていました。

資料もしっかり私は覚えています。それが現実

的じゃないんじゃないかという議論を大分した

んですよ。こういうふうに縮小というふうな、

さっき山口委員からも話がありましたけれども、

ちょっと逆行すると思いますよ。 
 もし、それだけ現実路線に立つというのであ

れば、しっかりまたこれはちゃんと報告しない

とおかしいと思います。あれだけ、数年前にや

りますと言って立ち上げたプロジェクトを、こ

ういう事務事業評価の中で小さな項目で縮小と

いうことでね、我々がよく気づかないうちに、

もうなくなっていくようなことになってしまえ

ば、それは議会軽視も甚だしいと思いますよ。 
 この委員会ではここで終わりにしますけれど

も、後でいろいろ調査させてください。よろし

くお願いします。 
【吉村(洋)委員長】 課長、市が事業主体になっ
たんだろう、対馬市がね。対馬市がしている資

料を取り寄せて見せてやればいい。発電所がで

きるんだろう。できますよね。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 はい。市の方
にもお話をした上でですけれども。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問はございませ
んか。 
【溝口委員】 ナガサキ・グリーンイノベーショ
ン戦略について質問したいと思います。 
 今回、もう何日もないんですけれども、12月
16日に第3回長崎県海洋産業フォーラムを開催
するようになっております。それぞれ内外から

先進的に取り組んでおられる事業者や研究者の

方々から講演をいただくようになっているんで

す。長崎県の取組としても情報発信をやってい

きたいということでしているんですけれども、

その情報発信はどのような情報発信を県として

は検討しているのか、お聞かせいただきたいと

思います。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 情報発信とい
うことの一つに、長崎で海洋産業づくりを積極

的に進めていくということを内外に発信すると

いう意味で、このフォーラムを予定をさせてい

ただいております。 
 ここにおきましては、パネルディスカッショ

ンも行いますけれども、今回につきましては、

アジアとの連携ということがしっかり発信でき

るのじゃないかと思っております。 
 お越しになるメンバーの中に、これは基調講

演も行っていただきますが、日本海事協会のシ

ンガポール事務所から来ていただきます。シン

ガポールも長崎と同じように小規模ですけれど

も、海域の実証フィールドの検討を進めており

まして、これを日本海事協会が支援をしており

ます。この日本海事協会の立場からこの長崎の

取組とぜひ連携をすると発展していくというよ

うなことが基調講演なり、パネルディスカッシ

ョンで発信をされるというようなことでござい

ますし、そこで中心に技術的なことをやってお

られます南洋工科大学、これは先般のアジアの

ランキングでは東京大学よりも上のランキング

になったような大学ですが、そこが同様に東南

アジアにも大きなポテンシャルがあるというよ

うなことを発信していくということで、そこと

長崎が連携することでアジアを発展させられる

ということをここで発信できるものと思ってお

ります。 
 そのような形を行いますことで、今回、潮流

発電につきましては環境省事業が動き出しまし

たが、あのきっかけになりましたのも、その1
年前、2年前のこの産業フォーラムで海外から
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のお客様を呼べたというところがきっかけにな

っております。こういったフォーラムを中心に

活動することによりまして、事業拡大、事業推

進につなげていきたいと思っております。 
【溝口委員】 具体的な取組というよりも、今、
実証フィールドとしてやっていこうという海洋

とか、いろんなそういうものを長崎県が取り組

んでいる部分について発信というか、発表して

いくんですか。今のあれではそういうふうにな

るんですか。 
 例えば、今回載っている浮体式洋上風力発電

が五島の方で実証フィールドとして今進められ

ているんですけれども、ここら辺についての具

体的な取組というか、現状についてとか、そう

いうことを発表していくんじゃないんですか。

そういうことじゃないんですね。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 そのあたりの
取組につきましては、県内でここに関心のある

県内事業者というのはかなり動きについては承

知している中、この発表者そのものは全国で活

躍をしておられる先生方、それから海外という

ことですけれども、長崎のことに触れながらの

発信をして、長崎の企業や関係者には海外のこ

とを理解して、今後の長崎の取組方がアジアと

連携して取り組んでいくことで進んでいくと、

そういう効果を意識しているものでございます。 
 資料につきましては、県はこのような取組を

しているということは配付資料やパネルディス

カッションなどでしっかり触れるようにいたし

ております。 
【溝口委員】 わかりました。ただ、今回、五島
の方で浮体式洋上風力発電の実証フィールドを

1基だけでしているんですけれども、五島市と
してはそれを3基か4基に増やしていきたいと
いう計画があるようです。その辺については、

県の方にはまだはっきりとした要望等はきてい

ないんですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 浮体式洋上風
力発電につきましては、実証フィールドで実証

をいたしまして、それが平成27年で実証がうま
く成功したということで、現在のステージは事

業化に移っていくステージでございます。この

事業化そのものについては、事業者が現在環境

アセスメントの手続を始めておりますので、ア

セスメント上どういうふうになるのかというの

をしっかり見極めながら、これは民間事業とし

て進んでいくものということでございます。 
 五島市においても、大変積極的にこの事業化

についても期待もしておられます。そういった

意味で、要望につきましては所管が土木部にな

りますけれども、今後、海の利用ということに

つきましての海域占用料等のことにつきまして

などの要望はいただいております。そういうこ

とについて、関係課が連携して取り組んでいく

という状況でございます。 
【溝口委員】 それでは、産業労働部としては実
証フィールドのそれが大体平成27年度である
程度できるという見通しが立ったから、あとは

事業化していくなら民間の方々にそのままやっ

ていただくという形になるんですか。産業労働

部としては、これで浮体式洋上風力発電は終わ

りになってくるんですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 実証フィール
ドそのものの考え方は、実証フィールドでいろ

んなタイプのものが開発をされて、それが事業

化していくというようなものが一つの考え方で、

事業化海域、今回、浮体式洋上風力につきまし

ては実証海域、椛島というところから事業化海

域としては崎山沖ということになっております。 
 この事業化そのものも、アセスメントが非常
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に重要な手続で、地元の合意とかが非常に大事

ですけれども、そこが事業が進むという際には、

長崎も関連する技術を持ったところや、さまざ

まの事業に参画をしていくということは非常に

大事なことだと思っております。ここにつきま

しては、長崎の地場企業群についてはクラスタ

ー協議会というものができておりまして、そこ

の取組も県も支援をいたしております。事業化

がなった場合の産業づくりということについて

も積極的に県も取り組んでいる立場でございま

す。 
【溝口委員】 そうしたら、今のところ、これを
実験していくうちに問題点というのはいろいろ

はなかったんですか。結構風が強かったら止ま

ってみたり、いろいろ問題点があったように聞

いていたんですけれども、そのような問題点の

解決というのはできたんですか。 
【森田海洋・環境産業創造課長】 全国で実証の
事業が海洋エネルギーについて行われておりま

す。その全国の事例においては、実証はしたけ

れども、実際に少し事故みたいなことが起こっ

てとん挫をしてしまったり、実証まではしたけ

れども、採算性が見通せないので研究までとい

うことで終わった事例等々ございます。 
 この浮体式洋上風力発電につきましては、実

証いたしたことの検討から見ますと、事業化に

進みたいという関係事業者が出てきたというと

ころが非常にすばらしかったところで、もちろ

ん事業化においても、全く初めてのことですの

で種々あろうかと思いますけれども、そういう

実証については、実証フィールドの名前が示す

とおり、失敗ももちろんございます。そういっ

た場合には何らかの解決なり、検討はしないと

いけないところですが、浮体式洋上風力発電に

ついては順調に推移したという状況でございま

す。 
【溝口委員】 わかりました。ある程度うまくい
ったということで、事業化について、やはり問

題点が出てくると思うんです。先ほど海域の問

題が出ましたけれども、その辺について、産業

労働部として気づいた点があったら、それを事

業化する民間の方々に情報発信をして、そして

うまくいくような形をとっていただければと思

っておりますので、ぜひノウハウが、もし産業

労働部にあるなら、それをしていただきたいと

思います。ただ、実証フィールドの中で実験す

る人たちがそのデータは持っていると思うんで

すけれども。以上、要望です。 
【小林委員】 産業人材育成基金についてお尋ね
をしたいと思います。 
 これは、奨学金を活用した大学生を地元定着

を促進させるということが目的でこのような基

金を今回創設するということで、平成28年度か
ら取組が始まると、こう聞いております。 
 まず、これは今年度から3年間一応やってみ
ようというような制度になっていて、奨学金を

活用した大学生を本県に定着させるというよう

な呼び込む一つの戦略であると、こう受け止め

ております。 
 まず、この基金については、毎年6,000万円を
積み立てるということになっていて、ここの違

うところは県費でいろいろ支援があるだろうけ

れども、4,000万円。産業界から寄付で2,000万
円と。トータル6,000万円でスタートすると。こ
れをまず3年間やってみようという取組だとい
うことをこれまでの答弁で認識をいたしており

ます。 
 まず、一番難しい4,000万円は、これは国の支
援もあるので県費から4,000万円はできるとし
ても、あと2,000万円のいわゆる県内企業から寄
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付金をいただくという形で、2,000万円の寄付金
がなかなか集まりにくいのではないかと、こん

なようなことが一部報道からも指摘をされてお

りましたけれども、最近の見通し、今年度の見

通しはどういう状態にあるか、まずお尋ねした

いと思います。 
【吉村産業政策課企画監】 委員お尋ねの企業様
からの寄付の状況でございますけれども、今日

現在までのところで、県内外の企業、個人の方

35件から約2,500万円の寄付のお申し込みを正
式な形でいただいておりまして、今年度の目標

に掲げておりました2,000万円については既に
達成したところでございます。 
【小林委員】 ご苦労さまです。35件、個人も
企業もいらっしゃる。しかも、県内外ですね。

そういうことの中で2,500万円集めていると。こ
れは関係皆さん方のご尽力に大変敬意を表した

いと思うし、まだ来年3月まで今年度はあるわ
けですが、2,500万円はもう少し増える可能性も
ひょっとしたらあるかもしれないと。 
 いずれにしても、こういう景気の低迷する状

況の中で2,000万円、この理想と現実のギャップ
が果たしてどうかと考えておりましたけれども、

2,000万円を本当にわずか数カ月の中でご協力
をいただくようなこういう結果が出たというこ

と、この制度にかなり皆さん方が期待をされて

いるんではないかと、そのあらわれだと私は受

け止めます。 
 そこでお尋ねしますけれども、まず、学生の

皆さん方に奨学金を、300万円が上限になって
いるかと思いますけれども、これの2分の1を支
援するということで、まず、何名ぐらいの学生

を毎年考えているかということと、要するに何

年間この長崎県で働けばいいのかと。長崎県に

とどまる年数が何年かと、まずそこをお尋ねし

たいと思い間す。 
【吉村産業政策課企画監】 まず、対象の学生の
人数でございますけれども、一応今年度からス

タートさせまして、先ほど委員からご指摘がご

ざいました、まずは3年間、各年50人程度を想
定しております。 
 卒業就職後、何年間県内にとどまればよいの

かということにつきまして、前回の委員会でも

ご議論がございましたけれども、私どもの気持

ちとしては一生涯というふうに考えております

けれども、一生涯、制度で縛りつけるわけにも

まいりませんので、制度上としては、まずは6
年間をベースに。ただ、6年間支援の実感が受
けられないということになると、また事業効果

にも疑問が出てまいりますので、3年間経った
ところで支援予定額の半額、6年経ったところ
で支援予定額の全額を、これは学生支援機構等

の奨学金の貸与機関に県から直接お支払いをす

るという形で支援をさせていただくように考え

てございます。 
【小林委員】 6,000万円を、もう今既に500万
円超えているわけだよね。大体今の答弁のとお

り毎年50名の150名と、こういうようなざっく
りの計算になろうかと思います。 
 学生を今から募集を始められるということに

なりましょうけれども、いつからそのお金を2
分の1ずつ、まず3年間、6年間の中で2分の1働
いた時の3年間で、その奨学金の総額に対して
約2分の1を払うということでございますけれ
ども、この支払いはいつから始まるのかという

ことと、それから50名、50名、50名、つまり毎
年50名の学生をどういう方法で確保するのか、
この見通しがどうなのかと。これも今年度で50
名確保しなくちゃいかんだろうと、こういうふ

うに思いますけれども、その見通しは立ってお
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りますか、どうですか。 
【吉村産業政策課企画監】 まず、具体的な支援
がいつから始まるのかというお尋ねでございま

すけれども、これは現在、11月24日から、県内
の高校3年生から卒業まで1年以上ある大学生
と、ちょっと紛らわしゅうございますので、4
年制大学を想定して答弁させていただきますと、

高校3年生から大学の3年生までに対して現在
募集をしているところでございます。 
 高校生が大学に行って卒業して就職と、大学

3年生の場合ですと1年先にはもう就職してし
まうわけで、スタートがそれぞればらばらにな

ってまいりますけれども、一番早い段階、今年

大学3年生を認定してというケースを想定いた
しますと、平成30年3月に大学を卒業して、そ
れから3年間働くということで、30、31、32、3
年間働いて、3年経ったところで平成33年度に
まず支援見込み額の半額を差し上げると。さら

に3年間経って、平成36年度に全額の支払いが
終わるということでございます。 
 その対象者50名の見通しでございますけれ
ども、私ども今一生懸命周知に努めているとこ

ろでございます。まず、高校と大学で当然周知

の仕方、方法等が変わってまいりますけれども、

高校生につきましては教育庁が出しております

小中高校生全世帯を対象にした広報誌がござい

ます。まずここで1回掲載いたしております。
そして、県内の私学・公立を含めたところで校

長会、教頭・副校長会、高等学校進路指導協議

会、こういったところに私どもお伺いをして、

制度の周知を図っていると。 
 さらに、高校生向けですと1万2,000枚ほどの
チラシを作成しまして、現在、高校を通じて進

学予定の3年生全員に直接チラシのお配りをお
願いしているところでございます。 

 今度、大学でございますけれども、県内で本

事業に関係する可能性がある学部学科等がある

大学、専門学校、これが10校、11カ所ございま
すけれども、これら全てを直接訪問しまして周

知のお願いをしていると。 
 具体的な方法としましては、ちょうど12月頃
に学生支援機構の奨学金を既に借りている学生

たちに、学生支援機構からの書類を個別にお届

けする機会がございまして、それと一緒に学生

支援機構の奨学金を借りている子、対象になる

可能性がある学生に直接チラシを配付するよう

にお願いをしてございます。 
 また、学生支援機構のほかに、県の育英会で

すとか、母子父子寡婦福祉資金、このあたりが

支援の対象になる奨学金でございますけれども、

これはそれぞれ育英会と、こども家庭課、福祉

保健部の方から直接奨学金を借りている子に私

どものチラシを送っていただくということで、

対象となる方たちにはあまねく、それに加えま

して県内の予備校、進学塾。高校生については

高校から直接お渡しをしますので、浪人生の受

け入れをしているところもネット等でピックア

ップをしまして、直接チラシをお送りして、ポ

スターの張り出しなどをお願いしているという

形でございます。 
 現在のところ、具体的に申し込みがあってい

るわけではございませんけれども、ぽつぽつ何

件かお問い合わせを頂戴しているところで、周

知を一生懸命頑張っておりますので、50名の枠
をしっかりと確保してまいりたいと考えており

ます。 
【小林委員】 時間が12時になりましたから、
その50名をしっかり確保してもらうというこ
と、6,500万円を超えたという状況の見通しが出
てきて、非常にありがたいと思っております。 
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 最後に、いわゆる長崎県で6年間、どこで働
けばいいのかと、どんなところで働いてもその

対象になるわけではないと。いわゆる指定業種

というものを選定されると思いますね。そこが

観光だとか、建設だとか、あるいは製造業だと

か、あるいは金融・保険とか、そんなようなこ

とが出てきておりますけれども、ただ一つ介護

人材が足りない、保育士が足りない、こういう

ところがあえて外されているのか。今から間に

合うのか。その辺の対策が、これだけ保育士の

不足が叫ばれている、あるいは介護人材の不足

がいろいろとこうして世間をにぎわしていると。

要するに保育士についても介護人材についても、

別途の支援があるからではなかろうかという受

け止め方をしますが、これだけの奨学金の返済

をやっていただけるような大型の支援は率直に

言ってないんではないかと思うけれども、これ

はどうですか。 
【吉村産業政策課企画監】 介護、保育について
は、奨学金の返済を私どものような形で直接支

援をするような制度はないというふうには認識

しておりますけれども、貸与型の奨学金、補助

金という形ではなくて返済免除という形での支

援はございまして、その制度とのすみわけを図

っているところでございます。 
【小林委員】 その返済免除の制度があるから、
そことすり合わせをこれからやっていくという

ことで、全く支援しないという状況ではないと

思いますね。よく検討してやっていただくよう

にお願いしたいと思います。 
 以上です。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問はございませ
んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようでご

ざいますので、産業労働部関係の審査結果につ

いて整理をしたいと思います。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 零時 ４分 休憩 ― 

― 午後 零時 ４分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。 
 午前中の会議はこれにてとどめ、しばらく休

憩いたします。 
 午後は、1時30分から委員会を再開し、農林
部の審査を行います。 
 大変お疲れさまでございました。 
 

― 午後 零時 ５分 休憩 ― 

― 午後 １時３３分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 これより、農林部の審査を行います。 
 分科会に入ります前に、委員の皆様にお諮り

いたします。 
 今回、審査を行う予算議案と第161号議案「公
の施設の指定管理者の指定について」は、関連

があることから、予算議案及び第161号議案に
ついて説明を受け、一括して質疑を行った後、

予算議案についての討論、採決を行い、委員会

再開後、第161号議案についての討論、採決を
行うことといたしたいと存じますが、ご異議ご

ざいませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、そのように進め
させていただきたいと存じます。 
【吉村(洋)分科会長】 分科会による審査を行い
ます。 
 それでは、農林部長より、予算議案及び第161
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号議案についての説明をお願いいたします。 
【加藤農林部長】 農林部関係の議案について、
ご説明いたします。 
 関係議案説明資料、農林部関係部分の1ペー
ジ目をお開きください。 
 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第131号議案「平成28年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第137号議案
「平成28年度長崎県一般会計補正予算（第6
号）」のうち関係部分であります。 
 それでは、まず、第131号議案「平成28年度
長崎県一般会計補正予算（第4号）」のうち関
係部分について、ご説明いたします。 
 歳入予算は、240万8,000円の減、歳出予算は
1億3,489万3,000円の減となっており、その内
容は職員給与の過不足調整によるものでありま

す。 
 2ページ目をお開きください。 
 繰越明許費については、計画・設計及び工法

の変更による工事の遅延や災害復旧に係る国の

交付決定の遅れ等により、事業の年度内完了が

困難であることから、それぞれ記載のとおり設

定するものであります。 
 3ページ目をお開きください。 
 債務負担行為について、長崎県民の森管理運

営負担金に係る平成29年度から平成33年度ま
でに要する経費として3億623万5,000円を計上
しております。 
 次に、第137号議案「平成28年度長崎県一般
会計補正予算（第6号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。 
 歳出予算は4,297万1,000円の増となってお
り、その内容は職員の給与改定に要する経費で

あります。 
 以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。 
 よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。 
【吉村(洋)分科会長】 次に、農政課長及び林政
課長から補足説明をお願いいたします。 
【福田農政課長】 農林部関係の繰越明許費につ
いて、ご説明いたします。 
 お手元にお配りしております補足説明資料

「繰越事業理由別調書」の1ページをご覧くだ
さい。 
 今回、計上しておりますのが網掛け部分でご

ざいますが、農林部全体で21件、1億2,840万
6,000円でございます。 
 12月8日の分科会において、さきにご承認い
ただきました経済対策補正分の繰越明許と合わ

せますと48件、37億2,016万4,000円となります。 
 繰越理由といたしましては、事業決定の遅れ

によるものが17件、7,168万4,000円でございま
す。これは主に県営自然災害防止費及び補助営

自然災害防止費において、本年6月等の豪雨に
より崩壊した山腹の復旧に当たって、年度内に

標準工期が確保できないため繰越を行うもので

ございます。 
 次に、計画、設計及び工法の変更による遅れ

によるものが3件、3,572万2,000円でございま
す。これは主に県営自然災害防止費において、

国の災害復旧事業を活用して復旧工事を行って

いた治山施設について、今年9月の豪雨により、
工事箇所下流部に土砂が流出し、緊急的に県単

独事業で対策工事を行うこととしましたが、年

度内に標準工期を確保できず、繰越を行うもの

でございます。 
 次に、地元との調整に日時を要したものが1
件、2,100万円でございます。これは経営体育成
基盤整備事業において、工事実施中に想定され
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る濁水対策等に関する事前協議において、地元

の漁業協同組合との調整に時間を要し、測量業

務の着手時期が遅延したことから、年度内完成

が困難となり、繰越を行うものでございます。 
 資料の2ページ目から3ページ目に繰越が見
込まれる事業一覧として、県の事業、事項名、

繰越箇所、事業内容をまとめております。 
 今後は、残る事業の早期完成に向けて最大限

努力してまいります。 
 以上でご説明を終わります。 
 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 
【佐藤林政課長】 長崎県民の森指定管理者の指
定について、ご説明をいたします。 
 説明資料は、「予算決算委員会農水経済分科

会の補足説明資料」「公の施設の指定管理者の

指定について（長崎県民の森）」に沿って説明

させていただきます。 
 本案件は、長崎県民の森の指定管理者の指定

期限が平成28年度をもって満了することから、
来年度からの5カ年間における指定管理者の指
定について、第161号議案として上程するとと
もに、予算議案として、その運営負担金の債務

負担行為を計上いたすものでございます。 
 1ページ目をご覧ください。 
 長崎県民の森は、県民に森林とのふれあいの

場を提供することにより、森林及び林業につい

ての理解並びに森林愛護精神の高揚を図ること

を目的としており、長崎市、西海市にまたがる

382ヘクタールの広さを有し、資料に記載のと
おり、各種広場やキャンプ場等を設置している

ものでございます。 
 指定管理者候補といたしましては、諫早市に

あります一般社団法人長崎県林業コンサルタン

トを選定いたしました。 

 指定期間は、来年4月1日から5年後の平成34
年3月末までの5年間となっております。 
 選定に当たっての評価の観点につきましては、

県民の森の目的等を理解した上で管理運営方針

が計画されているかどうかなどを記載している

観点で審査を行いました。 
 2ページをご覧ください。 
 募集・公募に当たっては、県のホームページ、

県公報及び林業関係広報誌により周知を図った

上で、本年7月22日から募集要項を配付開始い
たしまして、8月26日まで公募を行いました。 
 その結果、長崎県林業コンサルタント1者か
ら応募がございました。 
 これを学識経験者、運営や地域振興の関係者、

財務関係の専門家の6名で構成されております
指定管理者選定委員会において、応募者から提

出された運営方針や事業計画書等の書類審査、

プレゼンテーション、質疑応答等を行い、先ほ

どの評価の観点を踏まえながら審査、採点した

結果、本事業者について6人の委員の平均点が
100点満点中83.3点となり、指定管理者として
適当であると認められ、候補者として選定をい

たしました。 
 選定理由といたしましては、資料2ページ目
の8番の項目に記載してございますが、県民の
森の基本的考えを踏まえた取組や自主イベント

の開催、また県民の安心・安全で快適なサービ

スを提供できる計画等が評価されることなどか

ら、県民の森を適切に運営できる能力を有して

いるとの判断を行ったものでございます。 
 なお、冒頭にご説明いたしましたが、予算議

案として、指定管理者予定期間であります5カ
年間分の運営負担金3億623万5,000円の債務負
担行為を計上いたしております。 
 以上で説明を終わらせていただきます。 
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 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 
【吉村(洋)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案及び第161号議案に
対する質疑を行います。 
 ご質問等はございませんでしょうか。 
【深堀委員】 今、説明があった県民の森の指定
管理の分ですけれども、応募があったのは1者
ということですね。 
 この指定管理は今回が初めてじゃないわけで

すけれども、従来のこういった指定管理の公募

の結果で1者であったという過去の実績ですね、
このあたりを教えてください。 
【佐藤林政課長】 この長崎県民の森の指定管理
者でございますけれども、平成18年から指定管
理者制度にのっとりまして管理者を選定いたし

ております。 
 一番最初の平成18年の公募でございますが、
この時点では3者応募がなされております。そ
の結果、長崎県林業コンサルタントが平成18年
から指定管理を受けているということでござい

ます。 
 その後、平成21年、平成24年と2回公募いた
しましたけれども、その2回につきましては、
長崎県林業コンサルタント1者の応募でござい
ました。 
【深堀委員】 平成18年当時は3者あって、それ
以降、その時に今回結ぼうとしている林業コン

サルタントさんと契約をして、21年の更新の時
もそこだけ、24年もそこだけ、今回もそこだけ
ということなんですね。なんか1者がずっと独
占的にやるようになっているのかなとも見られ

かねないですよね。その点についての見解はど

うなんですか。 
【佐藤林政課長】 県民の森の指定管理者でござ

いますので、森林、林業の知見は持っていただ

かないと、なかなか管理が難しいのかなという

ふうには思ってはおります。 
 ただ、この間1者が続いたということもござ
いまして、今年度の募集につきましては、募集

期間をやや長めにとったり、募集の条件を以前

は林業の特定の資格を持った技術者がいること

という指定をしておりましたけれども、今年度

はそういった資格要件を外して、広く応募がで

きるようにという配慮をしたつもりでございま

して、そういったことで競争性、透明性が保て

るような公募をしたつもりでございます。 
【深堀委員】 努力した結果、こういうことだと
いうふうには理解をするんですが、県内に県民

の森を指定管理として受けられるような企業と

いうのはあんまりないというのが実態なんです

か。実態としてどうなんですか。 
【佐藤林政課長】 我々としても広く応募してい
ただきたいんですけれども、今、委員おっしゃ

いましたとおり、なかなかこういった森林をベ

ースとした施設の管理をしておられる方はそう

いないのは事実でございます。 
 ただ、長崎市民の森、これは別の会社が運営

をなされております。ただ、そこの会社が県民

の森も両方引き受けるという体制には多分なか

ったのではないか、組織としてそういう体制に

はなかったのではないかと思っております。 
【深堀委員】 最後にしますけれども、状況はわ
かりました。 
 採点結果を載せていますよね、83.3点という
ことで。過去、平成18年、そして21年、24年と
ありましたけれども、同じような採点方法で恐

らく選定されたと思うんですけれども、この点

数、比べる相手がいないものだから、83.3点と
いうレベルがどういうものなのかというのがち
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ょっと比べようがないんですけれども、過去の

点数はどうだったんですか。 
【佐藤林政課長】 すみません、過去の点数を今、
手元に持っておりませんけれども、この選考を

する際に70点という点数を委員間でボーダー
ラインといいますか、それを設定いたしまして、

それぞれの項目で採点をして、その合計が70点
を上回るということを選定の条件としてこれま

で選定をしてまいったということはございます。 
【中山委員】 この長崎県民の森の指定管理者の
指定について、今の深堀委員に関連して質問し

ますが、先般、機会がありまして、県民の森を

全部、ある程度調査というか、現場を見せてい

ただいたわけでございますが、その中で指定管

理者も非常に熱心に説明していただいたという

ことで好感を持ったわけでございますが、その

中で主要施設、これが結構、どれとはっきり覚

えていませんけれども、天文台とか芝生運動広

場とか、いろいろな施設が古くなっているとい

うような感じを持っているわけでありますけれ

ども、その主要施設の更新というか、整備計画

か何か立てていますか。 
【佐藤林政課長】 今、委員おっしゃいましたと
おり、整備している県民の森の一番新しいもの

で平成10年度の整備が直近、ですから20年まで
はいきませんけれども、もう17～18年経ってい
る施設が多うございます。そういったことで、

我々といたしましても、計画的な改修計画を立

てて補修をやっているところでございます。 
 特に、森林資料館、あるいは森の交流館とい

うようなちょっと大きな建物もございますので、

外壁の検査であったり、耐震の問題であったり、

そういったことをチェックしながら、必要な補

修を今後やってまいりたいと考えております。 
【中山委員】 ぜひその整備を計画的にやってほ

しいということと、ここはイノシシが頻繁に遊

び回っているということで、芝生は結構イノシ

シの被害が出ているようでございますけれども、

このイノシシの被害については何か、この県民

の森対策があるのかという問題が一つと、もう

一つは12種類の森というのがありましたけれ
ども、確かに植林した杉の木、ヒノキもあまり

整備されてないような部分がたくさんありまし

たし、もう一つ、雑木林というか自然林、広葉

樹、この辺は全く手がつかないような状況にな

っていて、県民の森の機能が十分発揮できてな

いのではないかと、そういうイメージがしてい

るんですよね。この中にもふれあいの場とあわ

せて森の持つ癒しの部分をというようなことも

ありましたので、この辺の整備計画については

この指定管理の中に入っていないと思うんです。

その辺についてはどういうふうに考えておりま

すか。 
【佐藤林政課長】 まず、イノシシの対策でござ
いますけれども、芝生であったり、竹林なども

ございまして、そういったところでよく見かけ

て被害もあるというふうには聞いております。

ただ、今、農業の方で柵で囲ったりとか、そう

いった予防の対策はとられておりますけれども、

県民の森でそういった対策は、さすがに山に親

しんでもらうという点からはなじまないところ

がちょっとあるのかなと思っておりますので、

そのイノシシ対策については指定管理者とも話

を進めながら対策はとっていかなければならな

いと思っていますので、人の出入りが多いとこ

ろでの対応はどういったやり方が一番いいのか

というのは、ちょっと検討していきたいと思っ

ているところでございます。 
 それと、森林の管理の方ですけれども、現在、

毎年数百万円はかけて整備は行っております。



平成２８年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１２日） 

- 82 - 

ただ、これは歩道周辺とか、人が出入りすると

ころがメーンでございまして、いわゆる山全体

の森林の管理といいますか、そこまでにはまだ

至っていない、面積が382ヘクタールと広大で
ございますので、そういった点もございまして、

なかなか手が回っていないというところはござ

います。 
 ただ、人工林、広葉樹もそうですけれども、

人の手が入らないまま放置しておきますと、そ

こはやはり荒廃をしてしまうというのは、もう

ほかの森林と同じでございますので、その点に

つきましては、人工林の一定量の間伐でありま

すとか、広葉樹林につきましても間を透かして

いく作業、そういったものも今後必要になって

くると思っておりますので、その点につきまし

ては来年度以降、予算を獲得しながら進めてま

いりたいと考えております。 
【中山委員】 県民の森が長崎県を代表するよう
な森づくりにしてほしいなというのがあります。 
 それともう一つですが、これは開園が昭和43
年になっています。それで、50周年記念とかや
って、ＰＲを図って、よりこれを活用していた

だこうという計画があるやに聞いているんです

けれども、この50周年でしたか、その辺の計画
といいますか、それについて考え方があれば教

えてくれますか。 
【佐藤林政課長】 長崎県民の森は、平成30年
の3月でちょうど満50周年を迎えます。平成30
年です。ですから、それに向けて、29年度にな
るのか、時期を見て、翌年度の連休とか、ちょ

っと開催時期も含めまして、今検討させていた

だいているところでございます。また、それに

関する経費も通常の指定管理の経費とは違う部

分になってまいりますので、その辺につきまし

ては、財政当局の方とも今後詰めさせていただ

きたいと考えているところでございます。 
【溝口委員】 今回、計上されております5年間
で3億623万5,000円ですけれども、大体1年間に
6,100万円ぐらいかかると思うんです。その内訳
は、例えばこれを何名の方々で組んでその予算

になっているのか。その施設の管理費と一応運

営費ということになっているんですけれども、

それは前年と比べてどうだったのか。 
 それと1者しかなかったので比べようがない
んですけれども、県側として最初に提示した額

とすり合わせがどのようになったのか、入札に

なってないようですので。 
【佐藤林政課長】 管理費の中身でございますけ
れども、県の負担金と申しますか、それが大体

先ほど言われましたとおり6,000万円でござい
ます。それと県民の森は有料施設がございまし

て、それの利用料の収入といいますか、それが

年度によって多少前後いたしますけれども、

1,600万円ほどございます。その合わせた金額で
管理運営をしているということになっておりま

す。 
 歳出の方ですけれども、やはりあれだけ382
ヘクタールという広大な敷地を管理しておりま

すので、どうしても作業員の方、あるいはパー

トの方を結構雇っていただいております。今の

ところ、職員の数は8名、常雇で雇っている作
業員の方が8名の16名体制で運営をなされてお
ります。それと臨時でパートの方も雇っている

という状況でございます。 
 支出の中身、大部分がいわゆる先ほど申しま

した職員の方、作業員の方、あるいはパートの

方の人件費、賃金ということでございまして、

昨年度の実績で申せば、大体4,800万円ほど、先
ほど全体の収入が7,500～7,600万円というふ
うにあったと思いますが、そのうち4,800万円ほ
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どが人件費、給料も含めた人件費、パートも含

めた人件費ということになっております。 
 今回、応募していただきました事業計画につ

きましても、この実績を踏まえた計画になって

おりまして、今回の5年間の債務負担の金額は、
これまでの5年間、平成24年から28年までの5
年間と基本的には同じでございます。ただ、消

費税の関係で少し上がっているというのはござ

いますけれども、事業内容としては同じ金額で

申請をしていただいております。 
【溝口委員】 わかりました。 
 職員を8名常時雇っているということですけ
れども、収入についても1,600万円ということで
定額、それでまた5年前と一緒の6,000万円ぐら
いということで考えた時に、本当に長崎県林業

コンサルタントは運営ができていくのかなとい

う感じがするんですけれども、この一般社団法

人は、まだほかにも仕事を何かやっているんで

すか。 
【佐藤林政課長】 長崎県林業コンサルタントは、
森林土木工事の設計積算、そういったところが

もともとメーンでやられている仕事でございま

す。森林の測量設計、あるいは技術的な建設コ

ンサルタントの仕事をなさっておられます。 
【溝口委員】 わかりました。 
 そしたら、この職員の8名の中にはそういう
設計者とか何とかも入って、実際にこれを管理

する指定管理者としての指定の中の、本当にこ

れに対する金額とは異なることになるんですか。

職員が8名もおってからという感じがするんで
すけれども、その8名、本当に管理者として、
さっき言う、これを管理しているのが何人ぐら

いかなということで、パートの方々が8名ぐら
いということですけれども、そこら辺がちょっ

とダブった形で今あったのかなという気がする

んですけれども。 
【佐藤林政課長】 申し訳ございません。もう少
し的確にご回答させていただきたいと思います。 
 林業コンサルタントの本体の部分の職員と今

回の長崎県民の森の指定管理を担当される方は

全然別個でございます。仕事の内容は全然違う

ことをなさっております。 
 やはり人件費の問題が一番運営上問題となり

ますので、そういった雇う形式を、例えばコン

サルタントを定年退職されて、県職員で言えば

再任用と申しますか、そういった方々を多く雇

うとか、嘱託で運営を一部やっていくとか、そ

ういったことで経費の節減を考えられていると

いうことでございます。 
【溝口委員】 そしたら、さっき言った、一般社
団法人の長崎県林業コンサルタントには何名の

方々が働いているんですか、全体的に。それは

わからないんですか。 
【佐藤林政課長】 コンサルタント全体の職員の
数、正式なものを私は持っておりませんけれど

も、我々が見たところでは十数名ぐらいしか職

員はおられないのではないかと思いますけれど

も、正確な数字は、申し訳ございませんが、今

ここに持っておりません。 
【溝口委員】 そしたら、先ほどの職員8名、パ
ート8名ぐらいと委託契約でちょっとだけ雇っ
たりとかする人は、今さっきの指定管理者に関

係する部分だけということで理解していいわけ

ですね。（「はい」と呼ぶ者あり）わかりまし

た。 
 ただ、やっぱり10年間というスパンになるん
ですけれども、人件費が全然同じ形だというの

は、職員の方々が大変だなという感じがちょっ

としたもので質問させていただきました。あり

がとうございました。 
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【徳永委員】 引き続きこの指定管理者ですけれ
ども、森林の指定管理は非常に大変、私も地元

に百花台公園もあるものですからね。そういう

中で一番危惧しているのは、1者しか応募がな
いということで、まだ1者あるからどうにかな
っていますけれども、例えば、これがいなかっ

た場合にはどうなるんだろうという懸念がある

んですよね。 
 そういう中で確認したいのは、例えば体育館

とか、そういう箱ものならまだ維持費が、光熱

費とかそういうものでいいんですけど、この自

然公園というのは芝生とか植栽とか、自然のも

のですから、維持管理費が非常に金がかかるん

じゃないかと思うんですよ。 
 例えば年間6,000万円という中で、先ほど言わ
れた職員の方は8人ということなんですけれど
も、実際維持管理費の金額と、どこまで指定管

理者に植栽とか芝生とか、そういうものの管理

をさせているのか、その辺わかりますか。 
【佐藤林政課長】 維持管理の件でございますけ
れども、いわゆる芝生の管理、あるいは樹木の

管理、これは賃金の中に含まれておりますので、

そこだけ抜き出して幾らかかったというのはな

かなか見づらいところはございます。 
 我々が把握できているのは、例えば水道管が

破裂したのでそれを修理しましたとか、そうい

った維持管理ということであれば、毎年、先ほ

ど申しました6,000万円の指定管理費の中に
150万円という数字をその指定管理の中に設け
まして、その予算の範囲内の分であれば、指定

管理者の方が主体的に維持補修のお金を使って

いいですよというようなやり方をしております。 
 その他、金額が大きい場合、あるいは予定に

ないような改修工事、そういうものは県が別途

予算を措置いたしまして対応しているというと

ころでございます。 
【徳永委員】 それはもうそうでしょうね。では、
現状の中でどこまでを指定管理者が補うのか。

そういう突発的とか、そういうものであれば県

が当然、これは県の所有物ですからやらなきゃ

ならないんですけれども、一般的に言う、例え

ば芝生をどこまで管理すればいいのか。植栽、

いわゆる樹木をどこまで管理をすればいいのか

という一つの基準があるわけなんでしょう。そ

れはどうなんですか。 
【佐藤林政課長】 通常の維持管理という範囲で
お互いでやっておりますので、例えば芝生であ

れば草が伸びますね。それを見苦しくない程度

に刈り込む、これは管理者がやることでござい

ます。例えば、先ほどもちょっとお話が出まし

たけれども、イノシシあたりが出てきて、全部

掘ってしまって芝生をだめにしてしまう。そう

いったことになりますと、県の方が別途予算を

確保するという形になろうと思います。 
 ただ、細かい取り決めは、案件ごとにはなか

なか難しいものですから、今、我々と管理者の

中の取り決めといたしましては、1件の改修費
とか維持費が30万円未満であれば指定管理者
の方の指定管理の範疇ですよと。それを超える

分は県が行います、そういったことで一応取り

決めをしているところでございます。 
【徳永委員】 難しいところはありますけれども、
ただ、私が言いたいのは、応募者が少ないとい

うのはやはりいろんな問題が多分あると思うん

ですよね、そういった面で。特に、施設の中で

箱ものならまだはっきりとした管理の仕方がわ

かるんですけれども、こういった自然相手とな

れば、そこのお互いの基準というのがどこまで

なのかというお互いの要求と、そして受け手側

のやる分、当然金額がありますから、それはや
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れやれというのはやさしいけれども、受け手側

はそれは違うんじゃないですかというようなこ

ともあるだろうと思うわけですね。だから、そ

うなれば、特に、最初は平成18年ですか、その
時は3者いたと。それが今1者。やっぱりそうい
う応募の対象者となり得る業者にもアンケート

をとるとか、そういう関係業者にも調査をして、

どういうことで応募が少ないのかという研究も

するべきであるし、また、管理者である県がど

こまでを指定管理者に求めるのか。 
 例えば、そういう中でやはりここは当然県が

やるべきだろう。指定管理者にはここまでとい

う、ある意味今までの基準をまた変えていくの

か。そういうところも今後問われるのではない

かと思うんですけれども、その辺はどうなんで

すか。 
【佐藤林政課長】 維持管理につきましては、そ
ういった予算的な措置も当然かかってまいりま

すし、線引きの問題もございます。この長崎県

民の森につきましては、管理者と県と毎年協議

しながら、維持管理に必要なもの、いわゆる指

定管理者ではできないんだけれども、これは県

民の森として維持管理をちゃんとしてください

よというのを指定管理者の方からいろいろお聞

きしながら、次年度の予算に反映してきたとい

うことがございます。これは今後とも続けてい

かなければならないと思っています。 
 それと、指定管理者になれるような、なりや

すいようにと申しますか、いろんな類似の施設

の指定管理者とか、現在おられます方々といろ

いろそういった情報をいただくというのは今後

もこの県民の森の指定管理を続ける上で必要だ

と思っていますので、それは次回の公募がまた

しっかりと複数来ていただけるような形をとり

たいと思いますから、そういったことで今、実

際に類似施設を受けておられる方々にお聞きす

るとか、そういったこともしながら、どういっ

た条件整備をしていけばいいかということは考

えていきたいというふうに思います。 
【徳永委員】 過去に指定管理を受けた方にはよ
く聞いた方がいいと思うんです、やめられた方

にはね。あるんですよ、問題点が。例えば備品

の購入をどうするのかとか、5年間の間に機械
が当然要りますよね。その機械が5年間、1回の
指定管理で償却ができればまだしも、それなり

の高額の機械であれば当然償却はできないんで

すよ。しかし、次に指定管理者になれるという

保障はないわけですよね。こういう問題もある

んですよ。それを県がちゃんとそこを補ってや

るのかというこういう問題もある。 
 もう一つは、ＪＶといいますか、そういった

森林公園とか、そういう公園に関しては管理を

する側と管理をする中で人的な管理、要するに

イベントとか何とかする上では当然人ですよね。

ところが、そういった芝生や樹木の管理をする

のはどうしても専門業者というのがあるんです。

例えば、そこに造園業者を入れ込んでやるのか

とか、そういういわゆるＪＶ方式とか、そうい

うものも私は今後検討すべきじゃないかと思う

んですけれども、この2点についてどう思いま
すか。 
【佐藤林政課長】 それぞれ県民の森、幅広い使
い方をされておりますので、今、委員言われま

したとおり運営の部分と維持管理の部分、これ

をそれぞれ専門のところに運営委託も考えたら

どうかというお話だったんですけれども、それ

は一つのやり方ではないかと私は思います。Ｊ

Ｖ方式というのがこの指定管理でやれるのかど

うか、申し訳ありませんが、私は承知してはお

りませんけれども、ただ、それは次回の公募に
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向けて研究してまいりたいと思っております。 
【徳永委員】 たしか百花台がそうじゃなかった
ろうかと思いますので、ちょっと一度。 
 最後に、これは要望なんですけれども、やは

り冒頭言ったように、まだ1者いるから大丈夫
だということではなく、今後、応募者もいない、

また、県がやらなければならないというような、

せっかく指定管理に変更したんですから、当然

指定管理が続くようなちゃんとした政策という

ものをとっていただきたいと思います。 
【吉村(洋)分科会長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもちまして予算議案及び第161
号議案に対する質疑を終了いたします。 
 次に、予算議案に対する討論を行います。 
 討論はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。 
 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 
 第131号議案のうち関係部分及び第137号議
案のうち関係部分は、原案のとおりそれぞれ可

決することにご異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、各予算議案は、原案のとおり、それ

ぞれ可決すべきものと決定されました。 
【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。 
 議案を議題といたします。 
 農林部においては、今回、委員会付託議案が

第161号議案1件のみであり、先ほど質疑は終了
しておりますので、議案に対する討論を行いま

す。 
 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。 
 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 
 第161号議案は、原案のとおり可決すること
にご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、第161号議案は、原案のとおり可決
すべきものと決定されました。 
 次に、農林部長より、所管事務の説明をお願

いいたします。 
【加藤農林部長】 農林部関係の議案について、
ご説明いたします。 
 「農水経済委員会関係議案説明資料」の「農

林部」をお開きください。 
 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第161号議案「公の施設の指定管理者の指定に
ついて」であり、記載のとおりでございます。 
 次に、農林部関係の議案外の主な報告事項に

ついて、ご説明いたします。 
 「農水経済委員会関係議案説明資料」及び同

資料（追加1）、同資料（追加2）の「農林部」
をご覧ください。 
 今回、ご報告いたしますのは、平成29年度の
重点施策、平成28年度産みかんの販売状況につ
いて、全国お茶まつり長崎大会1年前記念イベ
ントについて、長崎四季畑の認証商品の決定に

ついて、平成28年度第55回農林水産祭天皇杯の
受賞について、諫早湾干拓事業の開門問題につ

いて、鳥インフルエンザの防疫対策の強化につ

いて、ながさき森林環境保全事業について、第
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12次鳥獣保護管理事業計画の策定について、事
務事業及び公共事業評価の実施について、施策

評価の実施について、地方創生の推進について

でございます。 
 そのうち主な事項についてご報告いたします。 
 まず、「農水経済委員会関係議案説明資料（追

加1）」「農林部」の1ページ目をお開きくださ
い。 
 平成29年度の重点施策でございます。 
 平成29年度の予算編成に向けて、「長崎県重
点戦略（素案）」を策定いたしました。これは、

来年度が2年目となる「長崎県総合計画チャレ
ンジ2020」に掲げる目標の実現に向けて、平成
29年度に重点的に取り組もうとする施策につ
いて、新規事業を中心にお示ししたものであり

ます。 
 このうち、農林部の予算編成における基本方

針及び主要事業についてご説明いたします。 
 農林部では、本年度から「新長崎農林業農山

村活性化計画」に基づき、農林業、農山村全体

の所得向上を図ることで人を呼び込み、地域が

にぎわう社会の実現を目指しており、農林業を

良質な雇用の場とするため、品目別戦略を再構

築し、生産性の向上や低コスト化、差別化を進

める生産流通販売対策の強化、農地中間管理機

構と連携した農地の基盤整備や担い手への農地

集積、新規就農者受け入れ団体等登録制度の充

実、集落営農など地域を支える担い手の組織化、

農山村の資源を守る取組に加え、地域資源を活

用した6次産業化や地域内流通によるフードク
ラスターの構築などに取り組んでいるところで

あり、これらの取組を加速化するため、平成29
年度においては以下の取組を強化してまいりま

す。 
 まず、生産性向上、コスト低減対策のさらな

る強化として、環境制御等の先進技術や新技術

の導入、農業者自らが農業経営の課題解決に取

り組むための生産データ等の見える化、長崎和

牛肥育頭数の維持拡大対策などの取組を強化し、

農業所得の向上につなげてまいります。 
 次に、労力支援体制の強化及び次代の担い手

の確保・育成として、農業経営や産地の規模拡

大に必要な労働力を圏域で調整・確保するとと

もに、新規就農・就業者の実践型研修等を実施

するための農業サービス事業体の設立、経営発

展ステージに合わせた学びの場の提供など、農

業の担い手確保と経営力の向上に取り組んでい

くこととしております。 
 また、付加価値向上に向けた流通販売対策の

強化として、産地間競争等を勝ち抜くため、消

費地における拠点量販店など、実需者との結び

つきをより強固にする取組、加工品を含めた産

地と一体となったブランド商品の磨き上げ、中

食、業務用等ニーズへの対応や輸出等の新たな

販路開拓などの取組を強化するとともに、県産

材の需要拡大を図るため、プレカット工場を核

としたサプライチェーンの構築を進めてまいり

ます。 
 さらに、農山村で稼ぐ力の強化として、地域

の実情に合わせた集落営農組織を育成し、収益

品目の導入やコスト縮減等による経営力の向上、

地域や組織を担う人材の育成、鳥獣被害防止対

策の継続的な実施など、農山村で稼ぐ取組を強

化してまいります。 
 なお、平成29年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、併せて公表を行ったところ

であります。 
 これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見などを十分踏まえながら、予算編成の中

でさらに検討を加えてまいりたいと考えており
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ます。 
 次に、同じく2ページ目、平成28年産みかん
の販売状況についてでございます。 
 本県の主要農産物であるみかんにつきまして

は、夏季に高温干ばつが続いたことで、果実の

肥大不良や日焼け化、裂果の発生が見られ、生

産量や品質への影響が懸念される中、気象庁、

農業関係団体、県で構成する「県農林業異常気

象対策連絡会議」並びに各地区における生産者

等との対策会議や事業説明会等を開催し、灌水

などの体制整備や摘果等技術対策を実施すると

ともに、天候に応じたシートマルチの開閉など

の栽培管理の徹底により、みかんの生産予想量

は6月の開花時点の予想から14％少ない5万
3,800トンとなっておりますが、平年より糖度が
上がり、食味のよいすぐれたものが生産されて

おります。 
 現在、ほぼ販売が終了している28年産極早生
みかんにつきましては、11月9日時点において、
販売数量が前年比82％の4,414トン、糖度が一
定以上で外観がすぐれている高品質果実の割合

であるブランド率は、昨年の29％に対し35％と
なり、平均単価は平年比119％の1キロ当たり
220円となっております。 
 早生みかんにつきましては、11月1日から販
売が始まり、11月21日時点においては、販売数
量で前年比111％の3,751トン、平均単価は前年
比112％の1キロ当たり282円で推移しておりま
す。 
 12月からは、長崎オリジナル品種であるさせ
ぼ温州が本格出荷となり、東京太田市場におけ

る試食会を実施するなど、県統一ブランド「出

島の華」をはじめとした長崎みかんの品質の高

さを市場関係者に周知してまいります。 
 今後も高単価販売に向けて、さらなるブラン

ド化の推進と市場に信頼される産地の育成及び

ＰＲの強化について関係機関と一体となって取

り組んでまいります。 
 次に、当初お配りしております「農水経済委

員会関係議案説明資料」、「農林部」の3ペー
ジ目下段と、同じく追加2の「農林部」の1ペー
ジ目をお開きください。 
 鳥インフルエンザの防疫対策の強化について

でございます。 
 家畜伝染病である高病原性鳥インフルエンザ

については、昨シーズン、国内における家禽で

の発生はありませんでしたが、我が国周辺の中

国、台湾、韓国では発生が継続しており、発生

リスクが高まる冬季を迎える前に、県内での防

疫体制を強化する目的で10月20日に鳥インフ
ルエンザ防疫対策会議を開催し、注意喚起等主

要衛生管理基準の遵守の徹底を図ったところで

す。 
 また、万一の発生時に迅速かつ的確な初動防

疫が実施できるよう、11月7日と8日に本病発生
を想定した県域の防疫演習を実施いたしました。

演習では、県央地区管内の佐賀県との県境に位

置する養鶏場での発生を想定し、「長崎県鳥イ

ンフルエンザ発生時対応マニュアル」に沿って、

鳥インフルエンザ総合対策本部会議を設置する

とともに、県内の市町、関係団体及び佐賀県と

の連携確認、必要な防疫資材の調達や防疫作業

従事者の確保、並びに生きた鳥を使用しての殺

処分模擬演習を実施し、作業内容の確認を行い

ました。 
 これ以降、議案説明資料（追加2）の「農林
部」1ページ目の下段に移らせていただきます。 
 その後、11月18日には、鹿児島県出水市にお
いて、国内で今シーズン初となる高病原性鳥イ

ンフルエンザウイルスがツルのねぐらの水から
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確認されましたため、翌19日に養鶏関係者出席
のもと開催した鳥インフルエンザ防疫対策会議

において、情報共有と本県での発生防止のため

の防疫体制の徹底について注意喚起を行ったと

ころです。 
 さらに、11月28日には、国内の家きんでも青
森県及び新潟県で本病の発生が確認されました

ことから、100羽以上を飼養する県内養鶏農家
に対し、緊急消毒の命令を発令するとともに、

消石灰を配布し、鶏舎周辺等の消毒を実施して

おります。その際、家畜防疫委員が農場に立ち

入り、実施状況を確認し、飼養衛生管理基準の

遵守状況について再点検を行うとともに、100
羽未満の少羽数飼養農家に対しても飼養衛生管

理のリーフレットを配布・指導し、発生予防対

策と異常発見時の早期通報の徹底について取り

組んでおります。 
 今後とも関係団体等の皆様と連携をとって的

確な防疫対策に力を注いでまいります。 
 その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。 
 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 
【吉村(洋)委員長】 次に、提出されました「政
策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について、説明をお願いいたします。 
【福田農政課長】 「政策等決定過程の透明性等
の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき本委員会に提出いたしまし

た農林部関係の資料について、ご説明いたしま

す。 
 お手元にお配りしております資料をご覧くだ

さい。 
 まず、補助金内示状況につきまして、本年9
月から10月までの実績についてご説明いたし

ます。直接補助金は1ページ目から9ページに記
載のとおり、長崎県多面的機能支払交付金など

計86件でございます。また、間接補助金は10ペ
ージから17ページに記載のとおり、新構造改善
加速化支援事業補助金など計84件であり、両者
を合わせますと170件でございます。 
 次に、1,000万円以上の契約状況につきまして、
本年9月から10月までの実績について、ご説明
いたします。 
 委託につきましては、18ページに記載のとお
り、6件であり、19ページから24ページにその
入札結果一覧表を添付しております。 
 また、工事につきましては、資料の25ページ
から27ページに記載のとおり、44件であり、28
ページから94ページにその入札結果一覧表を
添付しております。 
 なお、委託と工事を合わせた全体件数は50件
でございます。 
 次に、陳情・要望に対する対応状況でござい

ますが、知事及び部局長に対する陳情・要望の

うち、県議会議長あてにも同様の要望が行われ

たものに関して、95ページから126ページに県
の対応を記載しております。 
 最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

て、本年9月から10月までの実績は、新ながさ
き農林業農山村活性化計画推進委員会1件であ
り、その内容につきましては128ページに記載
のとおりでございます。 
 以上でご説明を終わります。 
【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、まず、陳情審査を行います。 
 お手元に配付しております陳情書一覧表のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。 
 陳情書について、何かご質問はございません
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か。38、39、42、43、60番です。 
【徳永委員】 60番、長崎県農業協同組合中央
会の陳情の中で、畜産経営の安定化に向けた支

援強化について質問します。いわゆる繁殖牛で

すよね。これは、以前も私は質問したと思うん

ですけれども、今、子牛の価格が非常に高騰し

ているということは、先般も私が言いました。

県内の繁殖牛生産者も非常に困っているという

中で、このことも関連をしていると思うんです

けれども、このことについてどういう見解なの

か、そしてまた県としてどういう考えを持って

いるのか、お聞きしたいと思います。 
【大曲畜産課長】 委員ご指摘のとおり、繁殖牛、
繁殖経営でございますが、今、各家畜市場とも

平均で90万円以上の高値ということでござい
ます。これにつきましては、今回の補正等でも

ございましたように、畜産クラスター事業等の

施設整備、それから規模拡大だけではなく、労

力支援やキャトル整備、家族経営に対しても支

援を行いながら、やはり生産に向けてもいろん

な対策を講じております。また、導入につきま

しても、支援を行っており、参考でございます

けれども、平成28年2月1日の国の調査でござい
ますけれども、繁殖で全国が8,600頭増頭してい
るうち、長崎県は800頭増頭という成果も出て
いますので、今後ともこういった施策で十分に

対応していきたいと思っております。 
【徳永委員】 それは増えているんです。ただ、
それが県外に出ていると。長崎県の牛は、全国

和牛能力共進会から、それ以前からよかったん

ですけれども、これでまた余計にブランド力が

強くなっております。要するに、肥育牛の有名

な牛は長崎県の子牛がもとになっているんだと

いうことで、県内の生産者が非常に危惧をして

いるわけですよね。 

 だから、肥育農家の経営安定並びに肥育頭数

の維持ということがここで言われているわけで

すよ。いいですか。だから、繁殖は増えても、

結局、肥育生産者は経費が非常に高いし、なお

かつ不足で県外に持っていかれるとなれば、非

常にこれは大変なんですね。長崎県の農業生産

の中では、和牛というのがたしかトップですよ

ね。こう考えた時、これは非常に大切なことで

ありますから、長崎県は増えている、増えてい

るということは、それだけいいものだから県外

に行っているということの証ですから、そうい

う意味で、県内の生産者がしっかりとした生産

ができるような環境をお願いしますということ

だから、このことについて再度お願いいたしま

す。 
【大曲畜産課長】 先ほど繁殖経営のことを申し
上げましたけれども、ご要望につきましては肥

育経営でのご要望が上がっております。要する

に、子牛価格が高過ぎて肥育農家が困っており、

そこに県の支援をということでございます。肥

育につきましては、牛のマルキン事業という国

の経営安定価格対策制度もございます。そうい

った積立てに対して県も一部助成を現在してお

りまして、あと肥育対策として肥育牛の導入事

業等につきましても支援を行っている状況でご

ざいます。そういったものも踏まえまして、今

度新たに新規事業ということで、資金の支援等

も検討中でございますので、今、委員がおっし

ゃるように肥育対策も含めて繁殖対策も延長上

にありますので、全般的な肉用牛の振興対策に

取り組んでいくつもりでございます。 
【徳永委員】 よろしくお願いします。せっかく
ここまで和牛が全国的ブランドをつくって、生

産者も一生懸命頑張っている中で、逆に、よく

なり過ぎて、結果的に県内の生産者の経営が悪
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くなるということはあってはなりませんので、

どうかこのことは注意深く見て、タイムリーに

どんどん県の方も支援をしていくと、国にも要

望していくということでお願いしたいと思って

おります。 
【中村委員】 42番ですけれども、これは長崎
県農業農村整備事業推進協議会の方から土地改

良についての要望書が上がっているんですけれ

ども、現在、県内であちこち改良が行われてお

ります。もちろん、私の地元諫早でも有喜地区

を含めて基盤整備が行われているんですけれど

も、今後の見通し、今回、補正予算を含めて少

しずつ予算額が上がってきているんですけれど

も、今後の見通しについて、わかる範囲でいい

ですからお願いしたいと思います。 
 それと一緒に、完成年度はこれからどういう

ふうな計画を持っておられるのかを含めて説明

をお願いします。 
【松本農村整備課長】 平成28年度現在、農地
の基盤整備が全体で19地区ほど行われており
ます。 
 今年度の補正予算も先行議決させていただき、

予算化できましたので、平成29年度完了地区を
早めに完了させるように工事も進んでおります。 
 新規要望地区として平成28年度着工が4地区
の208ヘクタールありましたけれども、平成29
年度新規要望地区が6地区の300ヘクタールほ
どあります。今後も大体年間3地区から4地区の
要望地区が上がっていますので、着実に新規採

択できるようやっていきたいと思いますし、今、

継続しているところについても早期に完了でき

るよう、大体標準工期は6年、面積が大きくな
ると7～8年かかるところもありますけれども、
できるだけ早く完了できるように予算の確保に

も努めていきたいと考えています。 

【中村委員】 当然そこまでの答えしか出てこな
いと思うんだけれども、ただしかし、私たち議

員としても、一生懸命国の方にもお願いしなが

ら、1年でも早く、そしてまた、一時でも早く
完成をしていただきたいというのが本心でござ

いまして、現在、この改良を行っている地域で

は、改良が順次進んでいけば、後継者の方たち

も、自分たちもこれから農業でやっていけると

いう自信を持って、随分後継者の方たちが育っ

ていると思うんですね。逆にこれが遅れていけ

ば、だんだん、だんだん後継者の方もいなくな

ってしまうし、そしてまた、現在、農業をして

おられます当の本人たちも高齢化をしてしまっ

て、なかなか後継者につなげなくなってしまう

ということがあるものですから、そこら辺につ

いては後継者をつくるためにも、そしてまた、

後継者を探すためにも、いち早く完成をさせて

いただきたいと思います。 
 また、後継者がいないところも多々出てくる

と思うんですね。改良は行ったけれども、後継

者がなかなかできないという部分もあると思う

んです、場所によってはですね。だから、そう

いうところには後継者の対策についても、ぜひ

率先して力を入れていただきたいと思いますの

で、よろしくお願い申し上げます。 
【溝口委員】 先ほどの徳永委員の関連ですけれ
ども、何しろ素牛価格が大変高騰しておりまし

て、肥育農家が大変資金繰りに窮しているとい

うことなんですね。それを助けるためにどうし

ても、安定した経営をしていくためには肥育頭

数の維持と拡大を図っていかなければいけない

ということで、素牛導入にかかる支援措置をど

のように講じていこうとしているのか、その辺

について県の検討している部分についてお聞か

せいただきたいと思います。 
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【大曲畜産課長】 どのように対応していくかと
いうご質問でございます。 
 現在は、先ほど申しましたように、現在肥育

1頭当たり5万円というような補助、支援をして
おります。それを年間800頭という計画をして
いるんですけれども、今おっしゃるように、や

はり資金繰りが問題ということで、今の子牛の

頭数からいきますと、5万円というのはやはり
非常に少ないというお声もございますので、そ

ういった中で、維持の部分と増頭の部分という

ふうに分けまして、資金繰りの件につきまして

は、導入事業の資金に係る部分を、現在、利息

に対して利子補給をしていこうと、そこの支援

を現在考えているところでございます。 
【溝口委員】 今までは利子補給はやってなかっ
たんですか。 
【大曲畜産課長】 事業費の対象の上限というの
がございまして、通常、近代化資金というのが

ございますけれども、そこが1,800万円という上
限がありましたけれども、それを知事の特認で

あれば2億円上限という金額もございますので、
そういったところの上限に対する利子補給とい

うことで考えております。 
【溝口委員】 やはりせっかく本県の肉用牛が全
国和牛能力共進会で1位になりましたので、ま
た来年あるという共進会で、ぜひこの肥育頭数

も維持というより拡大していくような形で、特

に離島関係には離島新法でそういう頭数を増や

して人を雇うということになれば、いろいろな

補助メニューもあると聞いておりますので、そ

の辺について拡大を図っていけるように、ぜひ

素牛導入にかかる支援措置を県としてよく検討

していただきたいと思っております。 
【加藤農林部長】 先ほど畜産課長から申し上げ
ましたように、資金繰りが大変窮屈になってお

りますので、その検討を今度の平成29年度の予
算の中で今検討しているところで、そういう説

明をさせていただきましたが、そういう検討を

進めてまいります。 
 やはり肥育経営がしっかり成り立っていかな

いといけないと思っておりますので、併せまし

て、子牛の増頭をしっかりやって、子牛の単価

を安定させていくこと、それから肥育において

枝肉価格を上げないといけませんので、ブラン

ド化をしっかり進めること、それから、枝肉重

量もしっかり上げていく、そのための種牛もし

っかりよいものをつくってまいりました。 
 併せまして、収益性を上げないといけないと

いうことで、肥育期間を短縮する、肉の品質を

落とさないで肥育期間を29カ月から3カ月間短
縮するという取組も行っているところでござい

まして、そういう総合的な対策で肥育経営をし

っかり育てていきたいと思っております。 
【徳永委員】 1点、畜産課長教えてください。 
 今、私が聞くのは、県外に結構出ていると。

これは嘘なんですか。どれぐらい年間県外の生

産者、いわゆる繁殖業者が購入されているのか、

その辺を教えてください。 
【大曲畜産課長】県内5カ所の家畜市場に年間
約1万8,000頭の子牛が上場されております。黒
毛和牛でございますけれども、1万8,000頭出荷
されておりまして、そのうち約1万頭が県外の
方に出ているという状況でございます。 
【徳永委員】 やっぱりこれが非常に、約6割が
県外ですよね。これは以前より、要するに全国

和牛能力共進会があってからこういった状況な

んですか。 
【大曲畜産課長】 基本的には、長崎県というの
は、やはり中山間地、離島でございまして、繁

殖牛の約半数が離島で飼っていらっしゃいます。
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そういったことで、長崎県の位置づけとしては、

繁殖が経営において、いい種牛をつくっている

と。また、発育がいい「サシ」が入った子牛が

壱岐、五島、県北部を中心に昨年1万8,000頭で、
年々飼養戸数が減っていますので頭数も減って

きていますけれども、県外に購買される割合と

いうのは従来から変わらないというふうに認識

しております。変わらないということでござい

ます。 
【徳永委員】 私が記憶しているのは、今から6
～7年前はたしか30万円ぐらいだったんですよ
ね。今は60万円、実際のところ80万円、90万円
という状況なんですよね。これはどういうこと

がこの要因なんですか。 
【大曲畜産課長】 委員おっしゃるように、平成
24年度に長崎県で全国和牛能力共進会がござ
いました。その時の平均価格が40万円でござい
ましたので、毎年約10万円ずつ上がってきてい
ると。それにつきましては、飼養規模、頭数、

高齢化、いろんな条件でやはり頭数が減ってい

ると。そういったことで5～6年前からしますと、
全国でも60万頭を切る子牛頭数とか、要は、や
はり子牛が足りないということで購買者が競っ

てどんどん値段が上がると、それは全国的な流

れでございます。 
【徳永委員】 わかりました。そういうことで、
先ほど言うように、生産者にとって、いわゆる

素牛価格が上がっても当然成牛が高く売れれば

いいんですけれども、なかなかそこは差がスラ

イドをしないということですから、その辺をし

っかりとこの要望を踏まえて、とにかく支援を

よろしくお願いしたいと思います。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問はございません
か。 
【山口委員】 60番の陳情についてお伺いいた

しますけれども、3番の産地力の強化に向けた
支援についてということであります。中の文章

を読めば、やっぱり県の指導員とＪＡの営農指

導員等の支援体制といいますか、指導体制が十

分ではないということなんです。 
 現状として、営農指導事業が利益を生み出す

事業ではないということから、農協あたりでも

経営が厳しくなれば、そのあたりを削っていく

というのが今の現状でありまして、生産指導が

先か販売が先かということにもなってきますけ

れども、今、県の指導員としてもそういう人材

が足りないのではないかと思います。また、農

協の指導員もそうでしょうけど、指導員の人材

育成も大切なことで、今、経験が必要な中で指

導をしていくという形から、やはり若い指導員

を育てていくというのがこれからも必要なこと

でありまして、若い指導員が今はなかなかなり

手もいないという形でもあります。県の指導員

もなかなか若手が入ってきていないのが現状じ

ゃないかと思うんですけれども、現場の経験も

必要でありますし、そういう指導の体制につい

ては県の支援が本当に必要だと思うんですけれ

ども、その点はいかがでしょうか。 
【福田農政課長】 委員ご指摘のとおり、普及指
導員の育成は非常に重要な課題だと認識してお

ります。 
 まず、県としましては、産地力の強化のため、

農業者に対し個別経営指導を行う体制整備は重

要なものと考えております。それと、地域段階

においては、年度普及計画に位置づけ、計画的

な普及指導活動を展開していくとともに、県段

階では普及指導員並びにＪＡの営農指導員の経

営指導力を強化するための経営分析、コンサル

手法等の研修会をＪＡ中央会と連携して実施し

てまいります。 
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 併せまして、県が普及指導員を対象に行って

いる専門研修に平成28年度からＪＡの営農指
導員も参加できるよう研修体制を整備し、本年

度は農産、果樹、野菜、畜産の専門で9名の営
農指導員が受講しておりまして、営農指導員の

資質向上のための研修についても、引き続き支

援していきたいと考えております。 
 若手の県の普及指導員の人材育成でございま

すが、新たに人材育成プランを作成しておりま

して、その人材育成プランに基づいて、若い年

齢のうちから現場経験を十分踏ませながら、農

家、あるいは関係団体と連携が十分図っていけ

るよう、ひいては県農業振興に貢献できるよう

な人材を育ててまいりたいと考えております。 
【山口委員】 方向性は示していただきましたけ
れども、現状として、そうしたら指導員の総数

等をどれくらい把握していらっしゃいますか。

年代別もわかりますか。 
【福田農政課長】 年代別の資料につきましては、
ちょっとお時間をいただければと思います。 
【山口委員】 そういうぐあいに指導には本当に
経験が必要なんですよ。ですから、試験場等に

配属されながら、いろんな経験を踏みながら、

そして農家の聞きたいことに答えられるように

なっていくには年数がかかります。ですから、

本当に指導員の養成というのは、県段階でも必

要ですし、各ＪＡ段階でも必要です。ですから、

そこはしっかりやっていただきたいという思い

があります。 
 それから、指導員には専門性が求められます

けれども、中山間地域の農業がどうにかして食

べていかなければならんということで、複合経

営が一時叫ばれました。そういう中で、複合経

営となれば、技術者としては何でも知っておか

ないといかんわけですね。オールマイティーの

指導者も要るということなんですけれども、部

門ごとにやっている方とオールマイティーの方、

そういったものをどういうふうに人材として育

てていくのか、その辺はいかがですか。 
【中村農林部次長】 委員ご指摘のとおり、現場
におります普及員なりＪＡの指導員なりがしっ

かり技術指導をするなり、それからおっしゃる

ような複合経営といいますか、経営の全体像を

しっかりと提案していく、それから経営の進捗

管理をしていくというのは非常に大事なことだ

と思っております。 
 そういった意味で、若い普及員の指導方針等

についてお話がございましたけれども、私も現

場で普及員をさせていただいておりました。私

どもが若い時には、営農指導員でベテランの方

から教えていただいたということがございます。

逆に、私たちが中堅になったら、若い指導員を

現場でお話をしながら指導するといった面もご

ざいました。 
 そういった面で、お互いに高め合っていくよ

うな体制を組んでいく、そういった意味で地域

地域に農業振興協議会で野菜部会でありますと

か、そういった専門性を高めるための地域での

野菜を振興するためにはどうしたらいいかとか、

どういった勉強をしようかとか、どういう方針

で農家を指導しようかとか、そういったものを

しっかりと打ち合わせをする場を持っておりま

すし、その中で試験場との連携でありますとか、

本庁との連携という中でお互いを高めていくよ

うな機会を持っております。そういった中で専

門性を高めるといったことを進めているところ

でございます。 
 さらに、おっしゃったようなオールマイティ

ーといいますか、複合経営の中の全体像といっ

た面では、やはり今、600万農家でありますか



平成２８年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１２日） 

- 95 - 

と、1,000万農家の育成の方向で動いております
けれども、その個人個人、農家ごとにチームを

組んでおりまして、例えば相手が野菜の方であ

れば、経営と野菜でチームを組んで、農協の営

農指導員も入っていただいたり、役場にも入っ

ていただいたりということで、そういうチーム

の中で経営全体をフォローしていくといったよ

うな体制を組んでおりまして、まだまだ十分じ

ゃないところがあるかもしれませんけれども、

委員からご指摘があったようなことをしっかり

と今後もしてまいりたいと思っております。 
【山口委員】 今、担い手不足という形で定年帰
農者、あるいはＩターン、Ｕターンで農業を始

めたいという方々も担い手の一人として受け入

れをしようという体制でありますので、そうい

う生産指導の体制というのは、ぜひ、もっと充

実を図っていただきたいと思っております。 
 また、そういう新しく入ってこられた農業者、

定年帰農者あたりにも、どういうメニューでど

うすればということをちゃんと示していただい

て、そして、そこに担い手として育っていただ

くための手段を講じていかなければならないと。

その中で一番大切なのは指導員の皆さん方です。

そこをしっかりと捉えて支援をしていただきた

いと思います。部長、一言お願いいたします。 
【加藤農林部長】 今後、本県の農業を伸ばして
いくために普及員の役割、ＪＡの指導員との連

携は大変重要な視点でございまして、その中で

普及員については専門性をしっかり伸ばしてい

きます。それも現場に寄り添うだけではなくて、

引っ張れるような普及員をつくってまいります。 
 併せまして、専門性だけじゃなくて、総合性

も必要になってまいりますので、地域では地域

担当を置いていますが、そこではチームをつく

って、技術担当、経営担当、技術もそれぞれの

作物担当ごとに置いております。そういう総合

性もとりながら取り組んでまいりたいと考えて

おります。 
 併せまして、Ｉターン、Ｕターン、これは新

規就農者でございますので、これは特に重点的

に定着を進めないといけないということで、こ

れもチームをつくって5年間重点指導を行って
おります。そういった生産指導体制をとりなが

ら、しっかり本県の農業を着実に伸ばしてまい

りたいと考えております。 
【徳永委員】 特区申請、外国人受け入れ、これ
は知事も答弁で言われておりますけれども、当

然これはＪＡからも要望が出ております。この

ことについて、今、県の考え、そしてまた、県

も特区を申請することでやっておりますけれど

も、今どのような状況なのか、教えてください。 
【佐藤農業経営課長】 国家戦略特区におきまし
て、本県の農業分野での外国人の就労を解禁す

るように提案をさせていただいておりますけれ

ども、去る10月4日、国家戦略特区諮問会議、
これは総理が議長でございますけれども、その

場において農業分野での外国人の受け入れは1
億総活躍社会、地方創生に大変意義のあること

なので、この検討を加速化せよというような指

示があったところでございます。 
 また、本日でございますけれども、夕方から

国家戦略特別区域諮問会議が行われる予定と伺

っております。その場におきまして、恐らく年

明けの次期通常国会に関連法案を提案するとい

うような決定がなされるのではないかと期待し

ているところでございます。 
 今後の流れといたしましては、国家戦略特別

区域法、こちらを改正して、外国人が農業分野

に入れるようなそういう特例措置をつくること

が必要でございますので、法案の早期成立、そ
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れから、本県はまだ特区として認定を受けてお

りませんので、そういった区域指定、これをあ

わせて国に時機を見て働きかけてまいりたいと

いうふうに考えております。 
【徳永委員】 いわゆる特区になることが、まず
その条件になるわけですか。そして、今、その

外国人労働者、農業に関しても研修生というこ

とで3年ですかね、5年でしたか。その中で、一
つは、農業は通年ではなかなか雇用がしにくい

というデメリットがあるということを聞いてお

ります。この特区を申請すること、そして、1
億総活躍という政府がやろうとしていることは、

今の5年の研修とはどう違うのか、内容を答え
ていただけませんか。 
【佐藤農業経営課長】 現在あります外国人技能
実習制度は、あくまでも国際貢献のために日本

国内にある農業技術を学んで、海外に帰って、

それを役立てていただくという仕組みでござい

ますので、単純な労働ということではなくて、

一定のあらかじめ決められた経営体でのみの技

術研修が認められております。また、分野につ

きましても、例えば酪農分野の実習生であれば、

野菜の分野では技能を学ぶことができない等々

の各種の縛りがございます。そういったことを

なくしまして、就労という形であらゆるところ

で農業分野で働ける、また、分野ごとの畜産で

あるとか、野菜であるとか、そういった縛りも

なく、幾つもの経営体の中で、忙しい時に忙し

い経営体をきちんとそれぞれに支援できるよう

なそういう体制をとろうという提案でございま

したけれども、新聞報道ではございますけれど

も、国においても同じ方向で検討していただい

ていると承知しております。 
【徳永委員】 わかりました。そうであれば、通
年でできるようになるということですね。 

 もう一つ、その5年が一回きりですよね。こ
れが要するに特区、今から変わるということで

あれば、またそういう縛りがなくなるわけです

か。 
【佐藤農業経営課長】 これもまだ国から明確に
はお示しいただいてはおりませんけれども、3
年から5年の期間について国内で働けるという
ことでございます。なお、就労ビザであれば通

常5年のビザでございますけれども、再更新、
更新が可能というふうに承知しておりますので、

そういった形で何度でも入れるようにというふ

うにしていただきたく我々は提案したところで

ございます。 
【徳永委員】 もうこのことが一番大事なところ
ですから、農業経営課長、私の島原半島は、特

に今、人手不足というのが大きな問題になって、

これはいつも私も関係者からよく言われており

ますので、さっき言われた、何回でもビザの更

新ができるということ、そして、一番難しい通

年の就労ができるということ、これは特区にな

れば非常に大きな効果がありますから、そうい

う意味ではしっかりと要望を、知事も頑張って

おられますからよろしくお願いしたいと思って

おります。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問等はございませ
んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、陳情につきましては、今回、多く要望が

出されておりますので、その点については執行

部側としても早急に対応ができるように頑張っ

ていただきたいと思います。 
 陳情につきましては、承っておくことといた

します。 
 暫時休憩いたします。 
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― 午後 ３時 ０分 休憩 ― 

― 午後 ３時１７分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 
 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はございません

か。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、
次に、議案外の所管事務一般についての質問に

入る前に、先ほど山口委員の質問の中で、答弁

がされてない部分がありましたので、それにつ

いて答弁をお願いいたします。 
【福田農政課長】 山口委員からご質問がござい
ました普及指導員の数と年齢構成別の内訳でご

ざいます。 
 普及員の人数ですが、平成28年4月時点で166
名でございます。20代が28名、全体の17％、30
代が24名、14.5％、40代が58名、35％、50代
が56名、34％でございます。平均年齢は43.5歳
でございまして、50歳代と40歳代を合わせます
と114名、全体の68.6％、約7割を占めておりま
す。現場の普及指導員については、おおむねベ

テランの普及指導員が若手の指導、農家等の指

導に当たっているものと考えております。 
【吉村(洋)委員長】 それでは、次に、議案外の
所管事務一般についての質問に入りたいと思い

ます。 
 一人当たり20分を目安に質疑応答をお願い
いたします。 
 ご質問等があられる方はお願いいたします。 
【徳永委員】 まず、林業の県産材の需要拡大を
図るため、プレカット工場を核としたサプライ

チェーンの構築とありますけれども、これはど

ういうことか、お尋ねします。 
【佐藤林政課長】 現在、長崎県の木材流通の実
態がございまして、平成27年度の実績で10万立
方の杉・ヒノキの生産がなされているわけでご

ざいますが、県内の製材工場に流れる量と県外

に流れてしまっている量がございます。ざっと

集計をいたしておりますけれども、県内に流れ

るのが約半分という調査結果が今出ております。

ですから、5万立方程度だということでござい
ますけれども、それでは長崎県のいわゆる製材

工場等に木材が流れていっていないのではない

かという実態がございます。そういったことも

含めて、長崎県産材を県内にしっかりと流通さ

せて、最終的には工務店がしっかりと住宅にそ

れを使っていくと、そういう大きな流れをつく

っていきたいということで、プレカット工場を

中心にということは、工務店とつながっており

ますので、そこを中心としてサプライチェーン

をつくりたいと思っております。このチェーン

の中には、先ほど申しました製材工場にも入っ

ていただいて、なおかつ山側、素材生産者の方

もそのチェーンの中に入っていただいて、もち

ろん県外に出る分もございますけれども、可能

な限り県内に流通をさせて、県産材が県の中で

使われていく、そういう形を目指していきたい

と考えております。 
【徳永委員】 県外に約半分が出ているというこ
とはどういうことなんですか。 
【佐藤林政課長】 一つは、これまで県内の製材
工場が少し弱かったという点がございます。で

すから、具体的に言えば佐賀県の伊万里に大き

な木材市場がございますけれども、そこの方に

一旦流れていっていたというのが現状でござい

ます。これを、県内の製材工場が今、少し強化
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されつつありますので、そこにしっかりと流し

ていく、そういう一つの県産材のルートとして

大きなものをつくっていこうと思っております。 
 伊万里の方にも当然まだ流れていくのはあり

ますし、規格で違いますので流れていくことも

ありますでしょうし、輸出もございますけれど

も、そういった中で県産材の県内の流通ルート

をしっかりとつくっていきたいと思っています。 
【徳永委員】 私が知るところでは、結構プレカ
ット工場が増えてきていますよね。これが非常

に大きいということなんですか。 
 このプレカット工場、製材所、今の林政課長

の説明で言えば、県産材を県内にとどめれば、

これが県内の方に流れていくと、だから、県外

にいけば当然県外の方に行ってしまうという、

そういう理解でいいんですか。 
【佐藤林政課長】 これまでは、県内で県産材を
使いたいという施主さんがおられましても、な

かなか県産材が足元にない。一旦外に出ており

ますので、それをまた戻してくる、そういった

ことでコスト高にもなっていたという現状がご

ざいます。そこを、今、委員おっしゃいました

とおり、プレカット工場がここ数年で施設の整

備をされておりまして、このプレカット工場に

県産材をスムーズに流していく、そういうこと

をいたしますと、実際に県産材を必要とする工

務店も供給、受ける時に非常に受けやすくなる

ということも当然ございます。そういった面で

プレカット工場にしっかりと県産材が回ってい

く、そういうことで最終的に工務店が県産材を

使いやすくして、県内の住宅、公共建築も含め

てでございますけれども、そういったところに

県産材が今までのコストよりも安く回っていく

と、そういった形を我々は理想形として今描い

ているところでございます。 

【徳永委員】 言うのはわかるんですけれども、
ただ、プレカット工場となれば、先に工務店が

購入してプレカット工場に持っていくんですね。

この流れですよね。ただ、そのプレカット工場、

製材所が県産品を扱えばいいですよ。これを扱

うのは当然自由ですから、私の知る限り、プレ

カット工場は当然、製材所が売ってやることも

あるでしょうけれども、工務店さんがどこから

か買ってプレカット工場に持ってくるというこ

ともあるわけなんですよね。この整理というか、

県産材がプレカット工場に来る前に、例えば製

材所にくる、なかなか県産材が売れなかったと

いうのがあったんでしょう。よそから持ってき

たりとかある。ここをどういうふうなことで県

産材とマッチングさせようとしているのか、そ

こがわかりづらいところがあるんですけれども。 
【佐藤林政課長】 これは、工務店といいますか、
施主の皆様が県産材を使いたい、使ってみたい

と思ってもらうことが一番だと思います。です

から、そういった面ではサプライチェーンでは

ございませんけれども、県産材をいろんな形で

使っていただくためのＰＲを過去やってまいり

ました。また、来年度に向けてもそういったこ

とを引き続きやっていきたいと思っております。 
 そういった中で工務店、あるいは施主さんが

「県産材を」と言われた時に、すぐに、例えば

どこどこのプレカット工場だったら大丈夫だよ、

すぐに手に入るよと、そういった形をまずつく

っておきたいというのが一つあります。 
 今、プレカット工場の皆さんともいろいろお

話をしている最中ではございますけれども、工

務店から注文があった時に、県産材という注文

があった時と、いわゆる材の指定はないんだけ

れど、木材でという場合があると思います。県

産材を指定された時にプレカット工場に県産材
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がまずないわけですよね。それを持ってくるた

めには県内の製材所としっかりつないでないと

安定的な供給ができてないということでござい

ますので、そこも含めた上でサプライチェーン

という考え方を持って、一つのチェーンとして、

必要な時に必要な量だけしっかりと流していく、

そういう形づくりをしていきたいと思っている

ところです。 
【徳永委員】 何となくわかりますけどね。とに
かく、そういうところがなかなか難しいところ

がありますから、そういう意味でサプライチェ

ーンという枠組みをつくったんでしょうけれど

も。 
 もう一つは、いわゆる県産材を加工をして、

いろいろ合板とかほかの用途に、そういったも

のもプレカット工場に携わっている経営者の方

にもそういう話を聞いたことがあるんですけれ

ども、県産材を推進しようと。ただ、一般木の

加工、プレカットじゃなくて、そういう加工品

とか、いろんな品物、そういうものも連携を考

えておられるんですか。例えば、圧縮したりと

か、合板とか、そういうものへの活用もこれに

入っているわけですか。 
【佐藤林政課長】 今のチェーンの中にはそうい
ったところはまだ入ってはいないのでございま

すけれども、ただ、今よく使っております柱も

一本ものではなくてあわせものとか、板にして

も、集成材がございますけれども、そういった

ものを使うということを進めていく必要がある

と思っています。サプライチェーンの中にそれ

を入れるかというのは、また検討を、県内に工

場がないものですから、そういった検討は必要

だと思いますけれども、そういう材料としては

いろんなパターンがあろうかと思いますので、

そこはサプライチェーンをつくった上で、それ

も含めてどう動かしていくかというのは、チェ

ーンをつくった人たちと一緒に協議しながら進

めていきたいと思っています。 
【徳永委員】 そこは今から取り組もうとされて
いることでしょうから、県産材の販売というこ

とにしっかりと取り組んでいただきたいと思っ

ています。 
 次に、先ほども言いました、今、農業の人手

不足というのが非常に大変なわけであります。

そういう中で、今回、先ほどの部長の説明の中

にも担い手の確保育成、労働力の確保等が重点

項目でありました。この中で、先ほどは特区と

いうお話もありました。 
 もう一つは、今回の一般質問でごう議員が障

害者の就農ということを言われておりました、

農福連携でですね。 
 ちょっとお聞きしたいんですけれども、答弁

もありました中で、今後の課題もいろいろとあ

ったわけですけれども、今のこの状況の中で県

としてそういう実績があるのか、そしてまた、

どういう課題があるのか、まずその辺を答えて

いただけませんか。 
【佐藤農業経営課長】 農福連携につきましては、
2つの考え方があると考えております。一つは
福祉施設が直接農業の担い手として参画する、

もう一つは作業補助者の労働力不足に対応して

作業所等が担い手の農作業を支援する形で障害

者の方々に入っていただくということでござい

ます。 
 そのうち、福祉関係から参入している事例と

いたしましては、県内で8つの社会福祉法人が
自ら農業生産活動に取り組んでいます。その中

には認定農業者となりまして、地域の担い手に

なっている福祉法人の取組もございます。 
 一方で、今までは労力の支援という切り口で
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申し上げますと、個別の経営体が相手を探して、

作業場の方々を探して、そういった形で忙しい

時期のお手伝いをしていただくというような事

例が県内に幾つか出ております。 
 そういった中で、私ども県内7つの労力支援
協議会を設けまして、担い手の労力不足に対応

してきているわけでございますけれども、この

中で県北地域におきましては、みかんの収穫作

業を佐世保市内の福祉施設の方々に手伝ってい

ただくというような取組を行いました。その結

果として、想像以上に作業能力が高いという現

場の評価も得られたところでございまして、今

後も、例えば労賃設定ですとか、そういったと

ころでマニュアルを作成するなどして、この取

組を広げていこうという動きになっております。 
 また、あわせまして、これを県北地区だけで

はなくて、県内7つの労力支援協議会がござい
ますので、その事例を紹介をすることによりま

して、さらに県下に広げていきたいと思ってお

ります。 
 また、福祉保健部におきまして、国の農福連

携の事業を活用し、その福祉施設などの支援に

当たるということにしておりますけれども、こ

の中で来年2月に農業関係者、あるいは福祉関
係、皆一堂に会しまして意見交換会をするとい

うスケジュールになっております。これにより

まして、農業の立場においても障害者の方に働

いていただくためにはどういう課題があるのか、

あるいは、障害者の方々にいたしましても農業

で働くというのはどういうことになるのかとい

うことが、その意見交換会を通じて見えてくる

と思っております。そういった取組をきっかけ

といたしまして、今までは個々の経営体が労力

不足に対応して障害者の方々に入ってきていた

だくという個別の取組だったんですけれども、

そこを組織的なものにすることによりまして、

農福連携の動きをさらに広めてまいりたいと考

えております。 
【徳永委員】 長い長い説明でしたが、言われて
いることはよくわかります。ただ、実は私、先

月、11月の終わりに熊本県に行ったんですね。
熊本県でこれを取り組まれている農業の方がお

られました。現にそこでは3人から5人雇用され
ておりました。ただ、その中で問題点も提起が

ありました。 
 一つは、やはり障害者の方を使う時に、作物

によっては区別をされる、差別をされるという

ことが一つですね。もう一つは、どうしても指

導をする方が一緒についていなければなかなか

難しい面もあるということです。もう一つは、

訓練センターが必要ではないかということが指

摘をされました。 
 というのは、ものをつくる場合に、やはり障

害者の方がそれを収穫する時に、例えばいちご

であれば、今これを収穫するのかというここに

問題があるらしいですね。もう一つは、一度休

めば、1週間から10日休めば、一度教えたこと
をまた最初から教えなければならないという問

題点もあると。そういう意味では指導者もしっ

かりとついていかなきゃならない。ただし、こ

の指導者についての支援というのがまだまだな

いと。そして、なおかつ訓練センターというも

のがないんだというようなことも言われており

ます。 
 というのは、その方はその中で今まで作って

いたものを変えられたそうです。いわゆる障害

者の方に合う品目に変えられた。ただただ、雇

用側が自分のものを押しつけるんじゃなくて、

自分も変わらなければならないという問題もあ

るというようなことも言われていました。 
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 言いたいのは、先ほど言うように、今非常に

人手不足、これを外国人と、このこともやはり

非常に問題点があるわけですね。そういう中で

障害者の方を今後農業に従事していただくとい

うのは、今から大きな価値があるのではないか

なと私は思いますし、生産者の方もこれを期待

しておられます。 
 そういう中で、今後、しっかりとした連携を

とっていただきたいと思います。今、私がちょ

っと問題提起しましたけれども、それらを含め

て再度見解をお聞きしたいと思います。 
【佐藤農業経営課長】 委員ご指摘のとおり、作
物によっては、あるいは作業の内容によって、

障害者の方に向き不向きもございます。これは

今年度の試験的な取組の中でも現場から指摘が

あったところでございます。 
 そういったことから、どういった作業ができ

るのかということをきちんとマニュアルをつく

っていくような取組が一つ必要になるだろうと

思っております。 
 また、現場での指導者、あるいは訓練、こう

いったものが必要というご指摘でございますけ

れども、今回、福祉保健部の方で取り組みます

国の事業の中におきましては、まさにその技術

面の指導者が必要といった場合に、農業改良普

及員のＯＢ組織が窓口となりまして、野菜とか

花とか果樹といった普及員のＯＢを技術指導に

派遣をするような仕組みもとらせていただいて

いるところでございます。 
 いずれにいたしましても、委員ご指摘のとお

り、農福連携を進めるということにつきまして

は、農業現場の労力不足に対応する重要な手段

の一つだと考えておりますので、関係部局と連

携しながら、速やかにそういった体制が広がっ

ていくよう取り組んでまいりたいと考えており

ます。 
【徳永委員】 部長、最後にお聞きしたいんです
けれども、私はこれは非常に大切な今後の重要

なことではないかなと思っております。 
 障害者の方は、外で仕事をするというのは非

常に環境的にもいいらしいです。過去にもいろ

いろとチャレンジをし、そういう障害者の方を

農業にということはありましたけれども、なか

なかいろんなハードル、障害があってなかなか

先に進まなかったと。 
 しかし、昨今、ここまで農業者、人手不足と

いうのが待ったなしになっております。そうい

う中では、今後は真正面から取り組んで行くべ

き大きな課題ではないかと私は思います。そう

いう意味では、ぜひとも今後、長崎県としても

農福連携、これを一生懸命やっていただきたい

と思うんですけれども、先ほど私が幾つかの課

題も申し上げました。そしてまた、例えば就農

センターをつくるのかどうか。また指導の方に

支援があるのかどうか、そういったものを含め

て最後にご答弁をお願いします。 
【加藤農林部長】 農福連携は、本会議場でも議
論がございましたとおり、障害者の立場からも

有益なものでございますし、もちろん農業分野

でも担い手不足とか労力不足への対応で大変重

要な位置づけがあるものと考えております。 
 その中でさまざまな課題もございます。その

課題を、先ほど言いました指導者の問題もござ

います。技術的な問題、受け入れ側のこちらで

もどういう作業をやっていただくのかをしっか

り認識をしないといけない。障害者の特性を認

識しないといけない。そういった課題を関係部

局と一緒に連携しながら、あるいは障害者の連

絡会議あたりも本当はつくっていただいて、そ

こと問題協議をし、解決を図りながらしっかり
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進めてまいりたいと考えております。 
【中山委員】 日本一の長崎びわ産地再構築につ
いて、1点だけお尋ねします。 
 今年1月24日、25日に大雪があって、長崎露
地びわが壊滅的な被害を受けました。それを受

けて3月9日、吉村(洋)委員長のお計らいで農水
経済委員会が現場を調査していただいたし、3
月25日には知事も現地に入って意見交換会を
実施しておりますし、また、8月10日は農林部
長も若手生産者との意見交換会をやっていただ

いていますので、非常に積極的に取り組んでい

ただいたことに生産者も大変喜んでおるところ

でございます。その時の課題が2つあったと思
いますので、その辺について少しお聞きしたい

と思います。 
 一つは、災害に対する共済加入が少ないとい

う話がございました。できるだけこれに加入し

てほしいという県の方から要望がありましたし、

生産者も努力されたと聞いておりますので、最

終的に何戸の農家が共済に加入したのかという

のが一つ。 
 もう一つの重要な課題、簡易ハウスの導入が

スムーズにいってほしいなと思っておりました

けれども、この辺が今どういう状況になってい

るのか、お尋ねしたいと思います。 
【渋谷農産園芸課長】 まず、びわの共済の加入
状況でございますけれども、現時点で359戸の
加入があっております。最低の目標が300戸と
いうことでしたので、一応目標はクリアした形

になっております。 
 それから、簡易ハウスですけれども、今1.7
ヘクタールのハウスが事業に着手をしていると

いう状況ですが、委員ご指摘のように、当初か

らすると、入札等がちょっと、参考見積もり等

が高いという問題等もありまして、事業が1カ

月程度遅れているということですが、もう既に

早いところではハウスが建ち始めた状況になっ

ているところですので、できる限り事業を進め

るように指導をしていきたいと考えております。 
【中山委員】 この共済の359戸ということは、
本当に生産者のリーダーといいますか、山崎部

会長が本当に農家を説得してやられたというこ

とでありまして、大変敬意を表しているわけで

ございます。 
 その一方、簡易ハウスがなかなかうまいこと

いってないという話を聞いております。私も心

配しておりましたので、できるだけこれを前倒

しでやってほしいということで、当時の農産園

芸課長もできるだけ早くやっていこうという話

でありましたけれども、この契約日と工期はど

うなっていますか。 
【渋谷農産園芸課長】 契約は、今、手元に資料
がないんですけれども、先月契約をいたしまし

て、工期は3月いっぱいになっていたと思いま
すが、基本的に1月いっぱいにある程度のもの
はでき上がるという報告を受けているところで

あります。 
【中山委員】 そうすると、11月契約というこ
とですね。当初、私もそういう形になりゃしな

いかなということで、11月になると非常に問題
が出てくるので、できるだけ9月ぐらいにやっ
てくれないかと、やれるような方法を努力して

くれないかということを再三お願いして、それ

については手続的な問題も含めてということだ

ったので、やりましょうということで安心して

いたんですよね。時期からすれば、ここが2カ
月ぐらいずれているわけですね。 
 もう一つ重要なのは、この工期としては3月
ぐらいまでかかるんでしょう。それで、今年の

冷害、1月24日には大雪がきているわけですよ。
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そうすると、皆さん心配しているのは、簡易ハ

ウスを要望して、寒害対策というか、冷害対策

をやったけれども、実質的にこれが間に合わず

に、寒害にあった時どうするのかと、ここを一

番心配しているんですよ。 
 今、農産園芸課長が言われるように、1月い
っぱいにやれるということであればリスクも少

し軽減すると思うんだけれども、その1月いっ
ぱいまでにやれるという具体的な根拠はありま

すか。 
【渋谷農産園芸課長】 工期については、余裕を
もって3月いっぱいということですが、もう既
に建てられるところからどんどん建てていると

いう状況で、1月いっぱいにはある程度の面積
が建つということが一つ。どうしてもハウスが

間に合わないところにつきましては、ＪＡの方

で共済に入って、万が一凍害等があった場合に

ついては共済の方で被害をある程度補塡できる

ような仕組みをつくるということで今対応して

いるところです。 
【中山委員】 先ほど私がちょっと話したのは、
共済については山崎部会長が頑張ってくれたと

いう話をしましたでしょう。契約もなかなかで

きずに涙を流しておったよ。私もその内容を直

接聞いているんです。その中でも「心配です」

と私に言うんだから。なぜ早く言わなかったの

かと言ったら、「議員に言えば、役所に対して

また厳しく言うかもしれないから遠慮しまし

た」と。そして、あくまでもあれだけ言ってい

るんだから、役所を信頼して、私はじっと我慢

しておりましたけれども、もうどうもならない

というような、非常に何とも言えない、県は一

生懸命やったと言われたけれども、自分も一生

懸命やったと。しかし、最後の簡易ハウスをす

る時は、スムーズにいかないと。仮に、今言っ

たように途中で冷害に遭って、そしてこれが被

害を受けたということになると、今後の問題と

して、産地を形成していく上で非常に大きな支

障を来すと私は考えているわけですよ。ここは

課長、やはり契約者とよくよく情報を取りなが

ら、あくまでも寒に遭わないような、1月いっ
ぱいより、できるだけ前倒しがいいわけだから。

その辺をきちんと立てておかなければ、今後、

信頼関係が崩れるよ。 
 それともう一つ言ったのは、なぜ遅れたかと

いうことについては、やはり連携が悪かったと

言っていたよ。連携がとれなかったと。だから、

連携について、担当の職員も一生懸命やってく

れたことはやってくれたんだろうけれども、そ

の辺も何らかの改善をしないと、次年度にまた

この問題は出てくる。それを含めてもう一回、

これだけ県も農産園芸課も一生懸命頑張ってく

れた。農林部長も現場に行ってくれた。そして、

農家も、一生懸命生産者が頑張ってくれた。こ

こで、最後の詰めでうまいこといかないと、何

も努力が報われないわけですよ。だから、その

辺を腹に決めて、ぜひ簡易ハウスの早期完了に

向けて、県がやれる最大限の努力をしてほしい

ということを申し上げておきたいと思いますけ

れども、最後にひとつその決意を求めます。 
【渋谷農産園芸課長】 今回の寒害対策として、
この簡易ハウスでいかにいい品物を市場に送り

込むか、そしてもうかってもらうかというのが

やはり重要だと考えております。それに対して

できる限り現場の方にも入りまして、早くハウ

スが完成するように、もっと連携をとりながら

推進をしてまいりたいと考えております。ぜひ

努力したいと思います。 
【山口委員】 事務事業評価について伺います。 
 21ページ、②農山村地域の暮らしを支える環
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境整備、中山間地域等の直接支払制度でありま

すけれども、この中山間地域の集落維持は、多

面的機能維持、こうして地域を設定して耕作放

棄地をなくす取組という形もあってこういうこ

とが行われておりますけれども、いろんな課題

も見えてきているようであります。 
 ここに書いてありますけれども、制度面での

不具合について、国に対して政策提案を行って

いくということでありますけれども、途中でや

められた方とか、最初から入ってない方とか、

この集落の中でそういうところがだんだん耕作

放棄地になっていくといった現状もあります。

また、地権者が県外におられたり、また、地権

者の所有がどこにあるのかよくわからんように

なっていると。 
 地域では集落営農をやっていこうということ

で、みんなで耕作放棄地をなくそうとしており

ますけれども、間にそういう虫食い的なところ

が散見される状況もあるということで、この制

度面について、不具合というのをどういうふう

に捉えておられるのか、お聞かせいただければ

と思います。 
【光永農山村対策室長】 地域の農地を守ってい
く、地域の農業活動を守っていくということで

中山間地域の直接支払、それから平場でござい

ますと多面的機能支払交付金、こういった制度

をフルに活用しながら地域活動を維持していこ

うということで取り組んでいるところでござい

ます。 
 ただ、地域によりましては、どうしても全般

的に構成されている活動者の方々の高齢化とい

うのが進んでおりまして、どうしても事務的に

厳しいとかという話もございます。そういった

中で、できるだけ地元の方々が取り組みやすい

形ということで、現在、国ともできるだけ事務

の軽減をお願いする一方で、地元に対しては事

務的労力をできるだけ軽減したいということで、

例えば組織を合併するような形の中で機能を集

約するということで、皆さん方の負担を減らし

ていきたいということを現在取り組んでいると

ころでございます。 
 それから、この両制度につきましては、まず

取り組む前に5年間の見通しを立てていただい
て、その地域の農地をどれほど守っていけるか

ということで、5年間維持していくんだという
ことで、皆さん方でそれぞれ取り組んでいただ

いております。 

 途中で、確かに高齢化の延長で耕作が厳しく

なったという事情も当然発生してくるわけでご

ざいますので、集落の中でそれなりに労力の提

供をし合ったり、機械の共同利用を進めたりと

いうことをお話をしながら、しっかりと維持で

きるような、集落ぐるみで地域を守っていくと

いうふうな取組は地元にお話していますし、国

に対してはできるだけ使いやすい制度にしてい

ただきたいということで、例えばメニューの中

の流用がきかないか。今はなかなか中身が細か

く区分されている向きもございますので、そう

いったところの制度を簡易化していくこともご

提案しておりますけれども、まだまだ十分に受

け止めていただけてないところもございますの

で、国に対してお願いするところはしますし、

地元に対してはそういった集落ぐるみの体制を

再構築していくということでお話し合いを進め

ているところでございます。 
【山口委員】 その制度面での不具合といえば、
事務経費がかさむという形であって、そのこと

だけですか、不具合について提案するのは。 
【光永農山村対策室長】 一つは、これは既に認
めていただいたところもあるんですけれども、
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中山間地域の直接支払につきましては、5年間
の協定期間に、仮に協定農用地の中で一部でも

耕作放棄地が発生するという事案が発生した場

合については、これは初年度にさかのぼって全

体の訴求返還というふうな厳しい措置がござい

ました。これについては国の方も軽減していた

だいて、一定のルール化をすることで耕作放棄

地化したところだけ返還ということで、全体に

波及しないような制度に拡充していただいたと

ころです。 
 一方、多面的機能支払交付金につきましては、

農地維持、共同活動、長寿命化というふうにメ

ニューが3つに分かれておりまして、この間の
資金の流用というのがなかなか条件が厳しゅう

ございます。地域によっていろんな用途がそれ

ぞれあります。個性が違いますので、この辺の

垣根はできるだけ減らしていただきたいという

ふうなお願いは過年度からやっているところで

ございまして、なかなかもともとの制度設計の

中で、そういった違う性格の活動があるんだと

いうことで組み立てられている制度だというこ

ともございまして、今すぐにオーケーという話

にはなっておりませんけれども、これは引き続

き現場の声をできるだけ反映させるような形で

要望していきたいと思っているところでござい

ます。 
【山口委員】 この中山間地域と多面的機能、先
ほど一緒におっしゃっていますけれども、この

事業の地区の手を挙げているところがほかにあ

るのじゃないかと思うんですけれども、この地

区の変動というのはどのように捉えておられま

すか。 
【光永農山村対策室長】 中山間地域の直接支払
交付金でございますけれども、これは平成12年
度にスタートした制度でございまして、5年ス

パンで制度が区切られておりまして、現在、第

4期対策に昨年度から入ったところでございま
す。第3期対策までにつきましては、着実に面
積が伸びてきたところでございますけれども、

第4期につきましては、今後、5年間責任持って
地域を維持するのが困難というふうな判断があ

って、一旦5％ほど取組面積が減少した経過が
ございます。これは本県、それから全国的に同

じような状況でございます。 
 そういったところで返還規定の緩和等もあっ

て、現在、再度一旦協定締結を見送ったところ

についても、もう一度取り組みましょうという

ことで推進をかけまして、今年につきましては、

中山間地域直接支払につきましては150ヘクタ
ールほど復元したところでございます。今後も

地域を維持するために非常に大切な制度と考え

ておりますので、これについては推進を図って

いきたいと思っております。 
 もう一方の多面的機能支払交付金でございま

すけれども、こちらにつきましても増減をしな

がら徐々に面積が増えてきたところでございま

して、実施状況につきましては、平成27年から
28年は広域活動と合わせながらエリアの拡大
を図っておりまして、250ヘクタールほど取組
面積が増えたところでございます。ただ、こち

らについても、なかなかに事務負担が重たいと

いうお話も伺っておりますので、今回、中間見

直しということで中間評価をするような形にな

っていますので、地元の方々の意見を集約しな

がら、国に対してもこの声を反映していただく

ように働きかけをしていきたいと考えていると

ころでございます。 
【山口委員】 そのように高齢化によってだんだ
ん営農が、維持が困難という形で中山間地域も

だんだん減っていく現状にあるということであ
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りまして、多面的機能におきましても活動の継

続をやっていただくためにどうするかというこ

ともこれからの課題になってこようかと思いま

すので、その辺はしっかりお願いしたいところ

であります。 
 それから、先ほど徳永委員もおっしゃってお

りましたけれども、17ページの木材流通拡大事
業についてでありますけれども、この事業が今

度終了という形になっておりまして、次の後継

事業をどうするかということになってきますけ

れども、最初に書いてあります地域材供給倍増

協議会、これが核になってやっていたというわ

けですけれども、県産材と地域材というのは受

け止め方が全然違いまして、地域材となれば九

州全体のものを意味するということであります。

その県産材をどう多く活用していくかというこ

とであれば、核になるところがもうちょっと名

称が違うんじゃないかと思うんですけれども、

いかがですか。 
【佐藤林政課長】 この木材流通拡大事業でござ
いますけれども、当初の計画は3年計画で実施
したということもございまして、平成28年度で
一旦終了ということで、この評価の方では終了

という言葉になっております。ただ、これは来

年度の長崎県の重点戦略の中にも出てまいりま

すけれども、長崎県産材流通拡大事業として、

また衣替えをして、さらに県産材の流通を高め

ていきたいと考えているところでございます。 
 ご質問の「地域材」という言葉でございます

けれども、これは国の方が「国産材」という言

い方をすると、いろいろＷＴО絡みがあって、
どうも対外材との関係でその国産材を使いにく

いということで、地域材という言い方をしたの

がもともとでございます。 
 委員おっしゃいましたとおり、地域材という

言い方をすれば、やはり県ではなくて地域、こ

こで言えば九州材、そういったふうに見られる

のはそうかとは思います。ただ、我々としまし

ては、この名前は地域材ですけれども、この協

議会の中で議論しているのも県産材オンリーの

ことを議論いたしております。ですから、県産

材の流通をいろいろ考える協議会という位置づ

けでこの間ずっとやってきておりますし、今後

ともこの協議会を、もう50者以上の方が参加し
ていただいていますものですから、協議会を組

み替えるというよりも、この協議会をさらに活

かして、県産材の流通拡大を進めていきたいと

考えているところでございます。 
【山口委員】 ご事情があって「地域材」という
名称を使ったということでありますけれども、

先ほどのやりとりの中、それから私も前質問し

た中で、県産材が県外の製材所に流れて、そし

てまた戻ってくると。そういう流通過程が、県

内にＪＡＳ規格を備えた製材所がないためにそ

うなってしまったというご答弁が前もありまし

たけれども、そこのところが今年度、ＪＡＳ規

格を備えた製材所もできるというご答弁も前あ

っておりまして、そのＪＡＳ規格を備えた製材

所、これからの見通しはいかがですか。 
【佐藤林政課長】 以前お答えしましたように、
今年度をめどにＪＡＳ規格を取得するというこ

とで進めている最中でございまして、今のとこ

ろ年度内に承認していただけるのではないかと

思っております。これは長崎県で初めてのこと

で、1社のみなので、これをさらに広めていく
必要があるだろうと思っております。 
 今、ＪＡＳ規格を取ろうとしている動きも、

ほかの製材工場等にもございますので、県とし

ましても、そういう技術者を育てていってＪＡ

Ｓを取るという仕組みになっておりますので、
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その辺のところの技術研修の支援でありますと

か、取得そのものの支援、これも引き続き続け

ていくつもりでございますし、県内のＪＡＳ工

場が増えるように我々も努めていきたいと思っ

ております。 
【山口委員】 現在、1カ所ということですけど、
ほかに意欲を示していらっしゃるところはあり

ますか。 
【佐藤林政課長】 これは国の補助金等を活用し
て施設の強化をされたところが幾つかございま

して、例えば対馬でありますとか、そういった

ところでも手を挙げるといいますか、意欲を示

されているところがございますので、まずはそ

こからＪＡＳ規格の取得を我々としても進めて

いきたいと思っております。 
【山口委員】 そのＪＡＳ規格に見合った県産材
が十分県内に流通するように、その辺はしっか

りと構築していただきたいと思います。 
 それから、7ページの輸出用農産物防除体制
確立事業ですけれども、これは平成28年度いっ
ぱいで廃止ということになっておりまして、内

容を見ますと、台湾対応型のみかん用防除暦の

作成であるということであります。日本では農

薬の安全使用基準というのが大変厳しゅうござ

いますけれども、台湾向けにつくらなければな

らなかった理由は何でしょうか。 
【佐藤農業経営課長】 台湾は高単価の見込める
有望な市場でございますけれども、我が国より

も残留農薬基準が非常に厳しいということでご

ざいまして、我が国で慣行とられている栽培方

法で輸出をした場合に、向こうの検疫にひっか

かって輸出することができないという事例が

多々ございます。こういったことから、平成26
年度より、いちごとみかんを対象といたしまし

て、台湾向けに輸出が可能になる防除体系、こ

れを国内で使用できる農薬等々の中で組み立て

るということをしてきたところでございます。 
 これによりまして、いちご、みかんとも、今

年度末には農家の方々に示すことができる防除

暦を策定するめどが立ちましたので、これによ

りまして本事業につきましては廃止をするとい

うことでございます。 
 ただし、平成26年当時は国の事業がございま
せんでしたけれども、今年度から、台湾などを

はじめとする輸出先国の防除体系にあわせて、

産地として取り組むところを支援する新しい事

業ができております。ですので、防除体系、ま

だまだ改善する余地というものはございますけ

れども、これにつきましては引き続き国の事業

なども活用しながら高度化をしていく、併せて

今年度をもちまして一定の成果、防除体系が組

み立てられたわけでございますので、今後は国

の事業なども活用しながら、実際にテスト輸出

などにつなげていくよう、産地の方と協議を進

めてまいりたいと考えております。 
【山口委員】 台湾に輸出をすると、まだ実績が
ないわけですけれども、実際、農家の現場に立

って、そうしたらこの園地は台湾向けですよ、

この園地は国内向けですよというふうに防除の

やり方を変えるということが現状難しいわけで

すよ。ですから、台湾で使用不可能な農薬はこ

れですよと、国内向けもこれで対応してくれま

せんかと、そうしたら台湾向けも全部できます

よと。こういったことをしないと、この防除暦

をつくっても、非現実的になろうかと思います。

そこら辺はいかがですか。 
【佐藤農業経営課長】 委員のご指摘でございま
すけれども、台湾では、先ほども申しましたよ

うに、残留農薬基準が非常に厳しゅうございま

す。ネガティブリストをお示しし、それ以外の
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薬剤での防除体系を現場で組み立てるというこ

とは、正直申し上げましてなかなか難しいとい

うことがございましたので、国内で使用できる

農薬、その中で台湾に輸出した場合に、例えば

散布の時期等々によりまして一定の減衰期間を

用いることによりまして、残留農薬基準を下回

るような体系としたところでございます。 
 確かに委員のご指摘のように、特殊な輸出先、

あるいは市場によって防除体系を変えるという

のは、なかなか個々の取組では難しいというふ

うに承知はしておりますけれども、そういった

中で台湾への輸出を志向されている、あるいは

関心のある方々が一定集まっていただくような

形がとれれば、委員ご指摘の部分についても対

応できるのではないかと考えております。 
 いずれにいたしましても、防除体系は一定の

めどが立ったわけでございます。今後は、次の

ステップとしてテスト輸出、そういったところ

につながるようにしていきたいと考えておりま

す。 
【山口委員】 防除体系を国内と共有できるよう
な体系を組まないと、先ほど言いましたように

園地を変えて輸出用、国内用というのは難しい

ということです。ですから、輸出が盛んになっ

てきて、それをどこから持ってくるかと。個人

的につくってそれを持って行くわけではないで

すよね。組織として、一定の産地としてつくっ

て、それを一部仕向けるというタイプになって

こようかと思いますので、この辺はやっぱり台

湾向け、国内用じゃなくて、両方に共有できる

ような体系の防除暦をつくらないと意味がない

という形でありますので、その点をもうちょっ

とご配慮いただきたいと思うんですけれども、

いかがですか。 
【佐藤農業経営課長】 先ほども申しましたよう

に、国内で使われている農薬の中で、台湾での

残留農薬基準、これを満たすような防除体系と

いうのは、我々も試行錯誤しましたけれども、

そういった形で国内と共通という組み立て方は

できませんでした。しかしながら、先ほども私

が申しましたように、この一定のめどが立った

防除体系でございますけれども、まだまだ改良

の余地があると思っております。それは全く同

じ体系ということはなかなか難しいかもしれま

せんけれども、現在、国内の各産地でとられて

いる体系にできる限り近づけていく、それによ

りまして負担のないような生産現場、産地に負

担のないような、あるいはもっと輸出戦略が立

てやすくなるような、そういったものに今後と

も取り組んでまいりたいと考えております。 
【山口委員】 防除にも基幹防除と補助防除、い
ろんな形で存在しますので、基幹防除だけでも

統一化できるような形が望ましいと思います。

台湾に輸出というのはいつ頃からめどが立つわ

けですか。 
【長岡農産加工流通課長】 先ほどから農業経営
課長が説明しております残留農薬について、ち

ょっと補足させていただきますと、残留農薬に

つきまして、日本の農薬が必要以上に使われて

いるということではございませんで、台湾の方

では非常に残留農薬に対するチェックが厳しい

ということと、基準値を設けていない農薬が非

常に多くございまして、そういったところで日

本では適正な農薬が、そちらの方ではゼロでは

ないということでひっかかってしまうというよ

うな状況がございます。 
 ですから、日本の基準値では十分満たしてい

るんですけれども、台湾にいってしまうと、農

薬の基準値がないためにゼロではないというこ

とで植物防疫上引っかかっているとい状況にご
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ざいます。 
 そういった中で、過去、長崎県の方でも若干

実績がございましたけれども、そういったとこ

ろで引っかかってしまいますと、新聞等に取り

上げられたりしますものですから、そういった

ところでいちご、みかんにつきましては本県の

特に一番売りの品目でございますし、国内でも

非常に引きが強いという流れの中で、やはり風

評被害が出ると国内にも影響するということで、

なかなか関係団体、農協なんかも慎重にならざ

るを得ない状況でございます。 
 そういった状況の中で、今、一定暦通りに作

りましたならば引っかからないというところが

出ましたものですから、そういったところにつ

きましては、今後、台湾がマーケットとして魅

力あるところであることは間違いございません

ので、産地、農協等とそういったものを提案し

ながら、今後、進め方について検討してまいり

たいと考えているところでございます。 
 特に、農業生産法人につきましても、今、プ

レイヤーを増やすということで、輸出協議会の

方にも入っていただいておりますので、そうい

った輸出協議会のセミナーの中でもそういった

情報を提供させていただいて、今後につなげて

まいりたいと考えているところでございます。 
【山口委員】 柑橘の中では、温州みかんが種が
ない、そして、手でむける、いつも食べられる

おいしい果物という形で、本当に国内でも確固

たる地位ができておりますので、輸出がどんど

ん盛んになっていくようなこういう体制をとっ

ていただくというのは大変ありがたいことであ

りますので、今後とも努力していただきたいと

いうことを申し上げて終わります。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問はありませんか。 
【深堀委員】 先ほど中山委員からびわの話があ

りましたけれども、実は私、昨日、産地の宮摺

地区に行って、びわとみかんを作られている農

家の方とちょっと話をして、びわの話をしてい

たんですけれども、確かに簡易ハウス、それか

ら共済制度への加入という話をした時に、その

農家の方は非常に小規模な方で、畑も急峻な地

区なので簡易ハウスもできないと言われたし、

共済も今のところちょっとというような話で、

そういった方もいらっしゃるということは、多

分課長もご存じだとは思うんだけれども、日本

一のびわ産地対策事業費ということが一定終了

という形で事務事業評価の中でも出ているので、

これで産地が守られたというのではなくて、そ

れに該当しない人たちもいるということで、そ

のことに対するどういう形の支援があるのかと

いうのは、今後も検討していただきたいという

こと、これは要望しておきたいと思っておりま

すが、何か答弁があれば。 
【渋谷農産園芸課長】 日本一のびわの産地につ
きましては、今、委員からお話がありましたよ

うに、大きな農家の方もいらっしゃれば、やは

りこつこつ作っていらっしゃる方もいらっしゃ

います。そういう方々に対して、作る技術であ

るとか、あるいは新しい品種等も提供しながら、

しっかりとした産地づくりについて支援をして

いきたいと考えております。 
【深堀委員】 よろしくお願いします。 
 別の質問ですけれども、今回、総括の議案外

の説明資料の中で、みかんの平成28年度の販売
状況というのがありました。 
 私は別に野菜、特に葉ものの今の状況が、長

雨等の影響で、これは11月の話ですけれども、
県内のレタスが前年同期と比べて4.9倍に跳ね
上がっている。ハクサイが3.7倍、キャベツは2.6
倍、ダイコンは2.5倍、葉ものを中心に全般的に
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上昇しているということで、一般家計に対する

影響もありますし、料理を出す店舗にも非常に

影響が出ていると。これは年内いっぱい高値が

続くだろうという新聞の報道があったんですけ

れども、そこを考えた時に、こういう議案外の

報告の中で、そういう県内の葉ものの野菜の状

況というのも触れないとおかしいんじゃないか

というふうに私はちょっと感じたんですけれど

も、それに対する見解をまず求めたいと思いま

す。 
【長岡農産加工流通課長】 現在の長崎の中央卸
売市場の県内の状況でございますけれども、12
月8日時点の長崎中央卸売市場、青果の卸会社2
社の金額でございますけれども、例えばダイコ

ンにつきましては昨年が43円から65円であっ
たのが、今年は103円から130円ということで約
倍でございますし、ニンジンにつきましても、

まだ1.5倍ぐらいの値段がしております。また、
キャベツにつきましても、まだ3倍ぐらいの値
段になっております。そういった状況の中で、

主要な品目が昨年に対して非常に高いという状

況でございます。 
 県内の中央卸売市場については、特に高値が

出ておりますので買付の集荷も含めて安定的な

価格になるように、できるだけ物を集めておら

れるという状況にございます。 
【深堀委員】 私が感じているのは、もちろん価
格が上がっているというのは需要と供給のバラ

ンスで価格が上がるわけですよね。だから、も

ちろん10月頃までは関東以北の野菜が出回っ
て、その後に本県産などの野菜が出てきて、ず

っと順番に流れてきて安定した価格で推移をす

る。それが今、農産加工流通課長から答弁があ

ったように、今現在でもかなり例年に比べたら

高い。これは結局、長崎県内の生産者の方の生

産量がかなり減少しているんだろうというふう

に思うんですね。例えばダイコンとか、そのあ

たりを把握されているのかなと。価格が上がる

ということは出来が悪かった。だから、それぞ

れ葉ものをつくっている農家の生産力が落ちて

いるんじゃないかというふうに見ているんです

けれども、そのあたりは把握されているんです

か。 
【渋谷農産園芸課長】 各作物の生産状況につき
ましては、毎月各産地の方からご報告を受けま

して、生産量等を把握しております。今回の高

値につきましては、長崎県産も11月はある程度
少なかったんですけれども、12月は出荷量が回
復したと聞いているんですが、全国的に言うと、

やはり品薄ということで、今の価格というのは

県内だけじゃなくて、全国の需給動向で変わっ

てきますので、その中で今高値が形成されてい

ると感じております。 
【深堀委員】 だから、私が確認したいのは、例
えば、全国的に葉もの野菜が高くなっていて、

でも、長崎県内の生産者は例年どおり生産でき

ているのであれば、それは生産者にとってプラ

スでしょう。例年どおりの出来高で、なおかつ

価格が上がるということはうれしい悲鳴ですよ

ね。そこがどうなっているんですかと聞いてい

るんですよ。価格が全国的に上がっているのは

わかっている。だから、その中で生産量が落ち

ているのであれば、ものすごく落ち込んでいる

のであれば、農家に対する共済とか、いろんな

制度がありますけれども、そのあたりどうなっ

ているのか。実際の農家の状況がどうなってい

るのか、把握をされているのかということを聞

いているんですよ。 
【渋谷農産園芸課長】 先ほどご答弁しましたよ
うに、毎月産地の方から報告を受けておりまし
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て、生産量については把握をしております。そ

の中で、11月までは秋の長雨の影響等で少なか
ったんですが、12月については出荷量がある程
度回復しているということで、出荷量が戻った

ということは、単価が高いので、今の時期は一

定取れているということなんですが、ただ、各

作物、例えばニンジンであっても11月からずっ
と4月、5月までとられますので、年間を通して
見ていくというのが農家の経営でありますので、

今の状況は確かにお金がとれているんですけれ

ども、これはその作季が終わってから評価等は

していきたいと考えております。 
【深堀委員】 危機的な状況にあるのかないのか
ということを確認したかったんですけれども、

今の農産園芸課長の答弁でいけば、生産量は一

定上がっているので、葉ものを生産している農

家の方々の経営状況として悪い状況ではないと

いうことですね。わかりました。それが確認で

きればいいです。 
 あともう一点、さっきもレタスと言いました

けれども、諫干の営農地で鳥などがレタスなど

をかなり食い荒らすという状況があると。営農

者から悲鳴が上がっていると。威嚇する爆音機

とかも効果がなくて、年々ひどくなってきてい

るという記事を見て、諫早市や県の関係機関も

カメラ撮影による鳥の特定とかをやったりして

いるということなんだけれども、抜本的な被害

の対策にはまだなり得ていないという報道があ

ったんですが、これを初めて見たものですから、

そのあたりの状況を報告していただけませんか。 
【光永農山村対策室長】 ただいま委員からお話
がございました諫早湾干拓地におけるカモによ

ります葉菜類苗の食害ということが情報で入っ

てきております。現在、地元の農業者、営農者

の方々から、被害を受けている方々がいらっし

ゃるということで、これまで何度か打ち合わせ

をしているところでございます。 
 それと有明海沿岸ということで、これまでそ

ういった事例があった佐賀県の方にも調査に参

りまして、どういった方法がカモの被害を軽減

できるのかということで、今、対策について抽

出をしているところでございまして、今月15日
につきましても地元の方々と打ち合わせをする

ようにしております。 
 一つは、調整池の中に多数野生の鳥がおりま

す。そういった中で非常に新鮮な芽を持つ葉も

のが干拓地の中で栽培されているということで、

それを食べに来ているということでございまし

て、一つは追い払いということが早速に考えら

れるかと思いますので、例えば佐賀県で対応さ

れている吹き流し、ポールの先に2メートルほ
どの廃ビニール等をつなぎまして、これが風等

で動くことで追い払うとか、爆音機とか、幾つ

かの方法がございますけれども、最も適当な方

法がどうであるのかというのも検証しながら、

地元の方々にご納得いただく必要もございます

ので、佐賀県から専門の技術員も呼びまして、

地元の方々と議論しながら対策を構築していき

たいと考えております。 
【深堀委員】 ぜひその対策を、もちろん早急に
やられているとは思いますけれども、特に諫早

干拓、優良な干拓地の方がやられているという

ことだったものですから、そのあたりの被害を

特定しなければ、どういう対策がいいのかとい

うのはわからないと思うので、ぜひ研究してい

ただきたい。ちょっと記事ではわからなかった

んですけれども、今どれくらいの被害が発生し

ているのか。金額的なものとか、何か把握され

ていますか。 
【光永農山村対策室長】 これは今、私の手元に
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ある分ですので、リアルタイムでは少しずれて

いるのかもしれませんけれども、レタス、キャ

ベツ、ブロッコリーといったところで食害が起

こっているということで、面積的に私の手元に

ある資料でいきますと、1.41ヘクタールという
数字になっておりますけれども、徐々にこれは

また動いていくかと思っております。 
 それから、もう少しステージが進みますと、

べたがけ資材と申しまして、作物の上に被覆資

材をかぶせることができるんですけれども、あ

んまり小さいステージではこれがなかなか使い

づらいということもあるということでございま

すので、営農者の方々の栽培ステージと合わせ

ながら対策を組み立てていく必要があるかと思

っております。 
 額については、手元に今ございませんので、

また詳細に調査をしていきたいと思っておりま

す。 
【深堀委員】 額については、後でもしわかれば
教えていただきたいし、今言われた対策等々を

しっかりやって、せっかくすばらしい営農地で

頑張っている農家の皆さんが困っているという

ことなので、対策をぜひお願いしておきたいと

思います。 
【吉村(洋)委員長】 議案外所管事務一般につい
ての質疑の途中でございますが、農林部関係の

本日の審査結果について、一旦整理したいと思

います。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２６分 休憩 ― 

― 午後 ４時２６分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時より委員会を再開し、審査の続きを行います。 

 本日は、これをもって散会いたします。 
 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ４時２７分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年１２月１３日 

自   午前１０時 ０分 

至   午後 ３時３０分 

於   議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長（副会長） 宮本 法広 君 

委 員 小林 克敏 君 

 〃   中山  功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   山口 経正 君 
 
 
３、欠席委員の氏名 

 下条ふみまさ 君 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

農 林 部 長 加藤 兼仁 君
農 林 部 政 策 監 
（農村整備事業・
諫早湾干拓担当） 

前田 健次 君

農林技術開発センター所長 峠  純秀 君

農 林 部 次 長 中村  功 君

農 林 部 次 長 宮﨑 浩善 君

農 政 課 長 福田 修二 君

農山村対策室長 光永 郁宏 君

団体検査指導室長 山下  明 君

農 業 経 営 課 長 佐藤  紳 君

農地利活用推進室長 綾香 直芳 君

農 産 園 芸 課 長 渋谷 隆秀 君

農産加工流通課長 長岡  仁 君

畜 産 課 長 大曲 祥之 君

農 村 整 備 課 長 松本 拓徳 君

諫早湾干拓課長 藤田 昌三 君

林政課長(参事監) 佐藤 義高 君

森 林 整 備 室 長 内田 陽二 君
 
 

水 産 部 長 熊谷  徹 君 

水 産 部 次 長 平田 修三 君 
水 産 部 参 事 監 
(雇用型漁業・漁船 
漁業構造改革担当) 

五島 愼一 君 

水 産 部 参 事 監 
(漁港漁場計画・ 
漁場環境担当) 

横山  純 君 

漁 政 課 長 西  貴史 君 

漁 業 振 興 課 長 髙屋 雅生 君 

漁 業 取 締 室 長 増本 正幸 君 

経 営 支 援 室 長 川口 和宏 君 

水産加工流通課長 岩田 敏彦 君 

漁 港 漁 場 課 長 中田  稔 君 

総合水産試験場長 栁村 智彦 君 
 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ０分 開議 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 おはようございます。 
 農水経済委員会及び予算決算委員会農水経済

分科会を再開いたします。 
 なお、下条委員から、欠席する旨の届出が出

ておりますので、ご了承をお願いいたします。 
 昨日に引き続き、農林部関係の審査を行いま

す。 
 議案外所管事務一般について、ご質問のある

方はお願いいたします。 
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【小林委員】 今日の長崎新聞を見ますと、昨日、
徳永委員から質疑のございました外国人の農業

労働者というか、農業に従事される方々を外国

から呼ぶというようなことで、昨日の国家戦略

特区の諮問会議が開催された中において、それ

を認めるということで、来年度の通常国会にお

いてこれを通すというような記事が大きく載っ

ておりました。 
 特に、ここのところで重視したいことは、愛

知県とか茨城県とか、その他ございますけれど

も、長崎県が外国人の農業従事者を招くという

提案をやってくれたというところに一つの評価

なり、また、その考え方の漸進的な取組、こう

いうところを非常に評価したいと思うんです。 
 まあ、何でもそうだけれども、言うことは簡

単だけれども、それを行動に移すことについて

は、言うはやすく行動はかたしということで、

なかなか結果につながらないんだけれども、も

う完全に特区戦略の諮問会議の中でこれが一定

認められたということは、大きな大きな前進だ

と思います。本当に農林部のそうした取組を率

直に評価させてもらいたいと、こういうふうに

思っております。 
 そこで、昨日、徳永委員から大体基本的な概

要については質疑が交わされていると思います

ので、それ以外のところで質問をしなければい

かんと思いますけれども、特区の取扱いの中に

おいて、外国の農業者を招く一定の条件として、

外国人の母国の農学部あたりのレベルを有した

方々、つまり一定の農業技術についてそれなり

のものを持っているというような前提条件。そ

れから、日本語である程度意思疎通ができる、

そんな条件が課せられているというような形で

ございます。 
 長崎県としては、こういう方々をどの程度招

き入れたいと考えているのか、まず、その見通

しについてお尋ねをしたいと思います。 
 長崎県の農業人口は減少している中において、

外国人にそれを頼むという形でございますが、

この対策、取組の中で、長崎県にどれぐらいの

外国人の農業従事者を最終的に入れ込もうと考

えているのか、まずその点についてお尋ねをし

たいと思います。 
【佐藤農業経営課長】 ただいまお尋ねの点で、
まず、受け入れる外国人の水準ということでご

ざいますが、昨日の国家戦略特区諮問会議での

決定事項を見ますと、「一定水準以上の技能等

を有する外国人材」となっています。詳細につ

きまして国に先ほど確認をさせていただきまし

たが、詳細はまだ決定ではなく、これからとい

うことでございました。 
 委員からご指摘のありました、母国での農学

部の卒業といった技能、また、日本語による意

思疎通が一定程度できるというようなことのほ

か、国内で技能実習生として技能の実習を積ん

でいること、そういったことを軸にして検討が

進められているということでございました。 
 また、どのぐらいの人数を受け入れることを

考えているかというご質問でございますが、私

ども、この特区の検討に当たりまして、県内の

認定農業者を中心といたします約2,500人の方
に、労力不足に関するアンケート調査を実施し

ております。 
 現在、本県では、県内7つの地域で労力支援
協議会を立ち上げまして、担い手の労力不足の

対策をとっているところでございます。平成27
年度は、県下1,762の経営体に対しまして2万
1,771人日分の労力を提供しておったところで
ございます。これだけの労力を提供しておりな

がら、アンケート調査の結果によりますと、年



平成２８年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１３日） 

- 115 - 

間で希望する労力支援者の人数は31万7,240人
日ということでございまして、1日平均します
と800人以上になるということでございます。
労力需要につきましては月別での調査もしてお

りまして、最も少ない月、これは8月でござい
ますが、そこでも400人以上の人数が不足して
いるという結果でございました。 
 こういったことを考えますと、まだ具体的に

何人ということではございませんが、少なくと

も数百人単位の労働力が不足している。それに

対応するような仕組みを県内に構築しなければ

ならないというふうに考えているところでござ

います。 
【小林委員】 答弁を聞いておりますと、かなり
期待が寄せられるのではないかという感じがし

ますね。 
 多い時で800人ぐらいと、少ない時でも400
人ぐらいの人たちが足らないと、ここを外国人

の農業従事者の方々に賄っていただければと、

そういう期待感があるんだと。したがって、そ

ういうような目標を立てながら、見込を立てな

がら、そういう方々を招き入れる対策が、これ

から国の法案の成立とともに具体的になってく

るのではないかと、そんなことが期待されるわ

けですね。 
 今お話があっているように、外国人の技能の

実習生の制度があって、東南アジアを中心とし

て、いろんな外国からお見えになっております。

今回の農業の特区の扱い方は、その実習生とは

別枠でまた来るというような考え方であられる

のではないかと思っております。 
 今、技能、技術の実習生は大体3年間が期間
となっていると。新聞等の報道によると、また、

昨日の徳永委員の質疑の中にも出てきておりま

したが、大体3年間から5年間ぐらい滞在して農

業従事者として働いていただくと、こんなよう

なことだと思うんです。 
 今の答弁の中で、農業技術の実習の訓練を受

けた人たちがそのまま入ってくれればいいとい

うことは、もうそこで3年間の滞在期間が過ぎ
ているんじゃないかと。改めてそこから3年な
いし5年間来ていただくということを考えてい
るのか、その辺のところはどうですか。 
【佐藤農業経営課長】 現在、県内では技能実習
生として300人以上が技能を学んでいるという
ふうに承知しております。この方々は、委員ご

指摘のとおり、現在の法制度のもとでは国内に

とどまる期間は最長で3年でございます。この3
年を過ぎますと母国に帰るということでござい

ますけれども、今回提案では、その終了後さら

に特区の中で働いていただくということを考え

ております。 
 特区の中で働ける期間については、3年から5
年程度を軸にして検討が進められていると承知

しておりますので、今の法制度でいえば、3年
の技能実習が終了後、さらに3年ないし5年の国
内の滞在を検討されていると承知をしておりま

す。 
【小林委員】 もう1回確認しますが、技能実習
生という人はもう既に来ている、長崎県に300
人以上の方々が今は展開をされているというこ

とですね。 
 新たに今回長崎県が提案した国家戦略の特区

という形の中で、農業に特化した外国人の方々

を招くということだけれども、要は、技能実習

生の方たちを対象とするのか。それとも、農学

部などを卒業された、ある程度の一定の認識を

持った方々を新たに呼ぶと、そういう方々は技

能実習生という形ではないと、ここのところで

す。今、3年内ぐらいで県内に300人以上方が展
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開されている。そういう方々がそのままそっく

り、新たに長崎県が提案した農業従事者になれ

れば非常にありがたいことだけれども、そこの

ところとプラスして新た、農学部あたりを卒業

し、一定の語学力というか日本語が通じるぐら

いの、意思疎通ができるぐらいの能力を持って

おかなくちゃいかんというのが一つの条件にな

っていると。 
 そういう点から考えていけば、今までいらっ

しゃる方々がそのままスライドしていただくと

非常にありがたいと思うんだけれども、新たな

そういう方々は、一から全てをやらなければい

けないのではないかと。農学部を卒業して一定

の知識はおありになるとしても、農業技術に対

して即戦力になるのかというようなことだと思

いますが、これまでいる人と新たに来る人、こ

の辺のところをどう考えていますか。 
【佐藤農業経営課長】 委員ご指摘の点でござい
ますが、外国の農学部を出たからといって、本

県の農業に精通しているとは必ずしも言えない

と思っております。そういった意味では、本県

あるいは近県で技能実習を受けて一定の技能を

持ち、さらには日本語の能力も期待できるわけ

でございますので、そういった方々が中心にな

るのが最もよいというふうに考えております。 
【小林委員】 そういうような形の中で、やはり
日本語で意思疎通ができるぐらい、それから農

業技術について知識、それと同時に即戦力にな

るに近い、そういう方々を求めていくんだとい

うようなことではないかと思います。 
 800人とか何百人とかという人を長崎県に迎
え入れたいということが計画としてあるんだと

いうことが明らかになりましたが、受け入れは

一体誰がやるのか。長崎県がどういう形でやる

のか、それとも第三者に依頼してやっていくの

か、この受入れの態勢については、どういうや

り方でやっていくのかについてお尋ねをします。 
【佐藤農業経営課長】 外国人を受け入れる、い
わば受け皿につきましては、今、国では民間の

人材派遣会社を軸に検討が進められていると承

知をしております。本県においても、人材派遣

の仕組みをしっかり担い得る受け皿を整備して

いく必要があるというふうに考えております。 
【小林委員】 民間の人材派遣会社に依頼してい
くことになるだろうという見通しでございます

が、ここのところをいつまでも民間の人材派遣

会社に頼むという形でよろしいのかどうか。条

件をきちんと整備して、それなりに働きやすい

環境整備をしていかなくちゃいかんだろうと。

こういうことでないと、長崎県に行ってみたけ

れどもというようなことに断じてならないよう

にしていただかなくてはいかんと思うんだけれ

ども。 
 例えば農家が直接、一定の外国人農業従事者

をまとめて自分のところで働いていただくとい

うふうにできるのかどうか、人材派遣会社を通

さないとやっぱりだめなのか、この辺の見通し

はどうですか。 
【佐藤農業経営課長】 あくまでも新聞情報でご
ざいますが、今検討されている中では、人材派

遣会社を通じて個別の農家、あるいは農協へ人

材を派遣する。それ以外にも一定の要件を満た

す、大規模なということになろうと思いますけ

れども、一定の要件を満たす農業法人の場合で

あれば直接雇用する。あるいは人材派遣会社を

通じて紹介予定派遣、将来社員になることを前

提にした派遣をいたしまして、その経営体の従

業員になるということも併せて検討されている

ようでございます。 
【小林委員】 ちょっと後先になるけれども、3
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年から5年ぐらいで、どのぐらいの力量が、技
術が習得できるのかと。この3年、5年というこ
とをもう少し延ばしていただくような働きかけ

ができないものかどうか。 
 せっかくこうして農業に従事するという特化

された状況の中で、今までの技能実習生の制度

とは全く違うというような、非常に弾力性のあ

る、いろんなことができるということから考え

てみれば、3年、5年ぐらいでは、やっと緒に就
いたというような形で、そこからまた新しい人

に入れ替わりをしなくちゃいかんとすれば、や

はり農家にとっては、ある程度長く即戦力とし

て活躍してもらいたいと思っているだろうから、

そういう点について法律的な縛りがあるのかと

思いますけれども、ぜひこれを具体的にやるた

めには、お越しいただいた方々は3年5年といわ
ず、それを延期できるよう国に対する要望事項

の中に入れてですね。 
 まずこの制度をつくることが先だと、もちろ

ん思いますよ。この制度ができることが先決だ

と思いますが、そこから先、中身を固めてきち

んとしたものにしていくためには、そんなよう

なことも第2義的に、第2弾としてお願いをして
いかなければいけないのではないかと思ってお

ります。 
 そこで、お見えになっている方々に対する就

労の対価、安い賃金等々で東南アジアの人たち

を、表現がよくないけれども使うと、あるいは

こき使うとかね、そんなようなことになったら

大変だと思うんです。賃金体制というか、その

能力に応じた対価、応分のきちんとしたもてな

しをせにゃいかんと思っておりますけれども、

そういうところについてはどういうふうになっ

ていますか。 
【佐藤農業経営課長】 現在の外国人技能実習生

制度のお話をさせていただきますが、外国人技

能実習生の待遇につきましては、日本人と同等

以上というふうに法律で定められているところ

でございます。したがいまして、少なくとも最

低賃金以上の賃金が支払われるというのが現行

の仕組でございますので、特区についてもそこ

をベースとしての検討が進められていくという

ふうに考えております。 
 委員ご指摘のとおり、言葉はあれでございま

すけれども、安い使い捨ての人材として考える

というようなことがあっては、今の外国人技能

実習生制度でも現場におきまして労働環境の悪

さという点が問題になっておりますので、そう

いったことが起こらないような賃金体系が必要

であると考えております。 
 また、今回本県から提案させていただいてお

ります特区の中身におきましては、県と国とが

協議会をつくりまして、労働環境、雇用状況、

そういったところをきちんと管理をする、チェ

ックをする体制をとる。不当労働行為が起きな

いような体制をとることを条件といたしまして

外国人の就労を認めてくれというふうに提案を

しているわけでございますので、その趣旨に沿

って体制を整備していきたいと考えております。 
【小林委員】 今の話を聞いて、非常にきちんと
した受け止め方をしていただいているというこ

とで大変安心をすると同時に、その考え方に敬

意を表したいと思います。 
 長崎県が、農業に従事される外国の方々を特

区の戦略としてやっていくわけだから、言いだ

しっぺとしては責任重大であると。これが全国

の、あるいは本県の農業の発展に最高に貢献で

きるような方向づけでやってもらいたいと思っ

ているんです。 
 この制度は来年度と言ったけれども、来年の
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1月か2月に通常国会があると思います。そうい
うところで法律が国会で上がるという前提で、

この特区が具体的にいつごろからスタートでき

るという見込みを立てていらっしゃるか、どう

ですか。 
【佐藤農業経営課長】 昨日の国家戦略特別区域
諮問会議で決定された事項といたしましては、

関係の法案を次期通常国会に提出するというこ

とでございます。 
 国会での審議についてはなかなか見通せない

ところはございますけれども、少なくとも国と

しては、来年度中にこの特区が実現するという

ような考え方を持っていると承知をしておりま

すので、そのスケジュールをさらに前倒しする

よう希望いたしますとともに、法律が通った後

に区域指定というものが必要になりますが、本

県はまだ区域指定がされておりませんので、そ

の区域指定に向けましての準備、すなわち体制

の整備を進めてまいりたいと考えております。

結果として来年度中に外国人が本県で働ける環

境を整える、そのための準備を可及的速やかに

とっていきたいと考えております。 
【小林委員】 よくわかりました。今から区域指
定を受けなくちゃいかんと、まずそれが先決だ

と。 
 その上においてということで同時並行して、

長崎県に数百人のそういう方々を迎え入れるた

めに、今、県として何をしなければいけないの

か、何を具体的に準備しなければいけないのか、

この辺の長崎県の環境整備、迎え入れるための

実際的な体制をつくるために、今から区域指定

はもちろんのこと、県としてこれだけのことは

絶対にしなければいけないというようなことに

ついてどんな内容があるかお尋ねします。 
【佐藤農業経営課長】 本県の提案が実現するた

めには、まずは就労していただく外国人の確保

が必要になろうかと思っております。 
 先ほど来、委員からご指摘がありましたよう

に、即戦力として期待できるのは技能実習生と

しての経験を有する人材だと思っております。

国の法制度についてはこれからまた注視してい

く必要があろうかと思いますけれども、そうい

った方々の確保、さらには受け皿となる機関の

整備が必要だと思っております。 
 また、数百人単位での外国人が本県に来るわ

けですので、その受入れ先となる市町との調整

も必要になってこようかと思います。 
 さらには、実際に外国人を作業員として使う

ことになります農協、農業法人、そういった経

営体との調整も必要になってくると思っており

ます。 
 また、先ほど答弁させていただきましたけれ

ども、今回の特区提案では、国と県が協議会を

つくり、県が責任をもって不当労働行為が起き

ないように管理、監督していくというような提

案でございます。県の職員が受入先の監査や指

導に当たることになりますので、そのためには

労務管理の能力向上を図る必要があろうかと思

っております。こうしたことを総合的に進めて

いくことで、特区の実行体制を本県に確立し、

それをもって区域指定を求めていきたいという

ふうに考えております。 
【小林委員】 今の答弁を聞いて、きちんとした
一貫した考え方、あるいは対応の仕方が答弁の

中で出てまいりまして、その取り組む姿勢につ

いて非常に評価をさせてもらいたいと思ってお

ります。 
 難しい問題が横たわっているかもしれません

が、これに農家の皆さん方が、あるいは県民が

相当な期待を寄せると。明日の農業の発展につ
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ながる、こういう確信の中で、今回の国家戦略

の特区を活用して長崎県の農業に取り組む姿勢

を全国にアピールしてもらいたいし、農家の皆

さん方に自信を持っていただくように、ここま

で考えながら長崎県の農林部はこうしてやって

いると、こういうようなことをアピールしても

らいたいと思っております。 
 住まいはどういうふうになっているのか。 
 最低賃金は、長崎県は715円ぐらいかな。そ
ういう形でやっていくんだけれども、それが外

国の従事者の方々にどういうふうに受け止めら

れるかと。 
 住まいとかというのはこれからだろうと思い

ますが、住まいのことについてどう考えている

か、担当課長に。 
 それから、最終的には部長、こういう取組を

農林部が率先してやってもらうと。これは皆さ

ん方のご意見の中から出てきたと、それも地域

の声を聞かれた上においてこういうまとめをし

ていただいたのではないかと。頭でっかちでは

なくして、みんなの声を聞きながら、人口減少

の中における農業の従事者の減少をどうやって

カバーしていくかという中で、農業に特化して

特区を活用するというような発案をしていただ

き、具体的に準備の段階においても前向きにや

っていただいていること。これは農林部長は大

したものだと思っているんですよ。あまりほめ

ない私だけれども、ちょっと評価しておきたい

と思う。 
 そういうことで、住まいはどうなっているか

ということと、最後に農林部長のこのことに対

する見解を聞いて終わりたいと思います。 
【佐藤農業経営課長】 委員ご指摘のとおり、外
国人材の住まいについては課題になっている点

だというふうに認識しております。 

 先ほど答弁させていただきましたが、受入先

になります市町と調整をしていく中で、例えば

遊休化している施設とかといった物件があるの

か、ないのか、あるとすれば、それが利用可能

であるのか、そういったことも市町との協議の

中で検討してまいりたいというふうに考えてお

ります。 
 いずれにいたしましても、住まいがないまま

外国人材を受け入れるということはできません

ので、そのあたりについては大変重要な課題と

認識しているところでございます。 
【加藤農林部長】 本県の農家戸数、あるいは農
業者が減少します中で、生産を維持、拡大し農

業所得を上げるためには、担い手の規模拡大が

必要でございますが、その中で労働力の確保と

いうのが最大の課題になっているところでござ

いまして、現場を回るたびに、労働力が足らな

い、足らないという声を聞いております。 
 そういった中で、各地域で労働力を確保する

ための取組をやってきたところですが、まだ足

らない状況がございまして、ＪＡグループ、あ

るいは担い手の中核である認定農業者のグルー

プから、労働力を確保するために外国人を労働

力として活用できないかという要望が強く上が

ってきているところでございまして、そういっ

た協議の中から、担当課が現場で協議した上で、

今、国も、農業の中で外国人の労働力としての

確保が課題だということをいち早く情報をとっ

て特区提案につながったところでございまして、

今後はこれをしっかり実現しないといけないと

考えております。 
 そのためには、先ほどありました地区指定が

必要になってまいりますので、県議会の皆様方、

委員の皆様方のお力をいただいて、しっかり国

に本県の取組を訴えて、いち早く実現するよう
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に取り組んでまいりたいと考えております。 
【小林委員】 今、地方創生の一環として、全国
の市町に地域おこし協力隊という制度ができた。

地域おこし協力隊というのは、都会から地方に

移住すると。あるいは定住することを最終的な

目的として、それぞれ自分の一番好ましいと思

う地方に行って、そこで委嘱を受けて地域おこ

し協力隊員として活躍すると。大体3年間ぐら
い活躍して、その後においては移住、定住を図

るというようなことで、何とびっくりしたけれ

ども、どんな雇用体系、賃金体系になっている

かというと、例えば1年間に人件費を1人につい
て200万円、活動費を200万円、トータルで400
万円を特別交付税で市町に措置をするわけよ。

まあ、こういうありがたい話。 
 しかも、この地域おこし協力隊員が3年間の
中の2年経過した後、最後の1年ぐらいに、そこ
で経験した中において企業を興すといいう時に

は、400万円の毎年のお金と別に100万円を上限
として初期費用、初期投資という形で出してい

ると、これを特別交付税で全部措置するわけよ。 
 だから、3年間おる人は、年間400万円で1,200
万円を人件費と活動費もまとめていただけると

いう中で、大分地域で頑張っていただいている

と思います。 
 これはまさに外国人の農家の地域おこしとい

うような形の中で、大事に大事に位置づけなが

らやっていただかなければいけないのではない

かということでもございます。地域おこし協力

隊という制度が今、地方創生の中でありますの

で、こんなこともひとつ参照していただいて、

ぜひそれを、今ご答弁があったような形の中で

成功させていただくように重ねてお願いして終

わりたいと思います。ありがとうございました。

（「関連」と呼ぶ者あり） 

【中村委員】 今、小林委員からと、昨日、徳永
委員から特区について質問がいろいろあって、

県当局として、これから間違いなくこれは確定

をして実施しなければならない部分だと思うん

だけど、外国人を雇用するに当たって、どこの

国から主にやろうとしているのか。そしてまた、

その国に対して今からどうフォローしていくの

か、どういう体制をとって長崎県に来てもらう

かというのが非常に大事になってくると思うん

ですよね。 
 この間、中村知事は、ベトナムなどを訪問し

ながら、農業関係も含めていろんな勉強をされ

てきたと思うんです。私たちも委員会としてベ

トナムに行ってきました。いろんな農業を研修

して、向こうの体制も見てきたわけです。 
 今の時点から、外国人を雇用する地域をある

程度限定していく必要があると思うんだけど、

その辺についてはどうなんですか。 
【佐藤農業経営課長】 現在、本県に入っており
ます技能実習生の出身国を見ますと、最多がベ

トナム、続きまして中国、カンボジアとなって

います。 

 先ほど小林委員のご質問に答弁させていただ

きましたとおり、私どもといたしましては、技

能実習を終了した方々が即戦力となり得るもの

と考えております。そういった意味では、最大

の人材送出国でありますベトナム、こういった

ところがターゲットとなるのではないかという

ふうに考えております。 

【中村委員】 先ほどからそういう話も出ている

んだけれども、この間、実際にベトナムに行っ

た時に、日本人の方が行って、農業を支援しよ

うということで随分技術提供をやっていますね。

そういう中でベトナムから日本に人材をといっ

ても、日本の技術をじゃんじゃん、ベトナムに
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注いで、向こうもそれだけの生産性も上げてく

るだろうし、それだけの収益も出てくるだろう

と思うから、日本に来るよりも向こうで一生懸

命に働いたほうがいいという方も増えてくる可

能性はあると思うんです。 

 だから、今の時点から、本当に長崎県に働き

に来てくれるような方たちを、県独自に向こう

で研修体制をもっと充実させていって、技術力

も補えるよう連携をしていただいて、その方た

ちが間違いなく長崎県に来るというような体制

をとる必要があると思うんですけど、その辺に

ついてはどうですか。 

【佐藤農業経営課長】 委員ご指摘のとおり、外

国人の送出先につきましては、いろいろなとこ

ろを考えていかなければならないと思っており

ます。 

 先ほど、技能実習生の送出国としてベトナム

が最多だと申し上げましたが、例えばフィリピ

ンにつきましては、県内の受け入れ実績として

は4名程度でございます。一方で、フィリピン
は親日国でございますし、日本に対する憧れも

相当強いというふうに聞いております。 

 先般の特区提案を契機といたしまして、分野

は異なりますが、現在、工業分野でフィリピン

から技能実習生を送り出している機関の方々が

本県にいらっしゃって、お話を聞いたところで

あります。今は技能実習生の受け入れが少ない

ところであっても、今後開拓していくためには

現地と連携をしながら、特に日本語教育といっ

た面についても検討していく必要があろうかと

思います。 

【中村委員】 特区を同じように指定される県も

あると思いますので、そういう県とのタイアッ

プも必要だと思うけれども、タイアップの前に、

とにかく他の県よりも先に動き出して、本当に

確実に長崎県に来てもらえるような方を育てて

いく。今、ソウルに長崎事務所を置いています

けど、そういうところにいち早くつくって体制

を整えていくことが私は大事と思います。 

 最近、介護にも外国人労働者をということで

随分やっているけれども、実際、国が想定した

ような外国人の方たちが介護に入ってきている

かというと、そうでもないと思うんですよ。同

じようになってくる可能性もあるので、ぜひ、

もう少し力を入れて今の時点から取り組んでい

ただくようにお願いをしたいと思います。 

【徳永委員】 今、小林委員、中村委員からいろ
いろ話が出ました。外国人を特区として今から

やるには非常にいいことなんですけれども、私

も過去に、20年以上前に会社で外国人を雇用し
たんですが、いろんな問題があるんです。例え

ば賃金。お互いにいろいろ情報交換をして、高

いところに行くんですよね。それとか、仕事の

内容を見て、やっぱり楽なところに行きたいと。 
 ここのところをしっかりとキープしていない

と、結局、長崎県が技能実習をさせてやって、

おいしいところはよそにもっていかれると。特

区はここだけならいいですよ。あと何県かある

わけでしょう。そういったところの今後の対策

というか。 
 今からやってみないとわからないと言うかも

しれませんけれども、過去に我々の経験でもそ

ういうことがあって、とにかく苦労したという

ことがある。その辺はどういうふうに認識をさ

れていますか。 
【佐藤農業経営課長】 外国人技能実習制度であ
れば全国一律の条件での展開になりますので、

就業環境によって人の移動は本来はあってはい

けないことだと思います。法に抵触する行為で

はありますけれども、そういった問題も潜在的
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に抱えているというふうに考えます。 
 今回は国家戦略特区でございますので、エリ

アを決めて、それ以外のところでは就労ビザが

おりないということで、少なくとも特区である

間は、委員ご心配の点は随分緩和されるのであ

ろうと考えております。 
 建設とか造船のように外国人の就労が一般的

に認められるようになった場合には、やはり委

員ご指摘のご懸念の点が顕在化してくるおそれ

もあろうと思っております。そうならないよう

な仕掛けというものも、特区の実現の中で考え

ていきたいと思っております。 
【徳永委員】 せっかく農業経営者の皆様がそう
いうふうに期待をされて、現に今、特に島原半

島は、大分前から受け入れをしております。受

け入れを、人材派遣というよりも協同組合とか

つくられて、そこがしっかりとやり、そしてま

たボランティアの方がしっかりと日本語の教育

をし、いろんな苦労をされながらやって、当初

は中国人、そしてベトナムの方、ネパールとか、

国見町にも結構います。 
 そういう中でのいろんな問題を、先駆者とい

いますか、先にそういったことをやられている

農業経営者の皆さん、そして派遣をされている

皆さんによくヒアリングといいますか聞いてい

ただいて、これを実践されている方が一番情報

を持っておられますから、しっかりと情報を共

有していただいて、それを県として改善、どう

いうふうにすれば受入態勢ができるかというこ

とをやっていただきたいと思います。 
 そういったことを今、されているのかどうか。 
【佐藤農業経営課長】 本県が特区提案をした後
に、市町、農協と実際に現在外国人技能実習生

の管理団体になっていらっしゃる協同組合さん

に集まっていただきまして、特区の内容を説明

するとともに意見交換をする機会を設けたとこ

ろでございます。その中で、やはり委員ご指摘

のように、現場での問題といいましょうか、細

かいものから大きなものまでいろいろと、実際

に外国人を動かしていく中では課題となるもの

があるというふうに私どもも聞いております。 
 今後とも、現在の管理団体になっていらっし

ゃる方とか、あるいは外国人の送出機関となっ

ていらっしゃる方々とも意見を交換しながら、

現実的に問題が起きない、うまく円滑に回る仕

組みを組み立てていきたいと考えております。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 
【久野委員】 1点だけ確認をさせてください。
木材の輸出額について確認をさせていただきた

いと思うんです。 
 本県から、特に丸太を中国、韓国に輸出をし

ているわけであります。平成26年度の輸出額は
3億5,000万円ぐらい、平成27年度はどんと下が
って2億8,000万円ぐらいと。 
 内訳を見てみると、中国に対する丸太の輸出

は130％ぐらいと増加をしているんですけれど
も、韓国は64％まで減少していると。その中身
は何なのかと見てみれば、いわゆる供給過剰と

いうか、物がいっぱい余るというような状況の

中で、これが年度内ストップしているんですね。 
 ただ供給過剰だけの理由なのか、それとも、

もっとほかに本県と韓国との何か理由があって

ストップをしたのか、そこの確認をさせていた

だきたいと思います。 
【佐藤林政課長】 木材の輸出でございますが、
委員がおっしゃいましたとおり、平成27年度に
輸出額が若干下がりました。中国はスギの丸太

がメーンでございますけれども、順調に伸びて

おります。 
 ただ、韓国につきましては、平成27年度に、
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言われましたとおり在庫過多といったことで一

旦、韓国側が輸入を止めたと、それは事実でご

ざいます。止めた理由は、日本の商社が大量に

港に送りこんだということがございまして、韓

国の輸入材の製材能力が追いつかなかったので

止めたということと理解しております。政治的

な問題とか、そういうことではなくてですね。 
 現在は、やっと今年の年末からまた供給が始

まりまして、12月から再開するということで輸
出側から私も聞いております。これからは韓国

への輸出量も例年ベースで少しずつ増えいてい

くだろうと思います。 
 韓国は、受入れ能力については多少限界があ

るのかなと我々も思っておりまして、中国は別

ですけれども、韓国だけではなくて他の国への

輸出も今後検討していかないと、ヒノキの輸出

先が韓国一つというのはちょっと、今後に向け

て安心できない部分がありますので、そういっ

た面は国も少し動いておりますので、それと合

わせて韓国、中国以外の国への輸出も今後検討

してまいりたいと思います。 
【久野委員】 今、確認をさせていただいてちょ
っと安心したんですけれども、今からまた輸出

ができるということですね。（「はい」と呼ぶ

者あり）今後の見通しが私も気になったんです

けれども、今の答弁を聞いて安心をしました。 
 丸太は今、中国と韓国だけなんですか。輸出

をしている外国はほかにはないんですか。2国
だけですか。 
【佐藤林政課長】 長崎県から出ているというこ
とで言えば中国、韓国でございますけれども、

日本全体でいえば、例えば台湾とかフィリピン

といったところに出ております。 
 今、国が考えているのは、テスト輸出という

形で実施しておりますが、ベトナムにヒノキを

送り込もうとしております。長崎県もテスト輸

出に協力してくれということで、そんなに大き

な量ではございませんけれども、現在輸出をし

ております。今後、ベトナムでヒノキの需要が

あることが見込まれると思っておりまして、そ

こは実際にやって相手方の評価も聞かなければ

ならないんですけれども、将来性としては望め

るのではないかというふうに思っております。 
【中村委員】 諫早湾の水産振興特別対策につい
てお尋ねしたいんです。毎年諫早市から要望が

上がっているし、私は地元が小長井ですから、

いつも近くの漁民の方たちからお願いをされて

います。相当長い期間にわたってこれは継続し

ていただいて、漁業者の方たちも非常に喜んで

いるわけです。なかなか諫干の問題が解決しな

いということもあって、県も国も、諫早湾の再

生事業については、なかなか真剣にというか本

格的に取り組めないのが実情だと思うけれども、

そういう中でこの特別対策事業は、どうしても

必要なものであり、また、これからも継続して

もらわなければならない事業だと思っている。 
 現時点で、今後のこの事業の継続については

どういうふうな考えをお持ちなのか、お聞きし

たいと思います。 
【藤田諫早湾干拓課長】 諫早湾水産振興特別対
策事業につきましては、昭和62年の創設以来、
期間の延長を繰り返しまして、潮受け堤防締め

切り後の漁場の安定を目指し、種苗放流や漁場

の改良、造成等、水産振興に取り組んできたと

ころでございます。 
 その結果、カキの日本一決定戦において小長

井町漁協の「華漣」が日本一になり、また、平

成26年に本格的に生産を開始した新ブランド
である垂下式のゆりかごあさりのような新技術

による養殖など成果が上がっているところでは
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ございますが、漁業者の経営状況は依然として

厳しいということは十分承知しているところで

ございます。 
 このような中、本年1月18日、長崎地方裁判
所から和解協議が勧告され、去る5月23日の和
解協議では、国から、開門にかわる漁業環境改

善措置として、仮称ではございますが、有明海

振興基金（案）の創設が提案されたところでご

ざいます。 
 県としては、今回の和解協議を契機といたし

まして、真の有明海再生につながるような具体

的な成果が得られるよう期待しているところで

ございます。 
 このため、この特別対策事業は本年度で3カ
年計画の終了となるわけでございますけれども、

事業実施の延長につきまして、諫早湾内の漁業

の状況、あるいは和解協議を含めました一連の

訴訟状況を見極めつつ、県としての対応を検討

してまいりたいと考えております。 
【中村委員】 検討してまいりたいというのはい
つも聞いているから、私も確信を持っているん

だけれど、この事業について、今の時点で何年

か継続しますよとかという答えは出てこないと

思う。諫干の問題が解決しない中で、漁業者の

方たちは、これをいつまで継続してもらえるん

だろうかと。3年間の事業期間が今年度いっぱ
いですよね。これが継続できなかった場合はど

うすればいいんだろうかという深刻な悩みを持

っておられるんですよ。 
 だから、継続ならば継続、1年刻みで今から
継続していくのか、問題も残っていると思うし、

その辺についてはぜひ早目に出してほしいと思

うんです。継続するならば継続すると。1年区
切りで検討していきますよということでも、ち

ゃんと出してもらわないといかん。 

 そうしなければ漁業者の方たちも、今から先、

やっと軌道に乗ったカキやアサリなどの事業拡

大をしていくについても、なかなか難しい点が

あるんですよ。これから先、手当がなくなった

場合にどうやって拡大していけばいいのか。せ

っかく順調に売り上げも上がっている中で、も

しこれが途中で切られたら、なかなか厳しい面

もあると思うんです。だから、そういうところ

についてはもう少し早目に結果を出していただ

ければと思うわけです。 
 その辺について、どうですか。 
【藤田諫早湾干拓課長】 諫早湾内のカキの養殖
について、もっと拡大したいというふうなお話

を地元では伺っているところでございますけれ

ども、現在、先ほど申しました和解協議に関連

しまして、基金案というものの検討もなされて

いるところでございます。 
 昨日、長崎地方裁判所で第11回の和解協議が
行われまして、その中で有明海振興基金という

ものの運営を担うことができるかということで、

有明海沿岸4県の漁業団体及び自治体に対して、
基金案を受け入れるかどうかということの回答

を求められるということがあっておりますので、

基金案の内容にどういったことを取り組んでい

くのかというのもまたあるんだろうと思ってお

ります。そういったところも見ながらの検討と

いうことになると思いますので、どういった事

業実施になるのかということをなるべく早く地

元に示せるように検討してまいりたいと考えて

おります。 
【中村委員】 昭和62年からこれは継続してい
ただいているわけですけれども、一つ聞きたい

のは、これまでの総事業費がどのくらいあって、

その総事業費に見合うような水揚げ高がちゃん

と実際に上がってきているのかというところも
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私は心配しているんです。なぜかというと、こ

れだけ大きな事業を毎年継続してやっていただ

いて、水揚げ高がある程度確保できなければな

らないと思うわけです。数値的に出せるもので

あれば、わかっている範囲で構いませんので、

どのぐらいになっているのか、現状を教えてい

ただけますか。 
【藤田諫早湾干拓課長】 全体の事業費について
は、後ほどお答えさせていただきたいと思いま

す。 
 地元から聞いているのは、特別対策事業があ

ることによって、先ほど申しましたゆりかごあ

さりとか、最近では網袋式の養殖も試験的に行

われているということで、新しいことにもチャ

レンジできるとお伺いしておりますので、そう

いった効果はあるんだろうというふうに思って

おります。 
【中村委員】 私が聞いたことと回答が違うんだ
けど、今すぐわからないのであれば後でもいい

から、総事業費をこれまでどれぐらい県として

支出しているのか、それにちなんでどれだけの

水揚げが上がっているのかと。 
 継続していく上でも、県としてデータは絶対

に必要なものですよね。せっかくこれだけの大

きな事業を展開するために、これだけの支出金

を出しているんだから、それだけの水揚げ高が

上がらないと継続していくのは難しいと思うか

ら、その辺についてはぱっと出せるような態勢

をとっていてもらいたいと思いますので、よろ

しくお願いします。 
 それと、干拓問題で基金の案が出ていますけ

ど、私自身の個人的な考えだけれども、開門反

対の方たちは、以前も一回、開門についての補

償金をもらっているんだけれども、それはほと

んど個人的にもらっている。今回の基金という

のは、有明海全体を一刻も早く再生をしたいと

いう気持ちが全ての漁業者の方たちにあれば、

この基金の活用で全てがうまくまとまらなけれ

ばならないと思う。しかしながら、それがうま

くいかない。 
 というのは、やはり反対者の方たちは、個人

的なものを有しているんじゃないかなという考

えが私はあるんです。今のままの基金の体制を

幾ら生み出したとしてもなかなか、両方が賛同

することは私はないと思う。今の時点ではね。 
 しかし、一生懸命に国が頑張って、これから

も開門反対の方たちに対してアピールをしなが

ら、一刻も早く再生をしましょうよということ

で理解していただければ、いずれはできるかと

思うけれども、今の時点ではなかなか、基金を

提示して、それで皆さんが賛同してもらえるか

というのは非常に厳しい問題だと思っています。 
 県としても、基金の活用ができるようになれ

ば、諫早湾の再生、また有明海の再生について

はもっと動きができると思うんです。先ほど言

ったようにアサリとかカキも頑張らなければな

らないんだけれども、私が一番頑張っていただ

きたいのはタイラギです。 
 多分、皆さんはスーパーとかあまり行かない

と思うけれども、スーパーに韓国産のタイラギ

が今、たくさん出ている。今が一番旬なんです。

この間、私も買って食べてみたけれど、やっぱ

り有明海のものとはかなり味も違いますし、見

た目も全く違っています。 
 基金ももちろん含めてだけれども、この特別

対策事業を継続して、またもっと拡大していた

だいて、一番メーンであるタイラギ漁をもう一

度実現できるような体制をとっていただきたい

と思いますので、ぜひ、特別対策事業について

は継続をしていただき、もっともっと予算を確
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保していただきたいと思っていますので、今後

ともよろしくお願いしたいと思います。 
【吉村(洋)委員長】 資料はすぐに出ますか。ち
ょっとかかりますか。3年間だから出るだろう
と思うけど。売上高がわからんかもしれん。 
 後で、ペーパーで配ってください。 
 ほかに、質問はありませんか。 
【溝口委員】 ながさき森林環境保全事業の中の
森林環境税についてお尋ねしたいと思います。 
 この税金によって、かなり森林関係が整備を

されてきていると思うんですけれども、この10
年間の税収の総額は大体どのくらいあったのか、

お聞かせいただきたいと思います。 
【佐藤林政課長】 平成19年度から、ながさき
森林環境税を導入いたしまして県の皆様からい

ただいております。今年はまだ途中でございま

すので、平成19年から平成27年までの9年間で
回答させていただきます。 
 税収の総額が約24億3,000万円です。年間大
体3億6,000万円程度きている計算になります。 
【溝口委員】 わかりました。約24億円を集め
て、これまでの事業的な効果と成果はどのよう

に考えているのかについてお尋ねいたします。 
【佐藤林政課長】 これまで、森林の広域的機能
の向上ということを目的に森林環境税を使わせ

ていただいております。この間、主に森林の整

備、間伐を進めてまいりました。この環境税を

活用して、国の補助金もあって、一部は一緒に

使っているわけです。6万ヘクタールの整備す
べき森林があって、それを解消していくという

大きな目標で進めてまいりました。 
 全体としては未整備森林が4万5,000ヘクタ
ール解消されたということでございますけれど

も、まだまだ整備すべき森林が残っております

ので、引き続き、この環境税と国の事業も含め

て、併せて整備をしてまいりたいと考えており

ます。 
【溝口委員】 そうしたら、6万ヘクタールの中
の4万5,000ヘクタールが整備されたと理解し
ていいんですね。 
 間伐ということになれば、搬入道路関係の整

備が要ると思うんですけど、その整備の進捗状

況、全体で6万ヘクタールを整備していかなけ
ればいけないんですけれども、その辺について

の聞かせていただきたいと思います。 
【佐藤林政課長】 まだ1万5,000ヘクタールほ
どの未整備森林が残っていると我々は計算をい

たしております。これを整備していくためには、

当然道というものがないと山の整備は進みませ

んので、それを支援してまいっております。年

間、約200キロずつ整備をやってきているとこ
ろでございます。昨年度は、実績として300キ
ロ程度の路網の整備になっております。そうい

うことで、森林整備に必要な路網の整備は着実

に進んでいるのではないかと思っております。

ただ、まだまだ未整備森林は多々ございますの

で、それに必要な路網の整備については、今後

も環境税を使って支援をしてまいりたいと考え

ております。 
【溝口委員】 わかりました。1年に大体200キ
ロずつぐらいで、去年は300キロと理解してい
いんですね。 
 搬入道路をつくるのに、土地の所有者がおっ

て困難な部分があると聞いたんですけれども、

その辺についての対策はどのようにしているん

ですか。 
【佐藤林政課長】 道を造る場合に、主要な市町
村道、あるいは林道から道を延ばしていくわけ

ですけど、その間にある土地の所有者の方々の

承諾は絶対に必要なものでございます。基幹道
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路の脇から森林整備をするということであれば、

整備をしたい方々の意思がございますので、用

地交渉と申しますか同意は受けやすいんですけ

れども、道から離れた部分の森林整備をするた

めに通るだけという場合があるわけです。そう

いったところの承諾を受けるのに、実際にやる

事業体の皆さんが中心ではございますけれども、

県の普及関係の職員、あるいは市町の林務担当

職員と一緒に連携をしながら、相手方にお話を

するなり、地域としてこの森林を整備すべきだ

ということで、地域全体でお話をしながら同意

を得るように努力をしているところでございま

す。 
【溝口委員】 個人の同意がなかなか得られない
で、搬入道路を造りたいけど造れない部分がか

なりあると聞いたんですけど、何カ所ぐらいそ

ういうところがあるのかわかりますか。 
【佐藤林政課長】 具体的に何キロできなかった
というところまでは把握できておりません。た

だ、そういう場合があるということは我々も聞

いておりますので、承諾を得られないところは

外して通すとか、いろんな現地での対応もされ

ているようです。できるだけ効率的な路網整備

も必要でございますので、県の普及職員等を中

心として、やはり個人の皆さんにご理解をいた

だくということがまず最初ではないかと思って

いますので、そこについては県、事業体、ある

いは市も含めて連携して取り組んでいきたいと

思います。 
【溝口委員】 わかりました。 
 これから5年間、また、ながさき森林環境税
を徴収して、1万5,000ヘクタール残った未整備
区域の整備をしていくと思うんですけれども、

あと5年間である程度の整備ができるものかど
うか、その辺についてはいかがでしょうか。 

【佐藤林政課長】 現在、未整備森林を解消した
面積は、5年間で大体4,000ヘクタールくらいで
す。ですから、まだ1万5,000ヘクタールあると
私は申し上げましたけれども、今後の5年間だ
けでそれが終わるには、なかなか厳しいものが

あると私も思っております。効率的なやり方を

して早く未整備森林を解消するのは当然でござ

いますけれども、もう少し森林環境保全事業を

続けさせていただく必要があるのではないかと

いうふうに考えております。 
【溝口委員】 森林整備について、間伐するにし
ても、かなり技術が要ると聞いています。年齢

的に年を取った方々がいるということで、そう

いう技術を持った後継者を育てていかなければ

いけないと思うんですけれども、後継者につい

てはどのように考えているんでしょうか。 
【佐藤林政課長】 平成27年度の数字で、林業
を専門に作業されている方は350人おられます。
数的には少しずつ増えている傾向でございます

が、現場からは、まだまだ人が足りないという

ようなお話も伺っております。 
 また、高齢の方もおられますので、ちょっと

言葉は悪いですけど、若い人と入れ替わってい

くことも必要でございまして、今回の農林業農

山村活性化計画においても、新規雇用者という

ことで毎年23人を入れていくという計画もし
ているところでございます。 
 また、委員おっしゃいましたとおり、伐採す

る技術、もちろんチェーンソーという危ないも

のも使ってやるわけですので、技能あるいは安

全、そういったことの研修会等も今、実施して

いるところでございまして、安全管理をしなが

ら、かつ効率を上げるための技能講習といった

ことを研修の中で作業員の方々に学んでいただ

く、そういったことも県が取り組んでいるとこ
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ろでございます。 
【溝口委員】 わかりました。 
 農業とか漁業は、2年間とか3年間、後継者育
成の資金があるんですけれども、林業関係の場

合もそういう資金を使ってやっているのかどう

か、お尋ねいたします。 
【佐藤林政課長】 これは国の事業ですけれども、
緑の雇用事業がございます。これは、実質3年
間ですけれども、1年目が初級研修みたいなも
ので、2年目、3年目とレベルアップした研修を
受けることになっております。これにつきまし

ては国の支援がございまして、個人にというよ

りも雇っている会社、あるいは森林組合にいき、

結果としてそれが人件費になっているというこ

とでございます。月額9万円の支援策と研修を
やるための費用、そういった支援をされている

ところでございます。 
【溝口委員】 緑の雇用事業ということで会社に
いくということですけれども、農業関係とか漁

業関係は個人にいくようになっていると思うん

です。その辺について、後継者を年間23人ずつ
つくっていくと、今のところはできているとい

うことですが、後継者を育成するためには、個

人的にやりたいという人を育てていく必要があ

ると思うんです。その辺についての県としての

考え方を聞かせていただきたいと思います。 
【佐藤林政課長】 林業の場合は、森林組合など
の事業体に雇われているという形態でございま

す。山を持っている方が直接森林整備をすると

いう形態は、長崎県の場合はほとんどないと言

ってもいいと思います。 
 そういったことで、雇用される方々が増える

ような取組、若手に参入してもらうことも取り

組んでおりますし、国の制度等も生かしながら、

入ってこられる方のスキルアップもしていただ

くと。 
 それともう一つ、県が取り組んでいるのは新

しい事業体、例えば建設業から参入してもらう

とかですね。これまでも建設業、あるいは造園

業の方々が林業に参入していただいている実績

がございますが、これも併せて進めていく必要

があるだろうと。木材生産、森林整備を進めて

いく上では、絶対に担い手は必要でございます

ので、いろんな形で担い手が増えるような対策

を行っていきたいと思っております。 
【溝口委員】 わかりました。 
 会社に9万円いくということでございますけ
れども、それは国の事業ということで、県とし

ては後継者育成の事業の検討はしていないんで

すか。あるんですか、ないんですか。 
【佐藤林政課長】 直接個人に幾らとか、そうい
ったものは現在、県の制度ではございません。

先ほどから申し上げている研修制度です。国の

研修制度もあるんですけれども、それにプラス

して県が別途、いろんな研修をしているものも

ございますし、研修に行く際に費用がかかりま

すから、そういった費用を一部支援していくこ

とも担い手対策の中でやっていくというふうに

考えているところでございます。 
【溝口委員】 研修者への支援を考えているとい
うことですけど、まだ決定はしていなくて、検

討中なんですか。 
【佐藤林政課長】 申し訳ありません。先ほど申
し上げました研修制度は、国は国でやっており

ますけれども、それと別個に県も実施をしてい

るところでございます。 
 先ほど私が検討してまいりますと申し上げた

のは、離島におられる方々は、旅費を使って本

土に研修に来なければならないということで、

そういったところになかなか支援が行き届いて
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ないので、今後検討していく必要があるだろう

という意味で申し上げたところでございます。 
【溝口委員】 わかりました。 
 森林環境をきれいに整備していくのは大事な

ことでありますし、海とのつながりもあると思

います。後継者がいなくなったら森林整備がで

きなくなりますので、ぜひ、後継者育成のため

の努力をしていただきたいと思っております。 
 もう一つは全国和牛能力共進会です。4年前
ですか、長崎県が枝肉でトップをとって、それ

が反映して今の子牛関係が90万円という形に
なっていると思うんです。 
 2017年9月に宮城大会が開催されますが、そ
れに向けての県としての課題と対策についてお

尋ねをしたいと思います。 
【大曲畜産課長】 全国和牛能力共進会について
のお尋ねでございます。 
 現在の取組でざいますが、繁殖牛の能力を数

値化したもので育種価というのがございますが、

そういったもので選抜をして、いいものを選抜

しております。肉牛の部で前回よりも、育種価

という遺伝能力の判明率が10％向上しており
ます。前回大会よりも37頭多い141頭の能力の
高い出品候補牛を確保いたしまして、そのうち

58頭を現在、15戸の肥育農家へ渡して指導をし
ているところでございます。 
 肉牛のうまみ成分、オレイン酸含量を増加さ

せるための農家ごとのマニュアルも使いまして

飼養管理を実施しております。また、県域の指

導チーム、出品技術指導班による定期的な巡回、

発育の確認、また、肉質の診断ができる超音波

診断装置を使いました飼養管理の徹底、そうい

った対策に努めております。そういったいろん

な対策を前回よりも強く打ちまして、日本一の

連覇に向けて取り組んでいる状況でございます。 

【溝口委員】 わかりました141頭の中から58頭
に絞っていくということで、今、15戸で58頭を
飼育しているんですかね。 
 あと1年あるんですけれども、それを何頭に
絞って出品していくのか。58頭を出品するんで
すか。 
【大曲畜産課長】 58頭からさらに絞り込みま
して、最終的には、出品牛を26頭というふうに
記憶しているんですけれども、最終的に26頭に
絞り込むということになっております。 
【溝口委員】 2012年の長崎大会の時に優勝し
て、ブランド化して子牛が90万円という形にな
っているんです。大会で優勝すれば、5年間は
それを保てるということで、ぜひ宮城大会でも

優勝できるように努力していただきたいと思っ

ております。 
 農家の方々が絞られてくるんですけれども、

農家の方々とどのような検討をお互いにやって

いるのか。大会に向けて26頭ということですけ
ど、この26頭が全て優位に上げられるようにし
ていかなければいけないと思うんですけれども、

その検討についてどのように考えているのか。 
【大曲畜産課長】 ただいま26頭と申し上げま
したのは全出品牛で、肉牛の部では、最終的な

出品頭数は8頭となります。 
 58頭のうち2次選抜ということで、ずっと牛
の発育、成長ぶりを巡回で見て、脂肪交雑を見

る機械で中身を見まして、第1次選抜を平成29
年5月に予定しております。そこで30頭に絞り
まして、平成29年7月ごろを予定しております
けれども、最終的に8頭に絞り込むというふう
な状況でございます。 
【溝口委員】 わかりました。 
 宮城県まで牛を運んでいかないといけないの

で、ストレスがたまったらあまりよくないと思
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うんですけれども、大体何カ月ぐらい前に運ん

でいくんですか。 
【大曲畜産課長】 まだ最終的な日程は決まって
おりませんけれども、委員がおっしゃいました

ように、宮城県まで行くと、移動のために体重

が大体50キロから60キロぐらい減るといった
情報もございますので、通常は、と畜される1
週間から5日ぐらい前に運ばれると思うんです
けれども、そこの日程については、今後の調査

も踏まえまして最終的に決めたいと思っており

ます。まだ決まっておりません。 
【溝口委員】 7月までに8頭に絞って、1週間か
ら5日ぐらい前に運んでいくということです。 
 ぜひ宮城大会でも長崎県が優勝できるように、

しっかりと農家の方々と話し合いをしながら進

めていただきたいと思っております。よろしく

お願いいたします。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 
【山口委員】 先ほどの森林環境税に関連して質
問したいと思います。 
 路網の整備が大分できているということであ

りまして、間伐材等の搬出に役立っているんじ

ゃないかと思います。前回も質問しましたけれ

ども、路網の再整備について、国にも制度がな

い、そしていろんな手立ても考えていないとい

うことだった。路網の基幹道なり、路網の再整

備について、何年かごとにやっていかないと使

用不可となってくるものが出てくる。また、最

終的に間伐じゃなくて本当に切り出す時にまた

使用するということでありますので、そういう

ところの再整備についての考え方をもうちょっ

と整理しておかなければならないと思うんです

けど、いかがでしょうか。 
【内田森林整備室長】 ただいまの路網の維持管
理についてでございますが、路網の種類が、一

番高規格の1級林道というのがございます。そ
れから林業専用道というものがございます。そ

の枝分かれした部分に入るのが今言われた作業

道と、3種類の林道があります。林道と林業専
用道というのは、林道台帳に各市町が搭載しま

して、維持管理は市町でやってまして、災害対

応が国の補助制度でできるという状況です。 
 作業道については、木材を出荷するために、

木を伐採した後に重機が通るぐらいの搬入路み

たいな感じで、なかなか維持補修まではメンテ

ナンスができていないような状況です。間伐が

10年、あるいは20年おきにやってまいりますが、
切りっぱなしの道路ですので、できれば早く植

生が回復したほうが後の災害も起きにくいとい

うことで、自然に草地化、あるいは灌木類が生

えるようなことが望ましいと我々は考えていま

して、委員がご指摘のとおりイノシシの住処に

なっているとか、シカのえさ場になっていると

かという問題もございますが、なかなか作業道

まではメンテナンスができていない状況です。 
【山口委員】 そうしたら、また10年後に間伐
に入る際には、新たな路網として再整備をかけ

るということになりますか。 
 一旦、山に戻したほうが災害が起きにくいと

いう考え方であれば、また10年後に入る時に新
たな路網として整備するという考え方ですか。 
【内田森林整備室長】 委員がおっしゃるとおり
でございまして、作業に入る前に、また新たに

道を使えるように整備をするということでござ

います。 
【山口委員】 その際に、路網整備は年々、何キ
ロやりました、何キロやりましたとカウントし

ていくわけですけれども、次の整備もまた、そ

のカウントの中に入るわけですか。 
【内田森林整備室長】 新たに開設する部分が、
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今、林政課長が言った年間200キロということ
ですので、今までの道はそのまま使うというこ

とで、開設延長には含まれません。 
【山口委員】 維持管理も必要であるということ
も認識をしていただかなければならないと思っ

ております。 
 それからもう一つ、切り出した山の再造林の

時に、農林技術センターにおいて低密度植栽、

低コスト試験というのをやっておられるみたい

です。今までは1ヘクタール当たり3,000本植栽
というのが当然に行われてきたようですけれど

も、低コスト化に向けていろいろ試験をなさっ

ているようです。次の段階として、指導をどの

ようになさっていくんですか。 
【佐藤林政課長】 従来のスギ、ヒノキの植栽は、
委員がおっしゃいましたとおり、大体1ヘクタ
ール3,000本植えというのが平均でございます。 
 近年、低コストで植栽をしようという動き。

これは、間伐とか除伐を続けていけば、最終的

に50年の伐期になると1,000本ないぐらいの山
になります。それを現在、整備をして出荷をし

ているわけです。ということは、途中で切って

しまう木が多いということですので、最初から

そんなに植えなくてもいいんじゃないかという

考え方がございます。 
 それともう一つは、コンテナ苗と申しまして、

今まで苗畑から苗を取って山に植えていたんで

すけれども、根鉢をつくったコンテナ苗という

のができまして、それが非常に生育がよくて成

長が早いということもございまして、そうであ

れば、できるだけ少なく植えて上手に管理した

ほうが、成長が早くかつ手間がかからないとい

うことで、低コストの造林が増えているところ

でございます。 
 ただ、今申し上げたコンテナ苗というのは、

まだまだ生産がそんなに多くございません。特

に長崎県の場合、やっとコンテナ苗をつくり始

めたというような状況でございますので、それ

を整備する必要があるということでございます。

今後は、そういった低コストの造林をやってい

きながら、その後の下刈りも関係はいたします

けれども、そういったことを研究しながら、進

めていく方向としては低密度の低コストの造林

対策ということになろうかと思います。 
 それと、先ほど、溝口委員の質問に私、森林

環境税の税収額をお答えしました。平成19年か
ら平成29年の9年間ということで、24億3,000
万円と申し上げましたけれども、私、読み違え

ておりまして、平成19年から平成27年までの9
年間で28億1,000万円でございます。1年間分を
足し忘れておりました。申し訳ございません。 
【吉村(洋)委員長】 年間3.6億円というのは当
たっているのか。 
【佐藤林政課長】 そうです。 
【山口委員】 森林環境税でありますが、森林と
いうのは再整備といいますか、ずっと整備しな

がら次の代、次の代に渡していく、ロングスパ

ンで考えていかなければならないものでありま

すので、新しい技術とか、いろいろ持ち込みな

がら、長崎県の森林を守っていただきますよう

に、よろしくお願いいたします。 
【小林委員】 我々がこの1年間、農林部の審査
をするに当たって最大の課題は何かというと、

農業の産出額が、本当にご尽力をいただいて相

当伸びているわけです。全国平均で産出額が

4％減少している中において、長崎県の場合は5
年間ずっと伸びているし、8.9％の産出額の伸び
であるという状態は非常に評価し、ここのとこ

ろは十分に我々も関係者の皆さん方に感謝をし

なければいかんと思っているわけです。 
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 ところが、最大の課題は何かというと、この

産出額、つまりつくって売ってそれだけの収入

を得ているものの、個人の農家の所得はどうな

のかとなりますと、なかなか産出額に見合わな

いというのが、本県の農林行政の最大の課題で

はないかと、こういうところでありまして、も

うこの視点は十二分に皆さん方もおわかりのこ

とであるし、これからどういう形で農業の生産

所得を高めていくかと、ここに尽きるのではな

いかと思っております。 
 こういう状態の対策をこれから本格的にやっ

ていかれるものと思いますが、ここは農林部長、

私は、11月1日の予算決算委員会の際に、農林
部長の見解を求めていろいろご質問をいたしま

した。十分お答えをいただいたものと思います

けれども、ここの点について常任委員会に場所

を変えて、改めて農林部長の考え方、農林部と

して、これからの課題を、その位置づけの中で

どうされようとしているか、まずその辺のとこ

ろをお尋ねしたいと思います。 
【加藤農林部長】 委員ご指摘のとおり、本県の
農業産出額は、このところ増加傾向で推移して

おりまして、その伸び率は8.9％と日本一の伸び
率を示しているところでございますが、本県の

最大の課題は、農業所得が低いことでございま

す。 
 主要農家の農業所得でいいますと、全国が

505万円のところ、本県は大体その7割と。担い
手の中核であります、経営改善計画を立ててお

ります認定農業者でいきますと大体9割程度、
450万円というところでございまして、認定農
業者でいっても平均より下になっているところ

でございます。 
 その要因は何かと申しますと、全国の統計の

中でこれを比較するのは、国はサンプル調査で

すので、なかなか難しいところがございますが、

そこを本県の課題ということで上げさせていた

だきますと、まずは、傾斜地が多く平野部が少

ないということもありまして、1戸当たりの経
営面積が小さい。それから、大消費地から遠い

ものですから流通コストがかかる。こういった

構造的な課題に加えまして、本県の現場では、

品目ごとに多くの課題がございます。 
 例えば米でありますと、反収が低い、１等米

比率が低い。施設でありますと、先進地に比べ

ますと反収が低く、あるいはハウス等のコスト

が上がっているために収益性が下がっている。

果樹でいいますと、県内でもブランド力に差が

ありまして単価に差がある。畜産で申しますと、

本県の主力でございますけれども、もともと収

益、所得率は低いんでございますが、その中で

も1戸当たりの飼養頭数が少ないためにコスト
がかかっている等々で、そういうものを含めま

して本県の農業所得率が低い状況にございます。 
 農業所得率は、全国で平成25年では44位、平
成25年は少しだけ上がりましたけれども、まだ
まだ低いところで37位という状況にございま
して、こういうことが原因して本県の農業所得

が低いと考えているところでございます。 
【小林委員】 要因を並べられて、課題は何かと
いうこともわかっているということですね。 
 それから、平成25年度は44位だったけれども、
平成26年度は37位に上がっているという形で、
一定の所得の進展は見られるということになっ

ていると。 
 例えば認定農業者について、この間も指摘を

しましたけれども、大体450万円が認定農業者
約6,000人の平均所得だということになってい
る。ただ、これは上を見れば1,800万円の人がい
る、500万円、600万円以上の人がいる。 
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 ところが、一番大事なところは、この間も指

摘したように、450万円よりも下回る人たちの
数の多いこと。認定農業者5,900人の中で3,200
人の方々、約54％はまだ260万円程度であると。
だから、平均が全国の505万円に対して450万円
だと。こういうような話をされるものの、現実

には3,200人の方々が260万円ということにな
っている現状だということです。 
 で、何が問題かというと、長崎県の置かれて

いる状況だけをずっと言っておっても仕方がな

い。原因究明はもうわかっていると、それをど

うやって乗り越えて生産コストを抑えるかと、

ここのところに一点集中していかなければいか

んのが、これからの農林行政の最大の課題だと

申し上げているわけです。 
 この間、部長からこんな答弁がありました。

手取りを600万円にするためには、総所得で
2,000万円の売り上げを上げなければいかんと。
もちろん税金とか必要な経費を全部引いて、純

粋に手取りを600万円にするためには2,000万
円の売り上げを上げなければいけないと。1,400
万円では、税金その他もあるけれども、生産コ

ストがかかり過ぎているというような捉え方を

するわけです。 
 ここのところにどうやってメスを入れるか。

要因、原因はきちんと集約されているわけです。

そこにどういう形でメスを入れて生産コストを

安くしていくかということが、これからの課題

ということになっていて、ここの対策を品目別

におやりになるだろうし、今の農林部の力から

してみて、必ずこれはクリアできると私は考え

ているわけだけれども、例えば国の支援とか、

あるいは県の単独の支援とか、そういう形の中

で生産コストを抑えることができるのかと、こ

ういうようなことであります。 

 今、認定農業者の経営規模の面積は、大体2.6
ヘクタールぐらいですかね。これを1.2ヘクター
ル増やして3.8ヘクタールぐらいの経営規模に
したいと、それだけの面積にしたいということ

をこの間、答弁されておったと思います。 
 確かに経営規模の面積を広げることとか、い

ろんなことはあるけれども、要は、生産コスト

がかかり過ぎて、せっかく売り上げが上がって

も、それだけ手元に残ることが少ないと。 
 こういう形でいきますと、生産コストを下げ

るための対策として、国の支援、県単独の支援

というものが何かあるのかどうか、そんなよう

なことをお考えになっておるのかどうか、その

辺はいかがですか。 
【加藤農林部長】 農業所得を上げるために生産
コストを下げることは大変重要なことでござい

まして、そのために国、県合わせました対策と

いたしまして、まずは露地等々では基盤整備を

しっかり進めて生産性を上げないといけないと

思っております。 
 施設等々ではハウス、あるいは燃油の高騰が

あっておりますので、コスト縮減のためのヒー

トポンプ等々の導入、あるいはハウスのコスト

縮減対策を進めないといけないと思っておりま

す。 
 さらには畜産では、繁殖ではコスト縮減のた

めに放牧の推進等も進めないといけないと思っ

ていますし、さらには農業所得を上げるために

はコスト縮減だけではなくて単価を上げる、あ

るいは反収を上げる、こういう取組も大変重要

なものだと考えているところでございます。 
 施設ではトマト、あるいはアスパラ、イチゴ

では、先進地と比べまして単収が低うございま

すので、その単収を上げるような取組。例えば

先進地では二酸化炭素の発生装置を導入してお
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りますので、そういう環境制御の技術、あるい

は機器の導入。あるいは多収性の品種でありま

す、イチゴでは「ゆめのか」への品種転換、ア

スパラでは排水対策を先進地では徹底してやっ

ておりますので、そういう管理指導等々。 
 あるいは畜産では、繁殖につきましては分娩

間隔の短縮、肥育では肥育期間を短縮するとい

った生産性を上げる取組を併せて行いながら、

農業所得をしっかり上げてまいりたいと考えて

いるところでございます。 
【小林委員】 単収を上げるとか、あるいは農産
物の単価を上げるとか、今言った営農指導とか

管理指導がとても大事だということです。 
 これは、今までやってこなかった部門なのか。

本当になんで生産コストがかかり過ぎるのかと

いうことを徹底的に洗い直してみて、そういう

答えが出てきたのかというところなんです。農

林部としては、そこが最大の課題として、いろ

んな形で進めていただいていると思いますけれ

ども、何をせねばいかんかということが今の答

えの中でもはっきり認識されているわけです。 
 では、具体的に生産コストを下げるためにど

うするかという体制はどうなっていくのかと、

ここのところをもう一度お願いしたいと思いま

す。 
【加藤農林部長】 生産コストを下げるためには、
県だけではできませんので、関係団体と一緒に

なってコスト縮減対策の会議をしっかり立ちあ

げて、これを取り組んでまいりたいと考えてい

るところでございまして、そういった取組をし

っかり進めてまいりたいと思っております。 
【小林委員】 コスト削減の会議なんて、今まで
やったことがないんでしょう、関係者と。今度、

そうやってコスト削減のための取組を農業関係

者全員でやってみようと、こういうことも一つ

の取組だと思います。だから、認識をきちんと

改めながらやっていくということ、ここのとこ

ろで非常に期待をしたいと思っているところで

す。 
 我々は、こうして皆さん方にお願いをすると

ころだけれども、現場の方々、あるいは実際的

に農業行政を推進されている皆さん方は、なか

なか難しいんだろうと思いますけれども、そこ

をどうしてもクリアしていただかなければ、農

業産出額はこれだけ立派に成果を残されている

にもかかわらず、農業所得についてはいま一つ

というようなことになってはいかがなものかと

思います。 
 だけど、単収を上げるとか、農産品の単価を

上げると言っているけれども、10アール当たり
の総生産額は非常に上位におるんじゃないです

か。どこに問題があるのかと。どこに一番メス

を入れなければいかんのかというところを、農

林部長、勇断をもってやっていただかなければ

いけないのではないかというようなことでござ

います。 
 今まで産出額を上げることに一生懸命だった。

その外形的な体制ができつつある。そうすると、

あとは実を農家の皆さん方が感じ取ることがで

きるようにして、強い農業とか、もうかる農業

とか、そういう方向に向かわしめるような農林

政策をきちっとやっていただくことを、私はぜ

ひお願いしたいと思います。 
 今、認定農業者の平均が450万円だと、これ
が一つの基準になっている。上を見ればきりが

ないが、260万円クラスの人がまだ54％いらっ
しゃるんだと、3,200人だと。そうすれば、平均
の450万円とは少し離れ過ぎているんじゃない
かと。 
 これを、今言われたような取組の中で、大体
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54％の3,200人、平均260万円の規模をどれぐら
いまでに上げるというような一つの見込みとか

方針を固めながら、その生産コストを下げてい

って農業所得を上げる、こういうようなことは

具体的に何か見込というか、何年までにこうす

る、どれぐらいまでに生産コストを下げて所得

を上げるとか、そんなような一つの見込みの目

ができて、それをずっと追いかけていくという

ようなことができるかどうか、最後にお尋ねし

ておきたいと思います。 
【加藤農林部長】 認定農業者で今、450万円の
所得でございます。全国平均が今、505万円で
すが、10年後には600万円の所得を目指そうと
しております。私どもは、これにしっかり追い

つかないといけないと思っております。この

600万円という所得は、後継者が帰ってきても
生活ができる所得、こういったところをしっか

り捉えながら、認定農業者のデータベースがご

ざいますので、その進捗管理をしっかりやりな

がら、これを育ててまいりたいと考えていると

ころでございます。 
【宮本副委員長】 私から1点だけ、鳥獣対策に
ついてお聞きいたします。 
 さきの9月定例会の一般質問で、長崎県が国
の事業を受けて2地区で、捕獲者の高齢化に伴
う対策としてＩＣＴを使った鳥獣対策を行って

いると聞きましたが、その後の進捗状況をお聞

きしたいんですが。 
【光永農山村対策室長】 捕獲者の高齢化等がご
ざいますし、本県の場合は、例えば道が悪いと

ころ、それから離島等でも捕獲対策をしっかり

と展開していこうということで、ＩＣＴを活用

しようと、ただいま副委員長からございました

ように、五島市と対馬市で現在、設置を進めて

いるところでございます。 

 仮設的に2カ所に設置が終わったところでご
ざいまして、今後の指定鳥獣の捕獲等事業の中

でもう1カ所設置をしようということで、対馬
市で2カ所、五島市で1カ所設置する計画でござ
います。これは、国の研究費を活用しながらと

いうことで、地元負担を伴わない形で実証的に

やっていこうと思っています。 
 内容的には、基本的には囲い罠でございます

が、これにカメラ、熱センサー、赤外線のセン

サー等を組み合わせまして、離れていてもシカ

等が入ったことを確認できるという仕組みでご

ざいます。例えば五島市で設置しております施

設につきましては、設置個所は五島福江島の一

番西側の玉之浦、島山島というところに設置し

ております。実施主体のリーダーが現在は福江

におります。そういう遠隔地であっても捕獲し

たという情報が入りますので、そういった中で

しっかりと捕獲を実行するということでござい

ます。 
 それから、入ったことだけをもって捕獲する

のであれば、わざわざセンサーは要らないんで

ございますけれども、単一の個体が入って閉め

てしまうと、その周りに残ったシカ等がいても

捕獲ができないわけで、今回の場合はカメラ等

でモニタリングできますので、十分に群れが中

に入りきったところでシャットアウト、閉じる

ことができます。こういったものを実証しなが

ら、遠隔地であっても効果的にできるような仕

組みを実証し、また、これのめどが立てば実用

化も含めて進めていきたいと考えている次第で

ございます。 
【宮本副委員長】 わかりました。五島市と対馬
市ですね。3年間ということだったかと思いま
すので、今後いろんな問題等は出てくると思い

ますから、長崎県で普及できるような形で研究
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等々を進めていただきたいと思っております。 
 これに加えて、平成28年度の事務事業の評価
結果について、農林部の資料の21ページに、鳥
獣対策推進事業の中で、見直しの方向性でシカ

に対する集中的な捕獲事業を実施するというの

があります。これは、ＩＣＴとはまた別の独自

の捕獲事業と認識してよかったでしょうか。 
【光永農山村対策室長】 現在、シカにつきまし
ては対馬、五島列島、八郎岳周辺に高密度で生

息しているということで、生息調査を経年的に

行っているところでございます。 
 特に生息頭数が課題になっている対馬で、こ

の指定捕獲等事業をやっていこうと今年から取

り組むことにしております。現在、公募により、

今月21日まで実施者を募っているところでご
ざいます。今回の法改正のもとで、認定事業体

というのが設置されております。こういった者

の中で、対馬で新たに取り組む指定捕獲等事業

を行おうと思っております。 
 捕獲方法としては、銃による捕獲、罠による

捕獲と、先ほど申しましたＩＣＴ、3つを組み
合わせながら、新しい仕組みの中で捕獲の加速

化を図るために進めていきたいと思っていると

ころでございます。 
【宮本副委員長】 わかりました。ありがとうご
ざいました。 
 シカについては、イノシシと同様に増えてく

る可能性、いたちごっこという面もあるかと思

いますから、どうか、しっかりと研究を進めて

いただきたいと思います。 
【中山委員】 ながさき森林環境税についてお聞
きします。 
 5年間、未整備林の解消であるとか、里山林
の整備とか、木育の推進とかやっていくという

ふうになっていますが、公益的機能の維持とあ

るんです。公益的機能が、この税のよりどころ

になっているわけですね。 
 今後の計画の中で、これをどう見える化して

いくか。これだけを読むと、木材活用に視点が

入っているような感じがしますけど、これ以外

にも緑のダムとか、癒しの問題とか、がけ崩れ

の防護とか、いろいろあるんですよね。公益的

機能とはこういうものだということをもう一度

きちんと整理をしてもらって。 
 そして、公益的機能が増えているのか、減っ

ているのか、低下しているのか、この辺がよく

わからないんですよ。以前、私の質問に対して、

公益的機能について数値化したことがあります。

1兆2,000億円か何かという話が出たのはもう
20年ぐらい前なんですけれども、そういう数値
化を。国と協議して、新しい計画の中で見える

化することによって県民の理解が深まってくる

と考えているので、これについてひとつ努力し

てもらいたいと思いますけど、いかがでござい

ましょうか。 
【佐藤林政課長】 森林環境税を使った事業、森
林の持つ公益的機能を維持、向上させるという

のが大きな目的でございます。この間、森林整

備を中心に整備をしてまいりました。当然森林

の整備となりますと、山奥の整備が多くなりま

して、いわゆる税を払っていただいている県民

の皆さんの目にとまりにくいということはござ

います。そういった意味で、いろんなところで

見える化をしていく必要があるだろうというこ

とで、新しい来年度からの事業につきましては、

そういったところも主眼に置きながら進めよう

としているところでございます。 
 今、委員がおっしゃいました金額であらわす

と。これは日本学術会議が、平成13年に算定を
いたしておりまして、水源涵養機能、土砂流出
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防止機能、レクレーション機能、そういったい

ろんな森林の機能がございますが、それを数値

化したことがございます。その際には全国のも

のをやっておられまして、正確なところは忘れ

ましたけど、70兆円ぐらいの規模になったと思
います。それと同じやり方で県が算定をしまし

たところ、7,800億円程度の効果があるという試
算結果が出ております。 
 現在、今回の環境税を延長するに当たって、

基本的な考え方を9月定例会のこの委員会で説
明させていただきましたけれども、その同じよ

うな算定方式で今回の5年間の整備が完了した
として試算をいたしますと、5年間だけで162億
円の効果があったという数字がございます。そ

ういったものを県民の皆様に示しながら、森林

環境税を使った森林整備がこういった効果を上

げていますよということは引き続きＰＲをして、

森林整備の推進につなげていきたい、理解につ

なげていきたいというふうに考えております。 
【中山委員】 効果の162億円については、前の
委員会でそういう答弁があったということであ

ります。 
 全体で70兆円というのは平成13年という話
で、もう14～15年たっているわけですから、も
う一回その辺をよく協議して、出せるものであ

ればきちんと出したほうが県民としてわかりや

すいし、魅力を感じるんですよね。仮に8,000
億円の公益的機能があるということになると、

それだけ関心をもってくるし、それをどう上げ

ていこうかということも含めて理解しやすいと

思いますので、ぜひひとつ数値化できるように

工夫していただければということで申し上げて

おきたいと思います。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにはございませんね。 
 ほかに質問がないようでございますので、（発

言する者あり） 
【藤田諫早湾干拓課長】 先ほど、諫早湾水産振
興特別対策事業の実績額についてお尋ねがあっ

たんですけれども、昭和62年の事業創設から平
成27年度までの総事業費の実績額といたしま
しては、諫早湾内3漁協ございますが、36億
1,000万円ということでございます。そのうち、
県費での補助額は21億2,800万円ということに
なっております。 
 直近5年間における諫早湾内3漁協の漁獲高
を見てみますと、少ない時で平成24年の2億500
万円、多い時で平成26年の3億3,600万円と、漁
獲高は不安定な状況にあるということでござい

ます。 
 事業の延長につきましては、先ほど申しまし

たとおり基金案が成立するか、成立しないかと

いうのはまだ不透明なところはございますけれ

ども、そちらの状況、それから海域環境も含め

まして検討を行ってまいりたいと考えておりま

す。 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問もないようです
ので、議案外所管事務一般についての質問をこ

れで終了します。 
 今回、公明党として、「「米政策改革」に対

する稲作農家の不安を払拭し経営の安定と担い

手経営の再生産の確保を求める意見書」提出の

提案があっております。 
 ここで改めて宮本副委員長より、意見書提出

についての趣旨説明等をお願いいたします。 
【宮本副委員長】 それでは、「「米政策改革」
に対する稲作農家の不安を払拭し経営の安定と

担い手経営の再生産の確保を求める意見書

（案）」についての説明をさせていただきます。 
 この意見書につきましては、昨日の陳情の中

にも同じような内容がありました。重複する部
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分はあるかと思いますけれども、お願いいたし

ます。 
 皆様ご承知のとおり、米政策改革というのが

あります。平成30年産をめどに、行政による、
国による生産数量の目標の配分ではなくて需要

に応じた生産が行われる状況になるように、米

政策の見直しに国全体として取り組んでいると

ころであります。 
 各団体が連携いたしまして需要調整の取組を

推進した結果、平成27年産では、生産数量目標
の配分を開始して以来初めて、過剰作付が解消

されるという形で、需要に応じた生産について

の理解が浸透してきているという状況でありま

す。 
 しかし、一方で、生産数量の目標の配分がな

くなりますと、過剰県が生産を増大させて生産

過剰となり、米の価格の下落の影響が出るとい

う不安もあることから、次のような形で3つの
項目にわたって意見書を提出するものでありま

す。 
 1、生産者の不安を払拭し、地域における円
滑な生産調整を推進するための措置として、産

地交付金を含む水田の直接支払交付金について

は、戦略作物などへの支援を明確に位置づけ、

将来に向けた継続的な支援とすること。 
 2、収入減少影響緩和交付金（ナラシ）の着
実な実施とともに、現在検討を行っている収入

保険の導入により、担い手経営の安定対策を構

築すること。 
 3、日本型直接支払など水田農業の持続的発
展に資するための各種施策の充実強化を図るこ

と。 
 以上3つの項目にわたって意見書を提出する
ものであります。 
 各委員皆様のご賛同を賜りますように、なに

とぞよろしくお願いいたします。 
【吉村(洋)委員長】 ただいま宮本副委員長から
説明がありました、「「米政策改革」に対する

稲作農家の不安を払拭し経営の安定と担い手経

営の再生産の確保を求める意見書（案）」につ

いて、ご質問、ご意見はございませんでしょう

か。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】  暫時休憩をいたします。 
 

― 午後 零時 ２分 休憩 ― 

― 午後 零時 ４分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 ほかに質問等ないようでございますので、採

決に移りたいと思います。 
 本提案のとおり意見書を提出することにご異

議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって「「米政策改革」に対する稲作農家の

不安を払拭し経営の安定と担い手経営の再生産

の確保を求める意見書」については、提出する

ことに決定されました。 
 なお、文案の作成等については、一任でよろ

しゅうございますでしょうか。 
〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 ありがとうございます。 
 それでは、これまでの農林部の審査結果につ

いて整理をしたいと思いますので、しばらく休

憩します。 
 

― 午後 零時 ５分 休憩 ― 

― 午後 零時 ５分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 これをもちまして、農林部関係の審査を終了
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いたします。 
 引き続き、水産部の審査を午後1時30分から
行います。 
 午前中の審査をこれにてとどめ、しばらく休

憩いたします。 
 

― 午後 零時 ６分 休憩 ― 

― 午後 １時３２分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会及び分科会を再開い
たします。 
 中村委員、小林委員が、ちょっと遅れるとい

うことでございますので、ご了承方をお願いい

たします。 
 これより水産部の審査を行います。 
【吉村(洋)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。 
 予算議案を議題といたします。 
 水産部長より説明をお願いいたします。 
【熊谷水産部長】 お手元にお配りしております
予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明資

料をご用意ください。水産部の1ページ目でご
ざいます。 
 水産部関係の議案についてご説明いたします。 
 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第131号議案「平成28年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第134号議案
「平成28年度長崎県港湾整備事業会計補正予
算（第1号）」のうち関係部分、第137号議案「平
成28年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」
のうち関係部分、第139号議案「平成28年度長
崎県港湾整備事業会計補正予算（第2号）」の
うち関係部分でございます。 
 はじめに第131号議案についてでございます
が、歳入予算は、合計で4億2万6,000円の増と
なっております。また、歳出予算では、合計で

5億4,677万3,000円の増となっております。 
 歳入・歳出予算の主な内容は、以降に記載し

ておりますとおり、台風18号により被害を受け
た漁港施設の早期復旧のための予算を計上する

ものや、水産部職員の給与費について、関係既

定予算の過不足を調整するものでございます。 
 2ページをご覧ください。 
 下のほうにございますが、繰越明許費につい

てでございます。 
 計画、設計及び工法の変更による遅れ等によ

り、事業の年度内完了が困難であることから、

記載のとおり繰越明許費を設定するものであり、

後ほど担当課長から補足説明をさせていただき

ます。 
 3ページをご覧ください。 
 債務負担行為についてでございます。 
 記載のとおり、漁業近代化資金利子補給費に

ついて融資額を増額するため、債務負担行為を

設定するものでございます。 
 次に、第134号議案のうち水産部関係につい
てご説明いたします。 
 収益的支出で61万4,000円の増となっており
ますが、これは職員の給与費について、既定予

算の過不足の調整に要する経費でございます。 
 次に、第137号議案のうち関係部分でござい
ますが、歳出予算で合計1,631万9,000円の増と
なっております。これは、職員の給与改定に要

する経費でございます。 
 次に、第139号議案のうち水産部関係につい
てでございますが、収益的支出で17万9,000円
の増となっております。これも、職員の給与改

定に要する経費であります。 
 以上をもちまして、水産部関係の議案の説明

を終わります。 
 よろしくご審議のほどお願いいたします。 
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【吉村(洋)分科会長】 次に、漁港漁場課長及び
経営支援室長より補足説明をお願いいたします。 
【中田漁港漁場課長】 繰越明許費のうち、漁港
漁場課の分について補足してご説明いたします。 
 お手元にお配りしております資料3、予算決
算委員会農水経済分科会補足説明資料の【第

131号議案分 繰越事業理由別調書】をご覧くだ
さい。 
 これは、第131号議案「平成28年度長崎県一
般会計補正予算（第4号）」のうち、7ページに
掲載されております農林水産業費の関係部分を

理由別に整理したものでございます。 
 1ページをお開きください。 
 今回計上しております平成28年度から平成
29年度への漁港漁場課の繰越明許費は、全体の
59件、44億276万円のうち、57件、42億4,895
万6,000円でございます。 
 下段に参考といたしまして最近3年間の繰越
状況及び昨年度との比較を記載しています。 
 今年度は、前年度と比較すると件数で2件の
増、金額で2億9,643万5,000円の減となってい
ます。今回このように繰越が減った主な理由と

いたしましては、上半期までの早期執行強化の

取組を行ったことによるものであるというふう

に考えております。 
 次に、繰越理由別についてご説明いたします。 
 1ページの表には、繰越理由別①から⑤の件
数と金額をお示ししております。 
 まず、①事業決定の遅れでございますが、事

業進捗を図るための事業計画変更が遅れたもの

で、松浦市の鍋串漁港海岸老朽化緊急対策計画

策定の1件、7万円でございます。 
 ②計画、設計及び工法の変更による遅れのう

ち、漁港漁場課分は39件、31億329万円でござ
います。 

 特に、漁場工事においてはブロック製作ヤー

ドの調整によるものが5件、14億8,410万円、長
崎漁港の尾上地区の岸壁改良工事において、県

庁舎建設工事との工程調整などから遅れるもの、

また、三重地区で進めております衛生管理型漁

港に関する整備におきまして、魚市関係者との

隣接した施設利用との調整により日数を要し遅

れるものが1件、5億4,100万円でございます。 
 次に③用地補償交渉の遅れでございますが、

相続人の関係で登記が遅れたもので、平戸市の

獅子漁港関連道整備工事など2件、2,116万円で
ございます。 
 次に④地元との調整に日数を要したものでご

ざいますが、地元漁業者との調整により、盛漁

期を避けて現地工事を行うため遅れるもので、

南島原市の布津漁港地域水産物供給基盤整備工

事、及び対馬市の厳原東地区水産物供給基盤整

備工事など13件、6億1,843万6,000円でござい
ます。 
 次に、⑤その他でございますが、これは、10
月の台風18号により被災した漁港災害で、小値
賀漁港災害復旧工事と伊奈漁港災害復旧工事の

2件、5億600万円でございます。 
 2ページから5ページは、漁場水産基盤整備費、
県営漁港水産基盤整備費、市町村営漁港水産基

盤整備費、漁港災害復旧費の予算科目別に繰越

理由、事業名、箇所名、工事概要等を記載して

おり、各表の上段には、県予算額、繰越額を予

算科目別にまとめておりますのでご覧ください。 
 今回計上させていただく繰越事業については、

金額につきましては年々減少し、平成24年度の
経済対策大型補正前の水準並みとなっておりま

す。 
 今後も引き続き、事業の執行管理強化や地元

関係者との十分な協議、調整を図りながら、よ
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り一層、繰越の縮減に努めてまいります。また、

繰越を予定している事業につきましても、早期

発注、早期完成に向け最大限の努力をしてまい

ります。 
 以上でございます。 
【川口経営支援室長】 引き続き、資料3、第131
号議案分繰越事業理由別調書にて、ご説明をさ

せていただきます。 
 1ページをご覧ください。 
 経営支援室の繰越明許費は、上の表の下に注

記にて記載しておりますとおり、2件、1億5,380
万4,000円でございます。 
 繰越理由は、2件とも②計画、設計及び工法
の変更による遅れとなっており、水産経営構造

改善事業の実施に当たり、関係者との協議に時

間を要したことによるものでございます。 
 説明は以上でございます。 
 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 
【吉村(洋)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。 
 ご質問等あられたらお願いいたします。 
【中山委員】 繰越明許費についてお尋ねします。 
 先ほどの課長の説明でいくと、前年度比で2
件、件数は減ったのかな。金額的に2億9,000万
円程度減っているので努力しているというよう

な話でございました。しかしながら、額が結構

多いですね。努力はわかるけれども、努力のあ

とが金額的に見れば小さいので、この辺をもう

少し抜本的にやる方法はないのかというのが一

つ。 
 それと、理由の中に漁場水産基盤整備費にお

ける製作ヤードの調整とあるんですよね。5件
ありますので14億円は大きいんですが、製作ヤ

ードというのは前もってやれそうな感じがする

んですけど、この辺の少し詳しい説明をお願い

したいと思います。 
【中田漁港漁場課長】 繰越額の抜本的減少対策
についてのご質問ですけれども、今年度は、国

から上半期8割契約の指示を受けて、今回ここ
に計上されているものについては、若干安全側

で数字を上げておりますのでこの数字ですが、

もう少しというか、もっと大きく減ってくるも

のと思っております。 
 それプラス、今後とも繰越額を減らす方法と

して今現在検討しているのは、業界からも要望

が出ておりますが、発注量の平準化を図ってほ

しいという話がきております。それにも効果が

あるものと思っておりますが、年度初めの端境

期に発注ができるように、ゼロ国債の予算を活

用したいというふうに考えております。 
 今、国にもそういった要望を上げておりまし

て、来年、ゼロ国債の活用が可能になるのでは

ないかと考えておりますが、ゼロ国債で4月
早々に発注、3月末に発注をいたしますことに
よって4月、5月の仕事が出てくる。前倒しする
ことによって繰越もその分減ることが可能にな

ってくると思っておりますので、それが繰越額

を抜本的に減らす方策の一つになるのではない

かと思っております。 
 それと、ヤードについてのご質問ですけれど

も、これは、漁港にある土地を活用してブロッ

クの製作を行っております。基本的に漁港は漁

業への利用が最優先するものですから、漁業者

の了解を得たところをヤードとして使用をして

いる状況でございます。どうしても漁の関係と

か、定置網の網を干す必要がない時とか、そう

いう時期にかなり左右されますので、なかなか

思ったようにヤードの確保ができない状況では
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ございますが、できるだけ計画的に、ヤードの

使用を効率よく回していけるように努力をして

いきたいというふうに考えております。 
【中山委員】 ゼロ国債を活用して、3月末から
4月にかけて端境期に発注していただくという
ことでありますから、ありがたいことだと思い

ますので、ぜひ取り組んでほしいと思います。 
 今度の補正で、経済対策で24億円ぐらいだっ
たと思うんですけれども、かなりの額が来てい

ますよね。これについては、これとかぶるのか

どうか、年度内に発注ができるのかどうか、そ

れについてお尋ねしたいと思います。 
【中田漁港漁場課長】 これは、そもそもといい
ますか、今回補正要求をした箇所については、

年度内の契約をできるところということで手を

挙げておりますので、間違いなく年度内に契約

は済ませたいと考えております。 
 先ほども申しましたように上半期で8割の契
約を達成しておりますので、その分、前倒しさ

れている関係で余力も残っております。それで、

補正の分については、先ほど言いましたように

年度内の契約を達成していきたいと。 
 それプラスゼロ国債の分については、こちら

が要望するように量的なものが国からいただけ

るのかどうかというのはまだわからないんです

けれども、その分の余力も残しつつ取組を進め

ていきたいというふうに思っております。 
【中山委員】 今の答弁を了といたしたいと思い
ます。 
 もう一つ、ヤードの件です。漁業者が優先と

いうことだろうと考えておりますが、これは素

人考えなんですが、漁港じゃなくて、近くにそ

ういうヤードというか広場があった場合、そう

いうのを活用できるんですか。 
【中田漁港漁場課長】 基本的には漁港及び港湾

の使用可能な土地を今現在、ブロックヤードと

して利用をしております。その他の民間の土地

につきましては、土地の使用料等がかなり高く

なると考えられますので、国費を使う上で、会

計検査上なかなか難しい問題があるというふう

に考えております。 
【中山委員】 国費を使わずにやった方が一番い
いわけですから、そうなるとやはり調整をね。

当然漁業者優先でしょうけれども、計画どおり

にやることも漁業者のためになるわけですから、

その辺に一工夫を進めていただいて、ヤードの

調整で繰越が減ることを期待しておきたいと思

います。 
【深堀委員】 私も関連しますけれども、繰越明
許の分で、1ページに記載されている②の計画、
設計及び工法変更による遅れの2つ目です。 
 長崎漁港尾上地区の岸壁改良工事における県

庁舎建設工事との工程調整及び三重地区の衛生

管理型漁港に関する整備における魚市関係者と

の調整で1件5億4,100万円という記載になって
いるんですが、これはどういうことか。 
 まず中身です。この1件5億4,100万円は、一
つの工事なんですか。そのあたりの中身を教え

てください。 
【中田漁港漁場課長】 内訳については後ほど確
認をいたしますが、まず、尾上地区の岸壁改良

工事は、今、県庁舎の整備が行われております。

その県庁舎の整備で、例えば資材の置き場であ

るとか、床掘した土砂の置き場とか、あるいは

クレーンがかなりの数入っておりまして、クレ

ーンが移動して回るスペースとか、そういった

ものにかなり漁港の防災緑地、あるいは岸壁の

工事に使うヤードをとられた状況になっており

ます。 
 これは、最終的に県庁舎が完成する時に合わ
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せて岸壁、あるいは防災緑地もほぼ同時に完了

するようにということで工程を都度、確認をし

ながら、協議をしながら進めております。とは

いえ、今現在、どちらかといいますと、そのヤ

ードを県庁舎の方が優先的に使用をしている状

況でございます。それは、岸壁と防災緑地につ

いては、その時期を県庁舎のヤードに割いてで

も完了はできるものというふうに踏んでのこと

ですので、今のところ繰越になったのは、いわ

ゆる県庁舎の工事との調整上やむを得ない状況

でございます。 
 それと、三重地区の衛生管理型漁港に関する

整備につきましては、岸壁につきましても、荷

捌き所につきましても、既存の施設を使いなが

ら工事を行っておりますので、都度都度シフト

をしながら工事を進めております。その関係で、

当初の思惑どおりになかなか進まない部分も発

生してきておりまして、その関係で繰越の発生

する理由となっています。 
 内訳につきましては、事業としては1件でご
ざいますが、発注工事については、尾上地区で

1つ、三重地区についてはたしか3工区か4工区
ぐらいに工事は分かれていたと思っております。

正確には後ほど確認させてください。 
【深堀委員】 どちらも当初予算ですよね。今言
われた理由もわかるし、県庁舎が完成するまで

というのもわかりますけど、全てわかっておっ

て、ある程度想定できる話ですよね。では、な

んでわざわざ当初で予算を組んだのか。 
 三重地区のこれは高度衛生化の一環ですよね。

もう何年もやっている話で、今の話もある意味、

ごくごく事前にわかっておった話ですよね。 
 だから、県庁舎の部分についてはそこまでに

完成すればいいということで、遅れても支障は

ないんだろうけれども、三重地区の分について

は、ここを繰越明許にするということは、全体

の高度衛生化の一連の中身がずれこんでくると

いうことになりはしないんですか。 
【中田漁港漁場課長】 平成32年くらいに完成
をするように考えておりますので、完成までに

まだ数年ございます。 
 ここも年間を通して1年中工事をずっと続け
ていきたいところなんです。今のところは着工

してまだ何年もたっていないので、繰越をして

年度をまたいだ形で工事を連続して行っており

ますが、今後は、先ほども言ったゼロ国債とか

複数年の債務負担行為を活用することによって、

繰越をできるだけ減らした上で連続した工事が

できるような措置をとっていきたいというふう

に考えております。 
【深堀委員】 最後に確認だけ。全体の工程の中
で、ずれ込むということはないんですか。 
【中田漁港漁場課長】 今のところ、全体の工程
が遅れるようには考えておりません。それは予

算次第になるんですけれども、予算も遅れない

ような形で確保をしていきたいというふうに考

えております。 
【吉村(洋)分科会長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。 
 次に討論を行います。 
 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了します。 
 予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行うところですが、中村委員がま

だ見えませんので、採決は後もって執り行いた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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【吉村(洋)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。 
 水産部においては今回、委員会付託議案がな

いことから、水産部長より所管事項についての

説明をお願いいたします。 
【熊谷水産部長】 水産部関係の議案外の所管事
項についてご説明いたします。 
 資料といたしましては3つございます。農水
経済委員会関係議案説明資料、その追加1、追
加2、この3つでございます。 
 この報告の中に盛り込まれておりますのは、

平成29年度の重点施策について、有明海振興基
金（仮称）（案）について、日中・日韓水産関

係交流について、日中漁業協定に基づく2016年
漁期の操業条件等について、ながさき水産業大

賞について、さかな祭りについて、第14回なが
さき水産科学フェアについて、クロマグロの種

苗生産について、事務事業及び公共事業評価の

実施について、施策評価の実施について、地方

創生の推進について、こうした項目について資

料に掲げております。 
 このうち、主な事項2点に絞りましてご説明
したいと思います。 
 まず、1点目でございますが、追加資料1、水
産部関係の1ページ目をお開きいただきたいと
思います。 
 平成29年度の重点施策についてでございま
す。 
 平成29年度の予算編成に向けまして、「長崎
県重点戦略（素案）」を策定しております。こ

れは、来年度が2年目となる長崎県総合計画チ
ャレンジ2020に掲げる目標の実現に向けて、平
成29年度に重点的に取り組もうとする施策に
ついて、新規事業を中心にお示ししたものでご

ざいます。 

 このうち、水産部の予算編成における基本方

針及び主要事業についてご説明いたします。 
 基本方針としては、長崎県水産業振興基本計

画における4つの基本目標、「収益性の高い魅
力ある経営体の育成」、「浜・地域の魅力を活

かした水産業の活性化と就業者確保」、「国内

外での販路拡大と価格向上」、「漁業生産を支

える豊かな漁場・安全で快適な漁村の環境整備」、

この4つを柱といたしまして、経営力強化に向
けた指導・支援、浜の活力再生プランに基づく

活動推進、就業者確保対策の充実・強化、海外

や大消費地への販路拡大を目指した流通加工対

策、資源管理の高度化、藻場回復等による漁場

づくり、漁港整備や浜の環境整備など、これら

を総合的に推進していきたいと考えております。 
 特に、平成29年度におきましては、国内外販
売力の強化のため、大量ロットや市場ニーズに

対応した養殖業の生産体制の確立への対応とい

たしまして、養殖業における「市場ニーズを捉

えた産地での計画的な魚づくり」、定置網漁業

等の経営強化と雇用促進のための「雇用型漁業

の育成による雇用の促進」、大消費地の嗜好や

大口需要に対応する加工の高度化・効率化のた

めの「水産加工業の連携体制の構築」、売れる

商品づくりを推進するため「消費地と産地をつ

なぐ流通販売体制の整備」など、喫緊の課題に

対して対策の強化を図っております。 
 なお、平成29年度の当初予算にかかる予算要
求状況につきましても、併せて公表を行ってお

ります。 
 これらの事業につきまして、県議会からのご

意見などを十分踏まえながら、予算編成の中で

さらに検討を加えていきたいと考えております。 
 次に、2点目でございますが、有明海振興基
金（仮称）（案）についてでございます。これ
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は、議案説明資料（追加2）にございます。 
 去る11月30日に国は、基金規模を100億円と
する有明海振興基金（仮称）（案）を公表しま

した。この基金案は、国が関係漁業団体等から

の意見を聴取するとともに、費用の積み上げを

行い、今般、開門にかわる和解案として長崎地

方裁判所に提出されたものでございます。 
 本県といたしましては、資源回復のための種

苗放流やカキ・アサリ養殖のための施設整備等

の水産振興策と併せて、漁場環境改善対策など

有明海再生に向けた具体的な取組の提案を行っ

てきたところであり、本県から要望している項

目については概ね盛り込まれたものとなってお

ります。 
 基金で取り組む内容については、「資源を守

り、育む取組の加速化」では、種苗放流やナル

トビエイの駆除、漁場環境の整備として小規模

な耕うんや覆砂、作澪、また、大規模な漁場環

境改善の実施に係る技術的可能性や経済的妥当

性などを検討するための調査等が盛り込まれて

おります。「漁業者の新たな挑戦を後押し」で

は、二枚貝類等の養殖施設の整備やブランド化

に資する商品開発、販路拡大等に関する取組が

盛り込まれております。さらに、「多様な関係

者との協働」では、試験研究・技術開発に係る

委託・調査や、有明海の漁業や環境への理解を

醸成するシンポジウムやイベントの開催などが

盛り込まれております。なお、基金の管理運営

主体について、4県及び4県の漁業団体で一般社
団法人を設立し、管理・運営を行うこととされ

ております。 
 県といたしましては、開門をしないことを前

提とした基金案により、真の有明海再生が図ら

れることを期待しており、国には、漁業者の方々

に丁寧に説明し、理解を得て和解協議が合意に

至るよう努力していただきたいと考えておりま

す。 
 以上でございます。 
 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 
【吉村(洋)委員長】 次に、漁政課長より補足説
明をお願いいたします。 
【西漁政課長】 私からは、有明海振興基金（仮
称）（案）について、補足してご説明いたしま

す。 
 お手元に配付しております資料4、農水経済
委員会補足説明資料の「有明海振興基金（仮称）

（案）について」をご覧いただきたいと思いま

す。 
 まず、1ページをお開きください。 
 「1．はじめに」は、この基金に関する経過
でございます。 
 平成28年1月に長崎地方裁判所は、開門によ
ることなく有明海全体の漁業環境の改善の方策

を検討し、全体の解決を図る和解の協議を勧告

いたしまして、国は、それを踏まえて5月23日
に、和解協議の中で勧告を踏まえた措置として

有明海振興基金（仮称）の造成を提案いたしま

した。 
 1ページの下段にございますが、9月2日の有
明海漁場環境改善連絡協議会の臨時会におきま

して、この基金案の内容を協議会で協議するこ

とが合意されまして、その後、国による4県や
漁業団体の意見聴取、ヒアリングが行われ、幹

事会でも検討が行われてきたところでございま

す。 
 2ページの上段をご覧ください。 
 その後、さらに国は、個別に漁業団体の意見

を聴取し、費用の積み上げを行いまして、今般、

基金の規模を含め、国の和解案として改めて提
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案されたものでございます。なお、国は、仮に

和解協議で成案とならなければ、この基金の実

現は難しいという考え方でございます。 
 2の（2）の基金案の基本的な考え方の①基金
の目的でございますが、有明海における水産資

源の回復と漁業経営の発展を図ることを目的と

しております。 
 3ページをご覧ください。 
 ②基金で支援する取組でございますが、公共

事業等による従来の取組に加え、有明海再生の

取組を加速化させるということで、ア、イ、ウ

にございます有明海資源を守り育む取組の加速

化、漁業者の新たな挑戦の後押し、有明海沿岸

域が一体となって行う取組となっております。 
 ③基金の管理運営主体につきましては、福岡、

佐賀、長崎、熊本の4県と4県の漁業団体で一般
社団法人を設立し、管理運営を行うこととなっ

ております。 
 ④基金方式の特徴でございますが、ア、イ、

ウにございますとおり、漁業者のニーズを踏ま

えた柔軟な取組が可能となり、基金の目的の範

囲内であれば基金の管理運営主体の中で決定で

き、機動的、効率的な取組が実施可能になると

いうことでございます。 
 4ページをご覧いただきたいと思います。 
 ⑥国の関与でございます。国は、基金管理団

体に設ける専門委員会、各県に設置する協議会

に参画し、技術的な指導、助言を行い、基金設

立までの事務は国が主導して行うということに

なっております。 
 5ページをご覧いただきたいと思います。 
 （4）助成対象とする団体等でございますが、
4県の漁業団体、有明海を主たる操業域とする
漁協及び漁協支所、漁業者や漁業グループ等と

なっております。 

 （5）助成対象とする取組の内容につきまし
ては、ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅにございますとおり、

まずはａとして、漁業者自らが漁場や資源の管

理を主体的に取り組む活動を後押しし、将来自

立的に行われる見込みがあるもののほか、5つ
の取組内容が列記されております。 
 6ページをご覧いただきたいと思います。 
 下段にございます（7）基金の規模でござい
ます。基金の総額は100億円とし、積み増しは
行わないこととされております。また、国とし

ては、基金案が有明海再生に向けて効果的に活

用され、成果を導けるよう、今後も関係者の意

見を聞きながら、基金の活用について検討して

いきたいということになっております。 
 7ページ、8ページにつきましては、各項目ご
との取組内容を記載しておりまして、先ほど部

長説明で申し上げた内容が盛り込まれておりま

す。 
 9ページにつきましては、その取組内容を踏
まえまして、基金案により支援が可能となる取

組例のイメージとして、取組例の内容と基金規

模が示されておりますので、参考にしていただ

ければと思います。 
 以上でご説明を終わります。よろしくご審議

をお願いいたします。 
【吉村(洋)委員長】 次に、提出のありました「政
策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について、説明をお願いいたします。 
【西漁政課長】 「政策等決定過程の透明性等の
確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議」に基づきまして、本委員会に提出いた

しました水産部関係の資料について、ご説明い

たします。 
 お手元にお配りしております農水経済委員会

提出資料をご覧いただきたいと思います。 
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 まず、「1、補助金内示一覧表」につきまし
て、平成28年9月から10月までの直接補助金の
実績は、資料の1ページから2ページにかけて記
載のとおり、高品質化推進事業費補助金など計

14件となっております。 
 続きまして、「2、1,000万円以上の契約状況」
につきまして、平成28年9月から10月までの実
績は、資料3ページの建設工事以外が1件、5ペ
ージから8ページにかけましての建設工事が56
件、119ページから120ページにかけましての建
設工事にかかる委託が29件となっております。
なお、このうち入札に付したものにつきまして

は、入札結果一覧表をそれぞれ添付しておりま

す。 
 次に、「3、陳情・要望に対する対応状況」
でございます。 
 知事及び部局長に対する陳情要望のうち、県

議会議長宛てにも同様の要望が行われたものに

つきましては、長崎市ほか3件となっておりま
して、これに対する県の対応状況は、資料の134
ページから163ページに記載のとおりでござい
ます。 
 最後に、「4、附属機関等会議結果報告」に
つきまして、平成28年9月から10月までの実績
は、資料の164ページから168ページに記載のと
おり、長崎県沿岸漁業改善資金県南地区運営協

議会など4件となっております。 
 以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。 
【吉村(洋)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、まず陳情審査を行います。 
 お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧いただきたいと思います。38番、39番、43
番です。 

 陳情書について、何かご質問等はありません

でしょうか。 
【溝口委員】 海洋再生可能エネルギーによる島
づくりの支援についてですけれども、海域の値

段ですかね、占用使用料関係が長崎県はものす

ごく高いと聞いているんです、550円で。この
辺については、どのような見解でこのように高

くなっているのか。 
【平田水産部次長】 ただいまのご質問の件につ
きましては、土木部港湾課が、海域管理条例の

中で使用料は決めていると認識をいたしており

ます。 
【溝口委員】 そうしたら言われんね。 
【吉村(洋)委員長】 聞きたかばってん、言われ
ん。 
 ほかに、ご質問等はございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、陳情につきましては承っておくこととい

たします。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ２時１５分 休憩 ― 

― 午後 ２時３０分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。 
 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はございませ

んでしょうか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 質問がないようですので、
次に、議案外所管事務一般について、質問に入

りたいと思います。 
 ご質問があられる方はお願いいたします。 
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【中山委員】 養殖トラフグの振興について、お
尋ねしたいと思います。 
 冬はトラフグということでありますけれども、

なかなかこれが口に入らないわけでございます。

そういう中で、非常に経営が厳しいという話を

聞いておりますので、その辺の現状について少

しお尋ねしたいと思います。 
 まず、最初に、全国及び本県の養殖トラフグ

の生産量及び生産額、そして全国シェアについ

てお尋ねしたいと思います。 
【髙屋漁業振興課長】 平成26年までの数字が
出ております。全国におきましては、生産量が

4,800トンでございます。金額にしますと80億
3,000万円でございます。 
 本県は、生産量が2,678トン、生産額で38億
円ということで、約50％程度を本県が占めてい
るという状況でございます。 
【中山委員】 生産量が全国の55％に対して、
生産額は47％程度となっているわけでござい
ます。生産単価が全国より低いということです

ね。この辺についてどのように考えているのか、

お尋ねしたいと思います。この要因ですね。 
【髙屋漁業振興課長】 委員おっしゃったように、
確かに単価の面で若干、全国の平均値よりも低

くなっています。 
 これにつきまして関係漁協、漁連等の話等々

を総合してみますと、やはりトラフグは活魚で

出荷をするという形態が多うございます。長崎

は、大阪あたりの主要な消費地からするとかな

り遠隔地でございまして、活魚トラックの運送

賃等が差し引かれるというか、相殺されて単価

に影響しているものという見方が一つございま

す。 
 それからもう一つは、長崎県のトラフグ生産

量は非常に多うございまして、出荷時期が10月

中旬ぐらいから始まり、やがて11月、12月にピ
ークを迎えます。その中で我が方のトラフグも

やはり大きいものから順に出していくというこ

とで、1月を過ぎてまいりますと後半部分が出
ていくんですけれども、1月を過ぎますと単価
が落ち着いて下がってまいります。そういった

ことで、量的なもので後半にずれ込んだものが

平均すると単価を下げていると、この2点だと
いうふうに認識をしております。 
【中山委員】 消費地から遠いということについ
ては、なかなか流通コストの改善は難しいと考

えておりますが、出荷時期の前倒しというか、

一番高いのが12月ごろでしょうから、この辺を
中心に出荷時期を少し早める対策が考えられる

わけでありますけれども、そういうことがとれ

ない理由が何かございますか。 
【髙屋漁業振興課長】 トラフグの全体のキャパ
が全国で決まっております。しかも、単価のい

い時期というのは荷動きが鈍い、けれども出れ

ば高いということで、売ろうにも、寒くなって

木枯らしが吹く頃にトラフグの消費が伸びてく

るということで、あまり早い時期の出荷増とい

うのは、現状ではなかなか難しいと考えます。 
【中山委員】 養殖トラフグの主要漁協は、新松
浦とか九十九島とか長崎たちばながありますけ

れども、今日は長崎たちばなについて、平成23
年から平成27年までのトラフグの生産量の推
移についてお尋ねしたいと思います。 
【髙屋漁業振興課長】 長崎たちばなは、非常に
生産量が大きい漁協でございますが、平成23年
が463トンでございます。順にいきますと、442
トン、518トン、527トン、そして平成27年が
383トンと推移をしております。 
【中山委員】 平成23年から平成26年まで右肩
上がりにきていたけど、平成27年にがたっと、
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527トンから383トンに生産量が減っています
けれども、この要因についてお尋ねします。 
【髙屋漁業振興課長】 平成25年、26年が実は
キーでありまして、平成24年に東京都が、フグ
の調理人の条例改正を行いました。この条例改

正で、それまではフグの調理師免許を持ってい

なければ、東京都の中ではフグを提供できない

という条例があったのですが、これが最近、身

欠きの技術が全国的に発達したというご判断を

東京都がされて、平成24年10月だったと思いま
すけど、そこで条例改正がされて、必ずしもフ

グの免許を持たずとも、身欠きの加工をしたも

のであれば一般の飲食店で出せるという条例改

正がなされました。 
 それをもちまして、長崎県だけではなくて全

国のフグ業者が、東京での消費が伸びるという

見込みをいたしまして、池入れ尾数を非常に大

きくしました。それで、平成24年、25年は非常
に生産量が大きくなりました。 
 ところが、思ったほど東京都で消費が伸びず

に、このつくり過ぎたトラフグが平成25年、平
成26年にタブついてしまいました。このダブつ
いた分は身欠きにして冷凍のストックに回りま

して、平成25年、平成26年にずっとこれを使っ
ていたという状況がありました。平成27年には、
このストックしたものが底をつきました。一方、

価格が下落したものですから、トラフグ業者は

減産に入って平成27年は量が減りました。この
需要と供給の関係で、平成27年は量が減って、
単価が逆に上がったということが一般的なトラ

フグ業界の見方でございます。これは、唐戸市

場や県漁連等々でずっと聞き取りをしましたが、

一般的にこういうふうに見られております。 
【中山委員】 平成27年度は、業者自ら減産を
したこともあって値段が上がったということで

ありました。 
 それじゃあ、下関市場の平成23年からの単価
の推移についてお尋ねしたいと思います。 
 併せて、平成27年度の大阪市場の単価がどう
なっていたかをお尋ねしたいと思います。 
【髙屋漁業振興課長】 下関での単価でございま
すが、平成23年が2,151円、順に1,761円、1,614
円、1,487円、平成27年が2,895円ということで、
平成27年に単価がどんと上がりました。（発言
する者あり）キロです。1キロ当たりでござい
ます。 
 大阪市場の平成27年の単価は3,486円と、先
ほど言いました下関と比べまして、かなり高い

値段をつけております。 
【中山委員】 平成26年度の倍ぐらいになって
いるので、こういう形で生産調整するのも価格

の安定につながるのかなと見るわけであります。 
 そこで、長崎たちばな漁協の事業数、歩留り

率、生産コスト、出荷先の割合、種苗の入手先

について教えてくれませんか。 
【髙屋漁業振興課長】 長崎たちばな漁協におき
ましては、生産者数は11経営体でございます。
歩留りは非常にばらつきがございまして、残念

ながら悪い方は22％ぐらいという方もいらっ
しゃいます。逆にいい方は90％近くいく方もい
らっしゃいます。 
 トラフグのコストというのは、その業者によ

って、今言った歩留りで大きく左右されますの

で、一律には出しにくいのでございますが、平

均的な飼い方をすれば、キロ単価で1,800円程度
が普通の経営での採算ラインというふうに考え

ております。 
 出荷先は、たちばな漁協の場合は、下関が3
割、関西方面が7割でございます。 
【中山委員】 そうすると、経営上非常に難しい
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という部分がはっきり出てきましたね。その点

について、2つお尋ねします。 
 経営を改善するためにはコストでしょうけれ

ども、歩留りが20％から90％と、かなり事業者
の中で幅が大きいわけです。お互いに話をして、

ある程度やれるんじゃないかと思うんですが、

こういうふうに幅が広い理由について調べてい

ますか。 
【髙屋漁業振興課長】 22％という方はあまり
にも低かったものですから、実は個別に何があ

ったのかということでお伺いしました。 
 ご承知かと思いますが、フグというのは歯が

鋭いものですから、そのまま入れると養殖の過

程でかみ合いをして傷がつくということで、歯

を切らないといけないんです。 
 この方の反省としては、歯切りに失敗したと

おっしゃっていました。要するに毎年同じよう

なことをやっているつもりだったんだけれども、

歯切りの後にへい死が非常に大きく出たので、

歯の切り方がまずかったのかなと反省をされて

いました。 
 一般的な歯切りのテクニックにつきましては、

戸石は近くに長崎市の種苗センターもございま

すし、私どもの普及指導センターもございます

ので、その反省を踏まえて、その辺の指導はし

たいと思います。 
【中山委員】 はっきりしていることは、歯切り
をきちんとやると。22％というのはあまりにも
低かったから、それは改善されるとして。 
 もう一つ言われているのは、歩留りの部分で、

種苗の遺伝子の関係があって、いい遺伝子は歩

留りがいいと、その辺の関係があると聞いてい

るけれども、種苗の遺伝子について、そういう

因果関係がありますか。 
【栁村総合水産試験場長】 養殖用のトラフグ種

苗を供給する業者が県内に7者ございます。こ
の7者の中で、今、委員がおっしゃったように
優良家系、大きく育つ、それから病気にも強い

親がいるということが一つ認識をされているよ

うです。ただ、これは会社の守秘義務みたいな

ところがあって、なかなかそういう情報が出て

まいりません。 
 うちの水産試験場では、たまたまその親を入

手することができまして、その優良家系を実は

今、継代飼育ということで親を持っています。

この親は、1匹だと寿命が7～8年で生産能力が
落ちてまいりますので、その優良家系をどれだ

け持てるかというのを今、東京大学と、遺伝子

レベルで優良家系、もしくは病気に強い、そう

いう遺伝がどこにあるのかということを見極め

て、例えばほかの天然のトラフグでも何でも構

いませんけれども、それをＤＮＡ解析して、こ

れは優良家系だとわかるような育種に活かして

いくような遺伝子の技術研究をやっているとこ

ろでございます。まだ経過途中です。 
【中山委員】 種苗を、優良家系というか、そう
いうのを供給していけば歩留りが改善されてい

きますので、ぜひその研究を進めていただいて、

早く現場に流通できるように努力をしていただ

きたいと思います。 
 それと、コストが1,800円ということでござい
ましたね。これを聞いて驚いているのは、下関

の市場単価が、平成24年は1,761円という話が
ありましたし、平成25年は1,614円、何と平成
26年は1,487円という話でありまして、生産単
価よりは非常に下がっている、3年続けてね。
業者の方々が非常に厳しかったという話が、こ

こに数字が明らかに出てきたんじゃないかと私

は思っているわけであります。 
 そうすると、1,800円のコストの中身といいま
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すか、餌とかいろいろあると思うんですけど、

どのように分析をしていますか。 
【髙屋漁業振興課長】 中身的には、餌代が非常
に大きい割合を占めております。実はトラフグ

は非常に高タンパクを要求する魚でありまして、

54～55％程度を餌代が占めるという状況でご
ざいます。そのほかは種苗代が総経費の中の20
～30％を占めているというふうに認識してお
ります。 
【中山委員】 餌代が54～55％ということであ
りましたけど、県内に餌を提供する業者はいる

んですか。 
【栁村総合水産試験場長】 魚粉飼料は、県外で
大手さんがつくられている魚粉が大元です。そ

れを県内の代理店が仕入れて供給する、もしく

は漁協が仕入れて漁業者に供給するというのが

主でございます。今言われたトラフグ用の飼料

は、実は大元が魚粉70％、非常に魚粉がたくさ
ん入っているトラフグ専用の高い餌です。 
 例えばブリとかマダイでは、魚粉が20％とか
10％しか入っていない飼料も実は開発されて
いるんですけれども、トラフグではそういう魚

粉がまだございません。そういうことで、ほか

の魚に比べてトラフグは非常に飼料代が高い状

況にあるかと思います。 
【中山委員】 飼料代もなかなかコストを下げる
ことはできないというような話でありましたの

で、経営者がそれなりに努力しているけれども、

厳しいなと思います。 
 それでは、これを振興していくためには、県

内の消費をどう拡大するかというのも一つのポ

イントになるんじゃないかと思っておりまして、

養殖トラフグの県内消費の現状と消費拡大策に

ついてどのような取組をなさっているのか、お

尋ねしたいと思います。 

【髙屋漁業振興課長】 消費の動向としましては、
出荷先としてはやはり下関と関西が多うござい

ます。 
 対策としましては、トラフグは中国産のトラ

フグとの競合でかなりダメージを受けた経緯も

ございまして、中国産のトラフグへの対抗策と

いいますか差別化のためには、本県で適正養殖

業者認定制度というものがございます。これは、

適正な餌と適正な薬と適正な飼い方をしている

という証の称号でございますが、中国産フグに

はこれが付いておりませんので、安全・安心を

そこで確保する努力をしております。 
 それから、トラフグの全体の日本の消費キャ

パがおよそ4,000トンではないかと言われてお
ります。出荷調整をどこまでするのがよろしい

かという問題はあろうかと思いますが、需要と

供給を見ながらという作り方は大切であるとい

う認識のもとに、長崎県かん水魚類養殖協議会

の中にトラフグ部会がございまして、その中で

適正な養殖の尾数を常に見ていこうという努力

をしております。 
 それから、個別には経営体ごとに無駄なコス

トがないようにするとか、トラフグはマグロや

ブリと違いまして非常に手間がかかりますので

大規模経営になりにくいという点がございます。

したがいまして、小さな経営体同士が協業化を

して、同じ餌を入れるにもロットをまとめて購

入するとか、あるいは同じ餌を使って同品質の

トラフグをつくってロットをまとめて出すとか、

こういう協業化が非常に大切になってくる魚種

ではないかと思います。 
 管理の仕方も、トラフグというのは胃がない

魚でございまして、無胃魚といって、極端に言

えば1日じゅう餌をやっておかなければいけな
い魚です。ブリやタイみたいに、胃にものをた
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めることができないんです。 
 したがいまして、協業化することによって順

番で餌をやるとか、いろんなことができていき

ますので、トラフグにおきましては特に協業化

という動きを進めてまいりたいと考えておりま

す。 
【中山委員】 生産コストを下げるためには、協
業化は非常に的を射た取り組みと思いますので、

ぜひこういう形を進めていただきたいと思いま

す。 
 ただ、私の質問の仕方が悪かったのか知りま

せんが、フグについては大方、下関、大阪の市

場に出していますね。ところが、長崎県民に消

費してもらわないといかんのじゃないかと私は

思っているわけです。長崎県内のフグの消費量

はどの程度あるのか、併せて何かそういう取組

をやっているのかどうか、わかりませんか。 
【岩田水産加工流通課長】 県内で正確に何キロ、
何尾消費されているかというのは、すみません

が、統計データを今のところ持ち合わせており

ません。 
 ただし、キャンペーンといたしまして、県外

に出荷するのももちろんですけれども、県内へ

の出荷先も一定確保したいという思いは生産者

の皆さんも一緒で、できる限り県内の飲食店で

も食べてもらいたいということで、お祭り、例

えば一つは戸石のとらふぐかき祭りとか、松浦

のとらふぐマグロ祭りとか、九十九島でトラフ

グを食べようというキャンペーンとか、そうい

うものも随時実施をされております。そういう

中で県としても一部支援をしている部分もござ

いますが、残念ながら結果としては、それで消

費が莫大に伸びたという実態はまだ聞いており

ません。 
 少し数字を押さえておりますが、例えば戸石

の漁協が、市内でもやっぱり売りたいというこ

とで皆さんが頑張っておられるんですけれども、

聞いたところによりますと、例えば身欠きの部

分で年間で100匹とか、昨年度は、九十九島で
トラフグを飲食店で食べてもらおうとキャンペ

ーンをした時に、そのキャンペーンで売れた数

字でトラフグが400匹とかという程度で、活魚
で県外に出ていく数字とは全然桁が違うという

状況にございます。 
【中山委員】 ここを今後開拓せにゃいかんと思
いますよ。長崎県民が、この数字でいくと100
匹と400匹、500匹しか食べないということにな
るとね。140万人から150万人がいるわけですか
ら、一人1匹でも食べてもらえれば、かなり上
がってくるわけでね。 
 そうなると、消費拡大について数値目標なり

を持って取り組んでいくというか、そういう設

定がまず必要になってくるし、併せてフグ料理

を提供する店が県内にどれぐらいあるのか、そ

の辺も把握しておらんとじゃろうと思うけれど

も、把握してるかな。把握していないね。 
 そういう数字を的確に掴むことと併せて、地

産地消の中で養殖トラフグをどう売り込んでい

くのか、その辺を含めた長崎県内の養殖トラフ

グのＰＲ戦略というか、販売戦略を立てていく

べきであって、仮に長崎県内で生産高の3割で
も消費すると経営が安定してくるわけです。 
 そういう意味で、ぜひ抜本的に取り組む時期

にきていると思いますが、その点についてどう

いうふうに考えていますか。部長に聞きましょ

うか。 
【熊谷水産部長】 長崎の養殖、特にトラフグ、
そしてクロマグロと全国1位を誇っているもの
がございますが、いかんせん県内消費が少ない

というのはやはり大きな反省点だと思います。 
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 県外から来た人に、長崎にはそういったもの

があるんだと周知することは重要だと私は思っ

ています。 
 また、そういったものが実は中国人、外国人

なども結構好きなんです。現実問題としまして、

クロマグロなどは相当な量、上海で高い値段で

売っております。トラフグなどを食べると非常

においしいと、シンガポールなどでも評価して

おります。そういうことで、インバウンド対策

も含めて、消費拡大にはしっかり取り組んでい

く必要があると思います。 
 トラフグ養殖ということを考えますと、今回

の重点戦略の中でも、養殖というのは一つの大

きなキーワードとして私は捉えておりまして、

産地ごとに計画をつくって、具体的な目標数字

を定めて、コスト削減だとか協業化とか、そし

て消費拡大というようなことも含めて取り組ん

でいくという方向で、現場の関係者とも今、協

議を進めているところでございます。 
 戸石においても、今はそういった協議を進め

ておりまして、その中で一つの方策として、長

崎市内での販売強化をどう取り組んでいくかと

いうことを協議しております。 
 こういったものを全県でばっとつくるのでは

なくて、地域、地域でそういった計画をつくり、

そして全体を束ねて総合的な戦略という形で取

り組んでいきたいというふうに思いますので、

ご指導のほどよろしくお願いいたします。 
【中山委員】 今、水産部長から、的を射た、少
し夢が見られるような話がございましたので、

ぜひ実現方を強力に進めていただきたいと思い

ます。 
 そこで、私のアイデアですけれども、養殖ト

ラフグをブランド化するために、総合水産試験

場で、私が提案して、長崎のかんきつ類の「ゆ

うこう」の果汁を餌にブレンドして、2年ぐら
いやったんですよ、ゆうこうトラフグをつくろ

うということで。ところが、これがなかなかう

まいこと結果が出ていないんですよね。こうい

うのが一つ。 
 もう一つ、日本一のトラフグと日本一のびわ

とのコラボができないかと思っているんです。

それで、びわの果実か、種か、葉っぱの養分を

餌にブレンドしてつくれば、世界一のトラフグ

になるんだよとか。 
 餌について、もう少し本県の特色を生かした

何か、当てはまるものが出てくると思うんだ、

私はね。その辺を含めて、ひとつ取り組んでほ

しいという気がしているんですが、これは試験

場長、どうですか。 
【栁村総合水産試験場長】 実は、びわとか柑橘
系を餌に混ぜて魚の肉質を向上させるという取

組は、うちの県だけではなくて、ほかの県でも

やられているんです。今、そういう果物の名前

が付いたブリとかマダイもあります。 
 うちの県でも、例えばびわ茶をブリに食べさ

せて、びわ茶ブリにするとか、そういう取組を

やっております。 
 ただ、委員がおっしゃいましたトラフグは、

もともと非常に淡白な味です。脂身も非常に少

ないということで、果物とか葉っぱを食べさせ

ることで肉質を改善するということがなかなか

発現しにくいということがございます。 
 これは、食べさせて成分がきちっと成分分析

できるかというしろものではございませんで、

人間が食べて、感性で、これはちょっとにおう

ねというぐらいの非常に微妙な味でございます。 
 したがって、いろんなものを食べさせながら、

漁業者と水産試験場とが提携して、我々は、成

分分析なりをいろんな大学の先生と連携しなが
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ら取り組んでいるんでございますけれども、い

かんせんまだ成果が一部分しか出ていないのが

現状でございます。 
 まだ取組を進めているところでございまして、

低魚粉化も含めてやっているところでございま

す。これもまだ途中経過でございますけれども、

なるべくスピードアップして取組を図っていき

たいと考えております。 
【中山委員】 ゆうこうというのはかんきつ類で
すから、トラフグにはいいんだろうと思ったけ

れども、なかなか結果を出しきらんでおるわけ、

可能性はあると思うんですけど。 
 ぜひ、長崎の特産品を魚とコラボしてブラン

ド化すると、戦略的には間違いないが、それを

どう実現するかという部分があると思うんです。

そういう形で試験場長、取組を粘り強く、成果

が出るまでやっていただくことを要望して、と

りあえず終わります。 
【山口委員】 平成28年度の事務事業の評価結
果について、ちょっとお尋ねいたします。 
 6ページのながさきのおいしい魚推進事業で
あります。平成24年度から開始し、今年度で終
了ということでありますが、そこに書いてあり

ますとおり、長崎県の魚愛用店が180店舗を超
えたということであります。この事業の検証を

これからどうやっていかれるのか、また、現在

の時点でどう考えておられるのか、そこら辺を

お聞きしたいと思います。 
【岩田水産加工流通課長】 今、委員からご質問
がありましたながさきのおいしい魚推進事業に

つきましては、見直し区分上は確かに終了とさ

せていただいております。 
 これにつきましては、主に長崎県の魚を使っ

ていただいているお店を登録しまして県内での

消費を拡大するということで、今現在、長崎県

内で魚愛用店が188店舗、ある程度まで拡大し
てきております。今回、一応事業期間もありま

したので終了としておりますが、今後、この愛

用店の制度は、まだ当然継続をしてまいります。 
 それと、主に県内の方々への県の魚消費とい

うことでＰＲをしてきましたけれども、今後は、

県内の方にプラスして県外から来られる方、あ

るいは、先ほど部長からもありましたインバウ

ンドの方に対しても、長崎が水産県であると、

長崎県内で魚を食べましょうというようなこと

を県内の方、それと県外の方、国外の方にも広

げていこうということで、次の事業を今考えて

いるところでございます。 
【山口委員】 検証をもうちょっと聞きたかった
わけですけれども。 
 先ほどの中山委員の質疑にもありましたとお

り、長崎のよさを売り込むために長崎の活魚を

どう食べていただくかということで、観光客の

皆さん方にもそういうことを含めて発信すると

いうことですけれども、現状は長崎の活魚がい

ろんな店で食べられるということはわかります

けれども、宿泊してくださるお客様に、なかな

か長崎の活魚を食べていただいていないと。愛

用店の制度はわかりますが、次の段階として観

光客の皆さん方にどう食べていただくか、それ

を長崎の売りとしていくことが問題になろうか

と思います。 
 長崎に来て、サケの切り身とか、県内でとれ

ていない魚が食べられていたと、そういうこと

もいろいろ聞きますので、その点についてどう

考えておられるのか、お聞きしたいと思います。 
【岩田水産加工流通課長】 今現在、魚愛用店と
いうのを募集しましてＰＲはしているんですが、

委員ご指摘のとおり、県外から来られた方が、

特に観光で来られて今日は何を食べようかとい
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う時に、魚をぜひ食べていただきたい、今まで

はその取組が少し不足しているというふうに考

えております。 
 次に、まだ検討中ではありますけれども、県

外から来られた方にいかに目に触れていただく

かということで、例えば見やすいようなパンフ

レットをつくる、あるいはＳＮＳで情報発信を

どんどんする。そのパンフレットをどこに置く

か、いかに目にしていただくかということで、

確定ではございません、検討に入っているんで

すが、例えば一つの候補としまして、宿泊をさ

れるホテルに置かせていただくとか、あるいは

タクシーとかにどうにかして掲示できないかと

か、駅に置かせていただくとか、いろんなパタ

ーンを検討して、できる限り目につくところに

配置できるようなことを考えております。 
【山口委員】 これには一つは流通過程の問題も
あろうかと思います。活魚を県内の人たちに食

べていただく、それからまたお客様に食べてい

ただくといった点で、活魚の流通システムがち

ょっと脆弱じゃないかと思いますけど、その点

はいかがですか。 
【岩田水産加工流通課長】 活魚の流通につきま
しては、今現在、例えば長崎魚市に揚がったも

のを活魚で仲卸さんが買われて、それを小売店

の方が買っていくと。その時に、小売りの方が

活魚トラックを持っていればいいんですけれど

も、そうではない場合は仲卸さんが活魚トラッ

クで配送をすると。行ったところに水槽がない

と置いておけないという事情もありまして、実

際、委員がおっしゃるとおり、活魚を生かして

おいて食べられる店というのは、市内ではまだ

数は増えていない状況にあると思っております。 
【山口委員】 県外からのお客さんに、生きた魚
をそこでさばいて食べさせるという形が浸透し

ていけば、また長崎に来ておいしい魚を食べよ

うということになろうかと思いますので、ひと

つその辺の取組もしっかりとやっていただきた

いと思います。 
 それから、輸出拡大に向けた流通・販売強化

事業、これは7ページに記載してあります。こ
れは拡充の方向でいくということであります。 
 県内で生産されているブリ等も輸出に向けて

いろいろ対策をとられるようでありますけれど

も、アメリカに輸出しているブリが多いという

ことで、アメリカに輸出するために一酸化炭素

処理をして褐変を防いでいるということであり

ますが、一酸化炭素処理は世界的に見てアメリ

カだけなのか、それと先行きはどうなのか、そ

こら辺を教えていただけませんか。 
【岩田水産加工流通課長】 現状におきまして、
国内においては一酸化炭素の封入は禁止されて

おります。アメリカでは現状で禁止されていな

いという状況で、ハマチのフィレなどは非常に

色が変わりますので、現実として一酸化炭素の

処理をして凍結で流通されているのが多いと。

それが今後、直ちに禁止されるというような情

報は、今のところは入っておりません。現状は

アメリカにおいては禁止されていないというこ

とです。国内は禁止ということで、そういう流

通はありません。 
【山口委員】 アメリカだけでなくて、ほかの国
の現状はいかがですか。 
【岩田水産加工流通課長】 申し訳ありません。
アメリカははっきりわかっているんですけど、

ほかの国の情報を持ち合わせておりません。 
【山口委員】 その辺の動向が、ブリの輸出にど
う関わってくるかということが今から問題にな

ろうかと思いますので、しっかりとした情報収

集を心がけていただきたいと思います。 
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 それから、8ページの放流用種苗の生産委託
について、改善をすると、供給単価の再検討も

進めていくということであります。現在も生産

単価ぎりぎりの価格で出していると聞いており

ますけれども、見通しはいかがですか。 
【髙屋漁業振興課長】 種苗放流の種苗につきま
しては、私どもから漁業公社に生産委託をしま

して、施設としては栽培センターで生産をして

おります。 
 その中で、新しいクエなどが入ってきた場合

は新しい単価設定をするし、または、種苗の放

流効果が明確になってきた定着性のアワビ、ウ

ニ等についての価格の見直しも行ってまいりま

した。 
 しかし、その他の魚種につきましては、相当

年数据え置きの形になっております。その背景

には、種苗生産技術の発展であるとか、種苗の

需要の大きさも変化がございます。そういった

ものを総合的に見直して、そろそろ全体の生産

原価と販売単価を現状に合った単価に見直す必

要があるということで、3カ年かけて種苗の原
価計算をただいま行っているところでございま

す。平成28年度まで行っております。 
【山口委員】 大村湾でヒラメの放流が大分行わ
れておりますけれども、これが沿岸を回遊する

ということで、大村湾だけじゃなくて外に出て

行ってほかの沿岸でもとられているということ

でありますから、その点を考慮しますと、生産

原価を割ってでも、県がそこに大きな予算を割

いてでもヒラメの放流を盛んにして、それを長

崎県の魚という形でどんどん広めていっていた

だきたいんですけど、その点はいかがですか。 
【髙屋漁業振興課長】 先ほども申しましたとお
り、定着性で、放流者と受益者が大体同じとな

るアワビとかウニについては、生産原価で販売

をというか供給をさせていただいておりますが、

委員がおっしゃったようにひれもの、ひれがあ

って泳いで回るものについては放流者と受益者

が異なる場合がございますので、ヒラメにつき

ましては、4割を県で負担をして6割の原価で供
給をさせていただいている現状にございます。

今申し上げたのは、それが適当な単価設定と原

価になっているかということの見直しでござい

まして、ひれものについは支援を県からさせて

いただいております。 
【山口委員】 資源の確保、漁業に対する振興と
いう立場から、予算をかけるところはしっかり

とかけていただきたいと思っております。 
 それから、9ページの藻場回復等総合推進事
業ですけれども、これも改善するということに

なっておりまして、藻場の回復についてはなか

なか、これといった決め手がないというのが現

状ではないかと思うんですけれども、現状はい

かがですか。 
【横山水産部参事監】 藻場の回復対策につきま
しては、私どもで藻場回復ビジョンというもの

をつくって、やろうとしています。 
 これまでは、どちらかといいますと行政の方

が、こういうような形で進めていったらいいん

じゃないかと、そういう指導のもとやってきた

わけですが、藻場が回復をしたとお喜びになっ

たところも、その後それを放置するとまた、そ

の藻場がなくなってしまうという状況がありま

して、やっぱりしっかりと継続して藻場の管理

をやっていかないと、一過性の対策ではだめだ

ということから、藻場の見守り隊というものを

地域ごとにつくっていただいて、その中でしっ

かりと継続した取組をやっていく。それに対し

て、県として支援をさせていただくという形を

とらせていただいておりました。委員がおっし
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ゃるように、そういった取組をやりながらもな

かなか、その抜本的な対策がないんじゃないか

というお話でございます。 
 実際、いろいろと要因がございまして、その

要因の全てに対応するというのは、今の段階で

はなかなか難しいと思っております。国にもい

ろいろとご相談をしているんですが、その情報

としては、こういう形がいいというところがな

いのが実情です。 
 せっかく藻が生えても、それを食べにくる生

物がいる。どうも水温の上昇等で、そういった

摂餌圧、食べる圧力が非常に大きく高まってい

ると。これまでは均衡、バランスがとれていた

ところも、藻を食べる圧力が大きくなって、そ

れが原因ではないかというような話もございま

す。そういった中でウニ、ガンガゼといったも

のの駆除をしっかり取り組んできているんです。 
 じゃあ、それでいいのかというと、今度はイ

スズミだとかアイゴ、ブダイ、こういった魚が

集まってきて食べているというような状況もあ

ります。これに対してどういう取組をするかと

いうと、刺し網等でかけて駆除に努めていはい

るんですが、魚もどうも賢いようで、あまり刺

し網をかけていると、今度はそういうのを避け

るようなところがありまして、いたちごっこに

なっているところがございます。 
 実際、これからどういうふうに進めていくの

かという中で、また別の方向から、漁港の有効

活用ができないかということを考えています。

漁船が少し減ってきている状況の中で、漁港の

中でも静穏な水域、漁船が利用しなくてもいい

泊地ができているんじゃないかということで、

せっかくであればそういった水域を活用できな

いかということで、場合によっては泊地という

港の中、囲われている、閉鎖されている状況に

魚が入り込んでくると、そこを一網打尽にでき

るのではないか。また、その港の港口の部分を

部分的に閉め切る形をとれば、魚が入ってこら

れない状況ができるのではないかと。漁港の中

で有効な活用をできるところはまだ多くはない

と思いますけれども、そういった条件に合う漁

港で、泊地の中で藻場を増やすことで魚の対策

につながらないかと、そういうようなことに取

り組んでいこうと。 
 今のは一つの例でございますが、そういった

対策を全国に先駆けて長崎県で取り組めないか、

いろいろと工夫をしながら進めていきたいと考

えているところでございます。 
【山口委員】 なかなか有効な対策というのがな
いようで、複数の対策をやっていかないと藻場

の回復は望めないと。 
 先ほどおっしゃった入り江の締め切り、長崎

県にはそういう入り江がいっぱいあると、そう

いうところに重点的に藻場を回復させていく。

ゆりかご機能としての果たす役割もございます

ので、なかなかいい対策だなと思います。 
 大村湾もゆりかご機能がございまして、昔は

アマモがいっぱい茂っておったということであ

ります。その辺が減ってきているということで、

瀬戸内に見られるようなアマモの播種をやって

増やしていく対策も必要ではないかと思うんで

すけれども、その点はいかがでしょうか。 
【横山水産部参事監】 今おっしゃいました「カ
イソウ」に関しましては、海の草と海の藻がご

ざいます。海の藻に関しましては胞子で増えて

いく状況でございますが、委員がおっしゃいま

したアマモは海の草のほうでございまして、こ

れは砂地に播種して、そこで増やしていく取組

が非常に有効だと思います。ですから、アマモ

に関しましては砂地の環境を見ながら播種をし
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ていく取組について、地域の方々とよく相談を

させていただきながら進めていきたいと考えて

おります。 
【山口委員】 水温の上昇によって磯焼けが各地
で発生して、それによって特産品であった海産

物の水揚げが減っているということであります

ので、有効な対策はないと言いながらも、その

技術については絶えず研鑽を深めながら、有効

な対策が見つかれば、県内でそれを広めていっ

ていただくという形で対策をお願いしたいと思

います。終わります。（「関連」と呼ぶ者あり） 
【中村委員】 今、山口委員から藻場の育成につ
いて質問があったんですけど、私も調べたら、

藻場の造成というのはなかなか難しいそうで、

皆さんたちが頑張ってコンクリートの漁礁をた

くさんあちこちに入れて藻場の育成をやってお

られるんですけど、この間テレビでちょっと見

たんですが、コンクリートにアミノ酸を注入し

たら、藻が1年ぐらいで結構、そのコンクリー
トブロックに着くと、普通のコンクリートブロ

ックではなかなか藻が定着しないということだ

ったんですけど、その辺についてはどうですか。

実際に今、鹿児島県でやっているようですけれ

ども、その辺のノウハウについてお聞きしたこ

とがありますか。 
【横山水産部参事監】 アミノ酸の関係につきま
しては、先日、テレビでやっていたのを私も見

せていただきました。 
 実際、今、長崎県でも一部、そういう取組を

しているところがございます。小値賀漁港の周

りの海域と、壱岐の郷ノ浦でございます。 
 壱岐の郷ノ浦につきましては、公共事業の中

でそういった取組ができないかということで、

今年の6月に設置をして、その状況を見ている
ところでございます。 

 小値賀につきましても、実際にテレビでやら

れていたように、アミノ酸を混ぜることによっ

て藻の成長が早まっているという報告はあるん

ですが、一方、先ほど申し上げたように魚の食

害も当然、そこに藻が生えてくれば出ていまし

て、いかにそれを管理していくのかというとこ

ろが問われてくると思います。 
 今、2カ所で設置をしておりますので、そう
いった状況をしっかり確認をして、次の対策、

ほかの地域にそういうものを適用していくこと

については検討していきたいと思っております。 
【中村委員】 アミノ酸入りのコンクリートブロ
ックは、県内で生産しているんですか。 
【横山水産部参事監】 申し訳ございません。そ
こは確認をしておりませんので、またご説明を

させてください。 
【中村委員】 多分、これは特許じゃないけれど
も、強度を保つためにアミノ酸の配合量が非常

に難しいとテレビでも言っていた。県内にもた

くさんのコンクリート工場はあるんだけれども、

そこら辺のノウハウを、特許であればなかなか

難しいですね、取得するのはね。 
 今は郷ノ浦と小値賀で実験していて、それが

どこの製品かもわからないというのはちょっと

おかしいよ。どこの製品を使っているかぐらい

はわかって実験をせんと。どこが主体でやって

いるのか。県が主体でやっているんじゃないの

か。それはおかしいよ。 
 そういうものを県内で生産できるものであれ

ば県内で生産して、実証実験をするべきだと私

は思う。長崎県にもすばらしい試験場が大村に

あるじゃないですか。そういうところも活用し

てもいいんじゃないのか。そこら辺はどうなの

か。やっていないのか。（「休憩をお願いしま

す」と呼ぶ者あり） 
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【吉村(洋)委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ３時２７分 休憩 ― 

― 午後 ３時２８分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 会議を再開いたします。 
 議案外所管事務一般に対する質疑の途中です

が、一旦中断をいたします。 
【吉村(洋)分科会長】 先ほど採決を保留してお
りました第131号議案のうち関係部分、第134
号議案のうち関係部分、第137号議案のうち関
係部分及び第139号議案のうち関係部分の採決
を行いたいと思います。 
 この4議案について、原案のとおり可決する
ことにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)分科会長】 ご異議なしと認めます。 
 よって各予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定をされました。 
【吉村(洋)委員長】 本日の審査結果について、
一旦整理をしたいと思います。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ３時２９分 休憩 ― 

― 午後 ３時２９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 本日の審査はこれにてとどめ、明日午前10時
から委員会を再開し、水産部審査の続きを行い

ます。 
 本日はこれをもって散会いたします。 
 お疲れさまでございました。 
 

― 午後 ３時３０分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年１２月１４日 

自   午前１０時 ２分 

至   午前１１時５４分 

  於    議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 吉村  洋 君 

副委員長(副会長) 宮本 法広 君 

委 員 小林 克敏 君 

 〃   中山  功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   下条ふみまさ  君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   山口 経正 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

水 産 部 長 熊谷  徹 君 

水 産 部 次 長 平田 修三 君 
水 産 部 参 事 監 
（雇用型漁業・漁船 
漁業構造改革担当) 

五島 愼一 君 

水 産 部 参 事 監 
（漁港漁場計画・
漁場環境担当) 

横山  純 君 

漁 政 課 長 西  貴史 君 

漁 業 振 興 課 長 髙屋 雅生 君 

漁 業 取 締 室 長 増本 正幸 君 

経 営 支 援 室 長 川口 和宏 君 

水産加工流通課長 岩田 敏彦 君 

漁 港 漁 場 課 長 中田  稔 君 

総合水産試験場長 栁村 智彦 君 
 
 
６、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１０時 ２分 開議 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 おはようございます。 
 委員会を再開いたします。 
 昨日に引き続き、水産部関係の審査を行いま

す。 
 所管事務一般について質疑を続行いたします。 
 ご質問等があられる方はお願いいたします。 
【深堀委員】 初歩的なことで幾つかお聞きした
いと思います。 
 有明海の振興基金の説明が昨日ありましたけ

れども、その中で基金により支援が可能となる

取組のイメージというのが最終ページに記載さ

れております。当然、これは基金が可決をし、

運用になってからの話ですが、ちょっと質問で

すが、ここに書いてある具体的なイメージの内

容ですね、アサリ、タイラギ等を捕食するナル

トビエイの駆除とか、いろいろ有効な策が書い

てあるんですが、これは現在、この基金がない

時点では全くやっていないことなのかどうなの

かということをまず確認したいと思います。 
【西漁政課長】 まず、今回の基金の取組内容に
ついて国が検討するに当たっては、各県からの

意見、要望を踏まえた上で作成しております。

その中で長崎県としても地元の各漁協を回りま

してお話をお伺いした上で提案いたしました。

国としては、4県の意見を聞いた上で今回つく
っております。 
 この取組内容の中には、現在、県が単独で事
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業をしているものも一部ございますし、また、

新たな取組として今後やっていく部分もありま

す。そういうものがその中に含まれているとこ

ろでございます。 
【深堀委員】 今、県単独でやっている施策も一
部含まれているということなので、このイメー

ジの中で項目がかなりありますけど、どれが現

在やっていることなのかということを教えてい

ただけませんか。 
【西漁政課長】 例えば、9ページに参考がござ
いますけれども、一番上のナルトビエイの駆除

につきましては、県でも実施しておりますし、

国の方でも一部実施しております。そういった

実績を参考に、規模等のところに書いてある内

容について積み上げた上で、今回、基金のイメ

ージとして盛り込まれているところでございま

す。 
【深堀委員】 具体的にここに書いている項目で、
現時点で県単独とか、もう既にやっていること

が含まれているのかということを聞いているん

ですね。どういう項目が既にやっている施策な

んですかということを聞いております。 
【西漁政課長】 一番上のナルトビエイの駆除に
ついては、現在、県単独でもやっております。 
【五島水産部参事監】 この中で上げられている
もので具体的にやっているものは、漁政課長が

言いましたナルトビエイの駆除、アサリ、タイ

ラギ等を捕食する有害生物から保護する囲い網

等の設置、アサリの天然稚貝を効率的に採苗・

育成する網袋を用いた新技術の導入・拡大、母

貝団地の造成というのは4県で共同して二枚貝
類の浮遊幼生調査をやっております。それから、

種苗放流とか種苗生産施設の整備とか、これは

クルマエビ、ガザミ、タイラギで実施しており

ます。これらにつきましては国の事業でござい

ます特産魚介類生息環境調査と養殖技術開発調

査と両方ございまして、これは国庫100％で県
が実施している事業でございます。 
【深堀委員】 なぜここであえてそういう話を聞
いているかというと、ここに上げられている取

組というのは有明海の再生に非常に有効だと考

えられていると思うんですね。基金の総額は約

100億円で、この基金の積み増しは行わないと
いうことでしたね。だから、100億円がある間
は、こういう有効な施策ができる。今までやっ

てきたことの予算とは別にこちらでできるとい

うことになるんでしょうけれども、実際に100
億円が終わった後はどうするのかという話にな

ってくるんじゃないかなと。そのことを懸念し

て、もし全く新しいことだけであれば、今やっ

ていないことをやるということであれば、それ

で意義があるのかなと。ただ、今やっているこ

とも含めてやるということになれば、その100
億円がなくなった時点で、その後どうするのか

ということも心配になってくるなと思って聞い

ているんですよね。100億円の基金ができたと
いうことはすばらしいことです、いいことであ

るんだけれども、それがなくなったら、その後、

この有効な施策はどうなるのか、そういう腹づ

もりはどうなっているのかということを確認し

たかったので聞いています。それに対する懸念

に対しては、どういうふうに考えておられます

か。 
【平田水産部次長】 有明海の再生対策について
は、国が毎年、18億円の予算を組んでおります。
その中で先ほど参事監が申しました特産魚介類

の技術開発の事業も国庫100％の中でやってお
ります。それはあくまで技術開発であったり、

調査であったりというのが主眼になっておりま

す。その中で種苗、例えば、網袋を使ったアサ
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リの新しい養殖の仕方とか、そういうことを開

発するということ、同時に網袋の設置を進める

というようなことを、今、予算の中でやってい

る分があります。 
 今回、基金で対応できるのは、そういう先駆

的な取組を広げる、実際に事業として漁業者の

皆さんに広げていく時に、通常であれば、そう

いう事業というのは漁業者の自己負担というの

が出てきて、2分の1なり3分の2を事業者自らが
一定負担して、一部を補助してやるというのが

通常の補助の姿なわけですけれども、この基金

というのは、先ほど言いましたように、今やっ

ているいろんな先駆的な取組を有明海に一層広

げるために、そこの部分はこの基金で支援をす

るということで取組を広げることができる仕組

み。その中身は、例としてこうなっております

けれども、基金ができれば、それぞれの地区で

相談して、こういうことをやろうということで

決められるということになっております。 
 今ご懸念の、じゃ、この基金がなくなったら

ということですけれども、大前提として、我々

としては、この基金があっても、先ほど言いま

した18億円の有明海再生の、今国にやってもら
っている予算というのは、今からも続けてやっ

てくださいねというお願いをしています。これ

ができたから、そっちは終わりよという話では

ありませんよねという話です。ただ、国にとっ

てみても、それは単年度、単年度の予算ですか

ら、未来永劫約束しますということは当然言え

ないんですけれども、我々としては、この基金

ができたからといって、それで終わりというわ

けではありませんよねということでの念押しを

ずっとしているわけです。 
 これは10年間だけの、それを広げていく、い
わば本当に特別の事業ということですけれども、

現在やっていることはずっとこれからも続けて

いきたいと思っていますし、それはこの基金が

全部終わった後でも、当然、そういうことを続

けていく。確実に、もうみんなが、いいよねと

なれば話は別ですけれども、そうならない限り

は必要な対策は国にずっと求めていくことにな

るだろうと思います。 
【深堀委員】 よくわかりました。私が懸念して
いる問題はクリアされているのだろうと理解し

ます。まだ決まったことではないんですけれど

も、いかに10年間で有明海の再生のためにこの
基金を上手に有効に使っていくかということは、

今からまたいろいろ議論があると思いますので、

よろしくお願いしておきたいと思います。 
 次に、これも初歩的なことで非常に申し訳な

いんですが、議案の説明資料の中で、「日中漁業

協定に基づく2016年漁期の操業条件等につい
て」という報告があっています。これでよくわ

からないので教えてほしいと思います。 
 今回、勧告された操業の条件の中で、日中双

方とも8隻削減の290隻、621トン削減の8,720
トンになりましたという表現があって、その後

に暫定水域における資源管理措置については

云々というのがあって、中国漁船隻数を昨年漁

期から193隻削減して1万7,307隻、漁獲量上限
も努力目標1万8,372トン削減して164万4,000
トン。一方、日本は昨年と同様の800隻で10万
9,200トンとなっている。そういう報告ですけど、
ここは暫定水域とか、最初に言った日中双方と

も8隻削減し云々、このあたりの中身をもう少
しわかりやすく説明をいただけないかなと思い

ます。 
【髙屋漁業振興課長】 この日中の漁業協定につ
きましては、11月24日に日中漁業共同委員会に
おいて可決されたことによりまして、これまで
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交渉が途絶えておりましたがゆえに、お互いの

ＥＥＺ、要するに排他的経済水域の中で操業す

ることが不可能であったという中国と日本の関

係にございました。それが合意したことによっ

て、まず一つは、お互いに、日本は中国側に、

中国は日本側のＥＥＺ水域で一定の条件をもっ

て入ることができるようになったということが

一つの進歩というか、合意事項でございます。 
 ただ、そこで申し上げなければならないこと

は、実は、中国のＥＥＺ内に本県の漁船がこれ

までも入漁して実績を上げた例はございません。

そして、恐らく今回の合意におきましても、県

がつかんでいる現状におきましては、新たに入

漁して水揚げしたいという漁船はあらわれてお

りません。 
 ただ、一方、中国は底びき網が一定量、日本

のＥＥＺ内に入ってきて操業するということは

あろうかと思います。これはＥＥＺ、要するに

排他的経済水域の話でございます。 
 もう一つ、ここに出てきていますのが、日中

漁業共同委員会で決められた内容に、ＥＥＺの

ほかに、要するに国境の問題がございまして、

尖閣あたりの話がありますものですから国境線

がなかなか引けないということで曖昧になって

いる部分があります。そこに暫定水域という広

大な水域が設定されております。そこにおいて

は、一応ここに数字が出ておりますように、こ

れは約束ごととして、努力目標として、こうい

った操業をしていきましょうねということで、

これは国際的な約束ごとでありますけれども、

位置づけとしては努力目標ということで日本と

中国の間で協議が相整ったということです。 
 先ほど、委員がおっしゃいましたので数字は

読み上げませんが、暫定水域の中では、こうい

った数字で今期操業をやっていきましょうとい

うことが決められた。要するに、ＥＥＺと暫定

水域と2つの内容が今度の日中漁業共同委員会
の中で決められたということでございます。 
【深堀委員】 わかりました。ここに書いてある
のが排他的経済水域の話と国境画定が不明確な

部分の暫定水域の2つがあって、それぞれ書い
てありますということですね。 
 長崎県の水産を振興している立場として、こ

の暫定水域で明らかに中国の漁獲上限、努力目

標とはいえ、日本側は昨年と同じだといいなが

ら、中国はそれよりもかなり大きな数字が努力

目標になっているわけですね。このあたりはど

ういう経過でこのようになっているのか。長崎

県側としては、この水準は何ら問題がないと思

われているのか、そのあたりはどうですか。 
【髙屋漁業振興課長】 申し訳ありません。私の
勉強不足だと思います。割り当てが決まった経

緯は、私、説明することができません。 
 ただ、この数量につきましては、お互いに少

しずつ減らしていこうということで、示されて

いるように、年々少しずつ減少してきていると

いうことがあります。資源的には、私ども、国

の政府施策要望の中で、ここのところの資源管

理がきちっと決められていない。要するに、目

標数量しか決められていないということで、具

体的にこういう管理をする、ああいう管理をす

るというふうに双方で一定のルールを早く確立

しなければならないですよねということで、国

の交渉になりますので、政府施策要望でも資源

管理の確立ということで要望を申し上げている

ところであります。 
 しかも、最近、中国は虎網といって、お聞き

になられたことがあると思いますが、まき網の

範疇ですが、非常に効率的な漁法がこの一帯で

行われているということです。資源管理の面か
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らは、この虎網の操業に一定の歯止めをかけよ

うということについては、非常に効率的な漁法

ですから、日中漁業共同委員会でも中国も納得

の上で、これ以上、虎網は増やさないというよ

うなことは、資源管理上、一応そこまではこぎ

つけたと聞いております。 
【深堀委員】 わかりました。よくわからなかっ
たのでいろいろ調べていたら、今、課長が答弁

されたように、いろんな数字は総量の制限であ

って、実際に魚種であったり、漁法であったり、

そういったところが明確に区分されていないか

ら、ある意味、あんまり意味がないと言ったら

おかしいですけれども、実効性のない数字にな

っているんだということをある文献で確認しま

した。まさに、その点は長崎県側としても認識

をしていて、それを政府施策要望の中で実効性

のある協定になるように魚種、漁法、こういっ

たものを含めてしっかり数値を出して管理して

いくということを求めているということですね。

そのことはぜひやっていただきたいし、問題は

本当に努力目標が守られているかという検証が

できなければ意味がないので、ぜひその取組を

お願いしておきたいと思います。 
 最後に、この間、新聞で、ああいいなと思っ

たことがあって、「平戸のあごだしバブル」とい

う記事がありました。トビウオですね、アゴが、

数年前は1ケース12キロが2,000円程度だった
ものが4倍近い7,800円ぐらいに急騰と。高い時
は、最高では1万5,000円を記録してアゴが非常
に人気を博していると、アゴ御殿ができるなん

ていう話まで新聞に載っておりました。非常に

喜ばしいことだと思っています。 
 気になったのは、価格が上がったということ

はわかるんですが、水揚量の推移というのがよ

くわからなくて、そのあたりの状況を教えてく

ださい。 
【栁村総合水産試験場長】 長崎県のアゴ漁は、
非常に小さいサイズのトビウオを、だしをとる

ということのために船びき網という漁法でとっ

ております。これは県北もしくは上五島地区で

盛んでございまして、この地域でアゴ加工が非

常に発達しているという状況がございます。 
 水揚げに関して申しますと、トビウオに関す

る農林水産統計、公式統計がございません。し

たがって、総合水試では、トビウオを盛んにと

っている北松地区の生月漁協とか平戸市漁協、

こういう代表的な漁協から聞き取りで漁獲量を

毎年押さえている状況にございます。 
 この代表漁協の例で申しますと、平成元年か

ら平成28年度までの間で最大にとれた年が、生
月漁協の例ですけれども、最大にとれたのが

350トン、これが平成10年でございます。平成
28年、今期は185トンということで、ピーク時
の大体半分だろうということですが、このトビ

ウオ漁は北寄りの風が吹いて生月とか平戸市の

湾の方に吹き寄せられる、自分から飛んでくる

のではなくて、北寄りの風が吹くと沿岸の方に

吹き寄せられると。したがって、北寄りの風が

非常に強い時に漁獲量が上がるという傾向がご

ざいます。 
 今年の総合水産試験場の予報は、ここ10年ぐ
らいの平年量ですけれども、大体150トンぐら
いがアベレージになっています。150トンぐら
いがとれればいいだろうという予報をしており

ましたが、今年度は北寄りの風が多かったとい

うことと、値段が非常にいいんですね。大手の

業者が、あごだしというものが最近全国的には

やっておりまして値段がいいために、平年以上

に漁獲に努力をした。とれなければ、値段が安

ければ、もう諦めるところを、魚影が薄くても
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値段がいいためにたくさん出漁したということ

が、今期185トン、平年よりも少し多かったと
いう状況になったんだろうと判断しております。 
【深堀委員】 非常にいいことなので。記事を見
て思ったのは、漁獲量が、さっきの資源管理じ

ゃないんですけど、どれくらいとれて、まだと

れるのかどうかとか、あとは大手の、新聞では

「ヤマキ」さんと載っていますけれども、粉末

のあごだしスープを製造している。このあたり

の売り上げがものすごく伸びている関係上とい

うことで記事が載っていました。 
 まず、資源管理としてトビウオの状況と、あ

と、今、あごだしがブームになっていることを

いかに長崎県の特産としてＰＲして、もっとブ

ームに火をつけて継続的に販売が増えていくよ

うな支援策も必要だと思っているんですけれど

も、資源としての問題、あとＰＲ、長崎県の産

品として売り出す支援策についての考え方を教

えてください。 
【栁村総合水産試験場長】 アゴのブームについ
ては総合水産試験場の範疇から外れますが、資

源の考え方につきましては、トビウオの船びき

網漁というのは、あんまり増えないようにとい

うことで、もともと許可数の制限をしておりま

す。これは県北振興局の専決の許可になります

けれども、それぞれの漁協、もしくは漁協に枠

がかぶせられておりまして、その部分で資源管

理がなされているのかなと思います。 
 もう1点は、トビウオは先ほど申しましたよ
うに北寄りの風が吹けば非常にとれるというこ

とですけれども、それ以外の要因としては、産

卵親魚、これが春から初夏にかけて鹿児島とか

本県の定置網で卵を持った親がとれます。この

トビウオは、本県海域では、例えば、だしをと

るようなトビウオ以外には、この定置網しかご

ざいません。 
 したがって、資源管理という意味では、待ち

受け、定置網は待ってとる漁法ですので、この

部分でも一定資源管理がきいているのかなと思

います。夏が過ぎて秋に入ってきた時に、だし

用のコトビ、小さい魚ですね、10センチ程度の
お魚がとれるようになりますが、この部分に関

しては、先ほど申しました許可数の上限で縛っ

ておりますので一定の資源管理がなされている

と考えております。 
【岩田水産加工流通課長】 アゴに関する販売流
通の面ですけれども、県内のアゴを使った加工

品は、単純に干したものですとか、先ほどのだ

しが、民間の業者、漁協の加工場でたくさんの

商品がつくられております。一部につきまして

は県の俵物として認定してＰＲに努めていると

ころです。 
 それと、加工業者の方、それから漁協の方々

が売るためのことをいろいろされております。

例えば、県主催の加工振興祭に出られるという

ことについては県も支援をしております。それ

と、各地で商談会をするとか、あるいは展示会

をする時も県として支援をさせていただいてお

ります。 
 今後も市場ニーズを把握して売っていくこと

につきましては、加工業者の方も、それから漁

協の加工場も含めて、今後も支援は当然してま

いります。 
【深堀委員】 最後にします。資源管理という面
では許可制になっているので、ある意味、資源

が枯渇するような漁法にはなっていないという

こと。あと、流通でも、今、ブームになってお

りますから、売り上げもかなり伸びている、価

格もかなり高騰しているということで、これを

継続できるようないろんな仕掛け、もちろん、
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民間が主なんでしょうけれども、どうすればそ

れが継続的に、もっとブームが伸びていくかと

いうところは研究すべきだと思います。長崎の

おいしい魚はいろんなものがあるわけですけれ

ども、その一つとしてアゴに注目してもらえば

なと感じましたので要望として申し上げておき

ます。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 
【中村委員】最近、愛媛県とか和歌山県、静岡

県でマグロの代替魚として養殖をされているス

マという魚があります。その魚を、その3県が
一生懸命養殖して販売しているそうです。量産

ができれば低価格になって多くの国民の口に、

また、海外の方たちの口にも入っていくと思う

んだけれども、そうした時に長崎県は今、クロ

マグロに力を入れているんですけれども、「トロ

の華」ですか、そういうものにもだんだん影響

してこないのかなという心配があるものですか

ら今からちょっとお聞きいたします。 
 現在、3県しかやっていないということで、
できれば水産県長崎県としても早期に取り組む

べきではないかと思います。いろいろ問題点が

あるようなんだけど、その辺について把握され

ていますか。 
【髙屋漁業振興課長】 スマにつきましては、長
崎ではヤイトという呼び方をします。これは養

殖の実態から言いますと、今、委員がおっしゃ

ったように、長崎県では実態がございません。 
 昨日、いろいろ調べてみたんですが、先行し

ているのは和歌山県と愛媛県のようでございま

す。特に、愛媛県の方がより力を入れていると

いうことがわかりました。愛媛県は既に完全養

殖、要するに、卵から孵化させて親になって、

その親がまた卵を産んでというサイクルができ

るところまで技術開発ができているということ

が確認できました。 
 しかも、今回の11月議会にスマの研究を進め
るための種苗生産施設等をつくる設計予算まで

上げているということで、愛媛県のスマに対す

る力の入れようというのは、今後ますます力を

入れていくんだろうということがわかりました。 
 ただ、問題は、検証してみたのですが、スマ

という魚は南方系の性質が強い魚でございまし

て、水温が20度を切ると成長が停滞する、14度
を下回るとへい死するという魚でございます。 
 長崎県の水温の状況を見てみますと、定置に

水温の自動観測機を付けておりまして、北松と

五島の例を見てみますと、先ほど言いました20
度を超える水温というのは、長崎県でいえば5
月中旬ぐらいから11月半ばぐらいの約5カ月か
ら5カ月半ぐらいがスマが成長するであろうと
いう水温になります。しかも、1月の中旬から3
月の上旬にかけましては、北松にしても、五島

にしても14度を下回ってしまいます。というこ
とは、スマがへい死する水温に長崎県の場合な

ってしまうという状況のようでございます。 
 和歌山の水温を調べてみましたら、5月から
12月までは20度を超えております。要するに、
黒潮がどんと当たるところなので、そういう水

温です。年間を見ると14度を割る水温はないん
です。たくさんのデータではありませんのであ

れですけど、長崎と水温状況がかなり違うとい

うことです。種苗生産そのものは施設を構えれ

ば長崎でもできると思われますが、種苗生産し

た後の沖出し後の飼育が、スマという暖海性の

魚にとって長崎県の水温はかなり難しい状況に

あるのではないかと今思っているところです。 
【中村委員】 水温の差がそれだけあるというこ
とは私もはじめて聞いたんだけど、しかし、水

産県長崎として、この間、何か話し合いをした
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ということを聞いたけれども、なかなか難しい

ということで断念をしたということでした。 
 ただ、稚魚を育てるについては陸上養殖もで

きるから、例えば、島原半島の小浜とか、そう

いうところの温泉を利用することで稚魚は育つ

可能性はあると思うんです。ただ、成魚を海で

養殖しなければならないとなった時になかなか

難しいんじゃないかなという考えはあるんだけ

ど。 
 ただ、水産県として、そういうふうにして他

県が積極的に取り組んで何らかの形で水産関係

の水揚げを上げようとしている努力はすばらし

いものだと思うし、そういうことを見習って早

期に取り組む必要があると思います。 
 今後、長崎県にちなんだような、多くの方た

ちが要望するような水産資源があるのであれば、

そういうものに積極的に取り組んでいただきた

い。先ほど深堀委員から話がありましたアゴと

か、そういう需要が高まってきたものについて

は率先して取り組んでいただきたいと思ってい

ます。 
 その中で特に頑張っていただきたいのは、私

は農林部の審査の時にも言ったんだけれども、

有明海のタイラギについては、もう少し予算を

かけてでも早急に養殖を含めて諫早湾の中、有

明海の中で以前のような環境ができるようなこ

とを願っていますので、ぜひ率先して頑張って

いただきたい。部長、よろしくお願いしておき

ます。 
 それと、以前から皆さんたちと話をしている

んですけれども、有明海の基金の中にもあるん

だけれども、この基金については農林部の審査

でも言いましたけど、総体的に有明海全体を改

善しようという計画でこの基金案を持っている

ものだから、開門賛成派の方たちはなかなか同

意しないと思うんですね。あの方たちというの

は、私の個人的意見だけれども、有明海全体の

ことを本当に真剣に考えているかというと、そ

うじゃないと。要するに、個人的なもの、自分

たちのグループ的なもの、そういうことを考え

てやっているから、なかなか基金案に同意して

こないと思う。 
 県の水産部として、この基金案で今後どうい

う展開をしていけば開門派の方たちに納得して

いただけるようなものになるのか、そういう考

えを持っているところがありますか、どういう

ことを提言したらいいかという考えがあります

か。 
【西漁政課長】 この基金案の内容について国に
提案するに当たっては、各漁協を回って、どう

いった事業が今後必要かということをお聞きし

た上で提案いたしまして、それについて国の方

でまとめて、今回、案が出されたと認識してお

ります。 
【中村委員】 そういう意味じゃなくて、そこは
わかっているんです、今までやってきたんだか

ら。みんなが頑張ってやってきたんだけど、結

局、これだけの基金案を出したとしても、開門

派の方々が納得しないじゃないですか、合意し

ないじゃないですか、今の時点で。だから、そ

れに対して何が不足なのかということを自分た

ちで検討したことがあるのか。検討したのであ

れば、その中でどういう話が出たのかというこ

とを私は今聞いているんです。意味がわかりま

すか。 
【熊谷水産部長】 大変申し訳ございません。私
ども、他県の様子につきましては十分調査して

いない点もございます。ただ、長崎県の場合と

かなり違っていると思うのは、他の3県はノリ
で潤っているんですね。非常に潤っておりまし
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て、ノリの方々は、問題があった後、どうかと

いうと非常に好調なんです、むしろ。平成12年
が異常だったと私は個人的に思っております。 
 ただ、一部には、かつて有明海の、特に佐賀、

福岡あたりは、アサリの漁がかなりあったとい

うのは事実でございます。そのアサリの漁業者

等の県内問題としてノリの方々もいろいろ問題

があったということは私も理解しております。 
 そういった中で、ノリの方々はさておき、そ

ういった方々にも理解してもらうという意味か

らすると、ここに書いてございますようなアサ

リとかタイラギとか、こういったものを積極的

に推進していくということが一つの方策だと思

います。 
 ただ、先ほど委員からお話がございましたよ

うに、タイラギというのは有明海の再生の一つ

の象徴であると私は思っております。そういっ

た意味からしますと、タイラギをどういうふう

に再生していくかという道筋を、この基金のみ

ならず、先ほど次長からも答弁がございました

ように、18億円の中でいろんな調査をしており
ます。こういったものを総合的にどう使ってい

くかということについて、さまざまな場、特に、

有明海の漁場連絡協議会の場を活用しながら、

いろいろと話をしていきたいと思っております。 
【中村委員】 確かに、部長がいうように、他の
3県はノリで非常に潤っています。しかし、ノ
リで潤うということは、それだけ酸処理もしな

ければならない、いろんな意味で有明海を逆に

壊しているわけですね。だから、ノリでもうか

っている人もいれば、今までアサリとかなんと

かで頑張っていた人たちは結局低迷してしまっ

ているわけですね。その辺の相違がある。 
 だから、同じ漁業者の方たちでも、ともに、

例えばアサリを含めた二枚貝で生活をしていけ

るように、そしてまた、ノリでも生活していけ

るように考えてもらわなくちゃいけないと思う

んだけど、なかなかそこがうまくいかないのが

現状だと思っているんです。 
 だから、この基金案を本当に最終的に納得し

てもらえるかということは、私は不思議でなら

ない。要するに、漁協自体では納得してくれる

かもしれない。しかしながら、その中の末端の

組合員の方たち全てが納得するのはなかなか難

しいんじゃないかなと今の時点では私は思って

います。 
 この基金案の中で海底耕耘と干潟耕耘という

のがあるんだけど、この2つについて私はずっ
と皆さんたちに言っているんだけど、何とかし

て長崎県で独自の機械を開発してやれないか。

結局、干潟耕耘にしても小さな農耕の耕運機と

か、そういうものを使ってやっているんだけど、

これを大型の乗用トラクターを使って、もっと

上手にやれるような、超湿地的なものをつくっ

てできないのか。そうすれば、私の地元の小長

井でもアサリの養殖を盛大にやっています。対

岸の瑞穂、島原半島でもやっています。しかし、

1年に1遍、2年に1遍ぐらいは耕してやらないと、
要するに、貧酸素になってしまう。だから、そ

ういう機材を開発していけば、もっともっと水

揚量は上がると思います。 
 それと、いつも言っている海底耕耘も桁を漁

船で引っ張るわけです。ちなみに聞きますけど、

この桁引きで掘っている水深は何センチですか。 
【五島水産部参事監】 現在のところは、既存の
貝桁を活用してやっているところがほとんどで

すので、大体20センチから25センチぐらいの深
さのところを掘っていると思います。 
【中村委員】 全国的にその方法なんですよね、
桁を引っ張って掘っていく。深さは深くても20
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センチぐらいだと思います。地盤が硬いところ

は恐らく5センチとか10センチとか、そこまで
いかないところもあると思います。深くは言わ

ないけど、いろいろな事情があるということは

私もわかっているからね、漁民のためになって

いるということも十分わかっているから、そこ

までは言わないけれども、どうせそれだけの費

用を使うのであれば、例えば、動力源を電気と

かエアーとか、そういうものを使った機材を、

もう少し深く掘れる、例えば50センチぐらい掘
れるとか、そういう機材を開発してもいいと私

は思います。調べたら、シーマグワという機械

を開発している建設会社がある。それは多分電

気だと思うんだけれども、それで海底を強制的

に掘り起こす、そういう機械もあります。 
 だから、長崎県として海底耕耘と干潟耕耘を

何とかして実用化できるような機材を開発して、

もっと漁場環境が安定するように、そしてまた、

水揚げが上がるような努力をしてほしいと私は

思うんだけど、部長どうですか。 
【熊谷水産部長】 今、委員からご指摘がござい
ましたように、さまざまな機械等を導入すると

いうことは非常に重要だと思っています。特に、

干潟耕耘について「トラクタ等を用いた」とご

ざいますが、どういったものを今後やっていく

かということが一つの検討課題と思います。 
 具体的に申し上げますと、今年の5月の段階
で有明海の自民党のＰＴがあった時に私どもも

参加させていただいたんですが、その時に、要

は、アサリの養殖場の中を日常管理としてどう

するか、それから、浮泥をどうやって外に出し

ていくかということでの提案をさせていただい

ております。これは今後の検討課題になってお

りますが。いわゆる日常的な管理としてそれを

セットでしていくということが非常に重要だと

思います。 
 そういった中で、養殖場の中に小さな溝をつ

くっております。これは18億円の予算の関係の
中でやっていますが、この作業は非常に大変だ

と。こういったことも含めて日常管理にも資す

るようなやり方、そして、それを根本的に泥と

して出していくような作澪等のやり方。そうい

ったいろんなことを組み合わせた上で、公共事

業だけではできない部分もございます。 
 そういったことをどういうふうに展開してい

くか。今後、具体的にいろいろ検討していきた

いと思います。 
【中村委員】 最後にしますけど、ブルドーザー
は超湿地というのが昔からあって、アサリの養

殖場を造成する時に随分使ってやったことがあ

ります。ただ、トラクタが超湿地というのがな

かなか難しい。実際にアサリがいるところを耕

さなくちゃいけないから荷重がかかってもいけ

ないとかいろんな問題があるわけです。先ほど

部長が言われたように、空気を補充するために

田畑で使っているエアレーションみたいなゴー

ッと掘るやつ、そういうものを使える可能性が

高いんですね。 
 だから、そういうものを含めて県の水産部、

土木部も含めて関係部署と協議しながら、何と

かしてそういう開発をしてくださいよ、工業試

験場もあるんだから。そういうところを使って

これからも水揚げが上がるような対策をぜひし

ていただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。 
【吉村(洋)委員長】 ほかにございませんか。 
【小林委員】 平成28年度から総合計画の新た
な5年間のスタートが切られて平成32年度を一
つの区切りとして5年間が始まったわけですね。 
 まず、このことを語る時に、前年の計画がど
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こまで達成できたかということについて確認を

したいと思います。基本計画、あるいは個々の

指針、こういうものがあったと思いますが、こ

こについてどれくらいの結果を残したのか、達

成率を上げたのか、この辺のことについてまず

お尋ねしたいと思います。 
【西漁政課長】 今回スタートいたしました「水
産業振興基本計画」を策定するに当たっては、

前の計画の指標の検証ということで実施いたし

ております。その中で、基本目標が9つござい
まして、そのうち達成した項目が5項目、未達
成の項目が4項目ということで整理をいたして
おります。 
【小林委員】 基本方針の9つのうち、5項目は
達成したと。9から5引けば4だよ、それはすぐ
わかる。それぞれの項目ごとの指針は幾つ出し

ましたか、平田次長。 
【平田水産部次長】 基本政策に関連しまして指
標を25立てております。そのうち達成は17、未
達成が8となっております。 
【小林委員】 基本方針が9つのうち5項目が達
成、25の指針のうち17が達成だと、こういうよ
うな形になっている。ここのところを達成でき

なかったことについての評価をどういうふうに

されているかということですね。25の指針の中
で17項目が達成できていると、こういうことで
すね。 
 その達成できなかった分について、特にこれ

は達成しなければならなかったがというような

ところで、確かに、達成できなかったとしても、

限りなく達成に近いだろうと、こういうふうに

固く信じておりますけれども、達成できなかっ

たところの見解、これはもともと無理な数値目

標を上げたんだと、頭から達成できないであろ

うと思っておっても仕方なしに上げたんだとい

うようなことは絶対ないと思いますが、達成す

るための努力を5年間おやりになってできなか
ったと、このように考えますが、達成できなか

った基本方針、あるいは25の指針のうち17しか
できなかった、あとのことについてはどういう

見解を持っていますか。 
【平田水産部次長】 最も大きいところでいいま
すと、漁獲生産量ということになろうかと思い

ます。生産量の中で達成できた一番大きなもの

は養殖ということになります。養殖に関しては

クロマグロ、これまでもこの委員会でご説明し

ましたように、クロマグロの養殖の成長に伴い

まして目標を上回ったわけですけれども、海面

漁業の生産量に関していえば、目標としており

ました数値を下回るということになっておりま

す。これは資源の状況に大きく左右されるわけ

ですけれども、一方で新しい技術の導入であり

ましたり、漁業者の皆さん、個々の経営に対す

る支援であったり、資源が厳しい中で、どうい

う経営をすることによって所得を上げていけば

いいかという方向での施策というのは、前計画

では正直、なかったと思っています。基本的に

は放流による資源回復の取組だったり、新しい

技術導入に対する支援ということをやっており

ましたけれども、個々の経営に踏み込んだ支援

というのはやっていなかったということであり

ます。 
 ですので、資源の状況が急激に回復するとい

うことはなかなか難しいわけですから、今計画

では、個々の漁業者の皆さんの経営の中まで踏

み込んでいって経営のあり方について支援をす

るというやり方を考えております。 
 あと、水産加工の出荷額につきましても、実

は目標を達成しておりません。これもなかなか

長崎県の加工というのが、例えば、煮干しです
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とか素干しですとか、先ほど話題になりました

「あごだし」もそうですけれども、ある意味、

簡易な加工というのが非常に多いということで、

高度な、少し手の込んだ二次加工、三次加工と

なってくると、なかなか生産が伸びないという

ことの状況がございます。これに関しては、な

かなか思ったとおりに伸びなかったんですけれ

ども、そこは市場が求めているニーズとのつな

がりを再度確認することで、生産のあり方、求

められている品物をつくっていくための供給体

制づくりということを今度の計画の中では取り

組んでいく必要があると考えております。大き

く言えば以上でございます。 
【小林委員】 いずれにしても、総括して、25
の中で17しかできなかったということ。基本方
針の9項目で5項目しかできなかったというこ
と。総体的に見てまだ努力が足りないのか、最

大の努力をしたけれども、なかなか到達できな

かったと。自然環境とか、それぞれ取り巻く厳

しい状況の中で構造的な課題もあるわけです。

構造的な課題があるということは百も承知、そ

の上において、あえて達成の9項目、あるいは
25のそういう指針を出している。これをやらな
ければ一歩前進、二歩前進につながらないわけ

です。 
 これはまた改めて、今回、5年間の計画がス
タートしているけれども、こういうようなとこ

ろできちんと反省をされながらクリアするよう

に今回またタートを切っておるという考え方で

よろしいですか、どうですか。 
【平田水産部次長】 漁業者の皆さんに対する支
援のあり方ということについて、ある意味、基

本スタンスですが、前計画では、技術を開発し

て、その普及を図りましょう、あるいは新しい

支援制度、機器整備なり何なりの制度をつくっ

て補助しましょうというような制度設計をして

おったわけですけれども、その活用が現実に進

んでいたのかというところの弱さというのが結

果にあらわれた部分もあるんじゃないかと思っ

ています。 
 そういう意味で、どういう取組をすればよい

のか、あるいは経営を改善するためには、それ

ぞれやる気のある、意欲のある漁業者の皆さん

が、具体的にこうしたらどうですかとか、具体

的な経営計画づくりを支援するとか、そういう

ところまで一歩踏み込んでいく取組が必要じゃ

ないのかということが今回の新しい計画をつく

る時の大きな基本スタンスでございます。そう

いうことで、そこが今までの取組として足りて

いたのかと言われれば率直に反省しなければい

けない部分だろうと思います。 
 そういうことを踏まえて新しい計画の中では、

個々の漁業者さんであったり、定置網とか雇用

型の漁業に関しましても、経営改善の取組を

個々に、それぞれの企業、あるいは個人の経営

者、漁業者の皆さんごとに支援をしていくとい

う体制を整えようということで考えているとい

うことでございます。 
【小林委員】 我々は、水産部でこれまで4回、
委員会を行い、そして、いろいろと議論をして

まいりました。構造的な課題がどういうもので

あるかということが少しわかってきたような感

じがいたしております。その構造的な課題があ

るからといって、いかにしてその構造的な課題

を乗り越えなければいけないかということなん

です。そこのところにかなりの予算を投入しな

がら、いろんな対策を国とあわせてやっている

わけです。市町も一緒に引っ張ってやってもら

っていると思います。なかなか所得ということ

が目に見えて伸びない。こういうような形の中
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で、やっぱり結果を求めていくということにつ

いては仕方がないと思います。 
 そういう点からしてみて、あえて聞くまでも

ないことだけれども、今、長崎県の漁業所得は

幾らですかと。平均で135万円と言われている。
じゃ、全国は幾らですかというと、204万円か
ら205万円と言われている。ここの開きは一体
何なのかと。こういうような形の中で、漁業所

得がどのくらい伸びたのかと、こういうような

点で3年前、5年前、10年と比べた時にどうなの
かと。はっきり言えることは、この10年間で、
いわゆる漁業に従事する人たちの就労人口がめ

ちゃくちゃ減っているわけです、3割方減って
いるんじゃないか。そんな状況からして所得に

スライドしないわけです。 
 そういうところも含めて、135万円の所得、
全国平均が204万円から205万円とした時に、こ
の差を埋めることのできる状態の中に本県の水

産業界の取組ができるのかどうか、この辺につ

いてお尋ねしたい。 
【川口経営支援室長】 ただいま委員ご指摘のと
おり、全国と比べて本県の所得は低いという状

況でございます。今、次長が申し上げた個別の

漁業者の経営体まで踏み込んでいろんな指導、

支援をさせていただいているところでございま

す。 
 それで、所得を向上させるためにどういう取

組があるかということでございますが、昨年か

ら取り組んでいる中身につきましては、経営体

の中でいろんな取組がございますが、漁業コス

ト削減につきましては、これまでも取り組んで

いる話でありますけど、減速航行とか、船底の

掃除の励行をして、なるだけコストをかけない

ようにする。それと、省エネ型エンジンへの換

装でありますとか、流通をできるだけコストカ

ットして島内流通を目指すということがござい

ます。それと、操業の効率化につきましては、

いろんな機器を導入して沖で漁獲効率を上げて

生産を上げていくというようなことがございま

す。 
 それと、一番大きなことにつきましては、新

たな漁業種類を導入して年間でいろんな操業が

できるような経営体に変えていくということで、

個別の漁業者の所得をアップさせていく取組を

進めているところでございます。 
【小林委員】 そういうような水産経営支援とい
う新たな取組についてあなたはおっしゃったと

思うんです。これは国の交付金、地方創生等の

絡みとか、そんなものが入っておって、加速化

のお金が入ってきていると思います。それは向

こう3年とか、わずかの期間しか決まっていな
いわけです。 
 私は、根幹的な問題として、135万円の所得
を、例えば全国平均まで上げることができるの

かどうか。今言われたような経営支援というの

は、ここに入り込んで、個人の経営体のあり方

等についていろいろと、いわゆる経営改善計画

をきちんとつくっていただく。経営改善計画な

んて、個人ではなかなかできないから、そうい

う関係の専門家がその中に入っていろいろとヒ

アリングしながら、そういう改善計画をつくっ

てくれるというありがたい制度が今度できたわ

けです。それが平成27年度にスタートしながら、
あんまり活発な実績を残せなかったということ

で私は少し怒りました。 
 平成28年度もやっていただいていると思う
わけだけれども、これはこれとして評価をする

けれども、じゃ、これをやったということで204
万円とか205万円の全国平均まで一気に上がる
かといえば、それはかなり厳しいのではないか、
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こういうような見方をしているわけです。だか

ら、そこのところの問題点というのは一体何か。 
 昨日、農林部の審査で話をしましたが、農業

の産出額というのは、5年間、ずっと伸び続け
て、8.9％伸びているんです。全国的にはマイナ
ス4％です。にもかかわらず、長崎県の農業産
出額は8.9％ということで伸び率は日本一です。
しかしながら、農業所得を見た時に、まだ37位
ぐらいです。 
 この135万円というのは、全国でいけば何位
ですか。 
【川口経営支援室長】 大変申し訳ございません。
全国との比較という意味では、何位というのは

把握しておりません。 
【小林委員】 部長、私ははっきり言って、今、
中山委員とも話したんだけれども、ここは水産

部長がおるから非常に安定感があるよねと。失

礼だけれども、あなたがいなかったら、議論す

るところの核心に触れる時に、もちろん、水産

加工流通課長とかその他いろいろ雨夜の品定め

を、あなた方がすると同じように我々もしてい

るわけよ。水産部長がおるから大抵のことはよ

くわかってくれているから、きちっ、きちっと

やるし、平田次長が漁政課長をやっていろいろ

と中身が詳しいから非常に安定感があるけれど

も、そういうところで、何かな、危機感という

か、これからどうなっていくのかという危機感

が余り伝わってこないわけです。だから、今の

ようなことで川口経営支援室長がどうこうとい

うんじゃないけれども、川口経営支援室長は来

たばっかりだけれども、要するに、これまでの

流れの中で135万円と204万円から205万円、そ
んなことの差が全国でどういうふうになってい

るのかと。 
 さっき言ったように、農林部においては、今

は産出額が日本一伸びているといいながら、個

人所得だと37位と。しかし、44位から37位に上
がっているんだよ。こうやって実績が出ている

わけです。 
 だから、我々は、135万円と言われても、全
国で大体どのレベルかと。平均が204万円から
205万円と出ているわけです。これは大体何位
ぐらいであるかということについて担当の室長

に聞いても、ちょっとそれは全国的なレベルで

はと、こういうような形で本当にいいのかと。

もうちょっと、205万円という、204万円という
全国の所得のレベルならば、長崎県の135万円
がどういう位置にあるのかということはきちん

と位置づけていただいて、その上にどうするか

ということも検討していただかなければいかん

じゃないかと思います。こういうところができ

ていないところが、水産部長、あなた、いつま

でおられるかわからんけれども、ずっとおれよ、

もう。そういうようなことをあえて言わなけれ

ばいけないような状態じゃないのか。 
 順位を聞いてというよりも、その順位がわか

らないということについての取組が、果たして

所得を何とか上げなくちゃいかんという、頑張

らなければいかんという思いはあるかもしれな

いが、その点のことが伝わってこないわけです。

ここのところです、部長。あなた、どんな指導

をしているのかということになってきます、今

度は。あなた、よそから来ているんだから、ぼ

んぼん言うていいんじゃないですか、もう明日

はなかとやから。（笑声）そういうようなこと

からしてみて、構わんじゃなかとか、もっとし

っかり言うてもらわんと。私は、1回だけ、部
長室に行ったことがあるけど、意外と言ってい

るよな。言っている割にはこういう状態だよね。

そこのところはどう思いますか。 
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【熊谷水産部長】 しっかりと回答できなかった
こと、まず申し訳ないと思っております。1点、
ご説明しておきたいと思います。 
 実は、全国平均のデータと県平均のデータは、

調査対象が大きくずれておりまして、必ずしも

そのままの数字ということにはならない思いま

す。ただ、他の指標から見ても長崎県の一人当

たりの漁業生産額というのは、私が見るところ、

全国より低くなっているというのは事実でござ

います。ただ、それがどのくらいの位置にある

かということについては、私自身も分析しない

といけないと思っております。大変申し訳ござ

いませんが、今の委員の言葉というのは、私自

身も真摯に受け止めさせていただきます。 
 また、その方法をどうすればいいかというこ

とについては、なかなか、実は、県内の135万
円というものを出す調査は、1,000万円近いお金
をかけて何とかやらせていただいたという経緯

がございます。毎年これをやるということは難

しい面もございますので、それをどういった形

で補っていくかということにつきましては、引

き続き検討させていただきます。大変申し訳ご

ざいません。 
【小林委員】 漁業と農業の比較をするとよくわ
かるんですよ。農業の方はきちんと計画を持っ

て、もうちょっと集約していろいろなことを考

えてやっているという感じがするわけです。こ

こで議論をずっとしてみて、枠が拡大されてい

るものだから、なかなか議論しにくいし、見え

ないわけです。 
 農業についてあえて言わせていただくと、認

定農業者がいる。今、認定農業者が約6,000名い
ます、正式に言えば5,900名。そこの平均所得は
幾らですかというと450万円ですと。そこの、
主業農家のやる気、意欲のある人、これからは

意欲、やる気のある人たちをいかに引っ張って

いくかと。失礼だけれども、意欲とかやる気の

ない人については、正直言って限界があると思

うんです。いかにして意欲とかやる気のある人

たちを育てていくかということ。また、意欲、

やる気を持っていただくように仕向けていくと

いうこと。この辺がこれからの行政の鍵だと、

こういうふうに思っていますよ。 
 今言ったように、農業では認定農業者という

一つの、いわゆる主業農家の、やる気のある農

家が約6,000名ぐらいいるわけです。そこの平均
所得は幾らかというと450万円。昔は370万円ぐ
らいだったと思うんです。全国平均が505万円
とはっきりわかっている。それだけ不足してい

るわけです。 
 ところが、600万円にする、700万円にする、
1,000万円を超えるということを、450万円で頑
張っている人たちから、どんどんそこに援護射

撃を送りながら、それが確実に600万円とか700
万円とか1,000万円を超える、そういう農家の所
得、収入になっているわけです。もちろん、言

っておくけれども、その約6,000名の中の約半分
は、まだ260万円台と。450万円の平均といいな
がら、そういう状態になっているわけです。 
 そうやっていくと、漁業についても本当に意

欲とかやる気のあるような、経営支援室長が言

ったように、これから300万円を目指したいと
か、500万円を目指したいとか、800万円を目指
したいという、いわゆる個人の経営改善のこと

をきちっと受け止めて、そんな方向の中で導い

ていって、いろいろと知恵を貸し、いろんな力

を貸してやっていこうとしているこの取組は非

常によろしいんだよ。だけど、全体的にいった

時に、予算もないし、わずかしかできないわけ

です。これは全体の広がりにどういうような貢
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献をするか。やらないよりも当然ましだし、や

ってもらわなくちゃいかんと思います。 
 今、どこかに、個人の経営体の数の中で、本

気に意欲的にやろうとする人たち、漁業の年収

300万円以上の人がどれくらいいらっしゃるか。
あるいは260万円ぐらいの人たちに、あるいは
300万円まではいかないけれども、200万円から
300万円のそういう所得の人たちに焦点を絞っ
て、そこを引き上げていくというような、おし

なべて全体にやるというやり方と、そういうや

る気、意欲につながるようにして、結果につな

がるような、漁業版の認定漁業者、そういうよ

うな形でやっていくということも一つの考え方

とかやり方ではなかろうかと思うんだけれども、

それに対するご見解がございますか。 
【熊谷水産部長】 しっかり頑張っておられる漁
業者の方々、養殖業者の方も含めてでございま

すが、それを私どもとしてしっかり応援する形、

頑張る人をどういうふうにするかということが

一番大事だと私は思っております。 
 そういった中で個別の経営支援ということを

やっておりましたが、さらに、今年から雇用型

漁業、そして、来年から養殖も含めてトータル

で見ていきたいと思っています。 
 そういった中で、一つ一つ成果を出していく

こと。その中でどういったところを認定漁業者

といっていくべきかということも含めて、そこ

は少し制度設計をさせていただいておりますが、

そういった頑張る者を一定の者として県が認定

いたしまして、さらに頑張ってもらう。そして、

それを目指して周りの下位層の人に意欲を持っ

ていただこうと。そしてまた、そういったもの

を出すということは、ある意味では全国から、

頑張ればこういうふうな県の応援をするし、こ

ういった人たちが頑張っているぞという一つの

モデルケースにもなるのではないかと。Ｉター

ン、Ｊターン、Ｕターン、そういったことを考

えております。 
 そういった意味で、認定漁業者というのは一

つの制度であると思っておりますので、今後、

その辺につきましてはどういった制度設計がで

きるかということにつきまして、一つ一つ、先

ほどの経営支援等を通じて、しっかりした経営

者を我々としてどういうふうに認定すべきかと

いうことについては検討させていただきたいと

思っております。 
【小林委員】 だから、長崎県の第一次産業とし
て水産部と農林部が力を合わせて、農林部は「基

幹産業は農業」と言っているけれども、最近、

水産部では「基幹産業」とまで言っているのか。

「重要産業」ぐらいのことで抑えられてしまっ

ているんじゃないか。「基幹」が抜けているん

じゃないか。「美しい海岸と漁獲量は第2位を
誇る」なんて言って。こんな美しい言葉の中で、

漁獲量第2位だよ。じゃ、所得はどうなんだと
いったら、こんなに低迷しているような、そん

なアンバランスなことでは困るわけです。 
 だから、どこに焦点を当てるかというと、農

業の場合は販売農家とか主業農家とか、農業を

主体として頑張っていこうとする人たちに焦点

を当てて、ちゃんと募集して、そして、そこの

所得を上げていくために支援をやっている、そ

れが全体の底上げにつながっているわけです。

わかりやすいわけです。農林部の今やっている

認定農業者の指定の仕方とか、どういうやり方

をやっているかということを参考のために誰か

きちんと受け持っていただいて研究されること

も一つの手ではないかと、要らぬことだけれど

も、そういう感じがするわけです。 
 そこで、なぜ所得が上がらないのかと。ちょ
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っと聞くけれども、誰か答えていただけばあり

がたいけれども、今、農業で、必要経費抜きで、

手取り600万円をきちんと位置づけるために、
幾らの売り上げを上げなければいけないか。要

するに、経費だとか税金かれこれ引いて手元に

600万円残る、純粋に。そのために売り上げを
幾ら上げなければいけないか。加藤農林部長に

正式にここで質問したからわかるんだけれども、

2,000万円ということです。2,000万円の農業の
総所得を上げて手元に残るのが600万円。1,400
万円は税金、その他生産コストだよ。 
 漁業も生産コストが高過ぎるのではないか、

経費がかかり過ぎているのではないか。燃油が

全体の25％ぐらいとか、そんなようなことがこ
の間からの答弁でわかっているけれども、いろ

んな形の中で、生産コストを削減できることが

あるのではないか。こんなようなことについて

検討したことがあるのか。まず、どういうとこ

ろに、どのくらい、コストがかかっているのか、

総収入に対して、どうですか。 
【川口経営支援室長】 水揚げに対する支出の関
係でございますが、前回、調査をした中では、

いろんなコストを引きますと、所得率が大体

26％から30％程度になります。ということは、
1,000万円の水揚げであると手元に大体260万
円から300万円残るというふうなことが算出で
きます。そういう計算のもとに平成25年の漁業
センサスで水揚げ量がわかっておりますので、

逆算をしていろんなデータに使わせていただい

ているところでございます。 
 費用につきましては、支出の構成割合ですけ

ど、先ほど委員ご指摘のとおり、油代が25％、
販売手数料が13％、修繕費、漁具・漁船代が13％
で、雇用の場合は雇用労賃が7％、あと氷代、
餌代、魚箱代、減価償却費等、こういう支出の

割合となっております。 
【小林委員】 販売手数料の13％というのは、
どういう中身ですか。 
【川口経営支援室長】 販売手数料につきまして
は、漁協が大体3％から5％あります。それと、
その漁協が荷を集めて委託して、いろんな市場

に出しますけど、その市場でも手数料がかかる

ということで、トータルで平均すると13％程度
かかるということでございます。 
【小林委員】 漁協関係にいろんなことでお世話
になるわけですね。漁協なくしてはやっていけ

ないことは十分わかりますよ。しかし、漁協合

併も思わしくなかった。あれだけ鳴り物入りで

やったけれども、ほとんど成果が出なかった。 
 そういうような打開しなければいけない課題

が、いろいろ理由は並べればいっぱいだけれど

も、金沢なんかに行って、石川県なんかを見て

いると、もう本当にばっと一束にしているんだ

よな。それぞれの単組の組合については一本に

きちっとまとめて全体的に取り組んでいるとい

うような状態です。そういうところについてや

さしいのか、それだけのリーダーがいないのか、

その辺のところがなかなか難しいと思います。 
 だから、手数料の13％についても、これから
どういうふうに軽減していくかというようなこ

とも考えていかなければいけないし、今言われ

たような、全国的なレベルからしてみて、長崎

県の7ポイントを超えているような状態は、こ
れもまた全国の生産コストというか、経費の面

から見た時にどのくらい長崎県は高いんですか。 
【川口経営支援室長】 全国の平均からしますと
支出の割合が約8ポイント高いような状況でご
ざいます。 
【小林委員】 8ポイント高いということから見
ても、これはやっぱり改善する余地があるし、
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努力をしていかないと、今さっき言われたよう

に1,000万円の水揚げを上げても、260万円とか
300万円にやっとなるかならんか。これは税金
も、必要経費も全部引いて、本当に手元に残る

手取り、こういう状況の中でかなりのコストが

かかっているということも明らかになった。そ

して、それは全国と比較すると8ポイントも高
いという長崎県の構造的な課題がそこにあると

思います。 
 こういうところにいかにして支援の手を伸ば

すかということと、ここのところをどうやって

打開するかということが、今はじめて8ポイン
トということが明らかになったわけじゃなくし

て、あなた方が水産行政をやる中において、漁

業所得を上げるためにどうしなければいけない

かという議論の中で、全体的な売上を上げると

いうことは当然であるが、かかる経費をいかに

して抑えるか。そして、手元に残るお金をきち

んと確保するというようなことは当然のことで

あって、その8ポイントについては、我々にと
っては、えっと思うけれども、あなた方はずっ

と前からわかっておるんだよ。わかっているこ

とを全然手がつけられないでおるということが

残念なんだよ。農業もこれを最終の課題として

徹底的に取り組んでいくということだけれども、

水産部ではどうですか。そういうようなことを

水産部挙げて、いかにしてコストを抑えるかと

いうような取組はできますか。 
【熊谷水産部長】 委員ご指摘のように、ただ単
に収入を伸ばすということだけではなくて、付

加価値を高めるというだけではなくて、コスト

と両輪で動いていくということが一番大事だと

思っております。 
 そういった意味で、現在、経営指導という形

の中で経営分析をさせていただいております。

この経営分析の中におきましては、下関にござ

います水産大学校の先生にも入っていただきま

して、どういったところに構造的な問題がある

かという、そういった現場に非常に強い先生で

ございますので、そういった方のご意見も聞き

ます。それからまた、中小企業診断士という現

場的な意見、こういったものをトータルで分析

しまして、どういったところに力を入れていく

べきかということも含めまして、今後、しっか

りとコスト削減ということにつきましても取り

組んでいきたいと思います。 
 また、我々が経営指導したことが、どう現場

で生かされるかということも一つ一つ検証して

いくことが、我々の指導の仕方という今後につ

いてもつながっていくと思いますので、そうい

った意味からも取り組んでいきたいと思ってお

ります。 
【小林委員】 水産部長の答弁にかかれば、もう
これ以上のことは言えませんが、水産部長、あ

なたも国の方から来ていただいて、長崎県の漁

業をつぶさに見ていただいているわけです。ど

こに問題があるかという構造的な課題は、あな

たが第一番によく知っておられる。いろんなと

ころを回ってこられて、長崎県の一番足らざる

ところ、なかなか難しい課題がどういうところ

にあるかということは誰よりもよく知っている

と思います。 
 だけども、これはチャレンジしていただかな

ければいかんのだよ。これはやっぱりどうして

も取り除いていただくための最善の努力を、そ

れぞれ皆さん方にきちんとあなたの方から指示

をして、どこの課は、どこの室は、こういうよ

うなことについて取り組めということで、水産

部長を先頭にして、そして、個々の改善を図っ

ていただかなければ、正直に言って、これだけ
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の予算を使い、これだけのいろんな事業を行い

ながらも、やっぱり期限が来れば交付金、予算

等がそこで切れてしまって、もう、はいそれま

でよという格好になってしまう。そしてまた、

同じような格好でずっと繰り返していくわけで

す。 
 これで明日の希望があるか。漁業者に、新規

就業者にきちっと夢を与えることができるかと

いうと、なかなか今の状態の中では、いくら新

規の就労者をよろしくお願いしたいと思っても、

実際に経営に参加して自分で漁業をやり始めて、

農業は5年間の支援があるにもかかわらず、漁
業についてはこれが全くない。最初の150万円
も2年間だけです。あとは一生懸命国にお願い
されているけれども、これがなかなかよしとし

ないと。こういうようなことで途中でリタイヤ

する人が20％、30％、こんな状況がずっと続い
ているではありませんか。 
 これから所得を上げるためにも、漁業の就労

人口をきちんと上げていかなくちゃいかんと思

うんだよ。雇用型の漁業というのは、参事監、

あなたの担当でしょう。はじめてあなたに質問

するけれども、この雇用型の漁業、こういうよ

うな形は今どういう状況にあるのか。明日はあ

るのか。現状とこれからの取組について、あな

たに質問したい。 
【五島水産部参事監】 雇用型漁業と申しますと、
定置漁業とまき網漁業、それから養殖業も一部

そうだと思っております。この中で雇用型漁業

として今年度から事業として取り組んでおりま

すのが定置漁業とまき網漁業でございます。こ

の定置漁業とまき網漁業につきましては、雇用

の状況から申しますと、平均賃金がおよそ250
万円程度、県平均の所得は380万円ぐらいです
ので100万円以上の差があるということで、こ

の所得を上げて雇用状況の改善を図っていこう

ということを目的に、雇用型漁業、定置漁業と

まき網漁業の経営の安定化に支援をしていこう

ということで取り組んでいるところです。 
 定置漁業、まき網漁業がベースとなって、そ

の水揚げをいかに伸ばして、それから派生的に

多角的な経営の中で経営体としての安定化を図

っていくという方向でやっております。それに

よりまして周年雇用体制を確保するとか、それ

ぞれ活魚出荷の取組、流通の改善、観光への利

用、そういうことに取り組むというモデルをそ

れぞれ支援していこうということで現在取り組

んでいるところでございます。今年度は定置漁

業で2件、まき網漁業で1件、そのための経営計
画を策定して今後具体的な支援をしていくこと

にしております。 
【小林委員】 雇用型の漁業というのは、これか
らの時代の非常に大事なポイントです。個人経

営体だけじゃなくして、農業もそうだけれども、

もう就労人口が足りないということで外国人も

これからお願いするという取組が大々的に載っ

ているじゃないか。特区の中でやるんだよ。 
 漁業についても、雇用型というのはこれまで

なかったところで、ここに力を入れていくとい

うことだけれども、今、あなたの答弁でびっく

りしたけれども、これが大体250万円ですね。
この250万円というのは税引き後の手取りなの
か、総額、いわゆる福利厚生、税金等を払って

残りが250万円なのか、そういうものを含めた
250万円か、どっちですか。 
【五島水産部参事監】 申し訳ございませんでし
た。私は雇用している人たちの平均賃金という

意味で申し上げまして、経営体の所得という意

味ではなくて、雇用型漁業で雇われている人た

ちの従業者の平均賃金が250万円で、これは賃
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金ということで… 
【小林委員】 そこで働いている社員が幾らもら
っているかということでしょう、250万円とい
うのは。だから、それは手取りか、総額かと聞

いているんです。 
【五島水産部参事監】 総額でございます。 
【小林委員】 250万円というのは総額、ここか
ら税金を引かれて、福利厚生費を引かれて、雇

用保険を引かれて幾らになると思うか。ここの

ところは総額250万円でしょう。だから、手取
りは相当低くなるわけです。これで来てくださ

いと言っても、事務系なのか、船に乗って大き

な役割を果たすのかとか、肉体的な労働も結構

あるだろうと思います。ひょっとしたら危険性

もあるかもしれない。そんな状況の中で総額

250万円というのは、正直言って報われないよ
うな気がしないでもない。 
 今、平均が380万円ということをおっしゃっ
た。それと比べても約100万円以上差があるわ
けです。ここも個人所得ということの考え方で、

経営体の漁業所得、そして、働きに出た雇用型

についても、いまひとつ、手取りというものが

少ないと。 
 こうなってくると、雇用型という理想的な、

8時間勤務だとか、土曜、日曜は休んでとか、
月に9日間、休みをもらってとか、これまでに
ないような環境整備は、おもてはあるけれども、

実態としては、そこに報われるか、報われない

かと。こうなってくると、そこのところは現実

はなかなか厳しいわけです。 
 そこで、お尋ねしますが、今、漁業人口が大

体1万4,000名、これを一つのスタートラインに
しています。平成32年度、5年後にこれを1万
2,000名にしようという数値目標を上げている
と思うが、雇用型で何名考えているのか。 

【川口経営支援室長】 現在、5年後に1万2,000
名を確保するという中で、内訳につきましては、

指定漁業、大中まき網、以西底びきで約600名、
中小まきで約700名、大型定置で670名というこ
とで目標を掲げております。トータルで約2,000
名ということになります。 
【小林委員】 参事監、そういうことはどこまで
君たちは議論をして本気になって取り組んでい

るのか。なんもかんも全部知っておけというわ

けじゃないよ。だけど、押さえていただかなけ

ればいけないところをきちんと頭に入れて仕事

をしていただかなければいけない。そこだけは

きちんと持っておっていただかないと、ちょっ

とやっぱりプロとして、専門職としては、我々

として期待ができるかといえば、数字もわから

ないで仕事ができるか。 
 最後に聞きますが、新規就業者について、こ

こも非常に重要なポイントだけれども、これは

今から1万2,000名残すために、毎年、何人の新
規の漁業の就業者を確保しなければならないん

ですか。 
【川口経営支援室長】 今回の計画におきまして
は、年間180名の新規就業者の確保を目指して
おります。 
【小林委員】 180名という数字は、これまでの
10年間を見ておっても、一番高いんだよね。120
名、130名台が結構ある。よくいって150名、160
名台です。これを180名台にきちんと新規の漁
業従事者を確保するということ。そういうこと

で考えていって、これを180人掛けることの5年
間で定着率をどのくらい見ているんですか。 
【川口経営支援室長】 定着率は約80％で計算
しておりまして、5年間トータルで720名を確保
したいと考えております。 
【小林委員】 だから、これは今言ったようにな
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かなかハードルは高いと思います。 
 しかし、ハードルが多くても、あなたはきち

っと答えきりますね。それだけちゃんと頭の中

に入って、新規のそういう就業者については、

毎年180名を目標にして5年間やって、いかにし
て離職させないかと。そのためにはやっぱり

150万円、150万円。これは水産試験場長が担当
の時によくおっしゃっていました、詳しかった。

この方に聞けば、きちっと答えが返ってきた。

ここのところは給付金の制度を、さっき言った

ように、最初の2年間の研修時期は150万円ある
けど、そこから先、向こう5年間はないわけで
す、農業はあっても。ここができないというの

は、水産部長、なぜでしょうか。これは全国で

一緒になって要望されているんですか。これは

何も長崎県だけできないというわけではないだ

ろうけれども、ここのところは農林水産省があ

んまり関心がないのかな。農業については、こ

れだけのお金を使いながら、片手落ちが度が過

ぎているような感じがするが、この辺の見込み

はどうですか。 
【熊谷水産部長】 正直、私自身もこの3年間、
3回、政府施策要望に行かせていただいており
ますが、なかなかハードルが高いところである

と理解しております。 
 その一つの理由として国が挙げているのは、

水産の場合は非常に現金収入化しやすいので、

ですから、水産の場合はそういった支援をしな

くてもやっていけるのではないかということを

言われるんですが、水産の方がむしろ漁獲変動

が大きいものですから、そういった不安定さを

どういうふうにカバーするかということはしっ

かり考えてほしいということを申し上げており

ます。 
 もう1点、私ども、国の制度を利用しきって

いなかった部分があるというのが正直ございま

す。要は、農業と水産業は同じように、農業学

校とか行くに当たりまして支援があるわけです。

その支援を今まで使っていなかったということ

で、今年から支援を使うようにしております、

国の制度です。そういった支援と県の支援を組

み合わせることによって、今まで2年しかでき
なかった分を3年、国の制度をうまく使えば4年
というような形で、それをうまく組み合わせて

使いたいと思います。 
 反省点としまして、今までそういった事業に

つきましては漁連が窓口になっておりまして、

県の予算は水産部で、国の予算は漁連でと、ば

らばらにやっていたわけです。今回、そういっ

たことも反省いたしまして、一本で一緒にやっ

ていこうと、より有効的にしていこうと。国の

予算をできるだけうまく使いながらやっていこ

うということで今やらせていただいております。 
 具体的に成果ということは1年たった上で検
証しまして、しっかり取り組んでいきたいと思

っております。 
【小林委員】 最後に、45歳以上は県単でやる
というような仕組みがあったでしょう。それは

今も継続しているのか。それは最初の研修の時、

45歳以上ではじめて漁業をやろうという人た
ちは、国の対象の年齢にならないので県が単独

で150万円を45歳以上、この人たちも2年間。そ
して、それは研修を終えて現場に入ったら県単

はないのかどうか、この辺はどうですか。 
【川口経営支援室長】 国の青年漁業者の給付金
制度につきましては、一定の年齢制限がござい

ます。県単の場合は、年齢制限を設けずに研修

を2年間していただいて漁業に就業していただ
くということで制度は継続させていただいてお

ります。 
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【中田漁港漁場課長】 2点報告させていただき
ます。 
 1点は、昨日、中村委員からアミノ酸入りの
コンクリートブロックのことについてご質問が

ありました。その件ですが、県内では壱岐の漁

場整備、小値賀の漁港整備で実施した事例がご

ざいます。 
 まず、漁場につきましては、漁場整備におい

て資源管理課で行った藻場回復技術の公募事業

で提案されて平成26年度に採用された事案に
ついて、平成27年度に公共事業技術活用パイロ
ット事業を利用した実証事業として実施したも

のでございます。 
 整備後、海藻の生育状況とか餌となる生物の

生育状況などのモニタリング調査を現在実施し

ております。今後もモニタリングについては継

続していく予定としております。 
 もう1点、漁港整備事業では、平成26年度か
ら平成27年度に小値賀漁港の防波堤工事の中
で同様の試験的な整備を行っているという状況

でございます。 
 この両事例とも、先日、テレビ放映された事

例と同じで、一ブロックメーカーの環境活性コ

ンクリートとして特許取得をされた製品でござ

います。（「どこですか」と呼ぶ者あり）メー

カー名いいですか、日建工学というブロックメ

ーカーです。 
 製作は、県内の生コン工場で、生コンにアミ

ノ酸を混ぜ込むいうやり方になっております。

現在のところは、このメーカーのブロックを使

用する場合に限ってアミノ酸が購入できるとい

うことになっております。今後、広く活用でき

ないかどうか研究していきたいと考えておりま

す。 
 もう1点の報告は、港湾整備事業会計、いわ

ゆる企業会計ですけれども、マリンヒル三京の

宅地販売を行っております。正式には次の議会

での報告となりますけれども、昨年度末時点で

残区画が36区画でありましたが、先週、12月9
日、金曜日に完売となりましたので、とりあえ

ずこの場で報告をしたいと思います。 

【吉村(洋)委員長】 ほかにご質問等はございま
せんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【吉村(洋)委員長】 ほかに質問がないようでご
ざいますので、水産部関係の審査結果について

整理をいたしたいと思います。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時３８分 休憩 ― 

― 午前１１時３８分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。 

 この後、委員間討議を行いますが、理事者退

室のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時３９分 休憩 ― 

― 午前１１時４１分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 今定例会で審査いたしました内容について、

12月19日、月曜日の予算決算委員会における分
科会長報告及び12月21日、水曜日の本会議にお
ける委員長報告の内容について協議を行います。 
 それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。 
 協議につきましては、委員会を協議会に切り

替えて行うことといたしたいと存じますが、ご

異議ございませんでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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【吉村(洋)委員長】 ご異議ないようですので、
そのように進めることといたします。 
 それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４２分 休憩 ― 

― 午前１１時４２分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 農水経済分科会長報告及び農水経済委員会委

員長報告については、協議会における委員の皆

様方のご意見を踏まえ、報告をさせていただき

たいと存じます。 
 次に、閉会中の委員会活動について協議をい

たしたいので、しばらく休憩をいたします。 
 

― 午前１１時４３分 休憩 ― 

― 午前１１時４３分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 閉会中の委員会活動について、何かご意見等

はございませんでしょうか。 
〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【吉村(洋)委員長】 それでは、正副委員長にご
一任を願いたいと存じます。 
 委員改選前の定例会における委員会は、本日

が最後となりますので、閉会に当たり理事者の

出席を求めております。 
 理事者入室のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４４分 休憩 ― 

― 午前１１時４９分 再開 ― 
 

【吉村(洋)委員長】 委員会を再開いたします。 
 それでは、本任期中の委員会は本日が最後と

なりますので、閉会に当たり一言ご挨拶を申し

上げさせていただきます。 

 2月に農水経済委員会の委員長を仰せつかり
まして、これまで約10カ月間でございましたが、
本委員会の皆様方には大変お世話になったとこ

ろでございます。 
 皆様方のおかげをもちまして、委員長として

の重責をどうにか、果たせなかったのかなとも

思いますが、本日を迎えさせていただいたとこ

ろでございます。この場をおかりいたしまして

改めてお礼を申し上げるところでございます。 
 何分、私もいささか小物でございまして、不

足の点、多々あったものと反省をいたしており

ますが、宮本副委員長をはじめ、委員の皆様に

ご助言、ご協力、ご指導をいただきまして、あ

わせまして、理事者の皆様方には誠意ある対応

をしていただきまして、深く感謝を申し上げる

次第でございます。まことにありがとうござい

ました。 
 本委員会は、産業労働及び農林水産業にわた

る幅広い分野を所管しております。長崎県の経

済を支える一翼を担っていると考えるところで

ございます。そういう中で活発な議論を重ねて

まいったところでございます。 
 産業労働の分野では、新たな産業の創出、雇

用の確保、企業誘致、産業人材の育成、こうい

った観点で議論をしてまいりました。また、農

林水産業の分野では、ＴＰＰ協定、農林水産物

の輸出、農業・漁業従事者の所得向上等につい

て熱心な議論を重ねてまいったところでござい

ます。 
 長崎県の経済は、なかなか厳しさを脱すると

ころまで至っておりませんが、どうにか横ばい

状態で現在があると感じております。 
 長崎県自体も厳しい財政状況ではございます

が、理事者、県議会が一体となって力強い産業

を創造する長崎県づくりに取り組んでまいりた
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いと改めて思っているところでございます。 
 結びになりますが、長崎県政の今後ますます

の発展と委員の皆様、理事者の皆様方のご健勝、

ご活躍を祈念申し上げまして、ご挨拶とさせて

いただきます。 
 我々の委員会としては、この1年間を振り返
りますと、ベトナムにも行きましたし、オフィ

スビルの建設とか、びわの被害があったり、い

ろんなことがこの1年もありましたが、おかげ
をもちまして本日を迎えられたことに改めてま

た感謝申し上げるところでございます。 
 本当にありがとうございました。（拍手） 
 次に、理事者側を代表いたしまして、古川産

業労働部長からご挨拶をお願いいたします。 
【古川産業労働部長】 関係部局を代表いたしま
して、一言お礼のご挨拶を申し上げます。 
 吉村(洋)委員長、宮本副委員長をはじめ、委
員の皆様方には、各部局が抱える重要な諸課題

に対しまして、さまざまな観点からご意見、ご

提言をいただき、厚くお礼を申し上げます。 
 県においては、人口減少や地域コミュニティ

ーの活力低下など構造的な課題の解決に向け、

本年度から「長崎県総合計画チャレンジ2020」
及び部門別計画である「ながさき産業振興プラ

ン」、「長崎県水産業振興基本計画」、「新な

がさき農林業・農山村活性化計画」による取組

を開始したところであり、今後も力強い産業を

創造する長崎県を目指し、より効果的な施策に

取り組んでまいります。 
 また、これまで本委員会でいただいたご意見、

ご提言を踏まえ、本県の未来を切り開く新たな

施策やさまざまなプロジェクトについて、関係

機関との連携を図りながら、戦略的かつ積極的

に展開してまいりたいと考えております。 
 最後になりますが、委員の皆様方におかれま

しては、大変ご多忙とは存じますが、お体に十

分ご留意いただき、今後とも、県勢発展のため

ご指導いただきますよう、よろしくお願いいた

します。 
 まことにありがとうございました。（拍手） 
【吉村(洋)委員長】 ありがとうございました。 
 これをもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。 
 皆さん、大変お疲れさまでございました。あ

りがとうございました。 
 

― 午前１１時５４分 閉会 ― 
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